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この報 告 書 は, .日 本 自転 車振 興 会 か ら競輪 収 益 の一

部 で あ る機 械 工業 振 興 資金 の補 助 を受 け て 昭和47年

度 に実施 した 「NIS(ナ シ ョナ ル ・イ ン フ ォメー シ

ン ・シス テ ム)形 成 の た め の シス テム ・エ ン ジニ ア リ

ン グ調査 .1の 成果 を とbま とめ た もの で あ ります 。
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序

情 報 化社 会 の進 展 に伴 い,個 々の 行政 機 関 や企 業 な どの事 業 体 を対 象 とす る

個 別 シ ステ ムか ら,事 業 体 間 に また が る シ ス テム,す なわ ちNIS(ナ シ ョナ

ル ・イ ンフ ォ メー シ ョン・システ ム)の 形 成 が 自然 のす う勢 であ ります。 とくに 公

衆電 気通 信法 の改 正 に よ り一 層 多 種 多様 な ネ ッ トワー クの 出現 が 予想 さ れ ます 。

この よ うに,複 数 の シ ステ ムや 或 は 複数 のNISが 結 合 され,さ らに 複雑 に

ネ ッ トワ ーク 化 さ れ る こ とを考 える と,ハ ー ドウ ェアお よび ソ フ トウ ェアの イ

ンタ ー フェ ー スの 問題,そ れ ぞ れ の事 業 体 に おけ る組 織 業 務 処 理 方 法,あ る

い は 各種 制 度,商 慣 習 な どの 相 異 よ り生 ず る問 題等 を先 ず 解決 す る こ とが 要請

され ます 。

当財 団 で は,「 ネ ッ トワー ク ・エ ンジ ニア リング調 査 委 員会 」を設 け,NIS形

成に お ける 問 題点 の調 査 研 究 を行 な う と とも にそ の 成 果 を と りま とめ ま した。
＼

本報告書はその成果 を とりま とめた ものです。

こ こに,調 査に ご尽 力い ただ きま した委員各位,お よび ネ ッ トワーク構 想に

関す る所 見 を述べて頂 いた中央官 庁各省 庁の ご担当者に対 し・深 く感謝 の意 を

表 します。

本報告 書が各方面 に利用 され,わ が国の情報 処理の発展 に寄与す るよ う念願

す る次第 です。

昭和48年3月
て

財団法人 日本 情報処 理開発センター

会 長 難 波 捷 吾
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委

「ネ ッ トワー ク ・エ ン ジ ニ ア リン グ調 査 委 員 会 」 構 成

員 長 渡辺 茂

員 上野 滋

白根 礼吉

中村 茂

西尾 出

道下 忠行

市川 隆

山本 欣子

(事 務局
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1.情 報 化 社 会 とNIS

■

▼

1ユ は じめ に

情報化社会 とは,情 報の処理(生 産)あ るいは情報 を利 用するこ とが,人 間

活動の附加価値 を生ずるために,最 も有効な手段 となる ような社会の ことであ

る。

情報は,意 思決定に必要な知識で ある といわれてい るが,よ りよい意思決定

には,よ り適切 な情 報 を,よ り適時に入手 する ことを前提 とする。

そのためには,所 要の情 報について,必 要 な場所 か ら随時 に入手可能 となる

よ うな設備 と方法 が必要 であるが,そ の設備 と方法 とは,今 日では,コ ンピュ

ータ と情報伝達施設 を接続 し,体 系化するこ とが最 適な方法 である と考 え られ

てい る。

真体的 にい えば,遠 隔入 出力装置 一通信制 御装置 一変復調装置 一通信回線一

変復 調 装 置 一 コ ン ピュ ー タ とい う体 系 にな る が,一 般 的 に この よ うな体 系 を,

ナ ソライ ン・シ ステ ム とい っ てい る。

この場 合,イ ンハ ウ スを除 き接 続 されてい る遠 隔 入 出力 装置 が物 理 的 に異 な

った 場 所 に 複 数 個所 設 置 され,か っ情 報 伝 送 に利 用 され る とき,こ れ を特 に,

NIS(NationalInformationSystem)と い っ てい る。

情 報 化 社 会 とNISの 発 展は,極 め て密 接 な 関係 に あ り,NISを 情 報 化社

会 の進 展 に 合 せ,正 しい 方 向 に発 展 させ る こ とは,現 在 の社 会に とって大 きな

課 題 で あ る とい える。

亀
●

鳥

1.2シ ス テ ム化 とNlS

因果律 を哲学 と し,分 析的手法を手段 として発達 して きた近 代文 明は,結 果

として,公 害 を もって代表 される各種の ひずみ をもたらす こ とになった。

その対策の一つ として,わ れわれは,シ ステム化 とい う考 え方 を採 り入れる

ことにな り,生 産工程,企 業経営だけでな く,社 会構造 まで システム化す る方
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向に進ん でいる。

しか し,シ ステ ムは,形 成する こ とが 目的 では な く,そ の シ ステ ムの持 って

いる機能 を発揮 させ るこ とにある。

シ ステムが,精 密であればある程,ま た規模が大 きければ大 きい程 ,そ の機

能 を発揮 させる ことが難 しくなる。

システム設計の時点 において,そ の システムの運営に関 し,将 来お こり得る

すべての障害 の予測が可能 であ り,し かも,そ れ らの障害 を考慮 した システム

を形成する ことができるな らば,そ の システムの機能 は完全 に発揮 されること

になるだろ う。

しか し,そ のよ うなこ とは,現 実 として期待 できない ことであ り,そ こに,

システ ムの制御あるいは管理 の必 要性 が生 じて くる。

厳密 な意味では,制 御 と管理 は,若 干その概念 を異 にす るが,所 与 の 目的 を

達成 させ るための措置である とい う点 では共通 してい る。す なわ ち,制 御も管

理 も,本 来 あるべ き状態か ら,現 実がず れてきたとき,そ れ を是正するために

とられる行動である。

行動には,多 くの場合,意 思決定 が ともない,し か も制御や管 理のた め迅速

であることが重要である。

この ように考 えれば,先 に述べ た ように,シ ステムが精密 化あるい は大規模

化すれば,シ ステ ムの内部(各 モジ ュール)の 垂 直的,水 平的 広が りと,そ の

相互関係は,極 めて複雑に な り,ま た シ ステムの運営 ・管理 に斉 一性 を もたせ

ようとす れば,有 機的 関連 をもった情報 の入手 ・伝達が迅速 であるこ との重要

性が増大 して くる。

以上を要約すれば,シ ステ ムの機能 を発揮 させ るためには,シ ステムの制御

あるいは管理のた めに適時(特 に迅速 な),適 切 な情報の入手 が重要 であ り,

あるシステムを構成 してい るモジュ ール としての情 報伝送(入 手)シ ステ ムの

存在 を前提 として システ ムの運 用が可能 にな る とい うことである。

一方 ,情 報(デ ータ)伝 送 を,迅 速,正 確 に行 なうための手段 として,今 日,

一2 一
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わ れ わ れ は,通 信 回 線 を利 用 す る技術 を開発 してお り,シ スデ ム運用 に とっ て,

い わ ゆ る オ ン ライ ン方式 の採 用 は,不 可 欠 な要 素 で ある とい え よ う。

さ らに ・ シ ステ ム構 成 が複 雑化 す れば,必 然的 オ ンライ ン方 式 の発 展 した も

の と してNIS構 想 が生 れて くるだ ろ う。『

●

6

衡

1.3個 別NlSか ら複 合NIS

シ ステ ムの 区 分 に,「 閉 シ ステ ム 」,「 開 シ ステ ム」お よび 「準 開 シ ステ ム 」

とい う見 方 が あ る。(「 シ ステ ム理 論 序説 」松 田正 一 著),同 書 に よれ ば,そ

の 関 係 は,お よ そ次 の よ うに説 明 され てい る。

『シ ステ ム とは,シ ステ ム要 素(機 能)の 集 ま りであ り,一 つ の 国家 を シ ス

テ ム と考 え るこ ともで きる。 そ の 国 の一 都 市 を対 象 とす る こ と もで き る。 さ ら

に 都 市 の 中 の 一企 業 や 一 家 庭 も シ ステ ム と して 扱 うこ ともで きる。 シ ステ ムは ,

一般 に よ り大 きな 集 団の 中 の部 分 で あ る
。 従 って,あ る シ ステ ムを考 える とき,

そ の 集 団 に含 ま れ る もの と,含 ま れな い もの との 間 に大 な り,小 な り相 互 関係

が存 在 す る と考 え られ る。 ある シ ステ ムの外 に あ っ て,そ の シ ステ ム と関 係の

あ る も の(シ ステ ム)の 集 ま りを環 境 と名付 け る な らば,一 般 に シ ステ ムは,

そ れ を含 む 環 境 の 中に あ る。

環 境 とシ ステ ムの結 びつ きに は強 弱 が あ る が,そ の強 弱 に応 じて,す なわ ち,

全 くな い 場 合 を 「閉 シ ステ ム」,あ る場 合 を 「開 シ ステ ム 」 と名 付 け る な らば,

閉 シ ステ ムは 特殊 な場 合 に 限 られ,一 般 に は,シ ステ ムは,開 シ ステ ム であ る

こ とが多 い 。 しか し,開 シ ステ ムで もす べ て の環 境 を考 慮す る こ とは 不 可能 に

近 く,理 論 的 には 関 係 が あ っ て も,そ の関 係 が微 弱 であ る よ うな 場 合 は,そ れ

を無 視 し,重 要 な 意 味 を持 つ よ うな 関係 だ け を考慮 す る とき,こ れ を 「準 開 シ

ステ ム 」 と名 付 け る。 開 シ ステ ムは ,一 般 に 準 開 シ ステ ム と して扱 うの が普通

であ る。』

昭和47年3月 末 で,わ が 国 の オ ン ライ ン ・ シ ステ ムは,約330シ ステ ムに

達 してい る が,こ れ らの シ ステ ム の大 部 分 は,上 記 の 区分 でい けば,準 開 シ ス
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テ ム とい う よ り閉 シ ステムに近 い もの で あ る。

ある オ ンライ ン ・ネ ッ トワーク ,・シ ス テ ムが,他 の オ ンライ ン ・シ ステ ム と

の 関係 にお い て閉 システ ムで ある と き,こ れ を 「個 別NIS」 とい って い るが,

具体 的 には,従 来 の 「国 鉄 み どりの窓 口 」 「各 銀行 の オ ンライ ン預 金 シ ステ ム 」

「全 国銀 行 協 会 為替 通 信 シ ステ ム」 な どが含 まれ る。

しか しな が ら,前 述 の よ うに,シ ス テ ムは,本 来,開 シ ステ ムで あ り,扱 い

上は,準 開 シ ステ ムの 場 合 が一 般 的 で あ る。

あ る シ ステ ムが,シ ステ ム と して の機 能 を発 揮す るた めに は,環 境 と よ り密

接 な関 係 を持 つ こ とが 必 要 で あ り,そ れに よ って,そ の シ ステ ムの位 置 付 けが

明確 化 され,機 能 の 妥 当性 と効 果 性 を向 上 させ る こ とが で きる。

オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワ ーク ・シ ステ ム相 互 が,開 あ るい は 準 開 シ ステ ム の関

係 にあ る と き,こ れ を 「複 合NIS」 とい うが,前 述 の よ うに,シ ステ ム化傾

向は,企 業 あ るい は 官 庁 相 互 間だ け で な く,官 庁」 企 業,官 庁 一 家 庭,企 業 一

家 庭 とい うよ うに,社 会構 造 その もの まで に 及 び つつ あ るが,そ の た め の情報

シ ステ ム と して,個 別NISを い か に 多数 設置 して も,そ れ は特 定 シ ステ ム内

の こ とで あ り,そ れ に よ っ て,よ り上 位 の シ ステ ムの機 能 発 揮 を期 待 して も,

む しろ混乱 を招 くこ との方 が多 い だ ろ う。

回 線 の 共 用,情 報 の 共用 を可 能 に す る複 合NISの 方 が,今 後 到 来 す る シ ス

テ ム化社 会 の情 報 シ ステ ム と して,よ り有 効 であ り,経 済 的 で もあ る。

情 報 化社 会 の神 経 系 と して,複 合NISは,欠 くこ との出 来 な い機 能 を発 揮

す る こ とに な るだ ろ う。

▼

1.4機 能 の形 態 か らみ たNlSの 分 類

NISは,設 備の態 様,処 理業務の種類 な ど,そ れぞ れの 観点 か ら,種 々の

分類 が可能 であるが,シ ステ ムが,シ ステ ム要素(機 能)の 集 ま りである以上,

そ の分類は,機 能 の観点か ら,ま ず 区分す る必要 がある。

NISの 機能は,情 報 を正確,迅 速 に処理 し,伝 達す るこ とに あるが,機 能
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をより具体的 に区分 し,そ れ ぞれをパ ターン化すれば,お よそつ ぎの4つ に区

分する ことができる。

① 情報の収集,加 工,配 分(提 供)す ることを目的 とした もの

← 一 情 報

端末

○ ○

② コ ン トロ ール に重 点 をお い た も の

ぐ ■ ■ コン トロ ール

○ ○

③ ク リア リングのみ を 目的 とした もの(加 工 処理 は しない)

一』
1、

報

○

戸簑

亀

これには,情 報案 内,情 報分配機能 が含 まれる。

④ 情報サ ー ビスを主 とする もの(要 求に応 じてサ ービスす る)

ア 一 夕発 生 部 門

(例 サ ービス センター)

ア 一 夕 ・プー ル デ ータ発生部門

(例 官庁)

不特定多数
]
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なお,上 記の分類 が複合NISの 場合,端 末装置 は,原 則 として,他 の個別

のNISの 装置 となるが,④ の不特定多数 の端末装置 が接 続 される とき,そ の

端末装置は,他 の個別NISの 装置の場合 だけでな く,一 般公衆回線(電 話回

線)を 利用する場 合の電話器 も,一 般 公衆回線 を一つ の個 別NISと みなす こ

とがで きるこ とか ら,複 合NISの 端末装置に含めるこ とが妥 当である。

1.5複 合NlS形 成 に よ る期 待 効果

情報化社会の指向す る ところは,個 別 システムのネ ッ トワーク化に よる複合

NISの 形 成にあるが,情 報活動の メカニズムとして,こ れがもた らす社会的,

経済的 な効果 は計 り知れ ない ものが ある と予想 され る。

1.5.1社 会的な効果

既述の とお り複合NISは,社 会組織 の情報活動 の メカニズムとしての役割

を果 し,現 在提起 されてい る多 くの社会的 な問題が,情 報活動 の メカニズムの

円滑な運用によ り解決 される分野 は多い。

(1)過 密過疎問題の解決

わが国の過密過疎問題は,都 市中心に よる産業 の発 展 を要因 として流通

機能の都市集 中化,太 平洋側の道路網 の整備,人 口の都市集中等 を もたら

した結果である。適切 な情報活動 メカニズム,即 ち複合NISの 形 成によ

り,情 報の地域 格差 をな くし,産 業の最適 な配置,人 口の適切な流動,都

市交通過密の解消 な どが期待 される。

(2)福 祉社会へ の寄与促進

複合NISに より保健 医療情 報 システム,教 育情報 システム,地 域情報

サ ービス等,国 民 が抱い ている必要情報に対す る不満感 が解 消 され,人 間

福祉 の改善 向上に寄与 促進 する ことが期待 される。

(3)バ ランスの とれた社 会発展

上記(D(2)が 実現 した時には,パ ラ ソスの とれた社 会が形 成 され,よ り豊

かな国民生活が営 なまれるよ うになる。
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1.5 .2経 済的な効果

複 合NISの 発展の形態は,ビ ジネ ス分野を先導 として,順 次社会 シ ステム

へ と進 展 してい くもの と予想 される。経済的 な面で期待 され る効果 と しては,

次の例が考 え られる。

(D流 動経路の最適化

複合NIS形 成に よる流動情報の合理的 な流通は,物 的流通経路 の最適

化を促 し,こ れに よ り,流 通 コス ト,在 庫 コス トの低下,交 通網 の混雑解

消等 が期 待 され る。

(2)エ ネルギ ー ・資 源の利用 の最 適化

複合NIS形 成 によ りエネル ギー利用,資 源活 用にお ける最適化 を,日

本全体 と して総 合的 な見地 か ら計 る ことが可能 である。

(3)技 術 開発 の最適化

技術情報 サ ー ビス ・メカニズムのための複合NISに より,重 複 した技

術開発 を防 ぐことが出来,効 果 のある技術に限定 して,研 究者,技 術 者の

投入,研 究費 の投入 が可能になる。

(4)事 業体 間の事務合理化

従来 の システ ム化は,個 々の事業体の合理化 を 目途 と して発展 して きた

が,複 合NIS形 成後の事業体間の合理化に よ り,生 産や販売 ・流通 な ど

の コス トの低 下,能 率 向上 をはか ることが期待 される。 さらに,中 央官 庁

と地方 自治体,官 庁 と企業等における円滑な情報流通 メカ ニズムが,で き

あが り,社 会経済的 な効果が期待 される。

㈲ 適応の 円滑化の促進

複雑 で迅速 な社会的,経 済的 な変化に即応ず るため適応 の円滑化が促進

され よ う。

例 えば,企 業 や国民に対 して,制 度改正 と利用方法の 周知,経 済情勢の

変化に よる連鎖到産 の防止等。
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1、6情 報 化 社 会 の問 題 点

複合NISを 基盤 とす る,情 報 化社会 を形成するための問題点につ いては,

後述す るが ・ここでは ・情報化 社会が形成 された場合 の複合NISに 関す る問

題 について述べる。

情報化社会は,人 類 の文 明史 における一時 代を画す る ことになるだろ う。

近代文明は,オ ー トメーシ ョン技術 を確立 し,大 量 消費時 代 を招来 したが,

一方では ,そ の結果 として資 源の枯 渇,生 産,消 費 の廃棄物 に よる公害等,多

くの問 題 を惹起 している。情報 化社会 も,文 明の発展に関 し,多 くの プラ ス面

を提供す る もの と思われるが,マ イナ ス面のある ことを忘れてはな らない。

マイナス面のすべて を,こ こに指適す ることは困難 であるが,NISに 関 し,

今か ら予想 される,主 な もの を幾つか あげてみ る。

(1)NISの ファシ リ'ティに関す る問題

情報化社会は,同 時に シ ステム化社会 である。各 システ ムは,そ れぞれ

有機的関連 を もっために,情 報伝達 の手段で あるNISに 障害 が生 じた場

合,社 会の混乱 は,現 在 の交 通問題 以上に深刻 な状況 を提する ことになる

だろ う。

また,情 報需要 と回線容量 の関係は,悪 循環 とな り,常 時,情 報渋滞を

起 し,需 要拠点 の分散化 な ど,新 しい社会問題になるであろ う。 も し,情

報渋滞問題の抜本的改善 が とれな くなった時,伝 送すべ き情報に質 ・量の

両面か ら制限が加 え られ る ようになる と思われ るが,情 報化社会 が便利で

あればある程,こ の ような措置 は,不 便の感 を強 くし,情 報の管理側 と需

要側 との間に,現 在 の労 使問 題 と似 たよ うな対立が生 じる こ とになるだう

つo

さ らに,料 金 そ の もの,お よび そ の負担 の体 系 につ い て も妥 当性 を め ぐ

って,多 くの争 い が 生 じるだ ろ う。

(2)NISの 運 用 に 関 連 す る問 題

ま ず,指 摘 され る のは,プ ライ バ シ ーの漏 洩 問 題 で あ る。 この 問 題 は ・
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運用の管 理体制を整備す るこ とに よって回避することも可能 であるが実際

上 は,大 きな問題になるか も知 れない。

む しろ,よ り重要なのは,蓄 積 あるいは伝送する情 報の選択 と評価 の問

題 である と思われる。情報の管理 者側が意識的あるいは誤 って情報 を選択

した場合,シ ステム機能 の方 向がそれに よって決め られる可能性 がある と

い うこ とである。

以上 は,情 報化社会におけ るNISに ついて提起 される問題 の うちの一部か

も しれないが,こ れだけで も,今 後 の社会に とって,か な り重大 な問題 で ある

と思わ れる。 当然 のこ となが ら,こ れ らの問題 を含め,将 来予測 される問題点

を検討 し,事 前にその対策 を講ずるべ きだろ う。

情 報化社会 は,シ ステム化社会 で もあ り,ま た新 しい意味 での管理化社会で

もあ る。根 本的 には,新 しい意味で の管理社会に適 合する世界観 の策定 とその

ため の指導,教 育 方針の樹 立が,NISと い う技術的問題に優 先 して行 なわれ

るべ きであ り,そ れに よっ てNISは,新 しい社会 に適合 する方向 に発展 して

い くもの と思われ る。

、
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2.官 公 庁 に お け るNISの パ タ ー ン

2ユ 官 公 庁 に お け るオ ンラ イ ン化 の 傾 向

これまで,機 会 あるごとに述べ られ たよ うに,わ が国の高度経済成長に よる

経済 ・社会 の発展は,経 済 規模 の拡 大 と技術 革新,国 際競争の激 化な どに とも

な う情報需要 の増大 とその処理 の迅速化 の必 要性 か ら,コ ンピュータの普及 を

急速 に広 めて きた。 官公庁に おいて も,そ の傾 向は著 しく,と くに要因の不足

を カバ ーす るた めの合理化 の推進 によって,年 々 コンピュータの導 入は 多 くな

ってい る。(表1-1参 照)か てて加 えて,社 会活動 の活発化に よる行政 処理迅速

化の必要性や,高 度な政策決定の ための資料 としての適確 な情報 ニーズか ら,

コ ンピュータに よる情報処理 の重要 さに対 する認 識が行政部 内において も,益

々高まって きてお り,適 時 適確 なデ ーータの入力 と出力に対す る要求はオ ンライ

ン方式 の導 入へ と発展 を促 してい る。

このよ うな傾 向を さらに具体的 に説 明す る と,官 公庁 におけ る コンピュータ

の利用は,ま ず基本統計の処理には じまり,つ いで社 会保険,警 察,国 税業務

等の大量,定 型的 な各省個有 の業務 処理に 向け られた。 これ らは要員の不足を

補い,合 理化,迅 速化に役立 ちは したが,政 策情報の ニーズを満たす役割は果

せなか った。

しか し,わ が国の経済界の首脳た ちが訪 米 してもた らした,MIS(Mana-

gementInformati・nSystem)ブ ームに刺戟 されて,官 公 庁において も,政

策情報 システムへの アプ ローチが研究 される よ うになった。 この ような動 きは,

行政管理庁 をは じめ,通 商産業省,外 務省 な どで起 り,中 央 省庁が共同 して作

っている 「電子計算機に関す る利用技術研究 会 」に よって,そ の思想は各省庁

に拡散 され ていった とい えよう。

なかで も通 商産業省は,い ち早 く,そ の コンピュータ部門 を統合 して,デ ー
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タ ・バ ンク化の態勢 を ととの える とともに,単 なる統計デ ータの集計 と蓄積 か

ら,積 極的 に情報 の加工 ・分 析 ・検索 を主体 とす る政策情報 シ ステ ム化 をはか

ってい る。

一方
,総 理 府統 計局において も,早 くか らデータ ・バ ンク構想が立案 されて

お り,次 第に具体 化 しつつある。 この ような動 きに刺戟 されて,各 省庁 の統計

部門あるいは個有業務部 門において も,デ ータ ・パ ンク構想 がつ ぎつ ぎに計画

さわるようにな った。

こうした傾 向は,必 然的 にデ ータ発生源か らの迅速 なデ ータの入手,あ るい

は相互のデ ータ交 換の必 要性 を強 め,ひ いてはデ ータ通信回線 の利用に対す る

認識が高 められるのであって,こ のゆ えに オ ンライ ン化の要求 や研究 が,官 公

庁内部において も,急 速 に進展 して きた。前 記利用技術研究 会におい て も,オ

ンライ ン研究班 の活動が最 も注 目されているのも,こ うした動 向か らであろう。

(表2-2参 照)。

さて,官 公庁に おけるオ ンライ ン化についてみ る と,わ が国の情報 に対する

価値観の問題に まで考 えを進 める必要があろ う。従来,官 公庁の コンピュータ

導入 は,人 員 の節約 とい うバ ランスにおいてのみ認 められて きた う らみがない

とはい えない。 多 くのば あい,コ ンピュータの導入は,人 件費 が どれだけ節約

で き,そ れが コンピュータ経費 と見合 うか とい う理 由が第一であって,情 報入

手の迅速性 とか,情 報の正確 性 とい うことは二の次であった。 す なわ ち,こ れ

までは警察庁,防 衛庁,気 象庁な どの例外 を除い ては,一 般省庁 では,人 件費

とのバラ ンスな しに,単 な る行政サ ースの向上 とか情報提供 ・入手の迅速性 と

かの理 由だ けで,コ ンピュータの導 入 を認 めても らうことはむつか しかった と

い えるだろ う。

この ような情況の もとでは,高 価 な回線 料金や通信制御,あ るいは端 末装置

がさ らに必要 となる。 オ ンライ ン・シ ステムの導 入が困難 なことは当然であっ

た。 しか しなが ら,東 京 オ リンピック を契期 として,わ が国で もオ ンライ ン・

システ ムの導入が可能 とな り,民 間企業 において も,金 融 業な どをは じめ とし
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て,逐 次 オ ンライ ン方式 を採用 する ものが 出現するにつ れて,官 公庁に おいて

も気 象庁や労働省の システムな どオ ンライ ン ・シ ステムの導 入が行 なわれ るよ

うになってきた。

その後,電 電公社 を中心 とした端末機の標 準化 の動 きや,公 衆電気通信法の

改正に よって,オ ンライ ン化は次第に容易かつ廉価に なって きた ので,前 述の

データ ・バ ンク化の傾 向 と相 まって,オ ンライ ン指向は ます ます強 くな ってき

た といえ よう。 とはい うものの,表1-1表 にみ るご とく,現 在実用に供せ ら

れてい る オ ンライ ン ・シ ステ ムは,全 省庁的にみる と,決 して多 くは ない。官

公庁にお けるオ ンライ ン化 は,お そ らく現在計画 中の行政情報通信 ネ ッ トワー

ク(AICON)な どの交換網 の成立 を期に,昭 和50年 前後 か ら急速に進展す

るもの と予想 される。

一方 ,地 方公共 団体に おいては,公 害問題対策の一環 として,地 域的 な公害

監視 システ ムが,オ ンライ ンに よって形成 されっっある。

2.2官 公 庁 のNIS形 成

官公庁 による オ ンライ ン ・シ ステ今では,そ の端末が設置 され る場所 は主 と

して行政 サ ービスの窓 口で ある出先機関は全国的,あ るいは各都道府県内全域

とい うように地域的 な広 が りを持 って配置 されてい る。 この意味か ら,官 公庁

のオ ンライ ン・システ ムは,必 然的 にNISを 形成 してい るとい って よいであ

ろ う。

もちろん,官 公庁 の シ ステムでも,政 策情報 な どの検索 やTSSな ど,イ ン

ハウ ス的な オ ンラインもない ではない。 しか し,収 集 ・加工 される情報 が,官

公 庁では主 として出先機 関 とか他省庁 とかか ら入手 しな ければ な らない関係上,

オ ンライ ン化 の進 展につ れて,NISを 形 成す るこ とは間違 い ない とい えよう。

一般的 に官公庁 のNIS形 成は,郵 送や使送に よる出先機関 あるいは他省庁

との情報 の収集 と配分に始 ま り,部 局 内あるいは 一部地域 におけ る部分的 オン

ライ ン化に至 るのが常識 である。 こ うした試行に成功す れば,適 用業務の拡大,
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あるいは新 らたな業務 を適用す る方向に進み,中 央機器の増設 あるいは新規更

新 を行なって,逐 次 オ ンライ ン化地域 を拡大 し,全 国的 あるいは全県的規模に

もってゆ くのが通例 とい えよう・

こ うしたNIS化 は,既 にオ ンライ ンを実施 してい る省庁をみ ても判 るよう

に,直 轄 の出先機 関 を持 った省庁 においては,比 較的容易に形成 されるが,直

轄 の出先機関 をもたない省庁にあっては,形 成 が困 難である。その ような省庁

に とっては,行 政情報 ネ ッ トワークのよ うな共通 網の実現が,NIS形 成の動

機 とな るであ ろ う。

2.3個 別NlSの パ タ ー ン

官 公 庁のNISは 現 段 階 に お いて は,各 省 庁 の 個 有業 務,あ るい は省 庁 内デ

ータ ・バ ンク とい っ た もの で ,す べ て 個別NISの 形 態 で ある とい って よい だ

ろ う。 これ らは,省 庁 内 の 特定 部 局 の 個有 業 務 に 関連 した オ ンラ イ ン ・ネ ッ ト

ワ ーク か ら発 展 し,同 じ省庁 内の 他 の 部局 の シ ステ ム と結 合 しな が ら,次 第 に

省 庁別 情 報 シ ステ ム として,個 別NISに 形 成 さ れ て ゆ くもの で ある。

例 えば,労 働 省職 業 安 定 局 の職 業 紹 介,失 業 保険 の ネ ッ トワ ーク が,労 働 保

険 徴収 部 の ネ ッ トワ ーク と結 合 し,さ らに労 働 情 報 部 の コ ン ピュ ー タ と結 合す

る こ とに よっ て,労 働 情 報 デ ータ ・バ ンク を形 成 し よ う と して い る よ うな もの

で ある。

したが っ て,こ れ らの 個別 シ ステ ムは そ の発 展 過 程 に お い て は,当 然 オペ レ

ー シ ョナ ル な シ ステ ムで あ り ,結 合 に よって 次 第 に プラ ンニ ング情 報 の デ ー タ

・バ ンク とな っ て くるの で あ る。

この よ うな個 別 シ ス テ ムの うち,運 輸 省 の車 検登 録 シ ステ ムや 労 働 省の 職業

紹 介,失 業 保 険 シ ステ ムな どは,端 末 を通 じて民 間企業 や 個人 を対 象 と した 行

政 サ ー ビ スを主 体 と した もの で あ り,将 来 他 の 行 政 サ ー ビ ス ・シ ステ ム との複

合化 が考 え られ る もの で あ るの に反 し,法 務 省,警 察 省,防 衛省 な どの シ ステ

ムの 多 くは,そ の 目的 か らみ て も,個 別 省 庁 内 の デ ータ ・バ ンク化 で あ り,閉
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鎖 的 シ ステ ム と して,他 との 複 合 化 は 非常 に限 られ た も のに な ろ う。

一'方 ,地 方 公 共 団体 の 公害 監 視 シ ステ ムは 相互 に連 携 して,環 境 庁 の公 害 デ

ータ ・パ ンクに統 合 され る な ど ,コ ン ピュ ータ ・ネ ッ トワ ークに よ るNISが

形 成 され る。

2.4複 合NlSの パ ター ン

2.4.1複 合NISの ニー ズ

官公庁 の個別NISの 複 合化への ニーズは2つ の面か ら考 えられる。1つ は,

行政 サ ー ビスの簡素化 と質 の向上 とい う面 か らであ り,他 は政策情 報の必要性

か らである。

行政 サ ービスの面 か らは,サ ービスを受 ける民間企業 な り,個 人 な りに とっ

て,出 先機関の窓 口に おける手続 が簡素,迅 速であるこ とが必要 である。例 え

ば,失 業保険や厚生年金や国税 な どの納付金 を別 々に支払わ なけ ればな らない

繁雑 さがあるな どである。 こ うした繁雑 さを解消 し,手 続 を簡 素化す るために

は,失 業保険,厚 生年金,あ るいは 国税 な どのネ ッ トワークが複合化 される こ

とが要件 であり,さ らに事業所番号 とか,個 人番号な どのデ ータ ・コー ドの統

一化 も必要で ある
。 この よ うな複合が達成 されれば,行 政 サ ービスは著 る しく

向上す るばか りでな く,行 政に おけるオペ レーショナルな業務 も,相 当 に簡素

化 されるであろ う。

政 策情報の面か ら起 って くる複合化の ニーズは,各 省庁 が保有 してい る個別

で オペ レーシ ョナルなNISに よって収 集 ・加工 される各種の情報 は,主 とし

てその省庁個有の もので ある。例 えば労働 省で収集 される情報 は,失 業保険,

職業紹 介,職 業訓練,労 働組 合,雇 用問題 な ど,直 接 関連 した ものであ り,社

会,経 済,産 業の動 向に関す る ものは 直接 収集す ることは困難である。 しかし

なが ら,現 在の ように高度に 複雑 化 した社 会情勢下に あっては,こ うした直接

的情 報に加 えて,社 会,経 済,産 業な どの労働 省 としては間接的 な情報 とあわ

せ加工 ・分析 して,は じめて完 全な政 策情 報 とな りうるので ある。

官
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この ような間接情報 を個有のNISを 通 じて収集する ことは,手 間 もかか り,

不経済 でも ある。 そこで,そ の よ うな情 報 を直接取扱 っている他 省庁 のデ ータ

・パ ンクか ら,こ れ らの情 報 をとりよせる ことが最 も望ま しい。 この こ とは他

の 省庁 において も同様で あり,こ う した理 由か ら,省 庁間の情 報交換の必要性

が起 り,個 別NISの 複合化 が要望 され るよ うにな って きた。 省庁間 の デ ータ

エ

交換は,今 の ところ表1一 凌に示 される よ うに,主 として オフライ ン方式であ

る。 しか し,複 合化が達成 されれば,当 然 オ ンライ ンに よるもの と思 われ る。

2.4.2省 庁 間NIS

前述 のよ うに,省 庁 間NISは 行政サ ービス向上 の観点 か ら,幾 つ かの特定

省庁 のネ ッ トワークが複合化 される ケ ースと,政 策情 報の相互交換のために,

各省庁間 に交換網 を作 る とい うケ ースとに分 け られよ う。

前 者の複 合は,直 接的かっ緊密 な もので,必 要 とす る省庁間で相互に話合の

うえ,コ ンピュータ同志 を直接あ るいは何 らかの装置 を介 して結合する とい'

ものである。

後 者は 交換網 の ような 中間的機 能に各省庁 が加 入する ことに よって達 成 され

るものである。 図1-1は こ うした例 のモデルである。 交換網 を通 じて相互に

自由に情報 の交換 が行 なえる こ とは望 ま しいが,現 実には 必要 な情報 のあ り場

所 が不 明であるこ とも多 く,そ の探 索や問 合せ も容易では ないので,ク リア リ

ング機能 を持 った,ス イ ッチ ング ・セ ンタ ー的な ものが どうしても必 要 とな ろ

う。 この よ うな機能は将 来民間企 業 との複合化にも当然必要 となっ て くるもの

である。

2.4.3官 公庁 と民 間企業のNIS

オペ レー ショナルな官公 庁のNISは,行 政サ ー ビスを向上 させ る意味か ら

も,民 間企業NISと の結合が必要 となって くる。 この代表的 な例 と しては,

保険 金や税金 の振込みや給 付 な ど,銀 行,信 用金庫,農 協な どのNISを 通 じ

て行 な うことがで きれば,サ ービス を受ける企業 ・個人 も面倒 がない し,出 先

機 関の窓 口事務の簡素化に もつなが るものである。現に この よ うな方法は,オ
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フライソ的に実行 されてお り,将 来オ ンライ ンで結合する ことは容易であ ろう。

さらには,民 間企業NISと の結 びつ きに よって,転 勤や移動 による様 々な手

続 きも簡 素化 ・自動化 できよ う。

政策情 報 面では,民 間企 業NISと の結びつ きに よって,デ ータ ・パ ンクに

必要な情報 を直接入手す るこ とができる と ともに,図1-1の ような各省庁の

情報 サ ー ビスを交換網 を通 じて,民 間企業 ばか りでな く個人に さえも流す こと

が可能 となる。

この よ うな結びつ きは,公 共的 なデ ー タ交換網(例 えば行政 情報 交換 網)の

確立に よって,容 易に行な うことがで きる だろ う。

つ

2、5官 公 庁 に お け るNlSの 問題 点 と将 来

官公庁 におけるNIS化 についての問題点 は数多いが,技 術的面については,

後章 で詳 わ しく述べ られるの で割 愛 し,そ の他の問題 につい て,特 に官公 庁特

有の ものについて考 えてみたい。

(D情 報利 用について

一般 に政策担 当部 門におい ては
,抽 象的観念的には適確 な情報が必 要な

こ とを力説するが,い ざ必要な情報 を提供 しよ うとす る と,情 報の内容を

明確 できない こ とが多い。 この こ とは情報提供部門のなやみ であって,せ

っか くの情 報が活用 されない結果 となる。 した がって,情 報利用部門の情

報に対す る認識 を改め させ,利 用 の しかたにつ いて の研究や 教育 を徹底す

る必要 があろ う。

(2)端 末要 員の訓練 について

ネ ッ トワークの拡大につれて,端 末 も地域的 な拡が りと,数 も増 して く

る。 このため,端 末機 を運用す る要員 の訓練が大 きな問題 となって くる。

この よ うなば あい,端 末機の信頼度 を高 め,操 作性 の よい ものを選定 する

必要が あることは,い うまでもないが,そ れでも要員の訓練 を十分に行な

わ ない と,正 確 なデ ータの収集や端末機 の活用は むつ か しい。
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また・特に官公 庁 では端末の要員が機械に対 して抵 抗感 を持 つ ことが多

いので,こ れの対策 も十分に考 慮 しなければ な らない。 通常官公庁 のば あ

い ・職員 の多 くは2年 前後で転勤する ことが 多いので,こ れ らの教育 訓練

のため恒常的 な訓練 施設 をもって,定 期的 に行 なう必 要があ ろ う。 さらに

総て の職員に対 して,機 械 に対す る抵抗感 をな くし,機 械 に対す る認識 を

深めるための教育 をあわせ て行 な う必要があ ろう。

(3)組 織 について

官公庁 では,NISが 複合化す れば,当 然組織 を超 えた交渉 や協 力が必

要 となって くる。 ところが官公 庁の縦割組織 では,こ うした組織 間の協力

が昔か ら非常に苦手であっ た。官公 庁にお ける複合的 なNISを 完成 させ

るた めには,省 内,省 外 を問 わず,こ の よ うな組織間 の壁 を排除 して ,大

同で協 力 しあ う態勢 を とるよ うに しなければな らない。

今後,官 公庁の職 員は組織 をこえて協 力 しあ うとい う気持 を常に持 てる

ように機会 あるご とに教育する必 要 もあろ うし,さ らに人 員の交流 な ども ,

省庁間 で活発 に行なわなければな らない だろう。

(4)情 報の符号 と形式 につい て

NISを 通 じて,省 庁 間や民間企業 との間で,情 報交換 が活 発になるた

めには,デ ータ ・コー ドや デ ータの形 式 といったものの標準化や統一 が絶

対条件 となる。情報 交換用符号や一部 のデ ータ ・コー ドについて は,JI

Sに よる標準が定 め られ てお り,官 公 庁は これを専守す る義務 があるので,

問題は少 ないが,事 業所 番号や個人番 号な どについて は,未 だ標準化 が図

られてい ない。 さらに,事 業所番 号や 個人番号(被 保 険者番号)な どを統

一する よ うに して も
,X大 な ファイルの修正には,相 当の時 間 と手間と経

費がか かるので,容 易 には着手で きない現状 である。 しか し,何 日かの時

点 で,こ の作業は行なわ れなければな らないだろ う。

またデ ータ形式の統 一 も必要 ではあるが,規 則な どとのか らみ合いで問

題 がないで もない,し か し,こ れは コ ンピュ ータ内部 での編集 も可能 なの
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で,符 号の標 準化 よ りは 問題は少ないであろ う。

(5)プ ライバシ ー と秘密保護 について

民間企業 のばあいで もそ うであるが,官 公 庁の シ ステムでは特に個人ま

たは企業 に関する生のデ ータが大量 に収集 されるので,ネ ッ トワーク を通

して,こ れ が 自由に外部に漏出する ように なれば大 きな問題 となる。官公

庁か ら民間 企業 あ るいは個人ヘデ ータが漏 出す る ことは,殆 ん ど考 えられ

ないが,一 般 か ら非常 に注 目されているこ とは,官 公庁 同志の間における

生 データの漏 出で,特 に,防 衛,警 察,国 税 な どに対 する漏 出が心配 され

ている。

この よ うな点 については,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア面か らばか りで

な く,運 用面,法 規面か らも,十 分に民間 企業 や個人 が納 得できる ように

しておかなければ な らないであろ う。 こう した問題 はNISの 完成までに

十分検討 してお く必要がある。

官公庁 におけ るNIS形 成に対す る関心 は,年 々高ま ってお り,後 章の

事例に も見 られる よ うに,研 究 ・計画 が積 極的に進 め られてい る。何れも

予算措置 さえつけ ば,逐 次実行に移 されるか,あ るいは年次計画 の一部が

実施 されっっある。 この よ うな情況下 で,行 政 管理庁 と郵政 省の共 同によ

る行政情報 交換網 の検討が具体的 に発展 しつつ あ り,昭 和50年 頃には,

何 らかの形 で 実現 しそ うである。 したがって この時期 か ら官公庁NISは,

個別 を先 に急速 に 実用化の段階 に入 るもの と思われる。
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図1-3適 用業務別使用機器数

◎

図1-2電 子計算機保有台数の推移

表1-1デ ー タ伝 送利 用区 分 と対 象業 務一 覧

接続方式 処 理 区 分 省庁別 対 象 業 務

運輸省 自動車登録管理業務

リアル タイム処理 気象庁 天気予報解析業務

労働省 職業紹介(一 部)

オ ン ・

ラ イ ン 警察庁 犯罪手口の照会,運 転者管理

防衛庁 補給管理
バ ッ チ 処 理

労働省 失業保険期間通産,失 業保険料徴収

職業紹介

外務省 旅券発行業務
オ フ ・

バ ッ チ 処 理 農林省 生鮮食料品情報サービス業務
ラ イ ン

食糧庁 米麦輸送業務
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表1-2各 省 庁vatoけ るデ ー タ交換 の実 態

●

●

オ ン ラ イ
オ フライン方式に よる

デ ー タ 使 用 官 庁 業 務 名 デ ー タ 名 デ ータの入手先 ン方式に

よる
磁 気
テープ

紙
テープ カード 剛

警 察 庁 自動車登録番号照会
自動車登録 ファイ
ル 運輸省自動車局 ○(予 定)

経 済 企 画 庁 経 済 分 析 業 務 交 通 モ デ ル 運 輸 省 ○

〃 〃 産業連関 デ ー タ 通 者 産 業 省 ○

北 海 道 開 発 庁 道路関係デ ー タ 建設省,北海道庁 ○

科学技術防災センター 地 震 解 析 業 務 強 震 計 デ ー タ 強震計設置場所 ○

〃 航空宇宙研究所 機 体 実 験 業 務 機 体 関係 デー タ 東京大学金属材
料技術研究所

〃放射医学総合研究所 が ん 治 療 業 務 病 歴 フ ァ イ ル 国立ガンセンター ○

法 務 省 日本人出帰国管理業務 旅 券 発 給 データ 外 務 省 ○

外 務 省 貿 易 統 計 検 索 大 蔵省通関統 計 大蔵省 関税局 ○

大 蔵 省 貿 易 統 計 業 務 通産省貿易統 計 通 商 産 業 省 ○

社 会 保 険 庁 社会 保 険 料 徴収業務 被保険者資格記録
データ

東京都各社会保
険事務所 ○

通 商 産 業 省 通 商 白 書 作 成 通 関 統 計 大 蔵 省 ○

〃 情報蓄積 加エ サ ーピス 卸 売 物 価 指 数 日 本 銀 行 ○

〃

〃

〃

〃

米国輸 入,海 外 市

齢 統計;。亘
D統 計

JETRO

アジア経済研究所

○

○

特 許 庁 特 許 情 報 検 索 検 索用蓄積 データ 外 国 特 許 局 ○ ○

文 部 省緯 度 観 測所 星 座 の 編 集 星 の 位 置 東大東京天文台
海上保安庁

○

運 輸 省情報 管 理 部 内 航 海運 輸 送 統 計 内航海運輸送データ 総理府統計 局 ○

〃 〃 観 光 出 入 国 統 計 観 光出入国 データ 〃 ○

〃 東京航空管制郡
部,

航 空 管 制 業 務
,F

気 象観 測 デ ー タ 気 象 庁 ○

気 気 庁 気 象 予 報 業 務 気 象 デ ー タ 外 国気 象機 関 ○

海 上 保 安 庁 天 体 位 置 計 算 星 の カ タ ロ グ 米 国 天 文 台 ○

〃 水 路 編 暦 海 洋 観 測 デ ー タ 気象庁,水 産庁 ○

〃 天 体 観 測 天 体 観 測 デ ー タ
天文 台,国 土地
理院 ○

郵 政 省 電 波 監 理 業 務 国際周波数登録 デ
ータ

国連国際電気通
信連合 ○

建 設 省 工 業 用 水 解 析 工 業 統 計 通 商 産 業 省 ○

建設 省 国土 地 理院 天 文 測 量 計 算 星 表 アメ リカ ス ミ
ソニ アン天文台 ○

〃 〃 地 形 補 正 地 形 デ ー タ 東大地震研究所 ○

"建 築研究所 構 造 物 の地 震 応 答 各 地 強 震 記 録 防 災 セ ン ター ○

自 治 省 交 付 税 計 算 国 調 デ ー タ 総 理府 統 計局 ○
〃 〃 道 路 河 川 台 帳 建設省(予 定) ○

可
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3.民 間 部 門 に お け るNISの パ タ ー ン

3.1民 間 部 門 に お け るNISの パ ター ン

日本経済の成長追求型か ら活用型へ,あ るいは,高 度工業化社会 か ら情報化

社会へ とい う発展の中で,民 間企業における企業間競争 は,資 本力や技術 力の

競争か ら経営管理力の競争へ と移 り変 って来 てい る。企業には もともと外部環

境に即応 した経営活動 が求 め られているの であるが,特 に次 に述べ る ような要

因か ら,総 合化 されたタイム リーな経営管理 を行 な うことが必要 とされる様に

なって来ている。

① 国民所 得水 準の向上に より,大 量 消費社会が出現 し,消 費者 の好みが多

様化 して来ている。

② 住宅 ・都市開発,海 洋開発,宇 宙 開発な どの巨大 プ ロジ ェク トの出現 と

これに より,複 合市場 が出現 してい る。

③ 企業活動 が専 門化 してゆ く反面,分 業化 された諸活動 の総合化が必 要 と

なって来てい る。 ・

④ あ らゆる産業部門 にわた り,技 術革新が進行 し,急 速 な変化が起 こって

いる。

こうした社会環境の中にあって・賄 企業における経営管理の方陣

① 企業 内にお ける経営情 報 シ ステム(MIS)の 整備拡充

② 取引先企業 との間の経営業務における事務処理の標 準化

③ 外部環 境について の適時適切 な,か つ広い範囲にわた る情報収集,す な

わち,政 治,経 済,科 学技術,市 場動向な どの情報収集

④ そ して,こ れ らの情 報の 有機的な組み上げ,総 合化

で ある。

この様な背景か ら,自 社企業 内情報 システ ムの枠 を超 えて他 の情報 処理 シ ス
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テ ムとの有機的関連において発展 を図 るこ とが必要 なネ ッ トワーク ・システム

すなわ ちNISの 必要性が生まれて来 た。

3.2民 間 部 門 に お け るNlS

民 間 企業 内 の経 営 情 報 シ ステ ム(ManagemenInformtionSystem=MIS)

は,機 能 的 に 分 類 す る と定 常業 務処理 のた め の オ ペ レーシ ョナ ル な レベ ル と経

営 計 画 の た めの プ ラ ン ニ ン グ ・ レベ ルの シ ステ ムが考 え られ る が,MISの 現

状 を見 る と,オ ペ レー シ ョナ ル ・シ ステ ムは 業 務 処理 上 の必要 か ら,し だい に

高度 化 して きて お り,今 後 も 一層 の発展 が考 え られ る。 プ ラ ン ニ ング ・シ ステ

ムに つい て は,外 部情 報 収 集 の為 の ネ ッ トワ ーク の 整 備 がい ま だ不 十分 な為,

立 ち遅 れ てい る。 しか しな が ら,オ ペ レー シ ョナ ル ・シ ステ ムに よ り もた らさ

れ る情 報 の 蓄 積 上NISの 形 成 に よ り,し だい に確 立 される 機 運 に あ る。

NISに つい て も,オ ペ レー シ ョナル ・シ ステ ムに 関連 した ネ ッ トワ ーク は

取 引 情 報 な どを 中心 に業 務 上 関連 の強 い企 業 間で形 成 され つ っ あ るが,プ ラ ン

ニ ング ・シ ステ ムに関 連 した ネ ッ トワ ークは,い ま だ整 備 され て い な い。 しか

しな が ら,各 企 業 に お いて は,経 営 管 理 の適 正 化 とい う観点 か ら,NISの 確

立 の必 要 性 につ い て の認 識 が急 速 に 高 ま っ てお り,数 多 くの計画 や調 整 の努 力

が,企 業 内 や 企 業 間 で な され てい る と ともに,政 府 に 対 して もNIS確 立 の 為

の各 種 の施 策 を求 め る声 が強 くな ってい る。

この よ うにNISの 形 成 の状 況 を製 造 業 を中心 に例 をとる と,オ ペ レー シ ョ

ナル ・シ ステ ムに つ い ては,

① 原材 料 ・部 品 な どの購 買 ・外 注 に関 す る系 列 企業 ・下請 企業 との情報 シ

ステ ム

② 製 品 販 売 にお ける 商 社 ・代 理 店 ・問 屋 な ど との情 報 シ ス テ ム

③ 代金 決 済 に つい て の銀 行 との情 報 シ ステ ム

④ 原材 料輸 送 ・製 品輸 送 に つ い て の輸 送 会 社 との情 報 シ ステ ム

⑤ コ ンビナ ー トに お け る 企業 間情 報 シ ステ ム
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な どが形成 されつつある。

プ ランニング ・シ ステムについては,科 学技術情報,特 許情報,消 費動 向,

生産動 向,労 働力 とい ったマク ロ経 済情報,企 業 財務分析情報,マ ーケ ッティ

ング情 報,海 外経済情報 とい った ものが情報 として必 要と され てい るが,現 状

では これ らの情報 を提供す る ネッ トワーク ・システムが整備 されてお らず,各

企業が独 自に多方面の素デ ータを収 集 し,社 内 で,処 理 ・加工 ・蓄積 を行なっ

ているのが実情 である。 上記 の プランニングの為の情報 を保有 している機関は,

官庁,商 社,銀 行,新 聞社,通 信社,研 究所,業 界団体な どであるが,マ ク ロ

・セ ミマク ロの官公庁の情 報は データ・バンク を設立 して提供す る シ ステムの確

立の必要が あり,そ の方向に進 んでい る。 その他 のプランニングのた めの情報

は,上 記の企業 や団体の情 報提供機能拡充 が進 め られてお り,情 報 サ ービス産

業 化 しつつ ある。

このよ うに企業 の枠 を超 えた情報 システ ムが形成 される動機 は,第1に,情

報 自体 の内容が多様化 し,情 報 の所在 が広域化する とともに,1つ の企業 の範

囲 を超えて流 れる情報が増 加 してい る。 そ して,そ れ らの情報 を円滑 に流通 さ

せ処理す る必 要が高 まってい る。

第2に,そ れ らの情 報 を収集整理 し,蓄 積提供するためには高度 の専門知識

を持 つ人材 の大量 の確保 と,大 型の コ ンピュータが必要 であ る。 これ らの事柄

に対 し,重 複投資 を防ぎ,効 率的 な情報 処理 の為 に,情 報 それ 自体 と情報 処理

のためのネ ッ トワーク ・シ ステムを共用す ることが望まれる か らである。

民間部門に おけるNISは,情 報処理 の標準化,通 信 回線 の利用 の 自由化,

官公庁の保有す る情報 の公開 とい う環 境整備 とあいまって,生 産部 門,流 通部

門,金 融部門,サ ービス部門とい う産業 の各部 門の間で,関 係 が密接 な部門 か ら

ネ ッ トワークが張 られ,次 第に多数の企業官庁 を結ぶ地域 的,全 国的 なNIS

の形 成へ と発 展 して行 くもの と思わ れる。
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3.3個 別 ,NlSの パ タ ー ン

民 間企 業 で必 要 としてい る情 報 の 流 通形 態 を大 別 す る と,

(1)企 業 と企業 の 間 に流 通 す る情 報 と,企 業 と官 公 庁 との間 に流 通 す る情 報

す な わ ち,,個 別情 報 処理 シ ステ ムの リ ンク と,

(2)情 報 サ ー ビス産業 か ら企 業 へ の情 報 提 供

との2っ に 分 け られ る。

情 報 の 提供 源 とい う観 点 か ら,NISの 最 小 ユ ニ ッ トで ある 個 別NISを 民

間部 門 に お いて み る と,個 別情 報 処理 シ ステ ムの リンク と情 報 サ ー ビ スに大 き

く分類 される。

3.3.1個 別 情報 処 理 シス テ ム の リン ク

(1)企 業 情 報 処理

こ れ は,(D企 業 間 の リンク と(川複 数 企 業 に よる共 同 セ ンターの運 用 の2

つ の 場 合 に分 け られ る。

(D企 業 間 の リンク

企 業 間 の リ ンク には,(a)親 会 社 と下 請 け,子 会 社 とい う同 種 企業 間 の

縦 の 結 合 と,(b)取 引 先 あ るい は 銀 行 との 間 の異 種 企業 間 の横 の 結 合 が あ

る。 同種企 業 間 の例 と して は,自 動 車業 に お け る購買 ・外注 な どの情 報

交 換 が あ る。 これは 現 在 カ ー ドベ ー スで行 わ れ てい るが主 要 な 下請 企業

や 販売 会 社 との 間 で,情 報 ネ ッ トワ ークの形 成 が進 め られ てい る。

異 種 企 業 間 の例 と して は,鉄 鋼 業 と商 社,広 告 代理 店 と放 送 業 な どが

ある。 鉄 鋼 メー カ ー と商社 間 に お い て は,日 常 オ ペ レー シ ョナル な情 報

の 伝 達手 段 と して ,コ ン ピュ ー タ と コン ピ ュ ータ に よる企 業 間情 報 シス

テ ムが 開発 され てい る。 ま た,コ ン ピュ ー タの機 種 の異 な る造 船 メーカー

と鉄鋼 メー カー との間 で商 社 が デ ー タ ・コンバ ー ジ ョン機 能 を果 して い

る 。 ま た,電 気 や ガ ス ・水 道 といっ た 公益 企 業 との 間 は消 費 者 の 各種 代

金 払 い の銀 行振 り替 え シ ステ ムが 形 成 さ れ てお り,こ の他,ス ー パ ー ス

トア と銀行 と一般 消費 者 との 間 で ,キ ャ ッシ ュ レス ・シス テ ムが 実 験 段
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階 であ り,将 来の発 展が予想 され る。

(ji)複 数企業 に よる共同セ ンターの運用

共 同情報処理 システ ムの例 としては,全 国銀行協会 な らびに地方銀行協

会の為替交換 システムがある。 地銀協の場合,運 用はすべて寛 々公社が行

な う とい う特異な形 態 で出発 したが,実 際 のオペ レーションは地 銀協 の職

員があた っている。 これは,誤 りが生 じた場 合の責任問題に よるものであ

る。 また,各 種 コ ンビナー トにお ける企業間の相互連携 の強化 として,地

域性 のある コンビナ ー ト・セ ンター的な情 報処理 ネ ッ トワークの形成がな

されっっ ある。

(2)企 業情報処理 と行政情報 処理の リンク,官 公庁 な ど公的機関が保 有 して

いる原資料や調査デ ータな どは,従 来か らの慣 習か らすれば,民 間に は公

開 しない し提供 しないのが建 前で あった が,情 報化社会の進 展によ り情報

の価値 が認識 されて くるにつれて官公庁の保有するデ ータの開放 が呼 ばれ

るよ うに な り,よ うや く有償 または無償 で開放 される気運 が出て来てい る。

一方 また,専 門的かつ精 度の高 い総合的 な統 計資料が強 く要請 されてい

る今 日,各 省 庁がば らば らに行 なってい る調 査統計デ ータを整理結合 し,

集中化 して,同 一の基礎デ ータによる統計資料 を作成 しようとい う「統計

デ ータ ・パ ンク ・ネ ッ トワ ーク構 想 」が総理府統計局に よって計画 されて

いる。 また,行 政管理庁お よび郵政省 に よる本省間 の横の連 絡,更 には本

省 と自治体 との間 の 「行政情報 通信 ネ ッ トワーク構想 」が あ り,官 公庁保

有デ ータの民間への開放 に伴 って,行 政 ネ ッ トワーク と民間情報 システム

との結び付 きが近 い将来実現 される もの と予想 される。

ω,(2),で 述 べた これ らの新 しい情報処理 ネ ッ トワークは,単 に経理事務な

ど自己完 結的 な業 務の遂行 だけに とどまる こ とな く,更 に他企業や官公庁 の情

報 システムと有機的 な関連 を保つ こ とによって相互の業務 を維持,発 展せ しめ

る とい う積極的な意 図がある。 また,中 小企業において は,同 業種,同 地域で,

共同処理 セ ンタ ーが形 成 され,そ れが情 報サ ー ビス産業 化 してい くことが予想
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さ れ る 。

(1)企 業情 報 処理

(i)企 業 間 の リンク一
(a)同 種企業 間

例.銀 行

親企業

(b)異 種企業間

例.製 鉄業

銀 行

(川 共 同情 報 処理

情報 システム

銀 行

下請け会社

商 社

公益企業

共 同情報 処理

セ ンター

企

例 全国銀行協会為替交換 システム

図3-1個 別情報処理システムのリンク

3.3.2情 報 サー ビス

(1)情 報 処理 サ ー ビ ス

これ は顧 客 企 業 に対 し,デ ータ処理 サ ー ビ スを行 な うも の で,役 務範囲

の広 さや 処 理 内容 の 相違 に よ り(P受 託 処 理 サ ー ビス,旬 フ ァイ ル管理 サ 一
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ビ ス,㈹ マ シ ン ・タイ ム ・サ ー ビ スの3つ に 分 類 され る。

(i)受 託 処 理 サ ー ビ ス

受託 処理 サ ー ビ スは,各 種の ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ログ ラ ム をあ らか

じめ用 意 して お き,バ ッチ 処理 方 式や タイ ム ・シ ェ ア リン グ方 式 な どに

よ り,顧 客に 対 しデ ータ処 理 を行 な うもの で あ り,そ の 特 質 と しては,

顧 客 の 望 む処 理 を広 い 分 野 に わ た って こなせ る能 力 と,安 定 的 な受 注能

力,ま た は,ベ ー ス とな る 一定 以上 の 固定 客 を有 す る こ とが基 盤 と して

求 め られる 。 ●

㈲ フ ァイ ル管 理 サ ー ビスは,主 に事 務 分野 に 対 しサ ー ビ スを行 な うもの

で,大 容 量 の ラ ンダ ム ・アク セ ス ・メモ リを 備 え た コ ンピ ュ ータに よ り

在 庫管 理 デ ータ,そ の 他,顧 客の デ ータ を保 管 し,そ の更 新 や 照 合 な ど

に応 ず るサ ー ビ スで ある。 そ の特 質 は,フ ァ イル の内 容 とな る業 務 に対

す る理 解 力 を必 要 とす る こ とで ある。 した が って,顧 客 の業 務 分 野 に関

連 の深 い もの が 専 門 的 に サ ー ビ スをす る場 合 が最 もそ の条 件 を よ く満 た

す 。

㈹ マ シ ン ・タイ ム ・サ ー ビ ス

マ シ ン ・タイ ム ・サ ー ビ スは,企 業 の持 つ 大型 コ ン ピュ ー タの 空 き時

間 を顧 客 に 対 し貸 す サ ー ビ スで あ り,通 信 回 線 の 利 用 が 自由 化 され れば,

大企 業 は,自 社 の コ ン ピュ ー タの 空 き時 間 を回線 を通 して売 り,ハ ー ド

ウェア ・シ ステ ムを持 つ余 裕 の ない 中小 企 業 が そ れ を利 用 す る。 とい う

形態 が実 現す るで あ ろ う。

(2)情 報提供サ ービス

これは各種 のデ ータを収 集,加 工,蓄 積 し,顧 客 に情 報 として提供 する

サ ービスである。 そ して,提 供情報の特殊性 の程 度(見 込み収集か受注収
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集 か)並 び に,そ の サ ー ビ ス形 態(応 答 か配 布 か)の 相違 に よ っ て(D情 報

配 布 サ ービ ス(ii)情 報 応 答 サ ー ビ ス(iipデ ー タ ・コ レク シ ョ ン ・サ ー ビ

スの3つ に分 け られ る。

●

(D情 報配布 サ ービス

情報配 布サ ービスは,顧 客 との間に前もって交された契約 に従って定

期的に,又 新たな情報の入手の都度,あ らか じめ指定 された情 報 を 自動

的に顧客に送 り届 けるサー ビスである。 これ はデ ータバ ンク機能 の一種

である が,要 求 がな くとも情 報 を配 布するの で,例 えば,商 品情報な ど

は,ダ イレク トメール と同 じ様 な効果 をもっ。

(川 情 報 応 答 サ ー ビ ス

情 報 応 答 サ ー ビ スは,情 報 を収 集,蓄 積 し,顧 客 の照 会 に応 じて回答

す る サ ー ビ スであ る。 この為 に は,検 索機 能 の充 実 が必 要 で あ り,ラ ン

ダ ム ・アク セ スが可能 な 大容 量 の フ ァイ ルを 備 えた コ ン ピュ ー タが 必 要

とな る。 形 態 と しては,情 報 そ の もの を提 供 す る もの と,情 報 の所 在 を

知 らせ るク リア リン グ機 能 を もつ もの とがあ る。

㈹ デ ータ ・コ レク シ ョ ン ・サ ー ビ ス

デ ー タ ・コ レク シ ョン ・サ ー ビ スは,デ ータ を入 力 させ,照 会 に応 じ

る もの で,交 通 機 関,ホ テ ル,劇 場 な どの予約 サ ー ビ スがそ の 例 で ある。

一(3)受 託調査 サ ービス

これは注文 による調査 とい う性格か ら幅広い対象分野でさま ざま な〔 一

ビスを行 な うもの と考 え られるが,こ れ らの調査に携わ る調査機 関の 目指

す調査研究の方向か ら,木 さ くq)総 合型 ω政策指向型 ㈹ コンピュ ータ

基盤 型Cv)産 業 経済指 向型 の4つ に分類 できる。
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(i)総 合型 は,当 初 か ら本 格的 な 委 託調 査 を 目指 す もの

(iP政 策 指 向型 は,大 学 教授 な ど研究 グル ープが 財団 法 人 な どの組 識 に よ

り社 会 開 発 を 目指 す もの

制 コ ンピ ュ ー タ基 盤 型 は,産 業 グル ー プに基 盤 を もち,デ ー タ計 算 な ど

を行 な い つ つ も グル ープの シ ン ク ・タ ン クを 目指 す もの

lV)産 業 経 済 指 向型 は,従 来 か ら企業 な い し企 業 グル ー プの研 究 機 関 と し

て の機 能 を果 して きた が,近 年,独 立 の研究 機 関 として シ ンク ・タ ンク

を 目指 す よ うに なっ た もの

で ある。(図3-2参 照)

図3-2情 報 サ ー ビ ス
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●

3.4複 合NISの パ ター ン

民間企業を取 り巻 く情 報流 通 シ ステムを概念的に とらえれば,図3-3の 如

くなるであろ う。

各種 の情 報の中で企業の対象 とす る ものは前述 の様に,生 産,販 売,購 買な

どの経常業 務を行 な う為の,オ ペ レーシ ョナルな情報 と,経 常業務の計画立案

な ど,経 営上の判断 の材料 とす る為の,プ ランニングに関す る情報 に分け られ

るであろ う。

企業間 で最 も強 力な情報 システムが構成 され ると思われるのは,オ ペ レーシ

・ナルな情報に関 してであろ う。 この種の情報は,経 常業務 に関す る もの で,

主に伝票的 な情 報であ りその対象範囲 は取 引先に限 られるが,量 的に も多 く,

迅速 な処理が要求 される情報 である。

これ らの個 々の情報 システ ムは,取 引上の関係の他,企 業 グル ープ,金 融系

列,技 術提携,地 域性 な どの関連 によって,相 互の複雑にか らみ合 うので,一

見大規模のネ ッ トワークに発展するの ではないか と思われ る。 しか し,個 々の

取引情報 システムの関連す る範囲は限定 され てい るので,オ ペ レーシ ・ナルな

情報 の流通 シ ステ ムは,ま ず個 々の取引 企業間情報 システ ムの単位 で発達 し,

それがある程 度相互に 関連 した ものになってゆき,通 信回線 の利 用の 自由化,

情 報処理の標準化な どの進 展に従 って複合化 されてゆ くだろ う。

プラ ンニ ングに関す る情報 の中心は,オ ペ レーシ ・ナル な情 報 も含 まれるが,

その主体 とな るも のは,市 場 情報,技 術情報な ど,各 業界にお ける経営情 報で

ある。機密性 のある情報は,企 業 ごとに調査研究機関 などに依頼 して,調 査 さ

れるが,公 開 された もの で一般的 な情報 の大部分は,企 業 の関係 している業界

団体 な どか ら入手 される。 さらにその一部は,民 間 または官 庁のデ ータ ・パ ン

クか ら入手する ことにな ろ う。

ここで民間部門におけるNISの 現状 と将 来の発 展 と複合化の方向について,

特 に発展が予想 される。次 に,

① 製造部門における 自動 車工業
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●

② 流 通 部 門 にお け る物 的 流 通

を例 に とって 述 べ る。

3.4.1自 動 車工 業 に お け るNISの 現 状 と将 来

自動 車工 業 に おい て,現 在,コ ン ピュ ータに よ り情 報 処 理 が行 なわ れ てい る

分 野は,長 期 経 営 計 画 の為 の 統 計,各 種報 告 書 な どの作 成 を始 め と して,設 計,

販売,購 買,在 庫,運 輸,人 事,財 務 な どの 計 画か ら,技 術 計算,技 術情 報の

検索,実 験 デ ー タ管 理 な ど広 範 囲 に わ た って お り,コ ンピュ ー タの高 度 な利 用

が 行 なわれ て い る。 更 に企業 内 オ ンライ ン ・ シ ステ ムを完 備 す る為,本 社,各

工場,支 社,営 業 所,倉 庫,配 送 セ ンタ ー,保 守 サービス ・セ ンタ ーな どとの間

を通信 回線 で 結 合 す る と ともに,企 業 外 オ ンラ イ ン ・シ ステ ム と して,主 要な

下 請 企業 ・販 売 会 社 との 間 の情 報 シ ステ ムの形 成 を進 め てお り,系 列 内企 業に

対 しては,同 種 シ リーズの コ ン ピュ ー タの 導 入 及 び,ソ フ トウ ェア との イ ンタ

ーフ ェ ー スも併 せ て ,シ ステ ム化 が進 行 して い る。 情 報 処 理 の拡 張 の 方 向は,

す でに実 施 され て い る オペ レ ーシ ョナ ル業 務 の 質的 な 向上 と,プ ラ ン ニ ング業

務 へ の適 用 拡 大 の2つ が考 え られ るが,そ の 主 な も の を挙 げ る と,オ ペ レ ーシ

ョナル業 務 で は,需 要 に応 じた生産 体制 と しての オ ーダ ・エ ン トリー ・シ ステ

ムの完 成,部 品 倉 庫 の 自動 化 シ ステ ムの完 成,グ ル ープ内情 報 ネ ッ トワ ークの

形 成 で あ る。

オ ーダ ・エ ン トリー ・シ ステ ムの 概 念 は,大 量 生 産 効果 を損 なわず,在 庫 の

急 増 を さけ,販 売 計 画 か ら生 産 計画,部 品外 注,生 産,出 荷 ま で を短 期 間 に行

な う生 産 シ ステ ムであ る が,最 終 需 要 者 の 自動 車 に 対 す る好 み が多様 化 してい

る為,そ れ に 対 処 す る のに 一 つ の 車種 で も,多 種 類 の 車 を生 産 す る こ とにな り,

従 来 の 見込 み 生 産 方 式 で は,予 測違 い に よる売 り逃 しや,売 れ残 り在 庫 の増す

危 険 があ る。 こ の た め,需 要 の多様 化 に対応 し,か つ 生 産 の 一貫性 と納 期 の短

縮 化 をは かる た め,販 売 部 門 と生産 部 門 とを結 び 付 けた シ ステ ムが 必 要 となる。

この オ ー ダ ・エ ン ト リー ・シ ステ ムは,コ ン ピュ ー タを中心 に,販 売 部 門 の地

域 営 業所,資 材 や 部 品 の外 注 先,製 品 倉 庫 な どと,本 社 ・工 場 とが オ ソライ ン
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ネ ッ トワ ーク で結 合 され る こ とが 必要 であ る。

次 に,部 品 倉 庫 自動 化 シ ステ ムは,部 品 の 入庫,出 庫 を コ ン ピュ ー タ制 御 に

よ り,自 動 的 に行 な お う とす る もの で あ り,オ ー ダ ・エ ン トリ ー ・シ ステ ムに

おけ る部 品供 給 体制 と して,又,補 給 部 品 の 供給 体 制 と して,殆 ん ど企業 が完

成 しよ う としてい る段 階 に あ る。

情 報 ネ ッ トワ ーク形 成 は,完 成 メ ーカ ーを中心 とす る系 列 販売 会 社,下 請企

業 との 間 の オペ レー シ ョナル な情 報,プ ラ ン ニ ン グに 関 す る情 報 の ネ ッ トワー

ク を形 成 しよ うとす る もの で,完 成 メ ーカ ーが作 成 す るデ ータ ・ベ ー スで これ

らネ ッ トワ ーク 加盟 企業 が 活 用 し企 業 間 の取 引 きの 効 率 化 を 図 っ た り,マ ネジ

メ ン トの質 的 向 上が ね らい で あ る。 と ころ で,完 成 メー カ ーが他 企業 とNIS

を形 成 す る 場合,サ ブ ・シ ステ ム とな る相手 企業 の 事情 か ら,自 社 内 の場 合 と

は 異 な る種 々の問 題 が 生 じる 。 これ に関 し,

(D系 列 企 業,下 請 企 業 とのNIS

㈲ 系 列 外 企業 とのNIS

の2つ の場 合 に つい て 述 べ る。

(i)系 列企 業 ・下 請 企 業 とのNIS形 成 にお い て 問 題 とな るの は,コ ン ピ

ュ ー タ利 用能 力が,親 会 社 で あ る メ ーカ ーへ 同程 度 に達 して い るか 否か

であ り,具 体 的 に は,使 用 コ ン ピュ ータの規模,機 種,お よ び ソフ トウ

ェアの性 能,又 は ソ フ トウ ェアの 開発 能 力 であ る。 こ の レベ ル の 向 上の

為,親 会 社 の投 資 が 必 要 とな る場 合 が あ ろ う。 また,系 列 企業 や 下請 企

業 との 個 別 のNISと 全 体 の複 合NISと の最 適 化,効 率 化 を はか らね

ば な らな い。

(ii)系 列 外 企業 とのNIs形 成 は,系 列企 業 や 下 請企 業 の 場 合 とは異 な り,

た だ単 に,完 成 車 メーカ ーの 側 の 事情 か らの み み た コ ン ピ ュ ー タに よる

情 報 シ ステ ム を推 進 す る こ とは 出来 ない。 特 に,情 報 シ ステ ムを形 成す

る とな る と,相 手 企 業 の コ ン ピュ ータ との デ ー タ交 換 が 多 くな るの で,

コ ンピュ ー タ機 種 や ソフ トウ ェ アが 大 きな問 題 とな り,そ の 上,鉄 鋼
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工 場

関連会社

支 社

営 業 所

〔備考 〕

研究所 ・実験場 支社 ・支店

一 一 」一ー一

自動 車 メ ーカ ー

本 社

自動 車.販売 会社

本 社.

車 体 メ ーカー

電 装 品 メー カー

ホイールメーカー

鋼 板 鋼 材

メ ーカ 一

夕 イヤ メ ーカーー

シ ー トメ ー カ ー

その他

資 材 部 品

メ ーーカ ー ・

お'よ び

下 請 組 立

メ ー カ ー

製品および部品倉庫

関連 会社 は,系 列 会社 で あ って,完 成 車 の組立 製 造 を行 な って お り,自 社 の工 場 と同業 務

処 理 を行 な うもの とす る。

図3-4 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク の 一 例

出 典 情報 ネ 。 トワー ク標 準 シス テ ム報 告書 よ り
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繊 維な どの資材 メーカーの中には,企 業 規模,コ ンピュータ ・シ ステ ム

規模 ・ソフ トウェアな どが 自動車 メーカーと同等,あ るいはそれ以 上の

ものを持 ってい る し,取 引相手 も多企業 にのぼ る為,自 動車 メーカ ーの

みの為に シ ステムや入 力形式 を設計す るわ けにはゆかなくなる。 これ ら

の問題に対 しては,デ ータ ・コー ドな どの標準化,規 格化 の必要が ある。

3.4.2流 通部門におけ る物的流通 のNISの 現状 と将来

現在流通 業は,形 態 を大 き く変 えよ うとしてい る。例 えば,小 売業にお ける

スーパーやチ ェン ス トアの増加,こ れに対する百貨店の対抗 ,中 小 の小売 り業

者の ボラ ンタ リー ・チェ ンの結成,メ ーカ ーや商社の流通販売部門への進 出な

どであ る。 こうした流通機構 の変化の 中で,こ の分野の情 報処理 システ ムの形

成は急速 な進 展が予想 される。現状 では,商 社,百 貨店,チ ュンス トアや卸商

が コンピュータによる情 報処理 を行な っているが,取 引合理化 のた め業 者間情

報 ネ ッ トワークの形成 をは じめ とし,末 端の小売 業において も,共 同 コーピュ

ータ ・セ ンタ ーの設立な ど,大 量消費時代に適応す る為の情報 処理体制の確立

への動 きが見 い出される。

物質流通において,こ れ らをみる と,将 来の情報 システムは,1つ の企業の

枠 を超 え,相 互 に関連 し,融 合する こ とが必 要 となる。 つま り,情 報の流 れの

一貫性 が必要 とな る
。例 えば,生 産か ら販売 に至 る経済活動 の一つ の流れが,

メーカー,倉 庫業者,運 送業 者,商 社 な ど,い くつかの企業主体 によって分担

されてい る場合,情 報 シ ステムの範 囲が個 々の企業の内部に とどまり相互の関

連 を欠 くな らば,そ こに流 れる情報の 価値 は著 し く少 な くなる と思われる。た

とえば,商 社 か らの照 会を受けた倉庫 業者,在 庫補充 の要請 を受けた生 産工場,

出荷要請 を受けた輸送 業者が,各 々入 手 した他社 の情報 を自社 の新たな入力デ

ータとして処理するのでは ,情 報化社 会の要求す る ス ピー ドに応 じ切 れないで

あろ う。 この為 「異企業 間 ネッ トワーク 」が 自由に形成 され,各 業種の活 動範

囲の分 界が同時 に情 報の断点 となるこ とな く,生 産,販 売,輸 送,在 庫の全過

程が一つ の情報の流れの中に結合 され るこ とが必要 である。例 えば,輸 送機関
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相互間において も,海 上 コ ンテナが コンテ ナ ・ステ ーションか ら更に鉄道 や長

距離 トラ ックに よって引 き続いて輸送 される場合,情 報 の流 れがそ れぞ れのシ

ステムを一貫 し,着 駅又は トラック ・ター ミナルか ら着 主まで中断する ことな

く,伝 達 されるこ とが当然 となるであろ う。 この よ うな傾 向は,物 的流通の分

野において ・NIS形 成の立 ち遅れてい る企業 に対 し,シ ステム化 を強 く促進

する効果 を もつ と思 われる。 なぜ な ら,情 報 処理の シ ステ ム化の遅 れてい る企

業は,競 争上著 しく不利 な立場 におか れるか らである。 このよ うに して,情 報

システ ムの整備が進 む と,メ ーカー,倉 庫業 者、輸送業者,販 売 商社の各 々が

自らの提供する情 報のサ ービス内容を定 め,必 要に応 じて互に これを取 り出し,

それによって取 引先相手 を選択決定す る ことが可能 とな るであろう。

こう した物的流通 の情報 ネ ットワークの形成はす でに進 め られ亡いるが,

同様の ネ ッ トワークは,加 入電話のデ ータ通信へ の開放 が行われるな らば,卸

商 と小売 商の間で も,あ るいは,大 きなネ ッ トワ ークの一部 に小売商 が参加す

る形 で実現 されるであろ う。

3.5結 び

以上,民 間部 門におけるNISを,個 別 と複 合 の観点 か ら述 べたが,NIS

の発展段 階 か らみ て要約 す る と,次 の様 であろ う。 まず産業 界全般 にわた り,

「本社 一支社,ま たは工場 」 「親企業 一下請 け企業 」の間の個別NISが 形成

されて行 く,同 時 に異種企業間におい ても取引上密接 な関係 にある企業間で,

い ち早 くオ ンライ ン化に よる定常業務の情報処理 の高度化 を達 成 してゆ くであ

ろ う。 この ようなオペ レー ショナルな情報 の流通 システムの発展に対 し,プ ラ

ンニングに関する情報,す なわ ち,経 営 の意思決定に必要な外部情報の処理の

システム化は余 り進ん でいない。 しか し,情 報サ ービス業 や業界団体の情 報提

供機能の充 実に伴 い,シ ステ ム化 され てゆ く気運に ある。具 体的 には,科 学技

術情 報,内 外市場情報,業 界統計 など専門化 された情報サ ー ビス ・セ ンターま

たは,デ ータ ・パ ンクが設立 され,こ れ らの情報 サ ー ビス業 を中心 とする情報
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シ ステ ムが完成 し,し だいに網の 目の細いNISに 進展 して行 くと思われる。

更にNISは そ こに流れ る情報の種類や性格に よって,地 域的 な広 が りがあ

り,

① 全 国的な情報 シ ステムとして有機的 な処理体制 の必要な もの

② 地域的情報 システ ムに とどまるもめ

の2つ のNISが 形成 されてゆ くことになるであろ う。
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4.NIS複 合 化 の た あ の 条 件

4.1NISの ニ ー ズ調 査 お よび評 価

4.1.1ニ ーズの調査

情報処理 シス テムは,一 部 の 自己完結形の もの を除 いて,そ れぞ れの段階 で

複合 される こ とに よって よ り高い次元の システムを構 成 し,よ り高い パフォー

マ ンスを実現 し得る とい う特性 を備 えてい る。 これは独立 した情報処理機能 を

通信 回線 で結 びネ ッ トワーク化す るこ とに よって 実現 で きる。情報の ネ ッ トワ

ーク化は ,ま ず 第一段階 として コンピュー タの処理能 力の共 同利用(コ ンピュ

ータ ・ユーティ リティ)か ら始 ま り,さ らに高度 な発展段階 として の情報 の共

同利用(イ ンフォメーシ ョン ・ユーティ リティ)へ と進展す る。情報処理 シス

テムは,根 源的 に統 合指向形 であ り,ま た社会経済 の膨 張 と複雑化 と ともに,

その具現形態 と してのNISの 形成は将来的 に見 て必 然 ともい えよ う。 しか し

現時点の社会的 ニーズか ら見てNISの 急速 な進 展 を望む声 はやや観念的であ

る とい って よく,そ の前提 と してなすべ き社会的,技 術的基盤の整備 はあま り

にも多い とい うのが現実であろ う。

したが ってNISへ の アプ ローチ としては,現 状の ニーズの調査,分 析 と将

来予 測か ら始 め,そ の適格 な評価 を行 なった うえで,段 階的,現 実的 なNIS

実現への道 を探求 し,陸 路 の除去に向って地道 な努 力を続 けて行 くこ とが必要

とな ろ う。

ω 個 々の ネ ッ トワー クの整備 と複合化の必要性

現在,わ が 国は,画 期的 な経済成長期 にあ り社会活動の広域 化,活 発化,

社会 機構の複雑化 が急速 に進行 している。 また,従 来 の長年 にわたる産業

優先の政策の病幣 として環境汚染,環 境 破壊 の問題 が クローズア ップされ
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てい る。 この よ うな状況下で産業 の健全な発 展 を期 しつつ福祉社会 を実現

して行 くた めに情報 システムの果すべ き役割 は増 々増 大 してい る。情報化

社会の進展に伴い,そ の神経の役割 を果す情報 システムも時流 に沿 って成

長,発 展 しなければな らない。.

一方 ,わ が国の情 報処理 システムの現状 を見 る とコンピュータの設置 台

数に して約13,000台 に達 してお り,な お毎年40%近 い伸 び率 で増加の一

途 をた どってい るが,オ ンライ ン化率は未だ数%の 域 を出てお らず,コ ン

ピュータの高度利用 については,十 分 とい えない状況にある。

このよ うな現状 の中で ・情報処理の効率 をなお一層高め,情 報格差 のな

い社会 を実現 して行 くためには これ まで1企 業 内における効果 最大 を狙い

と したMISと して,あ るいは各 行政官庁にお ける単一の業務 を対象 とし

て導入 されて きた これ らの独立 した情報処理 システムを整備拡 充 し,ネ ッ

トワークと して複合化 して行かねばな らない。 このネ ッ トワー ク化,即 ち

NIS化 に よって,デ ータ,プ ログラム,コ ンピュータ ・パ ワー等の共同

利用,即 ち リソース ・シェア リングが実現す るば か りでな く信頼性の 向上,

業 務別事担 システムに よる高能率 の実現等が期待で きる。既に先駆的企業

または企業 グル ー プ等 においては,企 業 内,ま たは グル ープ内の ネ ッ トワ

ー ク化 を実施 してお り,各 官公庁 もネ ッ トワー ク化に積極的 に取 り組んで

い る。

今後,情 報処理 システムのよ り高いパ フォーマ ンスを追求す るには,こ

の個 々の ネ ッ トワー クを整備拡充 し,よ り高い次元 に複 合化 しNISを 形

成 して行 く他はないであろ う。

(2)NISの ニーズの分析

NISは,単 一 のもの でな く階層的構造 をなす もの と考 えられ る。 即 ち ,

それぞれの対象分野別 の個別NISと これ らを複合化 した全国的 ・総 合的

なNISで あるS全 国的総合NISは,国 家 レベルでの情報処理の効率 の
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最 大 化 を狙 うNIS構 想 の 終 局 的 目標 で あ り,現 段 階 で はや や 観 念 論 的存

在 で あ る のに 対 し,個 別NISは 現 に必 要 にせ ま られ構 成 され る現 実 的 な

シス テ ムで あ り,ニ ー ズ も具 体 的 で あ る。

これ らの個 別NISは 次 の よ うに分 類 で き る。

① 機 能 別分 類

aニ ナ ベ レー シ ョナ ル ・レベ ル のNIS

b.プ ラ ン ニ ング ・レベ ル のNIS

c.上 記 の二 つ の レベ ル を持 つNIS

② 対 象 分野 別分 類

a.生 産

b.流 通(物 流)

c.金 融

d.医 療

e.研 究 教 育

f.サ ー ビス業

g.官 公 庁

③ 発 生 源 国別

a.同 一 企業 内 の各 種 シ ステ ムの複 合

b.資 本 系 列 内の 各種 シ ス テ ムの複 合

c.同 一業 種企 業 の シス テ ムの複 合

d.異 業 種 シス テ ムの 複 合

e.同 一 省庁 内の シ ス テ ムの 複 合

f.省 庁 間 の シス テ ムの 複合

この よ うに,NISへ の ニ ーズ は局 部 的 ・段 階 的 過 程 をた どる と考 え ら

ウ

れ る。 今後NISの 方 向づ け を して行 く上 で は,ま ず これ らの 個 別NIS
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の ニーズの詳 細な分析が必要 どな ろ う。

(3)NIS形 成の段階

前項 で見た よ うに 日本全国 を カバ ーす る トータルなNISは 現段階では

計画的 ・意図的にその実現 を企画す ることは困難 であろ う。その前提 とし

ては個別NISの 拡充が条件 とな ろ う。 個別NISは その性格か らして,

その対象分野内での効果最大 を期 して 自然発生的 に構成員の合意の もとに

設置 される ものであ り,こ れ も統 一的 に計画す ることは困難であ る。一方

行政面における個別NISは 比較的長期的計画の設定が可能 と考 え られる

ので,政 府の しかるべ き機 関の統 一的指導の も とに全体的な ビジ ョンを描

き,逐 次NIS化 をはかる ことが で きよう。従 って最終的 に国家 レベルの

利 益 を追求 して全国的NISの 建設 を意図す るな らば,民 間における これ

らの動 きにも一定の方向 を与 えるよ う行政指導 が必要 とされ よう。即 ち,

NISの 理想的形態 を 目指す標準化等 の方 向付けには,政 府主導形で進め

るべ き課題 が多 く含まれてい る。

NISは,あ る一定 の建 設期間 で完成 の域 に達す るものではな く,人 間

社会 の発展 と共 に成長 し,変 貌 しつづ けるもので あ り,こ の間に幾多の解

決 すべ き技術的 ・制度 的 ・・経済的問題等が あるであろ うが,こ れ らに対 し

国家的 利益の追求 とい う立場 か ら官民合 同の委員会等 を設置 し,NISの

具 体化 の方 向づけ をすべ きであろ う。

ー
巨

(4)NISの 運営体制

NISの 運営 について は,そ の構成員,利 用者 が官公庁,民 間 各種企業

等 にわたる事が予想 され,そ の規模が大 き くなければな るほ ど社会的影響

も大 きくなるため,次 の よ うな対策が必要で ある。

a.運 営主体の設定

b.運 営方法の決定
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c.利 用方法の決定

d.保 守 体制 の確立

e.要 員 の確保 ・訓練

f.障 害対策の確立

g.使 用料金の負担方法 の決定

h.情 報 の保護体制の確立

NISは 利 用方法 によっては,情 報化社会 の公害 ともな りうる性格 を備

えて いる。 そ のた め上記各項 の問題 の解決の他に,こ れの建全な運営 につ

、いて は各界の有識者等 を交 えた官 民合 同の委員会 によ り,方 向づ け を行な

うべ きであ ろ う。

4.1.2ニ ー ズの評 価

NISは,コ ンピュータの高度利用の終局的 な姿 の1つ である ことは確 かで

あるが,現 時点 では これ に対す るニーズはオペ レイ ショナル レベ ルの利用方法

を除いて やや理念的である。従 ってNISの 計画 に際 しては十分な需 要調査 と

評価分析 が必要 である。

(1)Cos‥Benefit分 析 の 必 要 性

NISの 最 大 の 効 用 の1つ は オ ペ レ イ シ ョ ナ ル ・ レ ベ ル,プ ラ ン ニ ン グ ・

レベルのいず れの利用方法におい て もその情報 処理能力の広域 性
,多 様性

にあ る。 全国の要 なる銀行の支店 間の為替 の相互交換は,オ ペ レイシ ョナ'

ル ・レベ ルのNISの 例 であ り,中 央の官庁 において政策決定に用い る全

国的 な統計情 報 システムは プランニ ング ・レベルのNISの 例であるが,

これ らのN'ISの 機能 は他 の方法に よっては実現不 可能な ものであ り代替

性がない とい える。従 ってこれ らのNISの 是否 は経済比較 以前 の問題で

あろ う。 しか しこれによって得 られる効果 に対 し費 用があ まりにもかか り

す ぎる場合 は,い かに代替性 のない もの とはい え,そ の実現 は コス トダウ

ンされる時期 を待 つ こ とになろ う。 今後,NISの 形成については下記の
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各項 につ い てCost-Benefit分 析 を実施 し,経 済面 で の最 適 化 を追 求 し

な けれ ば な らない 。

①NISの 費用

a.ハ ー ドウ ェアお よび ソフ トウ ェアの 創 設 費

b.コ ン ピュー タの 使 用料

c.回 線 使 用料

d.ハ ー ドウエ ア'ソ フ トウェ ア の保守 費

e.人 件 費

f.入 出 力資 料 費

g.そ の他 運営 費

②NISの 効果

a.創 設 費 の 共 同 負担 に よる軽 減

b.コ ンビ ュー・-eタ,回 線 の使 用料 の 共伺 負担 に よる軽 減

c,高 い 処 理能 力

d.広 い情 報 網

e.信 頼性 の向 上

f.非 代替 性(他 の手 段 では実 現不 可)

(2)受 益者の 消化能 力分析の必要性

NISは,コ ンピュー タ,端 末 装置,お よび通信回線等の高度利用技術

の総合体であ り,そ の効果的 な利用方法 について は利用者側の受入れ態勢

に 負 う所が大 きい。 オペ レイ ショナル ・レベルでの利用方法 については 日

常作業の延長 であ り,比 較的容易 に受け入れ られるであろ うが,プ ランニ

ング ・レベ ルでの利用方法 につい ては,利 用者の情報処理技術の レベルに

応 じたもの とするよ う十分 な検討 が必要 である。NISの 受益者は大略次

の3つ に分類 できる。.

① コンピュータを持つ メンバ ー
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② 端末機 しか持たない メンバ ー

③ 上記のいずれ も持 たない メ ンバ ー

NISの 設計 にあた っては,こ れ らの各 メ ンバ ーの要求 内容,消 化能力,

機密保持能 力,経 済的 な負担能力等 について 十分 な分析 を行 ない設計に反

映 させる必要が ある。

4.2イ ン タ ー フ ェ ー ス お よ び 複 合 化

個 別 の シス テ ム をネ ッ トワー クに組 み 込み 複 合 化 を進 め る場 合 に は常 に さま

ざま な イ ンター フ ェー スの問 題 が 生 じる。 イ ンター フ ェース に は ハー ドウ ェア,

ソフ トウ ェア の他 にネ ッ トワ ー クの運 営 上 の問 題 もあ る。

4.2.1個 々の シ ステ ム と全 体 との バ ラ ンス

NISを 構 成 す るに あ た って は ま ず 全 体 と して の コス ト ・パ ー フ ォー マ ンス

の 向上 を図 る他,次 の諸 点 に も配慮 が 必 要 とな ろ う。NISは その 目的 に よっ

て2つ に分 け られ る。1つ は 中央 集 中 形 で 行政 機 構 に おい て 中央 で の政 策 決定

の際 等 に 用い る全 国 的 な統 計 情 報 シス テ ム等 で あ り,こ の場 合 に は シス テ ム構

成 も中央 での 利 用 目的 に 重点 を置 い た もの とな る。 他 の1つ は,近 くサ ー ビス

を開始 す る全 国 銀 行為 替 通 信 シス テ ム に見 られ る よ うに各 エ レメ ン ト ・シ ステ

ムの独 立 した シス テ ム と しての 機 能 に 重 点 を置 い た 分散 形 の もの で あ り,こ の

場 合 に は 全体 の た めに 各 エ レ メ ン ト ・シ ス テ ムが 不便 とな る よ うな事 が あ って

は な らない 。 この よ うにNISの シス テ ム構成 は そ の 目的 に沿 って そ れぞ れの

エ レメ ン ト ・シス テ ムの 機能 を決 定 し全体 と して バ ラ ンス の とれ た もの と しな

け れば な らな い。

4.2.2ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム の接 点 の 問 題

既 存 の ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム をNISへ 統 合 して 行 くため には 次 の よ うな

問 題 を解 決 しな け れば な らない。

① ハ ー ド的 な イ ンター フ ェース の設 定

a.伝 送 方式 の統 一
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b.伝 送 速 度 の調 整

c.入 出 力機 器 の統 合

② ソ フ ト的 な イ ンター フ ェ ースの 設 定

a.コ ー ド体 系 の 統 －

b・ デ ー タ'フ ォ ー マ ッ トの変 換 また は統 一

c.プ ロ グ ラムの 変換 ま た は統 －

d.利 用 手 順 の統 一

③ 運 営 上 の 問題 し

a.運 営 体 制 の確 立

b.責 任 範 囲 の確 立

c.情 報 の機 密 保 護

d.費 用 分 担 の確 立

e.要 員 の 統 一的 訓 練

①,② 項 につ い て は,NISの ネ ッ トワ・一一・一ク中 に イ ンタ ー フ ェー ス機能 を持

つ コ ンピ ュー タ を設 置 す る こ とに よっ て ほ とん ど解 決 で きるが ,③ 項 は,新 し

い問 題 で あ り,NISの 社 会的 効用 を左 右 す る も ので あ るので 今後 十 分 な検討

が必 要 で あ る。

4.2.3既 存 シス テ ム との 関係

(1)バ ッチ ・シス テ ム との関係

既 存の バ ッチ ・シス テ ム をNISに 組 み 入れ るた め には次 の い ず れか に

よ らね ば な らない 。

① バ ッチ ・シ ス テ ムの オ ンラ イ ン化

② 入 出力情 報 の記 録 媒 体 を介 して の 結合

後 者 に よ る方 法 は,真 の ネ ッ ト ワー ク化 には な らな いが,過 渡 的 な結 合

手段 また は ネ ッ トワー クへ の入 出 力の 頻 度 が 極端 に少 ない場 合 に は利 用 で

き る。 この 場 合 の 整合 の条 件 は次 の とお りで あ る。
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① コー ドの統 一

② デ ー タ ・フナ ー マ ッ トの 統 一

③ デ ー タの 分 類方 法 の統 一

④ 記憶 形 式 の統 一

⑤ 利 用 手順 の設 定

●

(2)オ ンライ ン ・シ ス テ ム との 関係

既 存 の オ ンライ ン ・シ ス テ ム をNISに 組 み 入 れ るた め には ネ ッ トワー

クへの インターフェー ス機 能 を果 す インターフェー ス ・コ ンピ ュー タが必 要 と

な る。 この インターフェ ース ・コ ン ピュ ー タの 仕 様 は,結 合 され る個 々の シ

ス テ ムの仕 様 に よ って変 っ て くる が,伝 送 速 度 変換,コ ー ド変 換,デ ー タ

フナ ーマ ッ ト変 換 等 の機 能 を果 す 。 ナ ンライ ン ・システ ム の場 合 も前 項 で

示 した整 合 条 件 が 必 要 な こ とに は 変 りな い。

4.2.4広 義 の ソ フ トウ ェ アの 整 合 化

異 種 シス テ ム.を統 合 して 行 く上 で ソフ トウェ アは大 きな融 通 性 を持 って い る

が効 率 の 高 いNISを 形 成 す るた め には 次 に示 す よ うな ソフ トウ ェ アの整 合化

が必 要 となろ う。

①NIS言 語 の開 発

シス テ ム ・イ ンデ ィ ペ ンデ ン トなNIS内 の共 通 言 語

②NISデ ー タ ・マ ネ ジ メ ン ト言 語 の開 発

NISに 組 み込 ま れ る データ ・ベ ース を利 用 す る た め の共 通 的 言 語

③ コ ンバ ー ジ 。 ン ・プ ロ グ ラム

既 製の デ ー タ ・ベ ー ス お よび プ ログ ラ ムを共 用 す るた め に デ ニ タ変 換,

プ ログ ラム変 換 を行 な うプ ログ ラ ム

④ プ ロ グラ ムの ライ ブ ラ リィ化

NI'S内 で共 通 に 使 用す る プ ロ グラ ム を ライ ブ ラ リィ化 す る
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4.3NlS形 成 の枝 術 的 条 件

4.3.1一 般的特質

NIS形 成 に必要な技術の本質は,い わゆる システム化技術であ る。個 々に

開発 され た既存の,ま たは新規の技術 を統合化 し,コ ンプ レックス ・システム

として創製す る。 この場合個 々の技術は,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,通 信

網,各 種端末 な どの純技術的 な面の他,標 準化,プ ライバ シー保護 な どの政策

的,社 会 的要素 を含 んだ もの,あ るいは マンマ シン ・システム としての人間工

学的,心 理学的色彩の濃 い もの な ども含 まれ る。

よ り具体的な条件への アプ ローチと しては処理 の 目的や シス テムの規模 ,あ

るいは形成の段階 や参画す る立場 によって要求の 内容,条 件 お よび程度が異 な

る点 を考慮す べきである。

例 えば処理 目的別 には,

① コミュ ニケー ションは一方向か双方向か。

② 情報 の検索 のみか加工 が伴 うか。

③ 検索 は事実検索か ドキ ュメン ト事項 の検索 か。

④ 大量の 演算処理が伴 うか。

⑤ 交信 される情 報量 は大量 か小量 か。

⑥ 利用者個有の ファイル を扱 うか否か。

⑦ 処理は即時かバ ッチ的か。

な どが あ り,地 理的 規模 と しては,

① 一都 市 またはそれ に準ずる局地的な もの

② やや広域的な地 方単位 の もの

③ 全国的 な もの

の3レ ベルが考 え られ る。

形成の段階や 立場 と しては,

① システ ムの設計

② インプ リメ ンテー シ ョン

一49一



③ シス テ ムの運 用

④ シス テ ムの メ ンテ ナ ンス

な どを考 慮 す べ き で あ ろ う。

これ らに共 通 した問 題 と して,ま た は シ ス テ ムの 提 供者 と利 用 者 の双 方

か らの 要求 と して シス テ ムの信頼 性,有 効性,効 率性,経 済 性,サ ー ビス

性 な どを一般 的 特 質 と して あげ る こ とが で きる。

(1)信 頼性

ハ ー ドウェ ア,ソ フ トウ ェア,通 信 網 お よび端 末 を含 め,フ ァ シ リティ

と して の最 大 の条 件 は まず 信 頼性 に あ る。 ハ ー ドウェ アにお い て はRAS

(ReliabilityAvailabilityServiceabiIty)の 思想 に よ る障 害予 知,

診 断,自 動 回 復,フ ァ イル,ソ フ トウェ アな どの機 能 をは じめ デ ー タ ・ベ

ー ス ま たは ファ イ ルの バ ッ クア ップ と リカバ リ(recovery)は 特 に重 要 で

あ る。 一般 の オ ン ライ ン ・システ ム と同様,シ ス テ ムの不 安定 性 は ハー ド

ウ ェ ア と ソ フ トウ ェアの 共 同 責 任で あ る。 例 えば フ ァ イル の物 理 的 な破壊

は 多 くの場 合,ハ ー ドウ ェ ア と ソフ トウェ アの か らみ に よって 生 ず る。 元

来 ハ ー ドウェ アの エ ラー は,完 絶 す る こ とが 不可 能 で あ る とい わ れ てい る

が,そ れ を ソ フ トウェ アが 如 何 に カバ ー して い るか ゴむ しろ決 め手 とな る。

CPUや ファ イ ル の二 重 化 とと もに,経 済性 の観 点 か らは よ り高 度 な診 断

と リカバ リ技 術 を検 討 す る余 地 が あ る。

通 信回線 の 信 頼 性 は,現 在 の技 術 では2,400B/Sで ビ ッ ト誤 り率 が

10-6程 度 とい わ れて い る が,よ り高速 の場 合,例 えば48KB/Sで も同程

度 の率 が 要求 され るで あ ろ う。

端 末 に起 因 す る 不安 定 さにつ い て は,利 用 者 の 素 人 性 に 注 目 したい。 一

般 にNISの 利 用 者 は,少 な く とも コ ンピ ュー タ技 術 や,端 末 操 作の 専門

家 で は ない 公 算 が 極 めて 高 い 。操 作 が不 馴 れ で あ る と同時 に,ど の よ うな

誤操 作 も平 気 で お こな うで あ ろ う。 如 何 な る操 作 に も耐 え得 る タ フな シス

テ ムが,イ ンタ ラ クテ ィ ブ ・シ ス テ ムの 安 定性 の決 め手 とも い える 。
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(2)有 用性

現 在,米 国 でサー ビスされてい る情報 システ ムでは,そ れか ら得 られた

情報 の直接 の有効性 が70%を 越 えなければ,利 用者 をつなぎ止める魅 力

がない といわ れてい る。

ファシ リティ と しての信頼性 とは別に,情 報その ものの内容お よび質に

対す る信頼性 は極 めて重要である。膨 大なデータ ・ベ ースの個 々のデータ

内容 の誤 りを,ど の様 に して検 出す るかの技術 はまだ確 立 していない。 ま

た有用 なNISで あるためには,デ ータ ・ベ ースの きめの細 かい 更新が不

可 欠である。 したが って この問題 はデ ータ ・ベ ースの創製時の みな らず,

毎回 の更新 時に も発生す る。 公共性 が強 ければ強 い程,誤 った情報の散乱

は影響が大 きい と共 に,シ ステムその ものの存在 の意義 に関わ る問題であ

る。

(3)効 率性

シ ス テ ムの 効率 は 高 性能 で あ る と同時 に コス ト効 率 の優 位 さが要 求 され

る。

セ ン トラル ・コン ピュ ー タ,衛 星 コ ンピ ュー タ,通 信制 御 用 コ ンピュ ー タ,

メ ッセ ー ジ交 換 用 コ ン ピュ ー タ,あ るい は通信 回 線 な どの総 合 的 な処理 速

度 と容 量 へ の 要 求 は,個 々の性 能 よ りはむ しろ相 互 の バ ラ ンス お よび 適切

な ロー ド'シ ェ ア リング に注 目す べ きで あ ろ う。

NISの 規 模 お よび サ ー ビスの 目的 に よ りネ ッ トワー クやデータ ・ベース

の 分 散,集 中 の 度 合,階 層 の レベ ル,サ ブ ネ ッ ト間 の 伝送 速度 な どは異 な

る べ きで あ るが,諸 々の 条 件 の下 で処理 効 率 を予 測 し,経 済 性 も加味 した

最 適 化評 価 の シ ミュ レー タの 開発,あ るい は現 実 の動 作 をモ ニ タ リ ングす

る ハ ー ドウ ェ アお よび ソ フ トウ ェアの 技術 が 望 まれ る。

一 般 に ネ ッ ト ワー ク ・システ ムは スル ー プ ッ ト(throughput)と メ ッ

セ ー ジ ・デ ィ レイ(massahedelay)に よって 評 価 され る。 しか し経 済性
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の 観点 か らは,こ れ らを生 み 出す 影 に あ る シス テ ム全体 の オ ーバ ヘ ッ ドや

ア イ ドル の率 も無視 す るわ けに は い か ない。 これ は ハ ー ドウ ェア と ソフ ト

ウェ アの ロー ド ・シ ェ ア リングの 問題 に発 展 す る。 制 御 プ ロ グ ラ ムの一部

をハ ー ドウェ ア化 す る とい うこ とだ け で は な く,大 容量 デ ー タ ・マネ ー ジ

メ ン トの機 能 の 一部 の ハ ー ドウ ェア化 の検 討 も必 要 で あ ろ う。

(4)経 済性

NISの 利用者が,そ れか ら得 られる情報の価値 と,入 手 の即応性 を金

額に換算 して正当に評価 し得 るか否 かが問題 であるが,現 在 の技 術に よる

試算では,他 のメデ ィア,例 えば新聞,テ レビ,ラ ジオ,電 話,郵 便,電

報 な どに比べ,桁 違 いの コス トとな る可能性 がある。 例 えば 現在 サ ー ビス

されてい る タイ ムシェア リング ・システ ムでは,1日2時 間乃至3時 間の

端末使用 で月額30万 か ら50万 の程度で ある。

ホームユース も含 めたNISで は少な くとも平均 この20分 の1の 価格

にせ ざる を得 ない であろ う。 それ には受益者負担 の思想が もはや通用 しな

い とい う見方 もあるが,そ れに して もまず ファシ リテ ィ自身の価格 を大幅

に下げ る必要 があ る。

現在の多 くのネ ッ トワー ク ・システ ムが共通 した経済性の悩み を持つ理

由は,殆 ん どの システムが一品料理 である とい うこ とで ある。

標 準化の促進 に よ り,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアを含む 全 ファシ リテ

ィが簡 単なplugtoplugで 接続 可能 とな ること,あ るいは共 用の高速通

信網の建設 によ り回線 コス トを引 き下げ ること,あ るいは素子や方式 の研

究に よ りメモ リー ・コストを大幅に軽減す るこ とな どが必要 であるが,一 方,

大容量デ ータ ・ベ ースの メイ ンテナ ンスには新たにか な りの費用 がかXる

ことを覚悟せ ねば な らない。 常に新 しい情報 を ア ッ プ デ ィ トす る の が

NISの 生命 であ る。 出来得る限 り迅速,正 確 な情報 の入手の手段 を経済

性の面か らも検討 しなければな らない。

一52一

'



(5)サ ー ビス性

NISの 利用者層 は きわめて 多様 である と考 えねば な らない。利用者が

自由に端 末,処 理形態,サ ー ビス形態 な どを選べる融通性,シ ステ ムへの

参加,脱 退の容易性,利 用者の各種の要求に対する システ ムの拡張性 な ど

が必 要である。 処理形態 や サー ビスの種類 による きめの細 かい課金制度 と

共 に,何 等かの障害 に よって利用者 に与 えた被害 を合理的に処理す る技術

も考 慮 しな ければな らない。

利用者の レベルが多様な ために,端 末の機械操 作の不馴 れや,シ ステム

の利用方法 の理解が十 分 でない ことも多 く,シ ステムの臨機応変 な且つ適

切懇 切な ガイダ ンス(Guidance)機 能 が必要 である。

基 本的には システ ムの利 用方法 が出来得 る限 り容易 であ り,多 様 な利用

者に受 け入れ可能な ものであ ることが必要 であるが,説 明方法,あ るいは

説 明書の類 も,細 かい 配慮 が要求 されるであろ う。

4.3.2標 準化

標準化 は技術的諸 問題 を縦 につ ら抜 く基本的条件 である。政策的 要素 を含む

ため,純 技術的 問題 よ りはむ しろ実現が困難である。

ハー ドウェア的 には

① 異機種 コンピュータ間の イ ンター フェース

②HOSTコ ンピュータとIMP間 のイ ンター フェース

③ 各種 コンピュータと通 信制 御装置 間のイ ンターフェース

④ 通信制御装置 と各端末 間の イ ンタ ーフェース

⑤ 各種 アダ プタ

伝送手順関係では

⑥ ダイアル装置

⑦ ダイアル方法

⑧ ア クセス コマ ン ド

⑨ 伝送制御手順
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⑩ 誤 り制 御 手 順

⑪ 相手 確 認 方 法

⑫ 切 断法

ソ フ トウ ェア関 係 で は

⑬ フ ァイ ル構 造 お よび 形式

⑭ デ ー タ形 式

⑮ 各種 コー ド

⑯ 帳票

⑰ コマ ン ド

⑱ プ ロ グラ ミング言 語

⑲ 分 類 形式

な どの標 準化 が 考 え られ る。 これ らの 標 準 は将 来,国 際的 な ネ ッ トワー クへ

の拡 張 に 対抗 す るた め国 際標 準 を十 分 加味 す べ きで あ る。

4.3.3個 別 技 術

(1)ハ ー ドウェ ア と ソフ トウ ェア

a.ハ ー ドウ ェ ア と して は,

① 大容 量,廉 価 な ラ ンダ ム ・ア クセ ス ・メモ リ

② 新 記 憶 素 子 と記憶 の階 層 化

③ 連 想 メ モ リー

④ パ タ ー ン処 理技 術

⑤ マ イ ク ロ プ ログラ ムお よび フ ァー ム ウ ェアの 技 術

⑥ アナ ログ,デ ィ ジ タル の 同時 並 列 処 理

⑦ 障 害 予 知,診 断,自 動 回復 お よび フ ェイ ル ・ソ フ ト機 能

⑧ 異 機 種CPU間 の コ ミュ ニ ケー シ ョン

⑨IMPの 開発

な どが あ る。IMPと して は コ ー ド変 換 や 伝 送 制 御 な どに有 効 な機 能 を

持 ち,メ モ リー の拡 張性,各 種HOSTや 端 末 との イ ンタ ー フ ェ ースが交
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換 可能 な パ ッケ ー ジ形 式 を とる こ とな どが 望 ま しい。

b.ソ フ トウ ェア と しては,

① モ ジ ュール 化

② 効 率予 測

③ テ ス ト技 術

④ モ ニタ リン グと評 価

⑤ イ ンタ ラ クテ ィ ブ処 理

⑥ ファ イル の互 換性

⑦ 拡 張性

⑧ オ ン ライ ン処理 用 の共 通 言語

⑨ 既 存 シス テ ム との 互換 性

な どの技 術 が要 求 され る。

NISに お い てはバ ッチ処 理,オ ンライン・リアル タイ ム処 理,リ モー

ト ワ ミッチ処 理,リ モ ー ト ・ジ ョブ ・エ ン トリー,デ マ ン ド処理 な どの

多様 な 処 理 形態 が 自由 に選 べ る と共 にお 互い の ファイ ルの 互 換 性 が 必 要

で あ る。

また 使 用 言語,ユ ー テ リテ ィ,ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラムな ど処

理 プ ログ ラ ム レベル での 相 互 の ファ イル の 互 換性 も必要 で あ る。

これ らは 今後 開発 す る もの に関 して のみ な らず,既 存 ソフ トウ ェ ア と

の 互換 性 も問 題 とな る。 過渡 的 に は 各種 の変 換 プ ログラ ムの 要 求 もお こ

る で あ ろ う。

オ ン ライ ン処 理用 の 共通 言 語 と しては,シ ス テ ム記述 言語,デ ータ ・ベ

ー ス ・マ ネジ メ ン ト言 語 ,ア プ リケ ー シ ョ ン言語 等 の各 種 の もの が考 え

られ るが,い わ ゆ る 高級 言 語 と しての 一般 的 性 質 に加 え て,ア プ リケ ー

シ ョン レベ ル の もの はパ ラメ ト リッ クな,あ る いは よ りマ ク ロな 手 続 き

言 語 で ある事 が望 ま しい。 しか しそ の反 面,既 存 言語 との 互 換性 も無視

出来 ない で あ ろ う。 効 率 を過 度 に 落 さぬ 程 度 の プ リ ・プロセ ッサ 形 式 の利
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用 な ども考 え られ るで あ ろ う。

大 型 ソ フ トウェア は人 手 に よ らぬ 自動 テ ス ト技術 と,効 率 を予 測 し,実

現 し,モ ニタ ー し,評 価 し,改 良 す るサ イ クル の よ りシス テ マテ ィ ックな

生 産 性 お よび 管理 技術 の 向上 が切 望 され る。

c.ハ ー ドウ ェア と ソフ トウェ アが か らん だ 問 題 として は,

① 制 御 プ ロ グ ラム

② 障害 対 策

③ デ ー タ ・ベ ー ス ・マ ネ ー ジ メ ン ト

④ 秘 密 保 護

な どが あ る。 これ らは い つ れ も ハ ー ドウ ェア と ソ フ トウ ェアが 如 何 に ロ

ー ドを分 担 す べ きか が問 題 とな る もの で あ る。

ハ ー ドウ ェア また は,フ ァー ム ウ ェアの 技 術 に よ って チ ャネル ・コントロ

ー ル ,言 語 処理 な どの独 立 した単 能 モ ジ ュ ール が,一 種 の交 換 機能 を もつ

他 の モ ジ ュ ール に よ って振 り分 け られ た メ ッセ ー ジ を並 列 に処 理 す る よ う

な 形 も考 え られ る。

大 容 量 デ ー タ ・ベ ー ス に伴 う障 害 対 策 も ソフ トウェ アに のみ 責 任 を負 わ

せ る の は不 可能 で あ る。 デ ー タ ・ベ ース ・マネ ー ジ メ ン トはNISと 一般

の オ ンラ イ ン ・リアル タイ ム ・シ ス テ ム との差 を如 実 に示 す部 分 で あ る。

NISで は 極 めて 多 様 な 双 方 向 の イ ンタ ラ クシ 。 ンが 同時 に 多 数発 生 し,

デ ー タ ・ベ ー スの ア クセ スの 幅 奏(C・ngestion)が 処理 上 の ネ ッ ク とな る

可能 性 が強 い 。 した が って ハ ー ドウェ ア と ソフ トウ ェア の分 業 体 制 の 再検

討 が 最 も必 要 な部 分 で あ る。

一 般 に考 え られ る方 法 と して は ,異 な った メモ リ ・モ ジ ュ ール へ の 同時

ア クセ ス,モ ジ ュ ール単 位 の 可変 性,連 想記 憶 機 構 に よ るポ イ ンターサ ー

チの 高速 化 と並 列 化 等 をハ ー ドウ ェア と ソフ トウ ェアの協 業 に よっ て よ り

立体 的 に 効 率 化 す る こ とで あ る。 ま た オ ン ライ ン更新 と検索 の 効率 化 の 矛

盾 をデ ー タ構 造 が如 何 に 解 決 す るか,更 新 とア クセ スの 同時 発生 時 の コ ン
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トロー ル,イ ソバ ー テ ド ・ファイ ル作 成 の最 適化 技 術,デ ータ 内容 の論 理

的 な チ ェ ッ ク技 術,実 際 の ア クセス動 作 の トレー ス機 能 とその 分 析 評 価 お

よび,短 時 間 内 の メモ リ 再 編 成技 術,ワ ー キ ン グ ・エ リアの効 率 よい 割

当 て技 術,シ ソー ラス の確 立 と機 に 応 じた 改 変 の 機 動性 な ど,数 多 くの問

題 が あ る。

秘 密 保 護 機 能 は社 会 的問 題 も伴 っ た 重要 な もの で あ る。NISで は呉

越 同舟 の き らい が あ り,競 合 して い る同業 種 同志 が 共 通 な シス テ ム を利 用
《

す る可能性 がある。 したがって共有性 と排他性 を矛 盾な く同時 に持 ち合わ

せる必要 がある。

すべてのファイルは,個 々の利用者の持つ読み 出 し,書 き込 み,変 更・実

行な どのす べて の権利 が テス トされて始 めて アクセスが許 され る。 一般 に

イ ンタラクティブ ・シス テ ムにおいては各利 用者の ファイルへの ア クセ スの

頻度は極 めて高い と考 え られ るが,そ の都度 おこなわ れる資格の テス トを

ソフ トウェアのみで行な うのは限度がある。 更に多層構 造 のパス ワー ドの技

術や,声 紋,音 声,手 書 きパター ン等 による特殊 なナー ソ リゼー ションな

どの技術 も必要 とな ろ う。

(2)通 信網

NISに お ける回線の伝送速 度の要求は,200B/Sか ら2MB/S位 まで

と多様 にわた るであろ う。 イ ンタ ラクティブな映像 の処理は少 くとも,l

MB/S以 上の速度 を必要 とす る。

加入電話網 の利用は,音 声 とディジタル通信の混合使 用の切 りか えが可能

な らば,ダ イアル呼び 出 しで容易に ア クセスでき,必 要に応 じて音声 によ

る通信,あ るいは音響 カプ ラの使用等 も可能 であ り,何 よ りも既に全国に

張 りめ ぐらされたネ ッ トで あるため比較的廉価で利用 出来 るな どの利点 が

ある。 しか し高速伝送 に於ては接続時間の比率増,伝 送誤 り率の 上昇な ど

の点で必ずしも十分 で はな く,少 くとも2,400B/S以 上 の速度 では,特 別な
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デ ィジタル交換網が要求 される。

条件 と しては次 のよ うな点が あげ られ る。

①2MB/S程 度 までの伝送速度.

② 蓄積交換 に より各種端末 による異 った速度や コー ド変換等 に応 じら

れる こと。

③ 公共通信網 の経 済性 に加 えて,許 容 接続範 囲 を設 定 した専用網的利

用 も可能 にす る。
o

④1MB/Sの 速 度で ビッ ト誤 り率 は10-6,以 下且つ 出来得 る限 りナ

ーバヘ ッ ドを含 まぬ エ ラー修 正手法 による,実 効誤 り率は10「o以 下

のオーダで ある こと,ま た異 常切断の プ ロテ ク トお よび回線障害,端

末障害,CCU障 害の切分けが容易 である こと。

⑤ 超広帯域伝 送へ の拡張性

(3)端 末

端 末装置 の多様性 はNISの 大 きな特長の一つ である。

テ レタイ プ

プ ロ ッタ

VTR

テ レ ビ電 話

音響 カ プ ラ

POS端 末

漢 字 プ リンタ

そ の他 の専 用 端 末

な どが あ り,

CRTデ ィ ス プ レ イ

電 話 器(プ ッシュ フォー ン を 含 む)

ラ ジ オ,テ レ ビ

ワ イ ヤ レ ス ・フ ォ ー ン

フ ァ ッ ク ス

セ ン サ ー

OCR,OMR,カ セ ッ トMT

情 報 の種 類 は,デ ィジ タル,音 響,映 像 な どを網 羅す る。

具 体的 な 入 力 は,タ イ プ,キ ー イ ンあ るい は 音 声 に よ る もの の 他,ラ イ

トペ ンな どに よ る ピ ッキ ン グ,タ ブ レ ッ トな どに よる手 書 き文 字,鉛 筆 に

よる マ ー ク ・リー ドの 機 能 な ども要 求 され る で あ ろ う。
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出力 としてはCRTデ ィスプ レイが最 もポ ピュラーで あると思 われるが,

ハー ドコピーの好 きな 日本人の為 には,そ の機能 をデ ィス プ レイ端末 に内

蔵 させる必要 があろ う。 情報量 の多い場 合は カセ ットMTや 磁気 カー ドな

ども利用 される可能性 が ある。

現在のTSSに お いても,シ ステ ムの操作 性 は端末 によっ て決 まる とい

っても過言ではない。端末の使い易 さ,機 能 の好 し悪 しが,シ ステムのサー

ビス性 を殆ん ど決定付 けて しま う。NISに おいては多分,そ の傾向は よ

り強 いであろ う。

一般 に端末 に対す る考 え方は2通 りある
。 今後 とも汎用の タイプライタ

や,キ ーボー ド付CRTが 主流 を占める とい う見 方 と,目 的別 の多種多様

な端 末が普及す る とい う見方である。経済性 の観点 か らいえば恐 らく前者

に軍配 が上がるであろ うが,如 何 に使い易 く,且 つ廉価な端末 が開発 され

得るかがNIS成 功の1つ の鍵 とい えな くもない。 日常生活 に タイプライ

タが入ってい ない日 本 人 に と っ ては,多 量 な文字数の タイプィ ンは最 も

避 け るべ きことである。 出来得 る限 り,最 低 の文字数,タ ッチ数に よる入

力で,最 大の内容 を表 現 し得 ること,そ して止む を得ぬ場合は メニュー を

デ ィスプ レイに表示 し,概 当する項 目をペ ンで ピックさせ る様な配慮が必

要で ある。 また特筆す べきことは 日本語の漢字,仮 名湿 り文 の扱いであっ

て これ らの文字 に よる利用者の直接の入 力は極 力さけるべ きで ある。 出力

の情報量 が比較 的多い場合 は,無 理 な漢字 のディジタル処理 を行な うよ りは,

マイ クロフィル ムな どによるスライ ド式の表示 が入力の介入 によるつ まら

ぬ誤 りの防 止の為に も最 も望 ま しい が,伝 送の経費 との兼ね合い を考慮 し

な けれ ばな らない。

以上の技術 的条件 を,シ ステム設計,イ ンプ リメンテーシ ョン,運 用,

メイ ンテ ナ ンスの各段階 に分 けて整理す る と次の ようになる。

いつ れ も標 準化 の裏付 けが必要不 可欠な もので あるこ とはい うまで もな

い。
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① 設 計

・ シス テ ム化 技術

・ シス テ ムの 効率 の予 測

・ 最 適化 技術

・ デ ー タの 収 集 とデ ー タ ・ベ ース の創 製 の 技 術

② イ ン プ リメ ンテ ー シ ョン

● モ ジ ュ ール 化技 術

・ テ ス トの シ ス テ ム化 技 術

・ シ ステ ム記 述 言 語

・ 生 産性 の 向 上 と工 程管 理 技術

③ 運 用

・ 障 害 対策

・ 秘 密保 護 対 策

・ 課 金 の 妥 当性

・ デ ー タ ・ベ ース の更 新

・ ガ イ ダ ンス

・ 問 い 合 わせ サ ー ビス

④ メ イ ンテ ナ ンス

・ 拡 張性

・ シ ス テ ム効 率 の モ ニ タ リン グ

・ シス テ ム改 良拡 張 に 伴 うオ ンラ イ ン ・テ ス ト

・ ドキ ュ メ ンテー シ ョ ン

4・4NlS形 成 に伴 う政 府 の 問 題

4.4.1政 策 の 必要 性

NIS形 成 に伴 う政 策 の 問題 は 大 別 して,2つ の ラ ン クに 区分 され る。 その

1つ は,情 報 化 や コ ン ピュ ー タ リゼ ー シ 。 ン全般 の推 進 の た め の政 策 で あ り,
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その第2は,個 別組 織体の枠 を超えたネ ッ トワー ク ・システ ムあるいは公共財

と しての情報の処理 ・提供 に特有な問題 としての政策 である。

もちろん前者の問題 もそれが各企業体 ない し省庁内の問題であ る場 合 と,

NISと して社会的次元で推進 され る場 合 とでは,政 策の及ぶ範 囲 も異な る し,

また社会的影響 度 も相違す るので,か な り異な った政策規模 とはな るに して も,

具体的方法 としてはかな りの共通点 をもってい る。

前者のための政策 としては①情 報価値の確立 とその保護,② 社会的次元 にお

ける情報処理教 育の徹底 を通 じて,情 報 化社会への適応の スムーズ化 と,エ ン

ド・ユーザー側 における情報(シ ス テム)利 用能力の育成,③ 情報 産業 ・知識

産業 の早期育成 のための政策 な どがあげ られる。

後者のNISプ ロパーの政策 としては① 公共的性格 をもったデ ータの選別 ・

整備のための政策,② 一般社会 施設 と して利用 可能 な公共端 末の設置,③NIS

に対 応で きる よ うな情報行政 の横 断的な調整体制の確立の必要性 な どがあげ ら

れ る。

4.4.2情 報価値の確立 な らびにそ の保護

日本語の 「サ ービス 」とい う言葉 が,そ の中に無料 とい うニュア ンスを含 ん

でい るご とく,わ が国 にお け るサ ービスー用役の価値付けは甚 しく低 い。 とく

に知識 サ ー ビスの所産たる ソフ トウェアについては社会慣 行 としてその商品価

値が確 立 してい ない。 しか し,今 後NISを 頂点 とする情報化 の進 展の要 とな

るのは何 よ りも ソフ トウェアで あ り,そ の商品 としての価値 付け な くしては情

報化社会 も単 なる画餅に終る可能性 が ある。

このためには先づ ソフ トウェアな どの知的情報の評価 を一般 の物 財における

原価主義 か ら切離 し,小 説 ・絵画に見 られる ごとき効用 による評 価方式 を とる

べ きであ ろう。 とくに ソフ トウ ェアでは,医 師の医療行為や弁 護士 の弁論 な ど

のご とく肉体的活動 と不可分 といった特 質がないため,効 用 ・評価 の採用がお

くれている。 しか し医師の処方箋や公認 会計士の監査報告書 と同 じく,ソ フ ト

ウェアもその技術 内容 に対 応 した価値 を もって評価す べきであ り,そ の慣行確
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立のた めに経理 方式 の変更や政府諸官庁の発注態 度な どを率先 して改訂 してゆ

くべきであろ う。

つぎに ソフ トウェアの商品価値確立の裏付 け として,そ の著作権な どの認定

と保護 を法律面か らも規定せ ねばな らない。 その具体策 としては権利保証すべ

きソフ トウェアについ ては,公 的 な登 録機 関 を設 置 し,一 定の認定制度 を設 け

ること。 また ソフ トウェアの他人使用に対す る対価支払義務 の法制化 が必 要で

あ り,さ らにこれを補足する罰則規定,有 効期間,標 準的料金(対 価)算 出基

準な どについて の調査 と法 制化が必要 とな ろ う。

4.4.3情 報処理教育 の徹底

情報処理教育 の徹底 に当たっては,単 に よ り多 くの対象者に よ り深い技術教

育 を行 な うとい った,「 多多ます ます弁ず 」とい った方向では不 可能 であ り,

対象者の ニーズに合 った各種 の政策が必要 である。

(1)情 報利用 者への教育

この層 は対象老 として最 も多 く・かつ社会福祉の 向上や 知識産業化 を進

める上で最 も大 きな影響 力 をもってい る。 ここでは コンピュータの原理や

計算手順 な どよ りも,情 報化社会 における情報 の重要性 や社会生活の向上

に情報 を どう生 かすか。 さらには公共財 と しての情報 を処理 ・提供 して く

れるべき現存のNISと その利用手続 な どといった実践的内容に重点 を置

くべ きで ある。 そ して この種の教 育内容は公共 的な立場 にある成人向け教

育機 関に よ り行な うことが最 も妥当で あろ う。

(2)情 報処理技術者の養成

現行の専門技術者教育 は,コ ンピュータ ・メー カーに よるプ ログラムや

ハー ドウェア とい った製品教育 を中心 としてい るが,今 後NIS建 設 ・運

営 な どに必要 とされるのは,よ り広い技術 ・知識 をもったSEで ある。 こ

のためには製 品知識 中心の メーカー型 教育 のみで な く,情 報科学 な どの基

礎学課 のための学校教育 ・適用技術 や周辺科学技術 ・技法のための企業内
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や非 メーカー型外 部機関に よる教育 の強化が必要 であ り,そ の振興のため

の免税や 公共投資な どの政策 が必要であろ う。

(3)教 育施設 に対す る コンピュータの設置情報処理教育 にとっては,そ の実

習機 として コンピュータの設置が基本要件 であるが,現 状 では一部 の大学,

高校 にのみ予算が認 め られ,し か もその多 くは,小 型の もの で限 られてい

る。 これに対 し知 識 産業の基礎 作 りとしての 意味 で民間の 各種学校 を含 む

広い範囲 で コンピュータ導 入のための経費 を国家 予算 として計上 し,国 民

だれでもが安い費用 で情報処 理教育 を受け られる ような政 策が必要 とされ

よう。

4.4.4情 報産業 ・知識産業の育成

重化学工業 化に とって鉄鋼 ・石油化学 などがその根幹 をな した ごと く,知 識

集約的産業構 造 を 目指すわが国に とって情報産業 の重要性 はい うまで もない。

特に国土が狭少で天然資源の僅少 なわが国 にとって公害問題 を避 けつつ経済発

展 を目指す には,経 済 の知識 産業 化が唯 一の残 された道 とい って も過言ではな

い。

このた めには コンピュータ ・メーカーや,情 報処理 ・提供産業の育 成策 とし

て,そ の研究開発の助成,開 発資金の長期低利融資措置,税 制上の優遇措置な

どが必要 である。 アメ リカにおける情報産業 の先端的技術が主 としてNASA

な どの軍需 を端緒 と して発展 した ごとく,わ が国の情 報産業 もまた国民福祉の

向上や,社 会 人の再教育 と新 しい社会的機会供与のためのNISと して発 展 し

て行 くべ きである。 今 日,実 現 しつつあ る映像 実験都 市のご とき各種 の国家的

開発 プロジェ ク トの振興 と,そ のための先行技術の開発を助成す べきであろ う。

この他,特 に ソフ トウェアについては,そ の商品価値の確立 と流通促進の問

題が ある。商 品価値 の問題 は前述 した通 りで あるがその流通 にっいては ソフ ト

ウェアの特性 か らい って,市 場成立にかな りの問題 が あるので政策的 に育成 を

はかるべ きであろ う。

一63一



情報化一般 に も通 じる政策 に関 しては以上の通 りで あるが,こ れに加 うるに

NISプ ロパ ーの政策 としては次のよ うなものがある。

① 公共的性格の デー タの整備

公共的NISに おけるデ ータの中で,公 共財 として他省庁,地 方公共団体

はもちろんの こと,広 く民間 一般へ もその容易 な入手 ・利用 を行 な うべ きデ

ー タは ,情 報の利 用形態 か ら見 て2通 りに大別 される。

その第1は,統 計 デー タ類 であ り,「 国が行政上の 目的か ら作成 した各種

の統計 は,大 部分 が(現 在 は)報 告書 な どの印刷物 によ り,広 く一般の利用

に供 されてい る。 これ らの デ ータは,国 の資産 である と共に国民全体の資産

である ことか ら,さ らに有効 適切 な利用 をはかるのが 国の責務 である 」(総

理府統計局.宮 本 氏)と いわれてい る。 これ らデー タは,他 の官庁 や民間に

おいて主 として計画 作成 の基 礎 データと して使用 されるるが,デ ー タ提供が

印刷形態 のため今一度 デ ータ変換作業 を余儀な くされている。 しかもこれ ら

データは,そ の作成部署 毎に散在 していた り,集 計時点,分 類 方法 もまちま

ちであ り,時 としては作成部署 自体 においてもその資料 が 「次の機 会や他の

計画に も十分活用で きるにもかかわ らず,保 管場所 がない とか,仕 事に忙殺

されている とかの理 由で,そ の まま廃棄 され,従 って,せ っか く苦労 して収

集 した資料 が1日 限 りしか利用 されていない ケースが多い 」(「 建設省にお

ける国土情報 セ ンター構想 」よ り)と い った状態で ある。

これを解決す るには,現 在公 刊 されているデー タを中心に公開 データの選

別 と分類項 目,集 計期 日の標準 化 を進 め,さ らにその蓄積,提 供方法 につい

て 「知識産業立 国のための出発点 」と しての立場 か ら,大 規模 な改訂 を実施

す べきである。

整備 すべき第2の データは,医 療 ・教育 ・レジャーな ど国民福祉 に直接関

係す るデータで あ り,公 共 機関 ・民間な どの現業部門か らの照会 に応 じて即

時 に応答 で きるた めのデ ータ整備が必要である。 これ らデ ータは,前 記統計

デ ーダ と異 な り現状 では コンピュー タ処理にほ とん どの ってい ないため,先
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ず用語 自体の 明確化や コー ドの設定,お よびそ のデータに対応す るシ ソーラ

スの作成な どが重要である。

(2)公 共端末 の設置

人間社会 における情 報伝達,処 理が 印刷物 ・音声 であった時代におい て,

その便宜を向上するため社会施設 として公衆電話や郵便ポス トな どが設置さ

れた ご とく・デ ータ通信 の ウェイ トが高 まるに つれて,一 般大衆 もその便益

を利用 で きるための公衆端末が必要 となる。

この端末 の役割 は,利 用者個有の端末ほ ど トランザ クシ 。ンはないが ,①

一定 範囲の地域 社会 として必要なデ ータの授受 を行 な うタイプ,② 映像情報

の伝送 な ど利用 者が個有す るには社会水準か ら見 て高価す ぎる場合 に ,情 報

の中継点 と して リモー ト ー ミッチ的な機能 を行 な うタイプ,③ ター ミナル駅

や地方市場 な どで多数の人間が散集 し,出 発か らの多量 の情報 を緊 急に連絡

す べ きケースに用い られる タイプな どに分 け られ る。

① の タイ プは,電 話 の初期 における村役場 の電話の役割 と等 しく,前 記公

共 デー タの整備 の項 に記 した国民福祉型 データ ・バ ンクに対応す るものであ

る。② のタイ プは,緊 急性 を要 しない場合の双方向CATVな どがその例であ

り,最 寄の公衆端末へ 申込めば指定 した映像情 報が伝送 され,そ れ をビデ オ・

テープな どの形 でバ ッヂ した後,各 人に配布 され るとい った形 を とる。 デ ー

タ内容 として は,前 記 と同 じく国民生活 に直結 したもので ,特 に教育 ・医療

な どを優先的な政策 とすべ きであろ う。③の タイ プは,ク リア リング型NIS

と対応す るもの であ り,報 道 関係 の情報や経済 ・経営に関す る情報 を即時 ・

高速 に伝達 す るこ とに よ り,適 応措置 の迅速化 のみ な らず,人 的移動 を含む

物的移動の節 減,交 通過密 の緩和,エ ネルギー節 減な どその社会的 メ リッ ト

は非常 に大 きい。

以上の よ うな公衆端 末は,将 来予想 され る家庭 用端末に対す る先駆的役割

や補完的役割 を果すもの,あ るいは本来公 衆性 を必要 とす るもの もあるが ,
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いずれにせ よ今 日の公衆電話の ごとく街頭 に設置 され る必要は ない。む しろ

郵便局や 小学校 な どの ご とき公共的機 関の一部 の施設 と して公衆性 を与 える

べ きである。

(3)NISに 対応 できるよ うな情報 行政 の横 断的 な調整体制 の確立

公共 的デー タの多 くは,そ の作成 母体たる行政機関の 目的 別に作 られてい

るため,同 じ内容 についての重複 も多 く,ま た 集計時期 ・分類項 目もマチマ

チであ る。 この点 に対 しては,公 共 デ ータの整備 に よって調整す る として も,

その蓄積,省 庁 内の電磁 レベル(非 文書的)に お ける交換 と民間へ の提供な

どについて,明 確 な方針 とその具体化のた めの政策 が必要である。

このためには,先 ず現存の データについて,政 府各機関における情報 の横

断的 マネジメ ン ト ・システ ムを確立 し,情 報媒 体,記 録方式や デ ータ ・フォ

ーマ ッ トな どの標 準化や明確 な規定 を設 ける必要がある。 さ らにその運用に

つ いて も交換や伝送 のサイ クル,責 任規定 と費用分担 の取 決 めが必要 となる。

また提供の経路 について も統計 データについては総理府 「統 計デ ータ ・バ ン

ク ・ネ ットワー ク構想 」にある ごとく統一的 ク リア リング ・セ ンターを通 じ

て行 な うのが望ま しいが,問 合せ応答 タイプのNISに ついて も同様の計画

が 必要 である。

つぎに,今 後の各種NIS建 設計画 について は,情 報 システムに対す るア

セスメ ント機関 を国家的 レベルにて設 立 し,計 画実施のテ ンポや スケジュー

ルの弾 力的調整 を行 な うと ともに,行 政管理庁 におけ る 「行政情報通信 ネ ッ

トワー ク構想 」の ご とき,フ7シ リテ ィー提供型NISの 利用可能 性やその

社会全体 と しての メ リット評価 を行 な うべきであろ う。

45NIS形 成 に伴 う制 度 の 問題

4.5.1現 行制度の問題点

人間社会 における情報 の処理 ・伝達が 口頭か ら文書へ,手 書 きか ら印刷へ と
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拡大す るにつれて,著 作権 な ど各種 の制度変更が生 じた ご とく,そ れが コンピ

ュータを中心 とす る電磁的世界へ と変 るに伴 って,情 報処理,伝 達に関連 する

諸制 度の改訂 が必要 となって くる。 換言す れば高速鉄道 にとって精度 の高い軌

道が必要 な ごとく,NISが 真 にその価値 を実現す るためには,情 報 の電磁的

な取扱 いに対応 した制度が前提条件 である とい える。

NISに 対応す る制 度の変更 を必要 とす る領域 を整理す る と大別 して次 の4

つ に分 け られ る。

その1一つは,情 報の伝達,提 示方法 に関す る問題 であ り,法 定様式や提示場

所,手 続 な どを機械式印刷術 に伴 う制約 か ら解放 する と共に,電 磁的技術 のも

つ情報 と情報媒体 と独立性や 同時伝達性 の特徴 を活 か しうるよ う改訂す る必要

が生 じてい る。

その第2点 は,人 間の頭脳労働 一思考 ・判断業務 一に対す る情報処理 システ

ムの採用 に伴っ て,こ れ ら専 門 職(医 師 ・弁護士 等)の 資格者 に取 って,あ

る程度 の情報 処理技術 の修得 が要件 と化 して来 る点 にある。 これは,法 律家 に

とって法 律文書 の理解 能力が,医 師 に とって医療器具の活用能 力が資格 と して

要求 され るご とく,情 報 システ ムの成果 を具体的な専門職 サ ービスの 中へ活用

し,社 会福祉 を実現するために是非 とも必要 とな って来る。

第3点 は,情 報伝達のための ファシ リテ ィーに関す る制度の問題 で ある。情

報伝達 が主 と して印刷物や マス コ ミに よっていた時代 か ら,デ ータ通信が参加

す る時代へ と変る に伴い,情 報伝達の媒 体 として回線網の公共的重要性 が高 ま

る とともに技術的な面や その利用制度 に若干の変更が望まれる よ うになって く

る。

制度変 更の第4点 としては,情 報処理 ・伝達の電磁化 に伴 う新たな権限 ・責

任の問題 であ り,そ の所在の明確化 の必 要性 である。 これは情報の発生源 と利

用者,あ るい は送 り手 と受手 との間に多 くの ハー ドウェア,ソ フ トウェアな ら

びにその関係者 が介在す るにつれて,情 報経路 内での誤謬 発生の可能性や不適

当な利用の危険性 が生 じ,そ れにか らむ権 限,責 任 の問題が発生す る こととな
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って くるか らで ある。

以下においては① 法定様式 と手続,② 資格制 度,③ 回線網 とその利 用制度,

④情 報処理にか らむ責任 ・権限の4点 におけ る制度 について,そ の改訂 の方 向

を説明す る。

4.5.2情 報の授受 ・呈示 制度 の改訂

現在の企業 ・官庁間における情報の授受は主 として印刷技術や手作業 ベ ース

による文 書授受 を前提 と した制度 を取 ってい る。 これに対 しネ ッ トワークのサ

ー ビス形 態に対応 して下記の よ うな制度改訂が必要 にな って くる。

(1)法 定様式の多様性 の認可

これは主 と して民間か らの情報の収集 を含 む公共型NISに おいて必要

とされる制度改訂で ある。現在民間企業 か ら諸官庁へ提 出 を義務付け られ

てい る統計類 その他 の情報 は,機 械式 印刷技術 に対応 した法定様式上への

記載 が要求 されてい る。 これに対 し民間 企業側 での コンピュータ リゼ ーシ

ョンの進展 に伴 って,提 出す べき情報 内容 自体 は,コ ンピュータで処理 し,

そ れを法定様式へ記載す るため今一 度 タイプ印刷 な どを行な うとい う2重

作業 を行 な ってい る ことが多い。

一方 ,上 記 資料 の受取 り側 として も,そ の情報 を コンピュータ処理する

た めには,再 度機械 処理用に変 換作業 を必要 としている。 これ を図示す る

と次 の通 りである。

齢↓乙"

式様報情

熱
↓

(手
作
業

用式様定法

式形報情

翼

手
籠

合適↓ピ巧

式形報情

(企 業 内省 庁 内) 資 料 授 受 (公 共NIS)
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これに対 し組織体間 ない し社会的 次元での合理化 ・省力化 をはかるには

次の よ うな制度改訂が必要 となろ う。

① 情報媒体 の多様化

現在 の法定 様式は主 として印刷 された様式 をもつ 「用紙 」で あるが,

原 デー タが コ ンピュー タ処理 されている場 合には,よ り処理効率の良い

磁気テ ープ,マ イ クロ ・フィル ムな どの媒体 上への記載 を認 め,そ の形

態での提 出 を認 めるべ きであろ う。 なお法定帳 簿な どの保存書類につい

て もJ司様 の こ とがい える。

② 字種 ・記 号な どの簡易化 ・標 準化

現在 の記載 内容 は英数字 ・カナな どの文字種 以外 に,漢 字や特殊記号

を含む ことが多い。 この内で届出老その他の住所 ・氏名 とい った 「個有

名詞 」的 な部分 の表示 には,あ るてい ど漢 字 も不可欠の場合 があるが,

これ以外 の書類 の分類 名,項 目名その他 について も漢字 を含んでいる こ

とが多い。 これ らにっ いては速 やかに英数字 な どによる コー ド化 を進 め

余分な変換作業 が省力化で きるよ う制度改訂すべ きである。

なお個有 名詞につ いて も国民総 背番 号制の採用や,地 区 コー ドの制定

に より,そ の大幅な省力化が可能 に なるので,国 民的 コンセ ンサス醸成

のた めのキ ャ ンペ ー ンを実施すべ きであろ う。

③ その他帳票形 式の合理化

その他法定様式の寸法や表示形式 につい て も,現 行の様式 ではそのま

ま コンピュータ処理 に適 さないものが多い。 この点情報 内容の低下 を招

来 しない範囲で,数 多 くの様式 について,全 面的見直 しと,制 度改訂が

要望 される。

(2)情 報の呈示形態の多様化

これは主 と して情報の ク リア リング機能や回線 を含む ファ シ リティー提

供型のNISに 関 してい える ことで ある。現行制度における届 出や,手 形
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の呈示その他の情 報呈示 は,情 報 の受付場所 への本人 の出頭義務,あ るい

は情報媒体 自身の呈示 を要求 している。

しか し,情 報 の電磁化 に伴い情 報 とその媒体 との対応 関係 はきわめて自

由になるので,こ の特徴 を生か し人的移動 や媒体転送 の省力化 をはかるべ

きで あろ う。

① 本人出頭i義務の 削減

都市化 の進展 に伴 い,住 民間の面識度は著 しく低下 してお り,出 頭 に

よる本人確認の メ リッ トは皆無 に近い。 しかも都市交通 の渋滞 その他に

よ り出頭 の負担 は増加す る一方で ある。 この事 態にかんがみ,住 民登録,

印鑑登録 その他 の屈 出は最寄の郵便局その他の公共機 関か らオ ンライ ン・

ベースで情報 内容 のみ伝送す るこ とで完了す る こととし,本 人確認はテ

レビ電話や パス ワー ドによ り行 な える様制度改訂が必要 となろ う。

② 呈示方法,場 所 の多様 化

現行制度 では,情 報 の呈示 は所定の媒体 自体 の移動 ・呈示 を要求す る

こ とが多いが,呈 示の原因 となるマスター ・レコー ドや確i認 ・照合情報

が電子化 して しまえば,呈 示場所の指定 は無意 味 となる。 その典形 は手

形 呈示場所の指定 で あ り,既 に現在 でも手形 引落は残 高 ファイルが存在

す るコンピュータ ・セ ンターにて行 ない,銀 行 各支店 を呈示場所 とする

制 度の意味は希薄化 してい る。 この点今後NISの 成 立 に 伴 い 各 種の

「情報呈示 」を媒 体重点主義か ら,情 報 内容中心主義へ と制 度 を改訂す

べ きであろ う。

(3)情 報提 供形態 の多様化

これは,主 として情 報提供型NISに 関す る制度改訂で,前 記 「情報収

集 」における媒体の 多様化 と同 じく,印 刷物 中心 か らよ りコンピュータ処

理 に適 した磁気 テ ープその多様 な媒体 による情報 提供へ制度改訂すべきで

あろ う。
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4.5.3資 格制度の改訂

コンピュー タ リゼー ションの進 展に伴い ,情 報の公共財 としての役割が重要

化 し,こ れ ら社会的価値 を有す る情報がNISと して,収 集 ・処理 j・提供 され

るよ うになる。 しか もこれ らの情報 を活用 し,知 的 サービスを行な うべ き専門

職に従事す る者に とっては,そ のNISを 理解 し,そ の与 える機能 を活か して

より高度 なサー ビス を社会に提供すべ き義務 が生 じる。 このためには上記の よ

うな知的 職業 に就業す るための資格制度 自体 もこの種の情報処理知識 を包含す

るよ うな ものへ と改訂が必要 となる。 今,こ れ を若干の例示 に より具体的 に説

明す る と下記 のよ うな ケースがあげ られる。

(1)情 報処理 システムの知識 自体 が要求 される資格

これは例 えば学校教育において情報処理教育が採用 されるのに伴い,そ の

担 当教 師に対 して資格 としてあるてい どの情報 処理の知識 や技能 が資格要

件 となる ごときグループで ある。

(2)NISの 与 える便宜 の活用能力 を要求 される資格,

各種 の医療情報や法律情報 を社会的 サー ビス と して提供す るNISが 実

現 して も・ この機能 を活用す る能 力が医師,弁 護士に備わ っていなければ,

一般大衆 は従前通 り低次元のサー ビス しか受け られな くなる
。特 に遠隔診

断 システムな どではその情報 システ ムの活用能力が医師になければ患者の

損失は甚大 なもの とな るので,是 非共資格要 件化 すべ きであろ う。 この他

公共サ ー ビスがNIS化 するにつれて,直 接 国民に接す る人間 に とってそ

の システムの理解 と,そ れ を国民福祉 向上へ転化す る能 力は,不 可欠の資

格 となって くる。

(3)NISに 適合 した事務処理能 力を要求 され る資 格

これは公認会計士,税 理士 な どがそ の典形 で,各 企業 ・団体 の経理処理

が コンピュータ化 され ると,従 来 のよ うに 「手書 き文書 」の分析 をベ ース
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とした処理ではその機能が遂行で きな くなる。 あるいはそれ らデ ータを受

理す べき公共サ ービス 自体がNIS化 すれば,提 出資料の情報 内容 自体の

チ ェ ックのみな らず,提 出方法 自体 の変化 に対処 しうるだけの能 力が要求

され,こ れを資格 要件 とす べき事態 を招 くであろ う。

4.5.4デ ー タ通信網の整備 と利 用制度の適正化

NISが 従来の個別組織体 毎の コンピュー タ利用 と相違す る最 も明確な特徴

は,情 報 が組織体の間 を印刷文書の形態でな く,直 接電磁的 な形態 で流通す る

とい う点 にある。 したがって その中心的 な経路 としてデータ通信網 の重要性は

きわめて大 きいが,現 在の通信網 とそ の利用制度 は,今 後必要 とな るNISレ

ベ ルの データ通信 を想定 して作 られた ものでないた め,い くつ かの改善すべ き

面 がある。

その第 一の問題 としては,先 ず,福 祉型NISや クリア リング型NISの こ

とき多数 者間 におけるデー タ通信 のための回線 の設 備である。 第二の問題 は,

列島改造 の実現化施策,あ るいは都 市問題 の解決策 の1つ としての情報の地域

隔差への対応策 であ り,具 体的 には地 方の通信網 の拡充 と,遠 距離 デ ータ通信

における料金制 度の問題で ある。第三の点 は,コ ン トロール型 のNISや 映像

情報 の伝 送な どの ごとき非計数型 デー タを扱 うNISに 関す る回線 の問題 であ

る。 以下順 を追 って その改善策 ない し制 度変更点 をのべ る。

(1)デ ータ通信 を前提 とした公衆回線 網の必要性 について

現存 のデータ通信網お よびその利用制度は主 と して組織体 内での利用,

あるいは特定者間のデ ータ通信 を前提 として作 られてい る。 この短所 を補

うため最近加入電話網 をデ ータ通信 用に利用す る制度 も認 め られつつ ある

が,本 来 この回線網は音声情報の伝送 を 目的 として作 られたものであるた

め,そ の品質や伝送速度 の面 で,必 ず しもデータ通信 に適 した もので ある

とはい えない。

これに対 して,多 数者間の データ通信 を必要 とす るNISに 対 しては・

現存 の専 用回線的 な特質,あ るい はそれ以上の機能 をもち,か つ加入電
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話網的な従量制課金方式 と,交 換網 を通 じて加入者 の誰 とでもデータの伝

送がで きる 「デ ィジタル ・デ ータ交換網 」とい った施設の整備が必要で あ

る。 この交換網 において特に要求 される機能 としては,接 続時間の短縮 ・

伝送速度の増大 ・伝送品質 の向上 な どとい った一般的機能,お よびNIS

に特 に要求 される速度変換 ・符号変換 ・蓄積な どの機能 がある。またNIS

の扱 う情報 が信用情報 その他 の プライバ シーや機密に関す る場 合には,通

信網 自体の側 における着信制限の機能 を持つ ことが望ま しい。

(2)遠 距離通 信 と料金制度

最 近における大都市の過密化現象 は著 しい ものがあ り,産 業経済面は も

ちろん個 人生活 の面 において も幾 多の問題 を生んでいる。 この解決策 とし

て地方中核 都市構想や工場再配置計 画が出され,あ るいは新幹線網 ・高速

道路網 な どが公共投資 と して建設 されつつある。

しか しこの列島改造計画 を真 に効果 あ らしめるため には,上 記の ご とき

物的 施設面 での充実 と並行 して情報面 での隔 差解消が必要 で ある。 しか も

公共 的な情 報の生産 と蓄積が圧倒 的 に首都 に集中 している現状 では,遠 隔

地 はその利用料金面で非常 な不利 を蒙 る。

このよ うな隔差是正 のためには,特 に公共的情報 を扱 うNIS,あ るい

は国 民福祉 に直結 するNISに つい ては,受 益者 負担的 な料 金体 系のみで

な く,遠 隔地間通信料金 の財政負担制度が必要 である。す なわ ち地方 の中

継的 クリア リング ・セ ンターまでの通信料金やNISセ ンターの使用料金

は大都市 同様 の受 益者 負担 を採 る としても,中 継所か らNISセ ンターま

での通信料金はいわば 「列島改造 」の協力経費 と考 え,列 島改造特別会計

的 な所で負担すべ きで あろ う。

(3)非 計 数 型 デ ー タのNISと 通 信 回線

わ が国 に お けるCATV用 同軸 回線 網 の発 達 は,ア メ リカ ・カ ナダ等 に
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比 して著 しくお くれてい る。 これはN'HKが その公益的立場 か ら視聴不可

能地域 の皆無 を 目指 してい ることの結果 で もあるが,双 方向CATVな どの

ファ シ リティー提供型NISの 発 展に とっては著 しい ネ ックとなる。 この

点 については,前 記 「公衆端末 」でのべた ご とく,教 育そ の他の福祉 に直

結す る領域 において,そ の地域社会の 中継的 リモー ト つミッチ用 ステー シ

.ン までの回線設備な どを重点的 に整備す べ きで ある。 なお プ ロセス制御

や計測 を含むNISに おけ る伝送 につい ては,そ の システム個有の面 が多

く,制 度 とい うよ りも技術開発の問題 に属す るので,こ こでは省略す る。

4.5.5情 報処理に伴 う権限 ・責任の明確化

NISの 扱 う情報 が公共財 的性格 を有す るのに伴い,そ の情報の処理 ・伝達

のた めの ハー ドウェア,ソ フ トウ ェアもまた,公 共施設 としての性格 を帯び る。

この結果 一般 の公共施設 と同様 にNIS運 営 者や利用者における権限 ・責任の

明確 化が必要 になるのみでな く,NISに 特 有な ソフ トウェア上の問題や デー

タ加工 ・処理な どについても従 来の規定では カバ ーしきれない問題 を発生せ し

める。今 これ を若干 の例示 をあげて具体的 に説 明す る と次の よ うな ケースが予

想 される。

(1)入 力デ ータ ・ミスと賠償 責任

これは,現 行 の法規が主 と して 「人間用情報 の正確性 」に対応 して責任

が規定 されてい ることか ら生 じる問題 で,そ の適 例は手形 上への コー ド記

入 ミスが ある。 手形振 出人(A)等が記入 した人間用情報 と受入銀行(B)が記入

した機械用情報が相違 した場合,こ の機械用情報 によ り処理 した手形持帰

り銀行(C)側の責任 を どう考 えるか。若 しこれ を全面的 に持帰 り側(C)(機 械

処理 を行 な う側)の 責任 とすれぼ機械化 の効用は根本的に失 なわれるのみ

でな く,ミ スの真の原因者たる持出 し側(B)の作業は信頼度 を著 しく減 じる。

この よ うに従来 の 「肉眼 に訴 える情 報 」に基づ いた法的規定 と 「機械処

理 用の情 報 」をベ ース と した実際処理 との間 のギャップは,今 後 公共 サー

ビスがNIS化 す るにつれてます ます拡大す るので,新 しい技術 レベルに
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マ ッチ した 責 任 ・権 限 の 規 定 が必 要 とな って くる。

(2)ソ フ トウェアの公認 規定の必要

NISの 公共性 の結果 として,そ こで行なわれる処理 内容 自身 もまた社

会的 妥当性 をもつ こ とを要求 される。 この ことは入力デー タさえ正 しけれ

ば,そ の時 々の社会水 準 か ら見て許 容 される範 囲での誤差 内で処理 される

べ きことを意味す る。 その結果 これ を実際に行な うための業務 処理 プログ

ラムに対 し,第3老 的立場か らの妥 当性 認定 の手続が必要 とな って くる。

さらにまた,そ の処理 内容が公的資格者のみに許 される もの(公 認監査の

ごとき)の 場 合 には,プ ログ ラム作成者 自身がその資格 者で ある必要 を生

じるので,こ の種 のNISに ついての プログラマーやその プPグ ラム公認

者の資格,お よびその権 限 ・責任 についての明確 な規定 が必要 となってこ

よ う。

(3)シ ステム運営者 の責任

情報処理 システムの特質 として極 めて僅 かな ミスや不正 によ り甚大な障

害 を生 じ,か つその原因追 跡が困難 なこ とがあげ られ る。 この結果 システ

ム運営者側における オペ レーシ ョン ・ミス,シ ス テム障害時 の処置,機 密

保護 な どについて,文 書情 報 とは異 った見地 か らの責任 規定 が必要 となる。

これ とは逆に公共 財 と してのデー タ ・バ ンクに対す る誤 ったデ ータの入

力,不 正 目的のための利用,端 末側 の ミスな どを通 じての破損 を防 ぐため,

利用者側 に対す る各種 の規制や検査行為がな しうるための権 限規定 もまた

必要 とな って こよ う。

④ 利用者側の権限 と責任

NISに おいては通 常その利用者が各種 の企業 ・団体にわたるため,そ

の各利用者 自身 も他 の利用者 との関係において各種の権 限 と責任 をもつ こ
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ととなる。 その権限の最 も大 きい ものは利用者個有のデ ータや プログラム

の機密保護 の権利 であ り.逆 に他人のそれを尊重す る責任 である。

この他 ハー ドウエアー般 に共通 の メーカー側の責任問題 もあるが,こ れは

NISに 限 らない ので省略す る。

4.6NIS形 成 に よ る社 会 へ の影 響

4.6.1影 響 をおよぼす領域

NISの 最 も根 本的特徴 の1つ として情報 の公共財 としての利用 とい うこと

があげ られるが,こ の ことは逆 に情報の機密性 と公開性 との間 のバ ランスとか,

区分 とかいった問題 を生ず る。 この結果NISの 社会的影響 と して①情報 の公

開度の分析,② プライバ'シーの問題,お よび③NIS運 営機 関側 におけ る機密

保持の問題 を生 じる。

一方 ,NISの 成立 によ り情報の使用価値が高 ま り,情 報が1種 の資源 とし

ての役割 を持つ よ うになる と,そ の利用能 力の差が社会隔差 の原因 として大 き

な問題 とな る。 この利 用能 力の差 は1つ には④利用者の知的能 力に起因 し,今

1つ は⑤ 利用 者の地域性 に基づ く隔差であ る。

さい ごに高福祉 に裏 付け られた情報化社会 において発生す る社会問題 と して,

⑥省 力化,オ ー トメーシ 。ン化 による人間疎外,⑦ 人 口老令化や⑧価値観の多

様化 によ り発生す る問題な どがある。 以下 においてはNIS形 成に よる社会へ

の影響 について,上 記① か ら⑧ までについて説 明 する。

4.6.2情 報の公開度の分析

情報化社会へ の進 展に伴 って,全 生産額 に 占め る情報的要因 に基 づ く附加価

値の割合が増大す る。 この こ とは,情 報 自体が きわめて重要な生産 資源 と化す

る ことを意味す るが,さ らに同 じことか個人生活 ・社会生活 におけ る情報の役

割について も当ては まる。

しかも情報 の蓄積 ・提供が印刷形態 か ら電磁子的 記録 ・伝送形態へ と移 るに

つれて,国 民の 「知 る権利 」もまたNISを 通 じて実現 されねば な らない。 し
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か し,文 書情報 において も公開文書 と機密文書があ るごとく,NISに おいて

もその収録 されている情報 内容 に応 じて公開度 は異な るので,情 報 の種類 海に

その公開度 あるいは公共 性 を分析 し,な るべ く広い範囲の情報 が必要 に応 じて

利用 できるよ うにすべ きである。

特 に,NISに おける情報は,文 書情報 と比 して集積 度が高 く操作性が高い

ので,そ の利 用者 に非常な優位性 を与 えるため,情 報の非公開 一独 占による幣

害が大 きい こと。 また記録形態が不可視的で,か つ その検索 には高度 な技術情

報が必要 とされるので,収 録内容の外部 か らの閲 覧 が困難 な こともあって,文

書情報 より遙かに 明確な形 で,フ ァイルの存在 とその利用 のための技術情報 を

公表 してお くべ きで あろ う。

4.6.3プ ライバ シーの問題

この問題は,情 報の収集 と加工,配 分(提 供)型 のNISや,あ るいは情報

サー ビス型のNISに 関係が深 く,デ ータ つ ミンクへの収録範囲やその提供対

象者の範囲の設定 をどうす るか とい った問題で ある。

先ず,収 録 され る情報が国土 あるい は災害 とい った物理現象の場 合,あ るい

は人 口,GNPと い ったマ クロ情報の場合 には,そ の 情報 の公開度は極めて高

いが,法 務 ・警察,医 療 信用な どに関す る ミク ロ情報 の場合 にはその個人的機

密性が高い。 この よ うな個人的機密度の高い情報 についてはそのデ ータ ・バ ン

クへの収録 自体 が大 きな社会 問題 とな り易いので,情 報種類毎に機密度の分析

を行 ない,そ の収録 の是非や収録範囲,使 用 目的 の明確化 と情報利用者権限者

の制限な どを,公 開 による討議 を通 じて設定すべ きで あろ う。

さ らに プライバ シーの保護 を確保す るには,一 旦収録 された情 報 について も,

その内容 を本人 に定期的 に通知 した り,本 人が検閲す る権利,あ るいはその内

容 に誤 りがあ った場合 の訂正権 な どを明確化すべ きである。 この権利 を保証 し

かつ前記の使用 目的や利 用者の制約が守 られるた めには,NIS運 営 者側 の責

任は もちろん であるが,そ の実施状 況 を監視すべ き公的な機関の設置 が必要 と

な ろ う。
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4.6.4NIS運 営機 関の機 密保持

データ ・バ ンク型のNISに おけるその運営機 関側 の機密保持 責任は当然の

義務であ り,そ のNISの もつ 本来 の 目的以外にデータを誤用す る こ とは一種

の背任行為 として規制 されね ばな らない。 そ して この機密保持責任 は単に運営

者がNIS内 の デ ータを非正当 な他人 に洩 らす ことのみでな く,パ ス ワー ドそ

の他の利用のための技術情報 を他人に与 え,そ の結果デ ータの 不正使 用が生 じ

る可能性 を生む ことまで を規制する と解 すべ きであろ う。

データ ・パ ンク型NIS以 外のNIS,す なわ ちク リア リング型や ファ シリ

ティー提供型に関 して も,そ のNISを 経 由 して どの よ うな情 報が誰か ら誰へ

伝送 されたか。 あるいは どの よ うな 目的 でNISを 使用 し,ど の よ うな情 報処

理 を行な ったか とい った情報 の漏洩 も また プライバ シー侵害 につ ながるこ とが

あるので,正 当な監査機関 以外 には洩 ら してはな らない と解 され る。

4.6.5知 的エ リー トと一 般大衆 との階 層隔差

印刷 術 の 発 達 に伴い文字 を読める人間 と文盲 との間 に大 きな能 力隔差 を生

じ,職 業生活,社 会生活面で後 者は決定的 な敗者 たるべ く運命づ け られた。 こ

れ と同 じくNISに よ り公共財 と しての情報がた とえ平等に提供 された り,あ

るいは ファ シリテ ィー としての機能 が供給 されても,そ れを実際に生 活向上に

活用す る能 力に差 があれば,結 果 として知的 エ リー トと一般 大衆 との間に非常

に大きな隔差 を生 じ,ひ いては 社会不安発生の基因 ともな りかねない。

この事態 を未然 に防止す るた めには,先 ず第一に社 会事業 と しての レベルで

情報 処理教育 を大いに振 興す べ きであろ う。 現在の情報処理 教育 は,主 と して

コンピュータ導入企業 を対象 と し,か つ コンピュータの原理や稼動技術 を中心

としてい る。 これ に対 して,今 後特 に強化 を要す るのは広 く社会人 一般 であ り,

かつ情 報 を利用す るた めの技術 ・知識 を教育す るべきであ ろ う。

4.6.6地 域に よ る情報 隔差

印刷物 による情報 提供に比 して,NISに よる情報提供は,提 供行 為そ のも

のの過程で端末 ・回線 な ど多大の固定的 ハー ドウェア施設 を要 する。 しか も多
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くのNISが そのセ ンターを大都市 に設置 した場合 には地方在住の者に取 って

は公共 財 としての情報の入手が困難 であ った り,よ り高価になった りし勝 ちで

ある。 あるい は ファシ リテ ィ提供型NISや ク リア リング型NISに おいても,

この種 のサ ービスの地域 に よる利便の隔差,あ るいはその利用 料金における隔

差がそ の地域全体 の経済的 ・社会的な位置に決定的な相違 を もた らす 原因 とな

る。 このこ とは一方では情報の都市独 占へ の傾向,ま た他方 では,利 用者側 に

おける情報の理解 ・活用能 力 を越 えたその氾濫 を招来 しかね ない。 この事態 を

防 ぐために も例 えば 本報告の各論にあげ られた官 庁ベースによる秩序 ある全国

ネ ッ トワーク化が必要 となろ う。

4.6.7省 力化 ・オー トメー ション化によ る人間疎 外

企業 における コンピュータ利用の普及 に伴い,現 在でも既 に企業 内における

多 くの職場で その業務 内容が大 き く変化 しつつあ る。 この傾 向がNISの 成立

に より社会 全体 として の変化へ と発展 し始 める と,専 門技能 の陳腐化 と自信喪

失 を生み,失 業や 社会的 落傷者への不安 を醸成 す る危険がある。 あるいは また

コン トロール型NISに 代表 されるよ うに情 報の意味 を十分理解せず に,NIS

の発す る コン トロールのままに動 く「生 ける ロボ ッ ト」的な 人間 を発生 させ る

ことにもな りかねない。

この事態 を防 ぐた めには,ま ず第一にNIS設 置 について の国民的 コンセ ン

サスの醸成,労 働 力の再開発 とその流 動化 の促進 をはかるこ と。 そ してNIS

が与 える新 しい社会への可能性に積極的 に参加で きるよう,一 般大衆に対する

新 しい社会的 機会 を開発せねばな らない。 なお ロボ ッ ト的人間の発生 を防 ぐた

めには前記4.6.5と 同 じく,社 会事業 としての情報処理教育が何 よ りも必要で

あろ う。

4.6.8人 口老令化および 価値観の多様化 への対処

国民経済 の発展,社 会の富裕化に伴い,一 方 では医療体制や環境 改善が進み

人 口の老令化 をもた らす。 他方 では情 報化社会 へ の傾 向や生活の 自由度の 向上

に より国民の間 にお ける価値観 の多様化 を生 じる。
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これ らの結果 として世代間や社会階 層間の ギャップが拡大 した り,あ るいは

生 き甲斐 を失な った衝動的生活 ・無気力な 生活態度が広が る恐れが ある。 こう

いった問題に対 して,一 方では,教 育 ・レジャーな どのNISに より個人の ニ

ーズ と進 度 に適合 した生涯教育,あ るい は情緒 面の教育 を充実 してゆ く必要が

ある。他方 では,労 働情報 を扱 うNISに より自己の能 力に適合 した職業 の紹

介や,さ らにはNISに より生 まれ る高 度に知的な職業へ の参加 とい った社会

的機会の創 出に努力すべ きであろ う。
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1 総 理 府 統 計 局 にお け る 「統 計 デ ー タ ・バ ン ク ・

ネ ッ トワ ーク構 想 」

1ユ は じめ に

総理府統計局 では,統 計利用の拡大 に伴 う各種利 用要請 に応 えるため,昭 和

45年 度局内に統 計デ ータ ・バ ンク準備室 を設置 し,多 方面 にわた る調査,研 究,

開発 を行な って きたが,本 稿で と りあげ るネ ッ トワークの問題については,各

省 庁関係者の出席 による 「統計デ ータの収集 ・利 用分科会」の研究課題の一 つ

として きたので以下に紹介す る。

1.2検 討 の 方 向

国が,そ の行政上 の 目的 か ら作成 した各種の統計は,大 部分 が報告書な どの

印刷物 によ り,広 く一般の利用に供 されてい る。 これ らのデータは,国 の資産

で あるとともに国民全体の資産である ことか ら,さ らに有効適切 な利用 をはか

るのが国の責務 の1つ である とい える。そのためには,統 計データを十分活用

す ることを目的 と した統計 デ ータ ・バ ンク的機能が必要で あろ う。

そ して,さ らにそのためには,対 民間サ ービスをも前提に,各 省庁,地 方公

共団体等 で統計 データを自由に交換 し,統 計利用の多角化 を推進す る とともに,

相互流通利用体制 の確立等 を急 ぐ必要が あろ う。

ただ,官 庁 間相 互のデー タ ・バ ンクを考 える場合 と,対 民間サ ービス を考 え

る場合 とでは,規 模 の大き さ,ネ ッ トワーク構成 にお ける ク リア リング ・セ ン

ターのあ り方 や,そ の他,い くつ かの課題があるた め,同 一の考 え方で は進 め

られない ケース もあ る。 た とえば,対 民間サ ービスを行 な う場 合には,対 象が

広 くて,料 金問題,ニ ーズの把握,秘 密保護等 多岐 にわ たることが予想 され る。

したがって,対 民間サ ー ビスにっいての進 め方は,慎 重に行 なわなければ な

らないか ら,い くつかの諸 問題が解決 され るの を待つ とい う意 味で,最 終段階
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に,こ れ を含 め る とい う考 え方 が あ る。

つ ま り,統 計 デ ー タ ・パ ンクの進 め方 と して,第1段 階 と して は,自 省 庁 内

デ ー タ ・バ ンクの 作 成,第2段 階 と して,各 省庁 相 互利 用が 可 能 な デ ー タ ・パ

ンクの 構 成,そ して 第3段 階 と して,対 民 間 サ ー ビス を も含 め た デ ー タ ・バ ン

ク を考 え る とい う進 め方 が あ る。

そ こで,統 計 デ ー タ ソ ミン ク ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ム を考 える場 合,そ の

前段 階 と して,ま ず,各 省 庁 を構 成 要 素 と して 考 え る こ とが,46年 度 の 研 究

にお い て結 論 づ け られ,今 後 も,主 と して 検 討 して い くこ とに して い る。

統 計 デ ー タ ・バ ン ク機能 の あ り方 で,最 も基 本 とな る問 題 は,集 中型 デ ー タ ・

バ ンクか 分 散型 デ ー タ ・バ ン クか とい うこ とで あ る。

こ こで い う集 中型 デ ー タ つ ミン ク とは,各 省 庁 の統 計 デ ー タ を一 ヵ所 に 集 中

して 利用 者 に提 供 す る シス テ ムで あ り,分 散 型 デ ー タ つ ミン ク とは,各 省 庁 ご

とに 個 別 の デ ー タ ・バ ンク を持 ち,共 同利 用 は ネ ッ トワー ク を用 い る シス テ ム

を さ して い る 。

46年 度 の研 究 で は,集 中型 と分 散 型 を現 在 の時 点 にお い て比 較 検 討 して み る

と,ま ず 当 面 に お い て は,分 散 型 を採 用す る こ とが 妥 当 で あろ う とい う点 で,

意 見 は,ほ ぼ 一 致す る に い た っ た 。

分 散 型 シス テ ム を とる主 な理 由は,現 在,各 省庁 の統計 の作 成 方 式,利 用 形

態 が,各 省 庁 の業 務 に 密 着 して い る面 が 多 く,今 後広 が るで あ ろ う統 計 デ ー タ

の 共 同利 用 に つ い て は,ネ ッ トワー ク を構 成 す る こ とや,後 述 の ク リア リング

セ ンター を作 る こ とに よ り処理 しよ うとい う考 え方 に も とつ い て い る。

工3ネ ッ トワー ク の パ タ ー ン

統 計 デ ー タの ネ ッ トワー ク ・シス テ ムを考 えるに あ た って,ま ず 一 般 的 な情

報 ネ ッ トワー ク ・シス テ ム の持 つべ き性 格 につ い て 考 察 してお く。

工業 技 術 院 電 子 計算 機 利 用 に 関 す る 技術 研究 会 の 報告 書 に よ れば,情 報 ネ ッ

トワー ク ・シス テ ムの性 格 と して,つ ぎ の3つ が あげ られ て い る 。
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① 各 個別 情 報 シス テ ムの独 立 的発 展 を妨 げ ない 。

② 個別 情 報 シス テ ムが持 つ基 本 的機 能 と情 報 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム全 体 と

して も有 して い る 。

③ 自己 発 展機 能 を持 つ 。

統 計 デ ー タ ・バ,ソ クに お い て も,こ れ らの 性 格 を持 ってい る こ とが 前 提 とな

ろ う。

これ らの性 格 を持 つ こ とを前 提 と して,46年 度 の研 究 にお い て,つ ぎ の3?

の組 織 パ タ ー ンを検 討 した。

〔統 計 デ ー タ ・バ ン クの組 織 パ タ ー ン 〕

① パ タ ー ン1

各省庁の統計 デー タを一 ヵ所{こ集中 して利用者に提供す る。

図1-1パ ターン1

② パ ター ン2

統 計 デ ー タの 収 集 ・蓄 積 は 各 省 庁 で行 な い,統 計 デ ー タお よび 統 計 情 報 源

の提 供 サ ー ビスは,ク リア リング ・セ ンタ ーで 一 括 して 行 な う。

統計データパン

計局基本統 計デー

「燕 ㍍ 、肺 疋ニ ーム

利 川者

図1-2パ タ ー ン2
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③ パ タ ー ン3

統 計 デ ー タの収 集,蓄 積,提 供 サ ー ビスは,各 省庁 で行 ない,統 計情 報 源

の提 供 サ ー ビス は,ク リア リン グ ・セ ンタ ーで 行 な う。

蹴i翻 転 穿

黛

(統 計 デー タ ・パ ン ク)

礁 驚∋
冒

遅㌻

　

●

)(黙 認竺
メ 情

報
源需
の

要

、

・情

報

源
の 供

給

需
要

●

需要

供給

'

需要
≡(利 硝)

.
供給

図1-・3パ ターン3

以 上 の3つ の パ タ ー ンの うち,パ タ ー ン1は 前 節 で述 べ た 集 中型 で あ り,こ

の パ タ ー ンは,現 在 で は採 用 しない 方 向 に あ る こ とにつ い て はす で に述 べ た と

お りで あ る。 した が っ て,研 究 の対 象 とな る組 織 パ タ ー ンは,パ タ ー ン2ま た

は パ ター ン3と な る。

パ ター ン2と パ タ ー ン3と の 基 本的 な違 い は,前 者 が統 計 デ ー タの提 供 サ ー

ビス は ク リア リン グ ・セ ンタ ー を通 して行 な うの に 対 して,後 者 は 各 省 庁 も提

供 サ ー ビス を行 な うとい う点 で あ る。

パ タ ー ン2と パ タ ー ン3と は二 者 択 一 的 優 劣 の 問 題 で は な く,統 計 分 野 に応

じて,ケ ー ス ・バ イ ・ケ ース に適 用 され る もの で あ り,情 報 ネ ッ トワ ー クの発

展段 階 に も依 存 して 採 用 され るで あ ろ う。

1.4ネ ッ トワー クの 基 本 構 成

以下に,47年 度の研究について,若 干 の紹介 をす るが,ま だ,整 理中の段階

であ り完全な結論 と してま とまっていない ので,問 題点の指摘 に とどめる。
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ネ ッ トワー クの構 成 を考 え る に あた って,前 述 の とお り,3つ の組 織 パ ター

ンが あげ られた が,47年 度 の 研 究 に お い て,利 用 者 へ の提 供 サ ー ビス 面 か ら,

ク リア リン グ ・セ ンタ ーは,総 合 的 な情 報 サ ー ビス を行 ない,各 構 成 要 素 は,

自己 の情 報 シス テ ムな ど を活 用 した専 門的 な情 報 サ ー ビス をそ れ ぞ れ提 供 す る

こ とが 考 え られた 。

これ らを ま とめ る と,ネ ッ トワー クの基 本 構 成 は,図1-4の よ うな 組 織

パ タ ー ンで 示 す こ とが で きる。

タ
計
デ

徽 舗
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要
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統
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の
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給

総
合
情
報

総

口の
需
要

専
門
情
報
の

供
給

衣

↓
聞
デ

繍省A

徽紺蹴㎞
テ以

専判情報.'端 〕

図1-一 一4ネ 、ト ワ ー ク の 基 本 構 成

1.5ネ ッ トワ ー ク 形 成 に 関 す る 諸 問 題

ネ ッ トワー クを形成 す る さい の 諸問 題 と して,形 成 の方 法,推 進 体 制 な ど種

々の 問 題 に つ い て 検討 した・

(1)ネ ッ トワー ク形 成 の た め の 発 展段 階

ネ ッ トワー ク形 成 の た め の進 め 方 と して は,

a.ネ ッ トワー クの モデ ル を形 成 し,逐 次拡 大 して い く方 法

b.数 省庁 を構 成 要 素 とす る ミニ ・ネ ッ トワ ー クを組 み拡 大 して い く方 法

c.い くつ か の ミニ ・ネ ッ トワー クを組 み,こ れ らを組み 合せ る方 法
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d.当 初 か ら全 体 を含むネ ッ トワー クを形成 す る方法

な どが示 された が,現 在a,とc,の 方法 を押す意見 が多い。

なお,こ れ らネ ッ トワークを形成す るに あた り,政 策的 にではな く各省庁 の

自律的発展に まかせ る とい う少数意見 もあった 。

また,ネ ッ トワークとク リア リング ・セ ンターとは,切 りはな して考 えるこ

とがで きないが,現 実的に研究,推 進 させ る場 合,そ の どちらを優先 させるべ

きか,な ども検討 されてい るが,大 方の意見,方 向 としては,ク リア リング ・

セ ンターの推進 をあげてい る。

② ネ ッ トワー ク形成のための推進 体制

ネ ッ トワー ク形成 を推進す るための体制 として,

a.統 計作成官庁,利 用官庁,学 識経験者,民 間利用者な どによる委員会 を

設置 して推進体制 とす る方法

b.統 計作成官庁が主体 とな り,ネ ッ トワー クの各構 成要素の協力体制 によ

り推進す る方法

c.ネ ッ トワー クの各構成要素のみで研究会 な どを設置 し推進 する方法

な どが検討 されてい る。

(3)ネ ッ トワー クにおけ る構 成要素

ネ ッ トワー ク形成 を考 える場合,ク リア リング ・セ ンターの機能 とネ ッ ト

ワークの各構 成要素 との相互関係 を明確にす る必要がある。 このため,目 下,

各構成要素か らの類型化 を行 なってい る。

a.各 構成要素の統計 データ収集,利 用 の 目的面か らの類型化,す なわ ち行

政 上の事 務処理,行 政立案,行 政効果 の測定,研 究 のた めの・外部 利用 な

どに よる類型 化

b.各 構成要素 における統計 デー タの コンピュータ処理の有無,オ ンライ ン,

オ フライ ンの別,内 部処理 か,外 部委記処理かの別、 また,処 理 にあたっ

て,利 用 してい る媒 体(メ デ ィア)は 何 か,な どの把握 による類型 化

、.各 構成要素 の 自己作成統 計,他 機 関作成統 計について,そ の蓄積,整 備
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の状 況 に よる類 型 化

d.各 構成 要 素 間 の統 計利 用 と,デ ー タの 流通 状 況 に よる類 型 化

な どの 組 合せ に よる類 型 化 を行 ない つ つ あ る。

また,各 構 成 要 素 の ネ ッ トワー クま た は後 述 の ク リア リン グ ・セ ンタ ーへ の協

力業務 と して は,

a・ 最 新 の統 計 デ ー タの 供 給 と,既 に供 給 した統 計 デ ー タの 更新t

b.供 給 可 能 な統 計 デ ー タの リス トの供 給 と更 新

c.統 計 解 析 な どの た め の利 用 技術 の供 給

d.統 計 デ ー タ説 明 資 料 の供 給

な どが あげ られ て い る。

また,構 成 要 素 の 協 力 に 対 す る利 用 上 の便 宜 惟 た と えば利 用 に 当 た って の

優 先性,デ ー タ供 給 に 対 す る見 返 りな どの問 題,さ らに は,ネ ッ トワー クの 運

営 を円滑 に行 な うた め,各 構 成 要 素 間 を体 制 的 に結 ぶ 窓 口の よ うな 組 織 が検 討

され てい る。

(4)ク リア リ ング ・セ ン ター の機 能

ネ ッ トワー クの中 心 で あ る ク リア リ ング ・セ ンタ ーが持 つ 機 能 と して,

a.ネ ッ トワー ク構 成 要 素 に対 す る仲 介 ・代 理 業 務

b.統 計 デ ー タ利 用 者 に対 す る統 計 所 在 の案 内業 務

c.統 計利 用 に対 す る相 談 ・指導 業 務,お よび 研 修 業 務

d.研 究 開発 業 務

e.統 計 デ ー タの 収 集 ・蓄積 ・整 備 ・管 理 ・提 供 業 務

f.統 計 デ ー タの加 工 ・分 析 ・再 編 集 ・提供 業 務

g.統 計利 用 に対 す る需 要分 析 業 務

h.そ の 他,コ ー ドの整 合,広 報 な どの 業 務

な どが あ げ られ,当 面 の機 能 と してa.b.,c。 お よびh,が 多数 の意 見 と
,

な っ てい る。

(5)ネ ッ トワー ク構 成 に 関 す るそ の他 の検 討 事項

一87一



ネ ッ トワー クを形 成す る場合,こ れ を推進 させ よ うとす る要因,こ れを阻

害 している要 因な ど推進 要因 と しては,各 省庁 をは じめ とす る利用者提供者

の協調,技 術革新 と利 用技術の高度化,行 政 当局 の前 向 きの姿勢 と将 来指向,

データ提供の定常性 と需要 の増大,社 会的な認識 な どで,ま た,阻 害要因 と

しては,各 省庁提供 体制等整備 の不足,理 解の不足,統 計提供に対す る閉鎖

性,経 費の問題,コ ンピュータ機種の多様性 な どがあげ られ,解 決すべき問

題が多い。 さらに,ネ ヅ トワークの将 来的問題 と して 対民間 サー ビス上のも

の として,対 民間 サ ー ビス体制,デ ータの加工 と責任,サ ー ビス料金の設定,

データの再販売 の問題,民 間 ニーズの把握 な どそれぞ れについて ネ ッ トワー

ク形成に関す る問題 として明確 にす る必 要があ り,ま た,今 後,検 討 されな

ければな らない 。

以上,本 年度 の研究 は,現 在,整 理中,ま たは,作 業 中であ り,残 された検

討事項,結 論 の得 られなか った事項 な どについて,今 後 ひ きつづ き検討 してい

くこ ととしてい る。
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2.警 察 庁 に お け る 「情 報 処 理 ネ ・ トワ ーク構 想 」

2.1概 要

警察庁 におけ る情報 処理 ネ ッ トワー ク構想は,昭 和34年 に さか のぼ る。近年

におけるわが 国の社会的 な変化 は,警 察 行政 の対象 について も量的 ,質 的に著

しい 変 化 を も た らした。 モータ リゼー シ ョンの伸長,生 活様式 の多様化
,都

市化,交 通機関 の発達な どに よって犯人の行動が迅速化かつ広域化の傾向にあ

り,こ れ に即応す る警察運用 を行 な うこ とが強 く要請 されるに至 った。 このよ

うな状況の もとに,警 察庁 では,昭 和34年1月 「警 察事務総合機械化計画」 を

策定 した。 この計画は,警 察庁 に統計機械組織 を設置す る とともに各都道府県

警察本部 との問 をデータ通信回線で結 ぶ とい うネ ッ トワー ク ・システムを創設

する もので,各 都道府県警察本部か らの報告,連 絡等の資料 を迅速に集収 し,

総合的に処理 した上,必 要な結果 を所要の都道府 県警察 本部 に送 り,警 察 力の

効率的運 用 をはかろ うとする もので,情 報の処理 に関す る画期的な計画で あっ

た。その後,数 次 にわた る拡充計画において も,こ の計画に表わ れてい るデー

タ通信 と情報処理 の結合 による総合的 ネ ッ トワー ク ・システ ムを構成す る思 想

は一貫 してい る。

不 ッ トワー ク ・システ ムの拡充,発 展は以下 の3段 階 を経て現在に至ってい

る。第1期 は,1963年 か ら1965年 にかけての期 間であ り,主 と して盗難情 報 ・

犯罪事件手配資料,犯 罪手 口資料の検索 な ど犯罪捜査に直接関連す る業 務のほ

か運転免許,猟 銃 等の所持許可な ど行政上の資料検索 および統計業務 を対象 と

して行なわれた。 この期 間に紙 テー プ ・ベ ースに よる資料送受信装置 を各都道

府 県警察本 部に設置 し,全 国的 なデータ通信網 が整備 され るに至った。

第2期 は,1966年10月 か ら1969年10月 の3カ 年にわたる期間で あ り第1

期の実績に も とつ いて,運 転者管 理セ ンター業務 として知 られている運転免許
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関 係 資 料 の 集中 管 理 を 中核 とす る 大量 フ ァイ ル管 理 シス テ ム とそ れ を支 え る オ

ン ライ ン ・デ ー タ通 信 シス テ ムの 整 備 が実 施 された 。 この シス テ ムは 後 述 の よ

うに,全 国 の運 転 免 許 所 持 者 約2,900万 人 お よび 過 去3カ 年 間の 交 通 違 反 ・事

故等 の 記録2,800万 件 に お よぶ 膨 大 な 量 の デ ー タを磁 気 テ ー プ ・ベ ー スで デ ー

リー ・サ イ クル で更 新 し,運 転 者 の効 率 的 管 理 を実 施す る もの で単 一 の シス テ

ム と して は 内 外 に例 を見 ない 大 規模 な シ ス テ ムで あ る。 この期 間 に1,200B/S

の高 速 度 通 信 回線 の 整 備 が 始 め られ た 。

ネ ッ トワー ク ・シス テ ム拡 充 の 第3期 は,1970年 に ス ター トした 。運 転 者管

理 セ ンタ ー ・シス テ ムの 全 面 実 施 後 直 ちに情 報 処 理 の 高度 化 を 目標 に長 期 計 画

の検 討 が進 め られ,1970年6月 に 第3次5カ 年 計画(1971～1975)が 策 定

され る に 至 っ た 。 この計 画 の主 な特 徴 は,情 報 の 総 合 化 とタ ー ン ・ア ラ ウ ン ド

・タイ ムの 減 少 に あ る とい える。 この シス テ ムの実 現 に よ り街 頭 に お け る警 察

官 の 活動 を効 果 的 に 支 援 す る こ とが 可 能 とな る。 この 計 画 は,リ ア ル タイ ム ・

シス テ ムの導 入 を中 核 と し,加 えて警 察 が保 有 して い る有 無線 電話 シス テ ムな

らび に 通信 指令 シス テ ム を有 機的 に活 用す る もの で あ り,現 在,一 部 予 算的 制

約 を除 き順 調 に進 行 して お り,1974年1月 に は一 部 業 務 を開始 す る予 定であ る。

警 察 にお け る ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ムの 発 展 の 概 要 は,上 記 の とお りで あ り表

2-1に そ の 経 過 を要 約 した。 こ の よ うな ネ ッ トワー ク ・シス テ ムが 警 察 活 動

に もた らす 効 果 と して は,全 国 いつ れ の地 域 に おい て も必要 とす る デ ー タが入

手 可能 とな った こ と。 ま た,必 要 な結 果 が迅 速 に得 られ る よ うに な っ た こ と,

さ らに,デ ー タ を集 中 的 に 管理 す る こ とに よ り,情 報 の総 合 化 あ る い は 多 角的

な 活 用 が促 進 され る こ とな どが あげ られ るで あ ろ う。 ・

ネ ッ トワー ク ・シス テ ムは,最 終的 に は 第 一線 警 察 活動 を効 果 的 に 支 援 す る

のみ で な く,企 画 ・管 理 な どの 各 部 門 が 必 要 とす る情 報 を も適 時,適 切 に提 供

して い くこ とを 目標 に,い わ ゆ る デ ー タ ・バ ン クを含 む 総 合利 用 シス テ ムへ と

発 展 してい くもの と考 え られ る 。
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表2-1シ ステ ム拡充 経 過

年代 経 過 年代 経 過

昭

和

34

年

1月 … … 「警 察 事務 総 合機 械 化計 画 」

を策定 し,警 察 庁 と各 都 道 府

県警 察 本部 と をデ ー タ通 信 網

で結 ぶ 情報 処 理 の機械 化 計 画

を樹立 。

6月 … … 上 記 の計 画 に もとづ き,警 察

庁 にIBMパ ンチ カー ド・シ

ス テ ムを設 置,警 察 庁 ・大 阪

府 本 部 間に デー タ通 信 網 を新

設 レ 犯 罪統 計,交 通 事故 統

計 の機 械 処理 の試験 実 施 を開

始 。

■

昭

和

42

年

1月 … … 銃砲 の所 持許 可 に関 す る行

政 の適正 化 を図 る ため銃 砲

登録 ・照 会 業務 を開 始。

10月 ……運 転 者 管理 セ ン ター創設 に

もとづ き警 察庁 に コ ン ピェ一

夕NEAC-2200/300

を新 設 し,デ ー タ通 信 をオ

ンラ イン方式 に切替 。

1

昭

和

43

年

12月 … … デー タ通 信能 力 の 向 上 をは

か るた め,神 奈 川,大 阪に

高 速 度 デー タ伝 送 装置(1,

200ボ ー)を 設 置 。 以後 昭

和46年10月 ま で に22都

道府 県 に設置 。

昭

和

認

年

4月 ……「電子計算組織業務処理要網」

を定め,ぞ う品照会,犯 罪手

口照会,運 転免許不正取得防

止照会,犯 罪統計,交 通事故

統計などの業務実施3カ 年計

画を樹立。
1

●

',

昭

和

44

年

4月 …… 警察 庁 にコンピュータNEA

C-2200/500お ・よ び4

00各 一 式 を増 設 。 運 転 者

管理 セ ンタ ーの プ ア イル整

備 作業 を開始 。

5月 … … デー タ通 信 をNEAC-2

200/400お ・よ び300に

ょ るDuplexシ ステ ムに

改 善。

10月 … …運 転 者 管理 セ ンター 業務 の

全面 実施 。

昭

和

39

年

3月 … …警 察庁 に コ ン ピュー タ(NE

AC-2206)を 設置,7都

府 県(首 都 圏内 各 都県お・よび

大 阪)に デー タ通 信網 を設 置

して,運 用 開始 。

10月 … … デー タ通 信網 を24都 府 県(関

東,東 海,近 畿,山 陽 お よび

福 岡 の各 都 府県)に 拡 大 。

昭

和

40

年

10月 … …全 国 デー タ通 信網 を完 成 。

コ ン ピュー タ周 辺 機器 を増 強。

1

昭

和

45

年

6月 … … リア ル タイ ム'シ ス テ ムの

導入 を中心 とす る全 国 情報

処理 システ ム拡 充整 備5カ

年 計画 樹立 。

昭

和

41

年

1月 … … 当 初計 画 の業務 の全 面実 施 。

10月 … …運 転 者 管理 セ ン ター創設3ヵ

年計 画樹 立 。
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2.2ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム の現 状

2.2ユ 業務の概要

① 犯罪手 口照会

犯罪捜査に際 し,犯 行手 口か ら捜査の端緒 をつかむ犯罪手 口制度は,長 年

にわた り実施 されてい るが,広 域犯罪 を対象に1966年 よ りネ ッ トワー ク・シ

ステムに よる処理が行なわれてい る。主な業務内容は次の とお りである。

a.手 口対象

新 しい 「事件手配」(注1)を 「手 口原紙 」(注2)と 照合 し,同 様 の

手 口を有す る前歴者 を検索す る。

b.同 一犯行調査

「事件手配」の うち他に同一の犯行が あるのではないか と考 え られ るも

のは,保 管 している事件手配 ファイル と照 合 し,検 索結果 に検討 を加 え,

犯罪の動向 を分析す る とともに,関 係の警察 へ 「参考通報 」す る。

(注1)犯 罪の発生の際,緊 急配備その他の捜査 を依頼するための手配。

(注2)強 盗,窃 盗,詐 欺 の被疑者が逮捕 された とき犯罪の態様,物 色方

法,侵 入方法な どの諸情 報 を記録 した資料

c.余 罪対照

被疑者 を検挙 した際,そ の行動や環境な どか ら判断 して,他 にも同様の

犯罪 を犯 してい ると考 え られる ときは,そ の犯罪手 口をもった末検挙の

「事件手配」が ファイル されてい ない かを照 合 し,必 要な資料 を索 出回答

す る。

d.氏(異)名,身 体特徴な どの対照。

被疑者の氏(異)名,身 体特徴な どの手がか りが得 られた場合は,こ れ

に該 当す る前歴者 を発見 した り,被 疑老 が判明 した ときに,そ の立廻 り先

や共犯関係 を調査す るた めの,各 警察 か らの照会 に応 じて必要資料 を索 出

回答す る。



② ぞ う品照会

ぞ う品照会は,被 害品の回復 をはか り1被 疑者検挙の端緒 を掴 むため長年

実 施 されて来たが,交 通機関の発達に伴い被害品が短時間の うちに遠隔地に

運 ばれて しまう傾 向に対処す るため,カ メラおよび 車輌類 のぞ う品照会 を コ

ンピュータによ り処理 してい る。 カメラ,車 輌類の被害品 を受理 した ときは,

被害年月 日,機 種,製 作番 号,登 録番号(車 輌)な どを 「ぞ う品小票」に記

入 し,ネ ッ トワー ク ・シス テムによ り警察庁へ手配登録す る。 また,ぞ う品

の疑いがあるカメラ,車 輌類 を発見 した ときは,「 ぞ う品照 会票」 を作成 し,

ネ ッ トワークに よ り照会す る。警察庁では,全 国の警察本部か らの手配およ

び照 会資料 を磁気 テー プに ファイルす るとともに,す でに記録 されている資

料 をも含めて,手 配資料 と照会資料の間で照会作業 を行ない,製 作番号な ど

が一致す る資料 を索出 して ネ ッ トワー クを介 して手 配お よび照会元 の各警察

へ通報す る。

③ 銃砲登録 ・照会

銃 砲刀剣類所持等取締 に も とつ く行政は,各 都道府県公安委員会の権限に

属す るが,近 年の所持許 可申請,譲 渡,住 所変更な どの事務量の増加お よび

銃 砲に よる犯罪や事故の防 止,と くに暴力団な どの不法入手 を排除す るため

に1967年 か らネ ッ トワー ク ・システ ムによる銃砲の登録,照 会 を開始 した。

コ ンピュータには,所 持許可 された銃および盗 難 ・亡失 銃 を登録 し,新 た

な申請が あった場合 または犯罪捜査の過程 な どで銃砲 を発見押 集 した場合に

送 られて くる資料 と照合す る。

照 合の結果 は,そ れぞれ関係都道府県警察にネ ッ トワー ク ・システムを介

して通報 し,所 持 許可の適正 化な らび に犯罪捜査に資 している。

④ 運転者管理 セ ンター

運転者管理の飛躍的改善 をはかるた め,道 路交通法 の改正 によ り,1966年

10月 か ら「点数制度」 が新 らた に実施 された。 この制度は,運 転者 の交通違

反 ・事故歴によって運転 の不適格性 を判定 しよ うとす るものであるが,こ の
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ため全国で2,900万 人(1972年 末)に お よぶ運転免許所持老の情報お よび過

去3カ 年 間の交通違反 ・事故な どの記録約2,800万 件(1972年 末)を マスタ

ー ・ファイル として集中管理 し.こ れ らの資料 に関す る都道府県警察か らの

登録 ・照会業務 を一元的 に処理す るものである。

運転者管理 セ ンターの業務内容は以下の とお りである。

i登 録 ・通報業務

a.免 許 の欠格者 の発見通報

b.免 許 の拒否 ・保 留容疑者の発見通報

c.不 正 手段 あ るい は不正 目的 によ り免許 を二 重に取 得 しよ うとす る老の

発 見通報

d.偽 造,変 造免許証の行使者の発 見通報

e.行 政処分 手配等 の該当者の発見通報

f.住 所変更に よる転出通報

g.免 許 台帳の更新

h.点 数制度 に もとづ き警告,免 許の効 力の停 止,取 消の基準 に達 した者

について過 去の違反,事 故,処 分歴の通報

1.交 通違反,事 故 および行政処分記録等 の登 録

Vl照 会業務

a.免 許所持 の有無お よび免許内容に関す る照会

川 資料解析業務

a.免 許に関す る諸統計,交 通違 反等 に関する統計お よび行政処分に関す

る統計解析

⑤ 各種統計

治安の実態 に応 じて適切 な警 察活動 を推進 し,ま た情報 の変化に即応 して

長期的な施策 を立案す るためには,適 時,適 切 な統計は不可欠で ある。 この

ため重要な統計 で作業量の多い ものは,ネ ッ トワー ク ・システ ムを利用 して

作成 してい る。
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(i)犯 罪統計

(ii)交 通事故統計

㈹ その他臨時的統計

これ らの統計は,統 計原票1件 ご とに各都道府県警察か らネ ッ トワー ク ・シ

ステムを介 して警察庁へ送信 し,警 察庁において これ を磁気 テープ ・ファイ

ル化 し,所 定の月報,四 半期報,半 年報 お よび年報 を作成の上各都道府県警

察に フィー ド ・バ ックしてい る。

2.2.2ネ ッ トワー ク ・システムの構成 と情報の流れ

ネ ッ トワー ク ・システムの ハー ドウェア構成は,図2-1の ご とく各都道府

県警察 と警察庁相互間 を結ぶ データ通信 システムお よび前記 の業務 を一括処理

す るデータ処理 システムか らな ってい る。

この システムにおける情報の流れは,ほ ぼ 次の とお りである。

① 警察署,自 動車運転免許試験場 な どの警察機関で作成 された各種の資料は,

都道府県警察本部に送 られて くる。

② 都道府県警察本部で は,登 録の ための必要 な処理 を行 なったのち,テ ープさ

ん孔 タイ プライタによ り資料 内容 を さん孔 し,送 信用紙 テー プを作成す る。

③ さん孔 した情報 は,テ ー プ送受信装置に よ り警察庁に送 信す る。

④ 警察庁で は,デ ータ通信用 コンピュータで受信 し磁気 テー プに記録す る。

⑤ 受信資料 は,種 別 に応 じて分類の上,フ ーマ ッ ト検査な どを行 なったの ち

データ処理用 コンピュー タに入力す る。

⑥ それぞれ の業務処理 を行 ない,ネ ッ トワークを介 して通報 ・回答 を要す る

資料は磁気 テープに記録す る。

⑦ 通報 ・回答資料 は,そ の種類 に応 じて編集 し都道府県警察 ご とに分類 の上

データ通信用 コンピュー タで通報 ・回答先へ送 信す る。

⑧ 都道府県警察では,テ ープ送受信装置 によ り通報 ・回答 内容 を受信 さん孔

する。

⑨ 受信紙 テー プは,さ ん孔 タイ プライタによ り印字 の上,業 務内容に応 じて
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担 当部 局 へ 回付 す る。

ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの構 成 機 器 の概 略 仕 様 は次 の とお りで あ る。

① テ ー プ さん 孔 お よび テ ー プの読 み 取 り印 字 ・さん孔 が 可 能 で あ る。 紙 テ ー

プは6単 位 ・鍵 盤 は 英 数 字,カ ナ,記 号 の ほ か コ ン ピュー タ制御 利 用 ゐ 特 殊

鍵 を含 む48鍵,2段 シフ トで ある。

② テ ー プ送 受 信装 置(50bit/秒)

調 歩式 の紙 テ ー プ送 受 信 機 であ る。 誤 り検 出 は,返 送照 合方 式 を採 用 し,

再送 は,手 動方 式 で あ る 。受 信 は,自 動 受 信 方 式 で 送 信 中 に割 込 受 信 が 可 能

で ある。 起 動 方 式 は,送 信 は端 末 起 呼,受 信 は,セ ンタ ー起呼 に よ りそ れ ぞ

れ応 答 確 認 後 に送 信 を行 な う。

③ テ ー プ送 受 信 装 置(1,200bit/秒)

入 出 力機 器 は,紙 テ ー プ ・リー ダお よび 紙 テ ー プ ・パ ンチ を接 続 して い る。

伝 送 コー ドは,8単 位 偶 数 パ リテ ィ で,誤 り検 出は,群 チ ェ ッ ク方 式 で あ る。

通 信 方 式 は,半 二 重,調 歩式 で,伝 送 制 御 は,ISO準 処 とな っ てい る 。起

動 方 式 は,50bit用 と同様 で あ る。

④ 伝 送 回線

警 察 自営 の マイ ク ロ無 線 電 話 回 線 を利 用 して い る。

⑤ デ ー タ通 信 用 コ ンピ ュ ー タ

機 種 は,NEAC-2200/400で あ る。 通 信 制 御装 置,磁 気 テ ー プ装 置,

磁 気 デ ィス クパ ック装 置 な どの 周 辺 機器 の ほか,タ イマ,時 刻 装 置 等 も設 置

してい る。 シス テ ムは,モ デル300と デ ュ プ レ ッ クス構i成 と し,CPU,周

辺 装 置 障 害 の際 手 動 切 替 が 可 能 で あ る。

⑥ デ ー タ処 理 用 コ ンピ ュー タ

送 受 信 資 料 の 分 類,検 査等 を行 な う入 出 力 処理 用(モ デル300)と 業 務処

理 用(NEAC-2206,NEAC-2200/500を2台)と して4台 を使 用

して い る。

一97一



2.3ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム の将 来 構 想

すでに述べたよ うに現有の システ ムは,資 料集配 をオ ンライ ン通信方式で行

ない,情 報処理 は一括 して処理 する,い わゆるオ ンライ ン ・バ ッチ ・システム

である。第一線の警察活動 をよ り効果的に支援す るためにネ ッ トワー ク ・シス

テ ムに とり入れ るべき分野は 多 く残 されてい るが,前 述の第3期 の計画では,

リアルタイ ム化を主体 に次の業務 処理 を対象 に作業が行 なわれてい る。

2.3ユ 即時処理業務

① 個人照会

指名手配照会,被 疑者 の犯罪経歴照会,暴 力団員照会お よび家出人照 会 を

一元化 し,全 国資料について同時 に回答す る。氏名が判 明 しない ときは,身

体特徴,土 地鑑,年 令 また は罪種 を組み合せた照会 にも応 じる。

② 車両照会

ぞ う品車輌 および 自動車番号照 会 を一元化 し,全 国資料について 同時に回

答 する。完全な車輌番号が判 明 しない ときは,車 輌番号の判 明部分,陸 運事

務所,車 種,草 名,用 途,塗 色,形 状 な どか らの照 会および車台番号 または

使用者の氏名,住 所 か らの照会に も応 じる。

2.3.2一 括 処理業務

① 一括指紋照会

常習的犯罪者 の一指指紋 を分類の 上マイ クロ化 して資料化 し照 会 を受 けた

遺留指紋 と対照す る。

② 犯罪手 口照会(拡 充)

犯罪の多様化傾 向に対処 して現行の関係資料の収集範 囲 を常習犯まで拡 大

する。

2.3.3オ ンライン ・リアルタイム化計画

これらの業務実施のために,警 察庁 に高速大容量記憶装置 を持つ大形 コソビュー'

タ(モ デル700)7式(即 時処理 用4式,t括 処理用1式 デー タ通信用2式)

を設置 し,各 都道府県警 察本部には,即 時,照 会用端末装置(CRTデ ィスプ
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レイ)を 設置す るほか,一 括処理用端末装置 も整備拡充する計画で ある。

1973年4月 には中野 区野方の庁舎に リアル タイム用 コンピュータ 拭 を搬 入

し,1974年 よ り個人照 会の一部業務 を実施するこ とになってい る。

また,こ の計画の大 きな特徴 の一 つ と して,車 輻照 会のための ファイルは,

運輸省 の 自動車検 査登録 システムの ファイル を共 同す る点に あ り,官 庁間にお

ける大 規模 フ ァイルの共同利用の最初の もの となるで あろ う。

その他 この システムは,情 報検索業務 を行な うもの としては,官 公庁 の利用

す るものでは最大 の規模 の ものであるこ と。不確定情報の照 会 も可能 であるこ

と。完全な3シ フ ト運用(24時 間運用)を 行 な うこ とな どの特徴 を持 つ もので

あ り大 きな効果が期待 され る。

2.3.4全 国的ネ ットワー ク化

警察庁 のネ ットワー ク ・システムはコンピュータを中核 と した星形構造の ネ ッ

トとい える。他方,警 視庁 をは じめ数府県警察は独 自のコンピュータを運用 して

い るが,197(年 代には府県警察のコンピュータの導入 も拡大する もの と予想 され

る。そ こで,こ れ ら府県警察 シス テム個 々の効果的な運営に加 えて,そ れ らが

トー タル ・システムの一部 として も活用で きるもので あるこ とが望 まれ る。

このための第一着手 と して,情 報処理 システムの全 国的 な規模で のネ ッ トワ

ワー ク化 を推進す るこ とが今後の課題 となるで あろ う。それは単 なるハー ドウ

ェアの相互接続 に よるネ ッ トワークの形成 のみ な らず,標 準的な業 務処理 シス

テムの 開発,プ ログラムおよび データの相互利 用の推進,統 計汎用言語の開発,

端末設備 の標準化の推進,お よび情報 処理要員の教養 などを通 して ネ ッ トワー

ク形成 がはか られ る必要があろ う。

さらに,警 察運営 に関す る各種の施策 を決定するための高度な情報 の必要性

はます ます増 大 し,従 来,個 別的な業務 と して実施 しているものについて も質

的 向上 が予想 される。

この よ うな状況にかんがみ,警 察の ネ ッ トワr－ク ・システムは,最 終的 には

図2-2の ご とくデータ ・パ ンクを中核 としてそれに結合す る照会,統 計 ある
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いは情 報検索 な どのサ ブシステムか ら構成 されるであろ う。
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図2-2総 合 利用 システ ムの 構 想

デ ータ ・バ ンクには,従 来,個 別的 に コン ピュータ処理 してい る情 報,第3

期の5カ 年計画で実施予定の業務 に必要 な情報 に加 えて,各 種の所在情 報や 交

通管 制 システ ムか ら得 られる交通動態情 報,そ の他 関係省庁のデ ータ ・バ ンク

または行政情報 システ ムを介 して得 られ る外部情 報な ども,総 合化 して記録 さ

れ 日常活動的な分野 のみ な らず企画管理的機能に必要 な情報 を提供す ることと

なろ う。

ネ ッ トワーク ・シス テ ム計 画 を進 める に当 た っ ては,端 末 の地 域 的 展 開 の 拡 張

も必 要 となるが,こ の場合,警 察が保 有 している電話網,フ ァ ックス網や交通

管制 システムのネ ッ トとの関係について も検討す るな ど総合的なア プローチが

必要 となるであろ う。
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3行 政管理庁 にお け る 「行 政情報通信 ネ ッ トワーク構想 」

3ユ 概 要

行 政 情 報通 信 ネ ッ トワー ク(AdministrativeInformationCo㎜un-

icati・nNetwark,以 下AICONと 略 す)と は,国 の 行 政 機 関 お よび県 行

政 機 関 が共 同 して利 用 で き る汎 用 の 通 信 網 で あ る。利 用 面 か らこの通 信 網 を見

れば,デ ー タ伝 送,フ ァ クシ ミ リ伝 送,電 話(音 声 伝 送)の3つ の機 能 を有す

る。 また交 換 方 式 か ら見 れ ば,蓄 積 交 換 と回線 交 換 の機 能 を持 ち,デ ィジ タル

・デ ー タ,ア ナ ロ グ ・デ ー タの 伝 送 を可能 にす る総 合 的通 信 網 で あ る。 この 通

信 網 は,日 本 全 国 を カバ ー し,日 本 に お け る総 合 通信 ネ ッ トワー クの 一 環 を形

成 す る もの で あ る。

3.1.lAICON設 置 の 必 要 性

政府 機 関 にお け るオ ン ライ ン ・シス テ ムの導 入 は,こ こ5カ 年 内に 著 しい伸

び を示 し,現 在,全 国的 シス テ ムは9つ に及 ん で い る 。 この 勢 い は,こ こ当分

増 大 す る傾 向 に あ り,ち な み に 全 国的 オ ンライ ン計 画 は,21シ ス テ ムに のぼ っ

てい る。 この うち,こ こ5年 内 に完成 を 目指 す もの は,9シ ス テ ムにな っ て い

る。 これ らの オ ン ライ ン計 画 を各 省 庁 ば らば らに 実施 させ る こ とに なれ ば,通

信 回線 や デ ー タ収 集 装置 に 重 複 投資 が 生 じ,不 経 済 な通 信 回 線 利 用 とな る こ と

が予 測 され る の で,こ れ らの 幣害 を排 除 す る こ とが 必 要 で あ る。

情 報 シ ステ ムや デ ー タ ・バ ンクの 構 想 も進 め られ,そ れ らの 内 容 も,統 計,

公 害,医 療,国 土 開 発 な ど各 省庁 間 に ま た が って情 報 が多 角 的 に利 用 され る必

要 の あ る もの が ほ とん どで あ る。 これ は.現 在 の グ ロ ーバ ル な政 治,社 会 の課

題 に 答 える た め には,各 省 庁 内 の情 報 を,縦 横 に駆 使 して総 合 的 に利 用 して意

思 決 定 を合理 的,迅 速 に す る必 要 が あ る こ とへ の反 映 で あ る。 こ の課 題 に 答 え

る た めに も,各 種 の デ ー タ ・バ ン クや情 報 シス テ ム間 を結 ぶ 回線 網 が 提 供 され

る必 要 が生 じて きて い る。

以 上 の2点 が,AICONの うち デ ー タ伝 送 網設 置へ の 現 実 的 な強 い 要 請 で
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あったが,AICONを 設 けこ とによって生ず る各種の効果が,こ の他に も生

ず るが,こ れ らについて は,後 で(3.1・2効 果)ふ れる とし,フ ァクシ ミリおよ

び電話について見てみ る。

ファクシ ミリについて,現 在4省 庁で使われ,将 来独 自に ファクシ ミリ網を

計画 してい る省庁は,5つ ある。 ファシ ミリ網は,手 軽に使 用できるな ら使い

たいが,1枚 当た りの伝送 コス トが相 当高 くな るので,独 自な網 と装置 をもつ

には至 らない省庁が大部分で ある。特 に 日本語では,漢 字ま じり文書が中心 で

あ り,そ れを手軽 に迅速 に送付す るために,フ ァクシ ミリの需要 は高い。

電話については,現 在 各省庁 とも予算上 の制約のた め電話使用,と くに遠 距

離通話が 自由に行 な えない実情 にあ るが,こ れを現在 の経費 程度 で大幅に利用

度数 を拡 大 させ る必要 が強い。

これ らの必要性 を解決 するためには,行 政機関が政府 としての一体性 を回復

し,縦 割 りの幣害 を除去 しなければな らない。

3。1.2効 果

AICONに よって生ず る効果には次の ものがある。

① 行政情報 システ ムの総合化の促進

② 通信回線 の多重利 用による経済化

③ データ量 の少 ない業 務のオ ンライ ン処理および フ ァクシ ミリ伝送 の実現

④ 窓 口事務の迅速化 お よび システム化 に よる改善

⑤ 本省庁,出 先 の作業 の再 配分の促進

⑥ コンピュータの共同利用の促進

⑦ オ ンライ ン機器,フ ァクシ ミリ機器お よび伝送方 式等 の標準化の促進

⑧ 回線の総合的 利用に よ り効率化

⑨ ナ シ ョナル ・プ ロジ ェク トの推進 によ り横断的 プ ロジェク ト形成の促進

⑩ 民間に対す る有効な デモス トレーシ ョン効果

一102一



'

3.1.3AICONの 特長

他 の通信 ネ ッ トワークにはないAICONの 特長 は次の点 である。

① デ ータ伝送,フ ァクシ ミリ伝送,電 話の3つ の機 能を総合 した もので ある

ハ ー ド的 にデー タ伝送,フ ァクシ ミリ伝送,電 話 の3つ の中継 回線 を全 く

別 々に考 えるの ではない。 ファクシ ミリをデ ィジタル信号化す る ことによ り,

デー タ伝送網 と共用 可能な もの と し,運 用面において時間,使 用状 況に応 じ

て融通性 をもたせ て相互乗 り入れをはか る とか,夜 間は電話 をファクシ ミリ

伝送 に使用す る とか,3つ の機能 を相互に関連付けるこ とによ り,回 線の利

用効率 をはか るもの とす る。

ソフ ト的 には,あ て先機 関 コー ド,サ ー ビス機能 等3つ の機能 に共通す る

部分 はすべて 同一 の形態 を保 ちユーザ ーの便 をはかる。

② 行政の特性 をふ まえたサー ビス機能 の種類が多い行政における情報 の流通

形態 の特性 に応 じ,3.2.3で 述 べるよ うな豊富なサ ービスを提供す る。

③ 夜間使用 を可能 にす る装備 を整 える

回線の使用効率 をあげるため夜間使用 を前提 に,ハ ー ド的 には 自動送受 信

を可能 とす る端末機 とセ ンター機能 を備 える。 また経済性 の許 容す る範囲で

蓄積 メモ リーを用意 し,メ ールボ ックス,翌 日配達 も考慮す る。

④ ネ ッ トワー クは,完 全に ブラ ックボ ックス化 される。

定め られたイ ンター フェイス条件 を満足す るだけで,す べて の端末は この

ネ ッ トワークを使用で きる。 また伝送 されるデー タ内容は加工 処理,編 集が

一切 行なわれず 各省庁 システ ムに まか される
。'

⑤ 標準端末 を準備 す る

定め られたイ ンターフェース条件 を満 たせばすべ ての端末 はAICONに

接続 可能 であるが,特 に,需 要が多 くまた各省庁 とも共通 に使われ る と思わ

れる端 末につ いては,標 準端末 と して仕様 を指定 し,異 種,異 速度端末間の

相互通信等 のAICONの あ らゆるサー ビス を受 けることが可能 であ る。

⑥ 業務 のオ ンライ ン処理 を経済的 にできる
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全 国的環境のオ ンライ ン処理 もこの通 信網 を使 うことによ り安 く完成 させ

る ことがで きる。回線 は各省庁単独経費 よ り安 く,ま た直流信号方式 を使 え

ば端 末 ・処理 セ ンターにつけ るモデムが不用になること,ビ ッ ト誤 り率 が十

分なので,誤 り制御装置 な しの端末 も使用可能であ り,シ ステ ムの コス トを

下げ ることがで きる。

3.2ネ ッ トワー ク ・シス テ ム の仕 様

3.2.1利 用対象範囲`

AICONの カバーす る範 囲は,国 の経費の支弁(一 般会計,特 別会計)を

受け る政府省庁(中 央 省庁,出 先機関,附 属機関),立 法府 お よび これ ら政府

と情 報交流 が多 くまた国の委任事 務 を行 なってい る各部道府県で ある。

AICONが,端 末機 を収 容す る末端装置 は交換セ ンターまたは集線 装置 で

あ り,こ れ らの設置 され る場所 は,東 京,管 区の中心都市,県 庁所在都市であ

る。 なおその他 の都市で あって もそ こにい くつかの国の行政機関が揃っている

か,単 独で あっても経済性 が成立す るに足 る トラピック量 が想定 され る都市に

ついてはAICONの 集線都市が置 かれ る。従って各省庁 がAICONを 利用

す るにあた っては,図3-1に 示す よ うに各省庁の負担で端末 と若干 の加入者

回線(特 定 回線 または公 衆通信網)を 使 って利用するこ とに なる。

浜松集線装置 静岡交換センター(ま たは集線装置)

瀦 一 一黍魏鷲⌒)
矛'/,'文

磐聞 賭 ま ま 馴 県庁

浜松税務署 静岡行政監察局

図3-1AlCONの 利 用 の形態
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3.2.2対 象 通 信

デ ー タ伝送,フ ァ クシ ミ リ伝 送,電 話 につ い て,各 々次 の とお りで あ る 。

(1)デ ー タ伝 送

現 在 行 な わ れ てい る また は予 定 して い る オ ンライ ンお よび オ フライ ンの

デ ー タ伝送 情 報,メ ッセ ー ジ通 信 な どデ ィジ タル化 が予 定 され る もの のす べ

て を対 象 とす る 。

た だ し,数 値 制 御,プ ロセス 制御 は緊 急性 の点 か ら,航 空 管 制 は 信頼 性 の

点 か ら,外 交情 報 は秘 密 性 の点 か ら対 象 と して不 向 きで あ る。

② フ ァ ク シ ミ リ伝 送

デ ー タ伝 送 化 され な い 文 書 の うち緊 急性 の 高 い もの す べ て を対 象 とす る。

た だ し秘 密 文 書,B5・B4版 以 外 の文 書,高 分解 能 を要 求 され る文 書,製 本 資

料 以外 の もの を標 準 的 対 象 す る。

㈲ 電話

対 象機 関相 互 間 の 音 声 通 話 のす べ て を対 象 とす る。 た だ し直通 回線 に よる

ホ ッ トライ ン通 話 は 対 象 か ら除 外す る。

3.2.3サ ー ビス 内容

AICONで 行 な うサ ー ビス に は,行 政情 報 の流 通 特 性 に応 じた もの と して

以下 の よ うな もの を提 供 す る。

(1)デ ー タ,フ ァ クシ ミ リ,

。短 縮 ダ イ ヤル(固 定 式,可 変 式)

。ホ ッ トライ ン(交 換 機経 由)

。専 用 網 ・私設 網 との 相続

。優 先 サ ー ビス

・代 表 受信

。持 番 サ ー ビス

② デ ー タ伝 送,フ ァ ク シ ミ リ伝 送 の サ ー ビス項 目

(共 通 の もの を除 く)



。キ ャラクタ ・ダイヤル

・同報通信

。異速度間通信

。交換機代行受信.

。通信証 明

。自動送受 信

。写真伝送(フ ァクシ ミリ伝 送のみ。端末 には写真 用の もの を用意す る必要

がある)

(3)電 話 のサー ビス項 目(共 通 のもの を除 く)

。接続 規制

以上の ものはAICONの 稼動 当初か ら提 供する予定の ものであ るが,こ の

他に も,将 来,要 求に応 じて各種 のサー ビスを検討す る。

3.2.4対 象端末

AICONに 接続す る端末 には,通 信す る内容か ら分類す る とデータ伝送端

末,フ ァクシ ミリ端末,電 話端 末の3種 が ある。データ伝送端 末,フ ァクシ ミ

リ端末のなかには電話網に接 続できるものもある。一方仕様面か ら分類す ると

標準端末 と特定端末に分類 され る。標 準端 末 とは,AICONの 機能 を十分活

用で きるよ うに設計 され たもので ある。特定端末 はAICONで 定 め られた伝

送制御手順等の技術基準 に合致 さえすれば,あ らゆる端末 を特定端 末 と して使

用で きる。この特定端末 は この仕様 において融通性 があるが,異 種端末通信,

異速度通信な どのAICONサ ービスは受け られない。

(1)デ ータ伝 送標準端末

標準端末 として,100～2,400B/Sの キーボー ド ・プ リンタお よび2,400

B/Sの キ ャラクタ ・デ ィス プ レイ を設 ける機種については,今 後利用者の動

向技術的動 向をみなが ら追加 してい く予定 である。データ伝送標 準端末の仕

様 案は表3-1の とお りで ある。
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表3-1標 準デ ータ端末 仕 様(案)

機種

雰 項 目 速度

キ ー ボ ー ド ・ プ リ ン タ
キャラク タ・

ディスプレイ

100 200 1,200 2,400 2,400

通 信 方 式 半二重通信 w 鍾 半二重/
鍾

半二重/
鑓

半二重/鍾

データ信号速度 100b/s(600物)
200b/s

(1,200… ⑳

1,200b/s

(7,20(房 分)

2,400b/s

14,400扮

2,400b/s

14,400物

使 用 コ ー ド
JIS7ビ ッ ト・コー ド

十パ リテ ィ ・ピ ッ ト

〃 〃 〃 〃

誤 り 制 御 CRC 〃 〃 〃 〃

誤 り訂 正 処理 自動再送訂正方式 〃 〃 〃 〃

伝 送 制 御 ハ イ レ ベ ル 〃 〃 〃 〃

自動 送 信 機能 × ○ ○ ○ ○

1

自動 受 信 機能
,

× ○ ○ ○ ○

同 期 方 式 SYN同 期 〃 〃 〃 〃

入

出

力

機

器

キ

ー

ボ

ー

ド

キー配列打
けん JIS事 務機械配列 〃 〃 〃 〃

入 力 字 数 英字数字カナ記号の128字 〃 〃 〃 〃

打 けん速度 600字/分 まで 800預 で 〃 〃 〃

.

プ

リ

ン

タ

印 字 数
英字,数 字,カ ナ記 号

の128字
〃 〃 〃 〃

1行 印字数 80字 120字 120字 120字 80字

デ

}髪
1チ

表示文字 の
総数 / / / 2,048㌔

表示文 字の
種類 / / /

128十クラフ

記号数種

τ

う

7

入出力テープ 8単 位 紙 テー プ 〃 〃 〃

動 作 監 視
フ ィ ー ド ・ チ エ ツ ク

テ ー ブ ・ ア ウ ト
〃 〃 〃 /

力

1付

ト加

リ装

1置

タ)

読 取 方 式 光電読取り 〃 〃 /
読 取 速 度 150枚/分 〃 〃 /
ボ ツパ 容 量 1,000枚 〃 〃 /
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② フ ァ クシ ミ リ標 準端 末

フ ァ クシ ミ リ標 準 端 末 と して,低 速 フ ァ ク シ ミ リ端 末 と高 速 フ ァ クシ ミ リ

端 末 の2種 類 用 意 す る。

低 速 ファ ク シ ミ リ端 末 は,AICONに も公 衆 網 に も接 続 可 能 で あ り,4

KHzの 回線 を使 用 し,B4版 の 用紙 を10分 程 度 で伝 送す る 。 高 速 フ ァク

シ ミ リ端 末 は,AICONの 標 準端 末 の 高速 ・低 速 の両 方 に 相 互 通 信 が 可能

で あ り,B4版 の 用紙 を30秒 以 内に 伝 送 す る。

これ らの標 準 端 末 は,自 動 給 紙 装 置,あ て先 符 号 自動 読 取 装 置 な どの 装 置

を付 加 す る こ とに よ り,無 人 送 信 が 可能 で あ る。 これ らの仕 様 案 は表3-2

に示 す 。

表3-2標 準フ ァクシミリ端末仕様(案)

端 末仕 様 高速 フ ァ ック ス端末 低速 プ ア ・ク ス端末 備 考

総

合

原 稿 サ イ ズ B5判/B4判 B5判/B4判

走 査 線 密 度 5本/π 祝 5本/寵 π

同 期 方 式 伝 送 周 期 独 立 周 期

伝 送 時 間
(B4版 用 紙)

30秒 以 内 10分 程 度

送

信

自 動 送 信 ○ ○
付加装置により
可能

走 査 方 式
オ プ テ ィ カ ル ・ プ ア

イ バ ー に よる平 面 走 査 機械的平面走査

自 動 給 紙 枚 数 100枚 一

受

信

自 動 受 信 ○ ○

記 録 方 式 電子写真記録 静 電 記 録

記 録 紙 の 大 き さ
抗ππ210×120 π沈 沈210×120

一108一

、



(3)電 話端末

電話端末は,寛 々公社の加 入電話網 の 自動交換 局に直接接続 でき る端末の

すべて をAICONに 収容可能 と し,特 に標準端末 を設 けない。

3。2.5サ ー ビス基準

行政情 報通信 ネ ッ トワークは,既 存の技術お よび現在実用化途上 の技術 を,

駆使 して作成 され るもので,公 衆サー ビス網のサー ビス基準 を下廻 らない よ う

にサ ービス達成 目標値 を設定す る。呼の設 定,復 旧時間,ビ ッ ト誤 り率 は,現

在の公 衆網 の規格 を大幅 に上廻 るもので あ り,呼 損率,標 準時間 内接統率,信

頼度 とともに システ ム設計の時点で コス ト・パ ーフオマ ンスの観点か ら再検討

す る。(表3-3)

3.2.6網 構成

AICONの 網構成 は,そ の対象通信 がデータ,フ ァクシ ミリ,電 話 と多様

であ り,か つ全国的規模 のネ ッ トワー クで あるので一般公衆網 と同 じよ うな構

成 にな るが,経 済性 のみ な らず行政通信の特色 を加味 して,局 階位,回 線構成

を決定 する。

行政通 信の トラピック特性 お よび 網構成 の条件 と しては次の ものがある。

① トラピ ックの本省管 区へ 中央 集中傾 向

② データ通信 セ ンター ・設置個所ヘ トラピックが集 中す るため,適 用 システ

ムの計画 によ り トラピ ック変動 が大 きい。

③ 通信政策 による通信 の流 れ,量 方 向の変動が大 きい。

④ ファクシ ミリ,デ ータにっい ては,伝 送特性,接 続時間の関係 よ り中継階

梯 を少 くす る事が必要 であ る。

⑤ 各種 自営網 との接続 の必要。

⑥ 網の信頼性は加入電話網 と同程度 にす る。

これ らの条件 をふま え,図3-2の よ うに局階位 と して加入階梯(LS)と

中継階梯( 、TS)お よび必要 に よ り集線階梯(LC)を 設 ける。 これ らは,中

央お よび ブ ロ ック ・セ ンターと県 セ ンター,地 方中心都市セ ンターの段階 と原
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表3-3サ ー ビ ス基 準

項 目 説 明
サ ー ビ ス 基 準 値

デ ー タ伝 送 プアクシミリ伝 送 電 話

接

続

基

準

呼の設定時間 ダ イヤ ル ・パ ルス等 の選 択

信 号 を送 出 し終 ってか ら相

手 ま で接続 され る時 間

1～2秒 5～10秒 5～10秒

呼の復旧時間 切断信号を送出し終ってか

ら交換機が復旧し次の発着

信が可能となるまでの時間

1～2秒 5～10秒 5～10秒

呼 損 率 呼びが起 きた時出線が全部

使用中で接続できない確率

0.01 α01 軌01

標準時間内接
続率

蓄積交換時30分 以内にデー

タが先方に届 く確率

※α9

不 接 率 呼損以外で相手まで接続 さ

れない確率
軌01以 下 軌01以 下 仕01以 下

誤 接 率 指 定 した と異 な る相 手 に接

続 され る確率 で ダ イヤ ル誤

.り率 以下 の こ と

2×1百4以 下

一一4

2×10以 下

一4

2×10以 下

伝

送

基

準

ピ ッ ト誤 り率 送 信 ビッ トの うち途 中 で誤

って 受 信 され る確率

一6

以 下10

一6

以 下10

歪(送 信歪) デ ィ ジタル符 号 の単 点 歪 5～7% 5～7%

安
定
基
準

交換機の信頼

度

シス テ ム ・ダ ウ ンに よ り

サ ー ビス が 中断 す る時 間

2時 間/2〔}年 2時間/20年 2酬 ・2。年

※ 標 準 時 間 内接 統 率 は,公 衆 網 の実 績 が ない た め今 回仮 に設定 した が,フ ァク シ

ク シ ミ リ網 の構 成,メ モ リー容 量,運 用 体 系,外 国 の例 等 の要 素 を考慮 して設

定 す る。
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則的には対応す る。通信回線 は,幹 線 を広帯域の回線 とし,末 端 を集線装置 と

して,利 用者 回線 と端末 を収容す る。つ ま り,TSは,ブ ロック単位 の交換機

に相当す る機能 を有 しLSを 結ぶ。LSは,原 則 と して県単位 の変換機 に相 当

す る機 能 を有 し,LCやPBXを 介 して端末 を収 容す るか,直 接端 末 をもつ。

LCは 端末 とLSを 集線 しなが ら接続す る。

端末 端末 端末 端末

図3-2各 交換階梯の系統図

3.2.7機 能 配備

網 としての機能 は,ほ とん ど交換機で もつ。交換方式 は,月 報通信,異 速度

異符 号間通信のために蓄積交換 を とり入れ,適 用業務 と経済性 を考慮 して 回線

交換 を併用する接続制御信号(端 末番号,監 視信号等)の 方式 については,原

則 と して共通線信 号方式 を用い て処理 し,加 入者端末信 号方式については,標

準端末について統一化 をはか る。

ル ー トの選択,ト ラピ ックの監視等の網の運用機能 については,多 様化 した

ルーティ ング方式,サ ー ビス種別(デ ータ,フ ァクシ ミリ,電 話)に ルーテ ィ

ングを変 える方式 を とり,信 頼性 の向上 を図 る。

網の機能お よびサ ー ビス項 目を実現す る機能 を各階梯 に振 り分 ける場合 の案

を表3-4に 示 す。
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表3-4機 能配 備(案)

○

△

×

必要 とする機能

条件に より必要 となる機能

必要ない機能

大
項
目

中
項
目

機 能 説 明
交 換 階 梯

備 考
TS LS LC

交

換

制

御

機

能

灘

璽
響

発信/着 信
端末クラス検出転送

発 信/'着 信端末 クラスを検 出し,転 送す る。
× ○ o

発信/着 信
端末番号検出転送

発信/着 信端 末番号 を検 出し,転 送す る。 × ○ い

着信端末話中等の検出 着信端末話 中,障 害等 を検 出す る。 × ○ o

ダ

イ

ヤ

ル

受

信

機

能

DPパ ルス

受信変換

IOPPS,20PPSの ダ イヤル ・パルスを受 信する。
○ ○ ×

MFパ ルス

受信変換

MFパ ルス を受信す る。 ○ ○ ×

キ ャラク タ,ダ イヤ ル

受 信,変 換

デ ィジタル伝送 中相手端末 の番 号を一般 と区別 して読 出す。
○ ○ × 、

分離信号路の信号に変換
する。

ファク シミリの ダイヤル

情報読取 り変換

フ ラクシ ミリ用 紙に書いた 相手端 末の番号 を一般 図と区別 し

て読取 る。
○ △ ×

△印は、ファクシミリの自

動ダイヤルの諭 ～りを交換
機側で行なう場合

通信中ダイヤルの受信

変換

通 信情 報 の転送 中,制 御 のための ダイヤル番号 を受信する。 ○ △ ×
△印は

必要性に よる

接

続

処

理

優 先 処 理 特定の発信者からの接続を優先的に接続する ○ ○ o、

接 続 規 制 特定 の端 末間,端 末 グルー プ間だけ しか接続 を許さない。
△ ○ ×

△印は コンピュータ自営

網と接続す る場合

代 表 選 択 同一 グルー プの複数端 末(同 一番号)に,着 信時,話 中状態

に よ り接続す る端末 を選ぶ
△ ○ o

△印ぱ コン ビ・一 夕を

接続する場合

迂 回 選 択 第1ル ー トが全 部話 中の とき迂 回ルー トを選択す る。 ○ ○ ×

トラヒ ック制御 デー タ,プ アク シミリ,電 話 ごとに トラヒック を監視 し,各

トラヒ7ク 毎 の規制 を行 な う。
○ ○ o

中 継 接 続 交換機と交換機の間を中継接続する。 ○
× ×

自営網の接続 官庁自営の私設網専用網とを接続する。 ○ ○ ×

コ/ピ ユ一 夕との接続 コ ン ピュ ー タ と接 続 す る。 ○ ○ ×

分 岐 接 続 一つの情報を一せいに複数端末に同時に送出する機能 ○ ○ ×

同 報 処 理 発 信側 の指定に よ り同一 メ ッセージを複数端 末へ送信す る。 ○ ○ ×

情

報

処

理

速 度 変 換 伝送速度の違いを交換機側で速度変換を行なう。
△ ○ ×

△印は自営網との接続

をする場合

ア ド レ ス 変 換 短 縮 ダイ・ヤルのよ うな簡単 な符 号を一般 のダ イヤル番号 に変

換 す る機能
×

○
×

通 信 証 明 電文受付番号と内容の一部を記録する。 × ○ ×

時 刻 発 生 時刻情報を印字なとするため交換機で時刻を発生する。 ○ ○ ×

そ

の

他

分離信号路制御 分離信号路への信号の伝達受信等を行なう ○ ○ ×

再 送 処 理 緊急通信等のため,一 抱中断された情報を自動的に交換機が

再送する。
○ ○ ×

端

末

制

御

機

能

自

動

送

受

信

電 源 投 人 交換 機 より信号 を送 って,端 末 の電 源を投 入 ・切断す る。
× ○ ×

給 紙 制 御 交換機.1二り信号を送 って端 末の給 紙を制 御す る。
× ○ ×

〔働 送出指示 交換機 よ り信号 を送 って,図 面や紙 テー プの記録情報 を 自動

送出 させる。

× 人) ×

そ

の

他

各種状態表示 着信端 末使用中等 の各 種状 態の情報 を発信端末 に送 って ラン
フ'表示させ る。

× ○ ×

端末呼出し 相 手端 末に着信呼 がある ことを指 示する。 × ○ ×
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3.2.8通 信 方式

端 末装置等 と交換機の間で情報 交換のための通信方式の基 本的事項 をデ ータ

伝送 ファクシ ミリ伝送,電 話について述べる。既 に端末装置 の項 で述べ られた

ように,同 一種類 の特定 端末相互間の通信および標準端末装置 相互間の通信が

可能 なネ ッ トワー クとす る。

標準通信方式 には ア ンダー ライ ンを付 して示す。

(1)デ ータ伝送

①通信 モー ド:全 二重,半 二重

複数件の入 力テキス トに対す る処理結果の リアルな出力等 を

必要 とす る ところでは全二重通信 をとる。

② 信号方式 直流,交 流

③同期方式

既存の もの及び将来の もの を収容す る。

調歩 同期,SYM同 期

将 来は伝送効率の よいSYN同 期 となろ う。

④ 速 度,。,、 。。,、,,。 。,,,、 。。,、,、 。。,,,、 。ジ48kb/,

音 声 帯 域 で伝 送 で きる もの 及 びCPU用 の広 帯 域伝 送 路

⑤ 符 号単 位 数:5,6,7,8単 位'

既 存 の もの も収 容 す る。

⑥ 符 号 系:JIS7ビ ッ ト,ISO7ビ ッ トの拡 張 符 号 等 標 準 手 順

用 と してJIS7ビ ッ トを使 用す る 。

⑦ 伝送制御手順:ISO(R-1745),CCITT(V41)ハ イ レベ ル等

⑧ 誤 り制 御 な し,VRC/LRC,CRC

公 衆回線 に比べて信頼度が上るので通常通信にはチ ェ ックな

しで 十分 であるが必要 に応 じて誤 り制御 を行な う。

② ファクシ ミリ伝送

①通信モー ド:単 向通信

通信方 向は通常片方 向で ある。
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②使用帯域

③信号方式

(3)電 話

①狭用地域

②信号方式

4KHz,12KHz,48KHz

低 速 か ら 高 速 の フ ァ ク シ ミ リ ま で 使 え る 。

ア ナ ロ グ,デ ィ ジ タ ル

300～3,4001{z

OP(10、20PPS)MF

3.3ネ ッ トワー ク化 に お け る問題 点

AICONの 実現のた めに,今 後検討 を要す る項 目には下記の ものがある。

(1)AICONの 運営 形態

AICONの 管理 運営 を誰が,ど こと協 力 して行 な うのか,ま たその組織

形態 は どの ようにすべ きか を明確 化す る。

② 費用の分担 方式

料金の分担 方式,お よびその ための課 金方式 をまとめる。詳 細な課金は コ

ス トだけがつ き,AICONの 効能へはそれほ ど寄与 しないので,安 く,公

平が実現 され,積 極的使 用 を促 し,無 駄 な使用を排除す る分担方式 を模索す

る。

㈲ システム設 計要因の確定

AICONの 具体的設計 に入るにあた り,収 容対象,設 備設置場所,収 容

条件 を確定す る。

とくに,既 存網 との接続範 囲については,寛 々公社 の専 用回線 による既存

網でAICONと 競合す る地域に あるものはで きるだけAICONに 収容替

えを行 な うが,何 らかの理 由で別網に してお く方が よい と考 え られるものに

ついてはAICONの 収容替 えをしない。私設線 による既存網は特 に メ リッ

トがない 限 りAICONへ の収 容替 えは しない。収容替 えされず に残った専

用線 私設網 とAICONと の相互接続は,要 望があれば行 な うpAICO

Nの 電話網,フ ァ クシ ミリ伝 送網 と公衆通信網 との接続 はで きないが,デ ー
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タ伝送網 については可能である見込みであ る。

(4)シ ステ ム構成 に必要 な技術の確立

各種 の機能 を実現するための技術 開発 を行い,経 済的な システ ム設計 を行

な う。

3.4AlCONの 適 用 例

(1)分 担

AICONは,ネ ジ トワー クシス テ ムで あ り,各 省庁 がAICONを 利 用

す る場 合 は,端 末 や利 用 者 回線等 は 原 則 と して 省 庁側 の 分 担 とな る 。各 サ ー

ビス毎 に省 庁 側 で,分 担 す べ き事 項 とAICON側 で分 担 す べ き事 項 を表 示

す る と表3-5,図3-3の とお りで あ る。

表3-5分 担表

項 目

サ ー ビス
PBX 端 末 利用者回線 CPU 伝 送 路 交 換 機

デ ー タ 伝 送 一
◆ ○ ○ ○ × × ・

プ ア ツ ク ス 『 ○ ○ 一 × ×

電 話 ○ ○ ○ 一 × ×

■

(注)○:省 庁側 の分 担 ×:AICONの 分担1該 当な し

AICON

禿綿 名回線

内線電話

区

×

Σ
フ ァク シ ミ リ端 末

デ ー タ端末

図3-3AICONネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム 分 担 領 域

一115一



(2)AICONの 適 用 例

AICONの 県 セ ンタ ーが全 て サ ー ビス を開 始 してい る こ とを前 提 と して

適 用例 を考 えてみ る。

(ケ ー ス1)端 末 が 県 未 満機 関 に 設 置 され る全 国的 オ ンライ ン ・シ ステ ム を

作 る場 合,次 のA～Eの 手 段 を使 用 して シス テ ムを設 計 す る こ

とが で き る。

A.県 セ ンタ ー(県 庁)所 在地 機 関 に設 置 され る デ ータ端 末は 市 内 の専 用 線

を使 って 直 接AICONに 収 容す る 。

B.AICONま で 市 外 の専 用線 を設 置 して デ ー タ端末 を収 容す る。 オ ン ラ

イ ン'リ ア ル タイ ム性 が強 くデ ー タ量 が 多 い 場 合 は この方 法 に な る。

C.公 衆網 か らAICONを 経 由 して デ ー タ通 信 セ ンター に接 続 す る。 オ ン

ライ ン ・リアル タイ ム性 が強 く市 外 の 専 用 線 を設 置 す るほ どデ ー タ量 が 多

くな い場 合 に こ う した 方法 が考 え られ る。

D.AICONを 経 由せ ず,公 衆 網 か ら直 接 デ ー タ通 信 セ ンタ ーに 接 続 す る。

E.郵 送 あ るい は使 送 でデ ー タ を端 末 設 置 場 所 ま で送 りそ こか らデ ー タ を投

入 す る。 これ はバ ッチ処理 的 な も の しか適 用 で きない 。

図3-4AICON全 国 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム(例)
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(ケ ー ス2)端 末 が,県 単 位 機 関 に設 置 され る全 省 庁共 同 の全 国 的 オ ン ライ

ンシス テ ム(デ ー タ ・バ ン ク等)を 作 る場 合 ,各 省庁 は市 内の 専 用 線 と端

末 を設置 す るだ けで よい 。既 に他 の 目的 で端 末 が 設置 さ れ て い る場 合 は 単

に申 し込 む だ け でそ の全 国的 オ ンラ イ ン ・シス テ ムに の る こ とが で き る。

3.5開 発 スケ ジ ュー ル

行政情報通信 ネ ッ トワー クは3.2・1で述べた対 象機関 を収 容す るこ とを目標 に

以下に述べ る順 序で システム を拡大 してい く(第1次 計画図3-5)。 なお,

初期 の 目標 を達成 した後 に,シ ステムの整備 拡大 をはかる とともに状 況の変

化に も対処 してゆ くもの とす る。(第2次 計 画)

(1)第1次 計画

第1次 計画の実施スケジ ュール を年度別に展 開す ると図3-5に 示す ご と

く第1期 工事 を昭和49年 ～51年 まで行ない,つ づいて第2期 工事 を昭和5

2年 までに完成 させて,全 国県庁 レベルまたは,こ れに相 当す る レベルの都

市お よび立法府 まで行 政情 報通信 ネ ッ トワー クを拡大する。

(2)第2次 計画

第1次 計画完成後,行 政情 報通信 ネ ットワークは対象範 囲の拡大 サー ビス

品質の向上 を計 り,司 法府 お よび政府 関係機関 を対象範囲に追加す る こ とを

考 慮す るとともにサ ー ビス機能の整備,改 良,追 加 を必要に応 じて行な うも

の とす る。

なお,こ れ とは別 に政策要 因上必要 と思 われる個所に対 して も適 宜導入 を

考 える。
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▲ 計 画

47

1行 政 情 報 流通 実 態 の把 握1
↓

行 政 情 報 通 信 ネ ・.トワー ク
の ユニザご 条 件 の 検 討

↓

1シ ス テ ・ の基本 設 計1

48

↓ 、,↓
シ ス テ ム 詳 細

設 計

技 術 開 発
推 進

組 織 運 営 の
研 究

1'

'∫ 、
●

P

●

ソ フ トウ ニア

の 設 計

端 末装 置の
仕様作成

施 設 設 計

9

0

1

24555

第

期

工

事

w| ,「 ,↓
ソ フ トウ ェア

の 作 成
端 末 装 置
の 発 注

交 換 機 類
の 発 注

局舎
工事

1 ll

'

、,

局 舎
工 事

第

二

期

工

事

納 入 物 品 発 注

↓

'

総 合 テ ス ト・

、'、

部運用開始 納 入

、

↓

鷹 合テス ト1

'
全 シス テ ム

運 用 開 始

図3-5第1次 計画
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3.6推 進 体 制

AICONの 推進体制 は,図3-6の とお りで あ り,有 識者で構成す る行政

情報通信懇話会において基本方針 の審議 を行 な う。関連省庁お よび関連機関の補

佐 クラスで構成す る行政情 報通信研究会 において各省庁 にまたが る問題および

各省庁の要求 を総合調 整す る。 また専門的事項 を小人数 の専門家で検討するた

め,ネ ッ トワー ク設計 小委員会 を設 けている。 また昭和48年 度にはネ ッ トワー

ク組織運営小委員会 を設 け,組 織,運 営,管 理のあ り方 を煮つめ,研 究会に報

告する。

3.7あ とが き

本稿にふれたAエCONの 構想に基づいて,ユ ーザーである各省庁 に意向調

査 を47年12月 に行な ったが,そ の結果,ほS'事 務局の作成 した構想 が支持 さ

れていたので,大 きな 自信 を得た次第である。本稿において,意 向調査 の結果

概要 について,紙 面 を割 けなかったのは,残 念であるが,こ れをス テ ップとし

一120一



4.防 衛 庁 に お け る 「情 報 処 理 シ ステ ム」

4ユ 概'要

防 衛庁における コ ンピュータの導入は,当 初装備 品の補給管 理業 務 を中心 と

して行なわれたが,行 政改革,定 員削減等に関連 して,現 在では補給管理のほ

か人事管理,会 計,通 信交換,情 報検索等 の業務処理のため積 極的 に コンピュー

タの導入 を行なってい る。その他に解析,科 学,技 術計算,OR等 の業務に も

コ ンピュー タ を導 入 して処理 しているのはもちろん である
。

昭 和47年12月 末現在 の防衛庁各機 関におけ るシステム別保有台数 は,表

4-1の とお りで ある。

表4-1各 機 関vateけ る シス テ ム別保 有 台 数

機 関 別 台 数 適 用 業 務 シ ス テ ム

陸 上 自 衛 隊 17
補給 管 理,人 事 管理,会 計事 務,情 報検 索,通 信 交換,

要員 教 育,

海 上 自 衛 隊 8 補給管理,入 事管理,情 報検索,OR通 信交換

航 空 自 衛 隊 8
補給 管理,人 事 管理,会 計事 務,情 報検 索,気 象 解 析,

科学 技 術計 算,OR,

附 属 機 関 7 補給管理,会 計事務,科 学技術計算

計
'

40

4.2各 シ ス テ ム の 概 要

(1)補 給管理 システ ム

陸 上,海 上,航 空 各 自衛隊の各補給 処において,補 給品(約120万 品 目)

の在庫状況の把握 及び使用部隊の請求 に応ず る払 出 し手続 きの 自動処理 のほ

か,調 達.整 備等 に必要 な管理資料,及 び予算要求に必要な基礎資料 の作成

を行 なってい る。

データの送受信 は,コ ンピュータ相互間及び コンピュータ,部 隊 端末機 関
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を各 自衛隊 それぞれの通信 ネ ッ トワークによ り行なっている。

(2)人 事管理 システム

陸上,海 上,航 空各 自衛隊 において,隊 員及び職員約25万 につ いて,そ

れぞれ年令,学 歴,階 級,自 衛隊におけ る入校歴,特 技,国 家試験等資格取

得状況等のデ ータを蓄積 し,現 員,減 耗状況 及び昇任,補 職,編 成等 のため

の各種資料のほか募集,昇 任等の将 来計画の予測資料の作成 を行なってい る。

データは,異 動のつ ど部隊 か らテ レタイ プの通信 または,郵 送 によ り収集

し,定 期的 に処理 してい る。

㈲ 会計 シ ステム

① 陸上,航 空各 自衛隊の補給処 におい て,補 給管理 システ ム用 コンピュー

タ を利用 し,近 辺に所在す る部隊等 の 自衛官及び職員約13万 人につい て,

そのデ ータを輸送 によ り収集 して給 与計算 を行なってお り,将 来更 に対象

人 員を拡大す る予定であ る。

なお,自 衛隊については,昭 和48年 度か ら実施する予定で ある。

② 調達 実施本部におい て,予 算の執行状 況の把握並びに帳 簿資料の作成 を

行なってい る。

(4)通 信交換 システム ・

陸上,海 上各 自衛隊 において,全 部隊 間(艦 船 を除 く。)の メ ッセージ及

び データ通信の 自動交換(主 と して蓄積 交換)を 行 なっている○

なお,航 空 自衛隊 につい ては,昭 和48年 度か ら実施す る予定 である。

(5)情 報検索 システム

① 陸上,海 上,航 空各 自衛隊 が共 同で安全保障 問題に関す る内外の情報 を

文献,新 聞,雑 誌等の 刊行物 か ら収 集 して蓄積 し,必 要のつ ど検索 を行 な

ってい る。

② 技術研究本部 において技術関係文献 の検索 を行 なっている。

(6)気 象 解析 システム

航空 自衛隊 において,3自 衛隊 気象庁及び米軍か らテ レタイ プ通信 によ
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り入手 した気象 データを入力 し,自 衛隊 に必要な気象要 素の解析及び予報 を

行 な うとともに,デ ータの蓄積等 を行 なっている。

(7)科 学技術計算 システ ム

航空 自衛隊,技 術研究本部 及び防 衛大学校 において,研 究開発,試 験等 に

必要な演算,シ ミュ レー ション等 を行な ってい る。

陸.ヒ.海 上,航 空各 自衛隊 において,作 戦装備体 系等の研究のためのORを

行な ってい る。

4.3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

今 後 開発 予定 の シ ス テ ム

自衛隊統合気象中枢 システム

予算執行管 理及び見積 りシステム

PPBS用 コス ト ・データ,シ ステム

医療 システム

電子機器実用試験 システム

4.4通 信 回 線 の高 速 化 に つ いて

近 時,ハ ー ドウェア及び ソフ トウェアの開発に よ り,コ ンピュニ タの処理能

力の向上は著 しいものが あるが,そ の処理能 力 を十分に発揮 させ るため には,

これに対応 して涌 信回線 の高速化が必要 である。

防衛庁において現有す る通信画線 は,必 ず しも十分 な伝 送速度 とはい えない

もの もあ り,今 後その整備 は重要かつ緊急 の問題 と考 える。

4.5電 子計 算 機 委 員会

防衛庁 にお ける コンピュータについて,そ の基本的 な問題 を検討 し,計 画す

るため,内 部部局 に関係課 長か らな る同幹事会 が設置 されて いる。
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5・ 経 済 企 画 庁 に お け る 「経 済 デ ー タ ・バ ン ク シ ス テ ム 」

5ユ 概1要

5.1.1シ ス テ ム 整 備 の 経緯

経 済企 画 庁 で は,経 済 白 書 の 作 成,短 期経 済 予 測,長 期 中 期 の経 済 計 画開 発

計 画 の策 定,各 種 経 済統 計 の 作 成 整 備等 に,広 く経 済 デ ー タが 利 用 され てい る。

こ のた め,昭 和46年12月 よ り,そ れ ま で検 討 ・準備 を重 ね て い た デ ータ ・

バ ン ク構 想 を具 体 化 して特 に 庁 内利 用 者 の要 請 の強 い経 済時 系 列 デ ー タ をデ ー

タ ・バ ン クに登 録 し活 用す る こ と と した 。 しか し,こ の経 済 デ ー タ ・バ ン クの

利 用 者 は,単 に デ ー タの収 集 ・蓄積 ・検 索 に止 ま らず,経 済 時 系列 デ ータの 高

度 な 処理加 工 が で き る こ と を,そ の 利 用条 件 と してい た。 そ こ で,デ ー タ ・バ

ン クの整備 と相 まっ て,一 般 利 用者 に供 す る簡単 で使 い易 く,し か も経 済 分 析

等 高 度 な デ ー タ処理 が 可能 な 汎 用経 済 デ ー タ処理 シス テ ムの開 発 を行 な った 。

まず,昭 和47年2月 に は,汎 用経 済 統 計 処理 用 と してIRENE

(InformationRetrievalSysteminEconomicPlanningAgeney)

が 開 発 され,4月 に は,簡 易 用 の汎 用 デ ー タ処理 シ ステ ムEDRAS(Eco-

nomicDataRetrievalandApplicationSystem)が 完成 した 。 更 に

同6月 経 済 時 系 列 デ ー タ用 の シ ミュ レー シ ョン言 語FASTEL(Fast-

EconometrieLanguage),大 量 デ ー タ,メ ンテナ ンス用 と してM・EDR

AS(MaintenanceforEDRAS)が 相 次い で 開発 された 。

こ れ らの シス テ ムの特 徴 は,デ ー タ ・バ ンクか ら必 要 な デ ー タ を検 索 す る と

共 に 各種 の デ ー タ加 工 が で き る こ とで あ り,更 に必 要 に応 じて,経 済 分 析 プ ロ

グ ラ ム とも接 続 で き る こ とで あ る。 また,シ ステ ムは汎 用 オ ンライ ン ・シス テ

ム となっ てい て,利 用者 は これ に 必要 な 指示 を端 末 装 置 か ら与 える こ とに よ り,

即 時 に結果 を得 る こ とが で きる 。
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図5-1シ ス テ ム ・ フ ロ

5ユ.2経 済デ ー タ ・バ ンクの現状

データ ・バ ンクを円滑 に稼動 させるためには,必 要情報 の広範 な蓄積 と維持

が十分 にな され なければ な らない。そのた めには組織 内で形成 され る情報 は,

できるかぎ り形成過程 をコンピュータに乗せ,デ ータ ・バ ンクと連動 させるこ

とが望 ま しい。す なわ ち,デ ータ つ ミジクを維持 す るために,あ らたな業務が

付加 され る とい う事態 を回避す るこ とが肝要で ある。

また,組 織 外か ら得 られ る情報 についても,そ の伝達媒体 を磁気 テープ等,コ

ンピュータ と接続 しや すい形 で入手する ことが望 ま しい。

現在,経 済企画 庁では,組 織 内情報 と して,国 民所得,統 計機械受注関係指

標,景 気動向関係指標な どがデータ ・バ ンク化 されてい るが,組 織 外情報 につ

いては,磁 気 テープ交換等 を本格的 に行な っていない ため,す べてオ ンライ ン

端末か ら入力す るこ ととしてい る。(図5-2参 照)

なお.経 済 データ ・バ ンクに登 録 されてい るデータを表5-1に 示すが,こ れ

を更 に充実 させ るためには,体 制上の問題,技 術上の問題 を解決 しなければな

らず,長 期的 な計画 が必要 となってい る。
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表5-1デ ー タ ・パ ン ク収 録 状 況
和 昭 和47年12月2日 現 在

内 国 調 査 課 統 計 課 国 民総 数

貿 易 班 労 働 班 企 業 班 産 業 班 社 会 班 企 画 班 墜 讐 投 資 班 企 業 班 消 費 所 得 部
.

旧 資 料 室

.

総 数 5,254 2,715 72 1,281 861 382 119 779 309 242 101 87 40 1,233 527

国 民 所 得 1,251 18 18 1,233

財 .政 金 融 196 36 36 160

生 産 127 85 85 14 14 28

出 荷 112 76 76 8 8 28

在 庫 256 136 136 50 21 29 70

設 備 投 資 125 65 , 65 60 60 、

|

」
機 械 受 .注 247

、
247 5 242

N
|■"

1

建 設 建 築 136 119 119 17 17

1

輸 送 22 1 1 21

商 業 14 7
L

7 7

企 業 経 営 161 63 43 20 98 86 12 、

貿 易 329 62 62 105 18 87 162
.

国 際 収 支 17 11 11 6

物 価 1,938 1ダ929 1,111 818 9 9

労 働 賃 金 211 170 170 41 41

家 計 消 費 102 57 17 40 45

海 外 経 済 10 10 10

/

　



組織 内

処理 業 務

処理業務

結 果 ア 一 夕

パ ン ク

端 末 か ら の

入

磁 気 テープ変

換 および編 集

図5-2チ ー タ の 蓄 積 ・維 持

5.L3利 用 シ ステ ム の 現 状

現在,経 済 デ ータ ・バ ン クは,経 済 企 画 庁 で 開発 した 四 つ の シ ス テ ムお よ び

メー カ ー提 供 の ア プ リケ ー シ ョン ・ライ ブ ラ リーに よ って 利 用 可 能 で あ る。

これ らの シス テ ムに お け る検索 方 法 は い わ ゆ る個 別 検索 を採 って お り,デ ー タ ・

コー ドの 記述 に よ り索 引 され る。

4つ の シ ステ ムは,デ ー タ検 索 に おい て デ ー タ ・コー ド(外 部 コ ー ド)の 書

式 が 若干 異 るが,実 際 には 共 同 フ ァイ ル を索 引 す るた め,内 部 コー ドに変 換 さ

れて 目的 の デ ー タの検 索 を行 な う。 ま た メ ー カー提 供 の ア プ リケ ー シ ョ ン ・ラ

イ ブ ラ リー を利 用 す る 時 は直 接 内部 コー ドを記 述す れ ば よい 。

なお,経 済企 画 庁 で 開 発 した4つ の シス テ ムは表5-2に 示 す よ うに,そ れ

ぞ れ特 性 が あ り,利 用 者 は 利 用 方 法 に応 じて 自 由に選 択 で き る よ うに な って い

る。

⑨
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表5-2汎 用経 済 デ ー タ処 理 シス テ ム

●

シ ス テ ム 名 翻 訳 言 語 シ ス テ ム 特 性 経済分析利用法

EDRAS FORTRAN 経 済分 析 の ため の汎 用 デ ータ

処理 システ ム。利 用 法 が簡単 。

季節 調整(EPA法)内 蔵,

経済 分析 用 プア イル を通 して

経済 企 画庁 ライ ブ ラ リー と接

続。

M・EDRAS FORTRAN 経済 デ ー タを大 量 に メ ンテ ナ

ンスす るため の 処理 シス テ ム。

月次 デー タの 四半期 ・半 期 ・

年次 デー タへ の変 換 お よび移

動 平 均,前 年対 比等単 純 な利

用 に限定,ラ イブ ラ リー との

接続 不 可。

IRENE FORTRAN 経 済統 計 処理 用 。 デ ー タの加

工 分 析,作 表,作 図,(カ ー

ブ ・プ ロ ッタと の接続)等 多

目的利 用 が 可能 。

季 節調 整(EPA法),最 小

自乗 法 内 蔵,デ ィスクの 作業

領 域 を通 して経 済企 画庁 ライ

ブラ リーお よ び メー カー提 供

の ア プ リケー シ ョン ・ライ ブ

ラ リー と接 続 。

FASTEL Assembler 経 済時 系 列 デ ー タ用 の シ ミユ

レー シ ・ン言 語 。 前三 者 が ヵ

パ ー しえな い分 野(例 え ば計

量 経済 モ デル ・シ ミユ レー シ

・ン)に 応 用 され る。

サ ブルー チ ン形 式 で経済 企 画

庁 ラ イブ ラ リー お よ び当社 提

供 の ア プ リケー シ ョン ・ラ イ

ブラ リー を呼 び 出す こ とに ょ

り接 続 。

,

●

5ユ.4運 用上の問題

情報の蓄積 ・維持 の方法 は,情 報管理部 門 を置いて集中的に管理す る方法 と,

これ を各利 用者に分散 管理 させ る方法 とが考 えられ る。いず れ を選択す るかは

利用 目的 および組織 の体制 によって異 ってこよ うが,両 者の間 には一長 一短 が

ある。すなわ ち,前 者は,一 括管理 とい う面 で,状 況 の把握が容易であ り,か

つ 明瞭にで きるが,組 織 として有効に機能す る体制 を抵抗 な しに持 てるか,

データ ・バ ンク利用者の ニーズの変化 に順 応 しうるか とい った問題 がある。

後者 は,組 織上の問題は前者 に比較 して少 ないが,利 用者が勝手 に情報の蓄

積 ・維持 を行 な うた め,情 報の重復登録,情 報 の信愚性 の低 下に対す るチ ェッ

ク機能,た えず利用者に よって メンテナ ンス される情報 を他の共 同利用者に適

一129一



宣 アナ ウ ンスす る機 能等 いわ ゆ る ク リア リ ング機 能 を充 実 させ る必 要 が あ る。

現 在,経 済企 画庁 の デ ー タ ・パ ン クは利 用 目的,組 織等 の問 題 か ら分 散 管 理

方式 を採 用 して い る た め,各 利 用 シ ス テ ムに は評 価 ル ーチ ンを組 込 ん で これ に

対 処 してい る。(図5-3参 照)。 しか し デ ー タ量 が 更 に増 大 した り,他 省

庁 との ネ ッ トワー ク を考 慮 した りす る場 合 は,こ の ク リア リ ング機 能 の 向上 が

重 要 な問題 とな って こ よ う。

デ ー タ ・ハ ンク

利 用

検 索 データ
メンテナンス ハ

ンク

汎用 経 済デ ー

タ処 理システム

ファイル 管 理
ロギング

シス テム 管 理 プアイル

(利 用者の業務)

図5-3

用
況

利ル
状

イアフ

動
況

嫁ム
状

テスシ

(コ ン ピュー タ 室 業 務)

分 散 管 理 方 式 に よ る デ ー タ 管 理

■

●
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5.2経 済 デ ー タ ・バ ン ク ・シ ス テ ム

5.2.1シ ス テ ム 設 計

(1)フ ァイ ル設 計

デ ー タ ・バ ンクは 組 織 体 が必 要 とす る様 々な デ ータ を一つ の 共 用 ファイ ル

に 保 持 しよ う とす る もの で あ り,こ れ らの デ ー タ を要 求 す る シ ス テ ム もそ の

目的 に応 じて 各種 整 備 され る こ とに な る 。

そ こで,い ず れ の シス テ ムか らの 要 求 も満 たせ る よ うに ファ イル 仕 様 を統 一

す る問題 が起 る。 汎用 処 理 シ ステ ムに おい て も,EDRAS(汎 用簡 易 処 理

用)M・EDRAS(大 量 メ ンテ ナ ンス用),IRENE(経 済 統 計 処理 用),

FASTEL(計 量 モ デ ル ・シ ミュ レー シ ョン用)と4つ の シス テ ムが 開発

され てお り,更 に メー カ ーか らKEMPF(時 系 列解 析 用),MULVA

(多 変量 解 析 用)と い っ た ア プ リケー シ ョン ・プ ログ ラ ムが 提 供 されて い る

た め,フ ァイ ル設 計 は 図5-4に 示 す よ うに,こ れ らの3つ の シス テ ムが す

べ て利 用 で きる よ うに 工 夫 して い る。

概 略

コ ン トロ ー ル 部(17w) デ ー タ部(300w)

(バ イ ナ リー) [コ
17L

ン,。一_さ れ。初_1;7w
左 ず め で入 る。

コ ン トロ ー ル 部 詳 細

変

数

名

分
類
コ

ー

ド

稚内
頚部

〒〒
ドお

初 期 終 期 τ

顧
問

省録日付

摺昼
の ス

季

聾

ト

τ
タ コ

種1

類 ド

極貧
頚部
コ コ

11

ド↓

三

7
ド

ダ ミ ー

年 期 年 期

■

12345678 101112

EPEシ ス テ ム/メ ー カー ・ア プ リケーーーシ3ン ・プ ログ ラム 共 通

13141517w

-
EPAシ ステム用

注Leデ ー タ ・プ ア イ ル

①KEMPFで の み 必 要 な 部 分:変 数 名(1),季 調 コ ー ド(12),デ ー タ 種 類 コー ド(13)

②EPAの3シ ス テ ム の み が 必 要 な 部 分1種 類 コ ー ド(外 部 コ ー ド)(14),パ ス ワ ー トて15)

③ そ の 他 は 全 シ ス テ ム共 通

図5-4 デ ・一 夕 ・ フ ァ イ ル
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② シス テ ム管 理

先 に述 べ た よ うに,経 済企 画 庁 の デ ー タ ・バ ン クは,そ の利 用 目的 が 不定

期 的 な,経 済 分 析 を主 体 と した デ ー タ処理 で あ る た め,一 貫 した フ ァイル管

理 体 制 が 採 りに く く,利 用 者 自身 に デ ータ の登 録,検 索,メ ンテ ナ ンス をゆ

だ ね る分 散 方 式 を採 用 してい る。 も ちろ ん デ ータ ・バ ン クは,共 用 フ ァイ ル

で あ るた め,他 の 者 が 登 録 した デ ー タ を検 索 す る こ とは 可 能 で あ るが,一 方,

新 規 登 録 お よび メ ンテナ ンス につ い て は,重 復 登 録す る とか,登 録 者 以 外 の

者 が更 新 す る とい った 事 態 を起 しか ね な い 。

そ こで コ ン ピ ュー タ室 は,利 用 者 に現 在 登 録 さ れ て い る系 列 を周 知 させ る

た め に,年2回 索 引 簿 を発 行す る と共 に,毎 月 デ ー タ ・チ ェ ック ・リス トを

出 して,デ ー タ ・バ ンクが正 常 な状 態 を保 って い る か ど うか をチ ェ ック して

い る。 ま た汎 用 デ ー タ処理 シ ス テ ムで は,デ ー タの新 規 登 録 に 際 して,既 に

登 録 され て い るデ ー タ ・コー ドにな い こ と を確 認 す る機 能 と共 に,デ ー タ修

正 につ い て も図5-4の デ ー タ ・フ ァイ ル に あ るパ ス ワー ドを参照 して 登 録

分
類
コ

ー

ド

種丙
頬部
コ コ

li

ド ド
＼ 〆

1

タ イ ト ル 単位等
メンテナ

ンス 日付

検 索 メ ンテナ
ンス

'

ダ

l

l

J

1215171920212223

-

EPAシ ス テ ム 共 通 フ,・イル ・ロギ ング 情 報

注2.タ イ トル ・ フ ァ イ ル

① フ ァ イ ル ・ ロ ギ ン グ情 報(20～23)に つ い て は,5,2.1.(2)参 照 。

②IRENEの み が 必 要 な 部 分:特 殊 な 季 節 調 整 期 間,

形 式 等(24～30)

③

は 使 用 せ ず)

図5-5タ イ ト ・v・ フ ・ イ ル

日
35w

ア ウ ト プ ッ トの フ ォ ー マ ッ ト

そ の 他 はEPAの3シ ス テ ム 共 通(メ ー カー 提 供 の ア プ リケ ー シ ・ ン ・ブ ・ グ ラ ム

者 自身 が修 正 を行 な って いる も の であ る こ と を確 認 す るチ ェ ック機能 を シス

テ ム 自身 に 内蔵 させ て い る。

更 に,汎 用 デ ー タ処理 プ ロ グ ラムに は評 価 ル ー チ ンを組 み 込み,各 系 列 の利
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用 お よび維 持 が どの程 度 に行 な わ れて い るか を知 るた め に,デ ー タ ‥ ミンク

の利 用状 況(フ ァイ ル ・Pギ ンat吉 報・図5-6)を とる と共 に,各 シス テ ム

の サ ー ビス状 況 を把 握 す るた め に,シ ス テ ム の稼 動状 況(シ ス テ ム ・ロギ ン

グ情 報,図5-7)を とって,デ ータ ・バ ンクお よび シス テ ムの診 断 を行 な

っ てい る。

[]
「

情 報

検 索 メ ン テ ナ ン ス

ダ

「

月 間
利用数 累 計 銅 釧 早言+

1920212223

Vタ イ トル ・フ ーイ ル と 共 用 図5参 照)

「]
35w

図5-6 フ ∫イ ル ・ロ ギ ン グ 情 報 ・ フ ・イ ル

ハ

ス

ワ

ー

ド
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シ

ス
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ム

名

利 用 ル ー チ ン 処 理時間 終

了

状

況

エ

ラ

1

番

号

日付

検 索 加

工

系

列

数

メ

ン

テ 系

ナ 列

ン 数

ス

ア ウ ト

プ.ト

検

索

加

工

メ

ン

テ

ナ

ニ

ア

ウ

ト

ブ

ト

系

列

数

力枚

|

ド数

系

列

数

員

数

ダ ミ ・

12345678910111213141635w

図5・-7シ ス テ ム ・ ロ ギ ン グ 情 報 ・ フ ァ イ ル

■
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5,2.2汎 用処 理 プ ログ ラ ム,

デ ー タ ・バ ゾ クを介 して 各 種 デ ー タ処 理 を行 な う言 語 方 式 と して は,汎 用 処

理 言語 に デ ー タ つ ミン クを取 り扱 う部 分 を内 包 させ る ホ ス ト言語 方 式 とデ ー タ

バ ンクの取 り扱 い も含 めて 一 つ の 専 用 処 理 言 語 と して 提 供す る ジ ェネ レータ

言 語 方式 とが考 え られ る。

汎 用 経 済 デ ー タ処 理 シス テ ムで利 用 され る処 理 プ ロ グ ラ ムは,パ ラメ ー タ を

与 えて 処 理 す る とい った域 を出 ない 部 分 もあ るが,一 応 ジ ェネ レー タ言 語 方 式

と呼ぶ こ とが で きよ う。 す な わ ち,M・EDRASを 除い て,EDRAS,F

ASTEL,IRENEの プ ロ グラ ミン グの 方法 は,検 索,加 工,メ ンテ ナ ン

ス,ア ウ トプ ッ トの 各指 示 を,そ の仕 様 に従 って普 通 の プ ログ ラ ミングの 要 領

で記 述す れ ば よい 。 記述 方 法 は,M・EDRASは,カ ラム規 定 で あ るが,

EDRAS,IRENE,FASTELに つ い て は この順 に 自由形 式 の度 合 が

深 め られ て い る 。 なお,こ の4つ の 処 理 プ ログ ラムの 主 な特 徴 を表5-3に 示

す 。

5.2.3オ ンラ イ ン処 理

現 在,汎 用経 済 デ ー タ処理 シス テ ムは,端 末 装置 か ら検 索 ・編 集 等 の 指 示 を

与 える こ とに よって利 用 で きる汎 用 オ ンライ ン ・シ ステ ム と して稼 動 してい る。

も ちろん,バ ッチ処 理(セ ンタ ーで の 一 括 処理)も 可能 で あ る が,タ ー ミナ ル

・ライ タ ーか らの タイ プ ・イ ン入 力 か ,デ ー タ ・ス テ ー シ ョンか らの 入 力 に よ

る リモー ト ・バ ッチ処 理(端 末 か らの一 括 処 理)が 主体 とな って い る。

しか し,リ モ ー ト ・バ ッチ 処 理 は 次 の 点 で 欠点 を持 っ てい る。(1)プ ログ ラム

ミスが あっ て もア ウ トプ ッ トを得 る まで わ か らな い 。② プ ログ ラ ムお よび

デ ー タの一 部 を訂 正 して 再 処 理 しよ う とす る時,初 めか らや り直 さな け れ ば な

らな い 。㈲ 試 行 錯 誤 に よ っ て分 析 したい 問 題 に対 し,一 括 処 理 手 続 を とるた め,

結 果 的 に不 要 な もの ま で プ ロ グ ラ ムに組 み 込 んで,マ シ ン ・タイ ム,用 紙 の無

駄 を出 してい る 。(4)利 用者 の 水 準 に 応 じた マ ン ・マ シ ン ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョン

が とれ ない 。
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表5-3処 理 プ ログ ラム機 能 比 較表

機 能 EDRAS M・EDRAS IRENE FASTE・L

1.書 式
一部制限付で自由形式 カラム規定形式 *指 示文(最 大5カ ラムま

で)を 除いた 自由形式

自由形式

2.デ ー タ記述 デ ー タ ・パ ンク収 録 デ ー タ

は検 索文 で,そ の他 の デー

タは加工 文 の 中のDATA

文 で記述

デー タ ・パ ンク収録 デ ー タ

は 検索 文 で,そ の他 の デー

タは加 工文 の 中のDATA

文 で記 述

デー タ ・パ ンク収 録 デー タ

は,任 意 の記 述文 の 中で,

教 頭 に と きつ け てそ の他 の

デー ダは*RM文 で記 述

馳

デー タ ・バ ンク収 録デー タは

*DATA文 で,そ の他 の

デ ー タは*INPUT文 で,

*CONS文,*SCAL文

等 で記述

3.変 数の範囲 時系列変数のみ 時系列変数のみ 時系列変数およびスカラー

変数

時系列変数お よびス カラー

変数の外に行列表現も可能

4.演 算 の範 囲 十.一,*,/,(,)お よび

組込 み 関数(23種)

組込み関数

(22種)

+,一,*,/.**,(,)

お よび組込 み関 数 の引 数 に

算 術式 を置 くこ と も可能

+,一,*,/,1,(,)お よ

び組込 み 関数 の引数 に算術 式

を置 くこ と も可能

5.指 示形式の種類 検索,加 工,メ ンテ ナ ンス,

ア ウ トプ ッ トの4種 類

検 索,加 工,メ ンテ ナ ンス *× ×で登 録 され てい る も

の として,デ ー タ ・パ ンク

へ の登 録,同 修 正,加 工指

示,作 表 指示,カ ー ブ ・プ

ロッター への 作図 指示,判

定 文,最 小 自乗 法 指示 等30

種

*× ×文 で 登録 され てい る・も

の と して,コ ン トロール関 係

2種,変 数 登録関 係5種 お よ

び デー タ処理 の ため の*PR

OC文 。*PROC文 には 算

術IF文,無 条件GIOTO文,

最小 自乗法SLSM文,入 力

文 と してGETA文,出 力 文

としてPUT,PUTAお ・よ

びPUTB文 等 が ある。

6.メ ンテ ナ ンス

形 式

時系 列 メンテ ナ ンス 1時 点 多 系列 メ ンテ ナ ンス

向 き

時系列 メンテナンスの外に

1時 点多系列 メンテナンス

も可能

なし

7.ア ウ トプ ッ ト

方 式

規定表および選択形式で作

表

規定表のみ 選択形式お よび条件付任意

形式の作表

カーブ ・プロッターへの作

図 も可能

任意形式の作表



セ ン.ター

申 込 み

経 済分析用

汎用処理システム

乏。 嬢
タ ーー ミ →'ハ

・ ラ イ タ ー

,'一 一ーへ

/キ ャ ラク タ ・、

デ ィス プレイ

(計 画)

ぐ
β 一 … 一・L

ラ イノ ・プ リ

ン タ ー

デ ータ ・ステーション

図5-8処 理方法の現状

この 問 題 を解 決 す る た め に,TSS処 理 へ の 移行 を考 え,既 にそ の基 本設 計

に着 手 して い る 。

た だ し,TSSへ 移行 す る た め には,ハ ー ドウ ェアの要 件 と して,(1)高 速 大型

コ ンピ ュー タで ある こ と,② 時 分 割 機 能 が あ る こ と,㈲ ラ ン ダム処 理 が で き る

こ と,(4)オ ンライ ンで か つ会 話 モ ー ドの 処 理 が可 能 な機 器 が備 わ って い る こ と,

が必 要 で あ ろ う。 更 に ソフ トウ ェア の要 件 と して,(1)TSS管 理 を行 な え る モ

ニタ を備 える こ と,② デマ ン ド処理 が可 能 な 処理 言 語 を備 え る こ とも必 要 とな

る。

5.3経 済 デ ー タ の ネ ッ トワー ク 化

5.3.1デ ー タ交 換

先 に も述 べ た よ うに,経 済企 画 庁 の 経 済 デ ー タ ・パ ンク ・シス テ ムは,も っ

ぱ ら庁 内用 と して稼 動 して い る。 一 方,わ れわ れ が利 用 して い る経 済 デ ー タ は,
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4

大半 が他 省 庁 で作 成 され た デ ー タ を2次 加 工 した もの で あ る。 組 織 内 デ ー タ と

して は,国 民 所 得統 計,機 械 受 注 関 係 指 標,景 気動 向関係 指 標 等 が あ る が,現

在,国 民 所 得 統 計 の み が統 計 作成 時 に デ ー タ ・バ ンク と連 結 して メ ンテ ナ ンス

され る よ うにな っ て お り,他 の組 織 内 デ ー タお よ び建設 統 計,生 産 統 計,貿 易

統 計,物 価 統 計等 の組 織 外 デ ー タは,す べ て カー ドせ ん孔 を行 な っ た うえで,

これ をデ ー タ ・バ ン クに登 録 して い る の が 現状 で あ る。 この 労 力 を解 消 す るた

め には,各 省 庁 と磁 気 テ ー プに よる デ ー タ交換 を促 進す る こ とが必 要 で あ る 。

わ れ わ れ は,こ の た め汎 用 磁 気 テ ー プ変 換 プ ロ グ ラム を作 成 し,デ ー タ ・バ ン

クの 充 実 を考 えて い る が,現 段 階 で は 磁気 テ ー プの 記 録密 度 の 相違,フ ァイ ル

仕 様,コ ー ド分類 方 法 の相 違等 が あ り,単 な る文 字 変 換,フ ォ ーマ ッ ト変 換 だ

けで は す ま ず,前 記 プ ロ グ ラムが十 分 活 か され てい な い状 況 に あ る。

5.3.2オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク

磁 気 テ ー プ変 換 に前 述 の よ うな障 害 が あ る よ うに,省 庁 間 の オ ン ライ ンに よ

る ネ ッ トワー ク化 は更 に多 くの障 害 が あ る よ うに思 わ れ る。 も ちろん,各 省 庁

が 同 じよ うな デ ー タ ・バ ン ク ・シス テ ム を作 成 して い る現状 で は業 務 の 重複 と

い える 。 ま た,ま だ調 査 段 階 では あ る が,一 部 の省庁 か らは 当庁 との オ ン ライ

ン ・ネ ッ トワー ク化 に 対 す る意 見 が寄 せ られ て い る こ とか ら も,オ ンラ イ ン ・

ネ ッ トワー クに よ る経 済 デ ー タ ・バ ン クの 統 一 が望 ま しい 姿 で あ る こ とは 確 か

で あ る 。

オ ンライ ン ・ネ ッ トワー クの方 法 と して,コ ン ピュー タ間 ネ ッ トワー ク と コ

ン ピュー タ ・端 末 ネ ッ トワー クが 考 え られ る。 前者 の セ ンター間 ネ ッ トワー ク

につ い て は,各 省 庁 の 保 有 してい る異 機 種 コ ン ピュー タの 互換性 が 少 ない こ と

か ら,中 間に コ ンバ ー タ を置 く と して も,そ の 場 合 に よ る コス トは 尾 大 な もの

とな ろ う し,コ ン ピュ ー タの処 理 速 度 を考 える と,現 在 の通 信 制 御 装 置 経 由の

転 送 速 度 は,セ ンタ ー業 務 に支 障 を来 た す 結果 と もな ろ う。 も ちろ ん,フ ァイ

ル仕 様 等 は 完 全 に統 一 され てい る こ とが 前提 で あ り,こ れ らの 点 を考 え合 せ る

と,現 段 階 で は 不 可能 に近 い とい える 。 ・
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次に,一 個所 にセ ンターを置 き,各 省庁に端 末 を設置 し,セ ンター と結ぶ方

法が考 え られるが,こ れは現在各省庁が行 なってい るオ ンライ ンによるデ ータ

・バ ンク構 想 を拡張す るこ とですみ,十 分現実性が ある と思われ る。ただ し,

この場合に も,各 省庁の ニーズを最小 限包括す るシステムとす るこ と,デ ータ

の登録方法 を確立す る こと,レ ファ レンス ・サー ビス等セ ンターの クリア リン

グ機能 を充実す るこ と,ニ ーズに応 じて各種の端末装置が接続 可能であ るこ と,

経費分担 当会計上 の問題 を明確にす るこ とな どが要請 されよ う。

⑨
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6.環 境 庁 に お け る 「環 境 情 報 ネ ッ トワー ク構 想 」

6ユ 概 要

従来は各 省ご とに行 なわれていた公害問題 に政府 として一元的 に対処す るた

め,昭 和46年7月 に環 境庁が発足 したが,こ の設置 にあた って 「国立公害 研

究 所」が環境 庁の附 属機関 として昭和48年 度末 までに建設 され ることとなっ

た。

この研究所 は,大 気汚染,水 質汚濁等の公害 の防 止および人の健康や生活環

境に及ぼす公害 の影響 研究 な どを行 な う他,公 害 に関す る内外の資料の収集,

整理お よび提供 を行な うこ とになってい る。国立公害研究所 が この よ うな情 報

部門 をもつ にいたった のは,環 境公害問題 の解決 に当たっては,こ の問題 が比

較的 新 しぐ,十 分 な技術的蓄積 を持 つ に至っていない こ と,そ の対象 となる情

報源 が極 めて広範囲 にわ た り,こ れ らを体系的,総 合的 に とらえる必要が ある

こ となどによるものであ り,ま た,こ こで提供 され る情報 の科 学的正確性 への

期待 によるもの と思われ る。

これか らの環境 公害 に関す る研究は,廃 ガス,廃 水等の産業技術 と密着 した

ハー ドな公害防止技術お よび環境汚染 と関連 し,あ るいは結果 として発生す る

疾 病の診断 治療 等の臨床医学的 研究 に とどま らず,環 境条件の変化が人間お よ

び 自然に及ぼす悪 影響 を未然 に察知 し,そ の防 止策 を講ず る と共に,さ らに人

間の活動 に一層好適な環 境条件 を求め,そ の実現 をはかっていかなけれ ばな ら

ない。すなわち,.人 間活動 に よってひきお こされ る環境の変化 と,そ れが人間

に及ぼす影響 を総合的 に把握 す る人間環境系の研究 が必要であ り,そ のため十

分 科学的信頼性の ある環境 に関す る情報 の円滑 な収集 および流通 体制 の整備 が

と くに重要 である。

国立公害研究所の情報部 門が と りあつか う情報 は単 に地方公共団体で実施 し
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てい る環境汚染監視測定 デー タに とどま らず,環 境 に関す る科学技術情報,各

省の環境関連情報等 が あげ られ る。 しか し,こ れ らの情 報 のすべて を研究部門

が収集,加 工お よび提供す るこ とは情報量 か らみて も,ま た,技 術的に も不可

能 なことであ り,効 果的 で もない 。すなわ ち,地 方公共 団体 で 日々に測定 され

る監視 測定 チー タは膨大な もの であ り,ま た,環 境 に関 す る科学技術文献情報

に して も,最 近 の環境 問題 に対 す る関心 の高 ま りか ら異常 とも思 える増加ぶ り

を示 して お り,理 工学,医 学,農 学等極 めて広範囲 にわたってい る。各省の環

境関連情報 に して も,そ れぞ れの所管事項 に関連 して多 くの統計お よび情報が

あ り,整 備 ぎれてい る。 したが って,環 境関連の情 報 システ ムー 環境情報 シ

ステムー は既存の これ ら関連 システムと有機的 連 けい を保 った ネ ッ トワー ク

・システムを考 えるのが合理的 であろ う。

国立公害研 究所にお ける情報部門(環 境情報 システム)の あ り方については,

現在,国 立公害 研究所設 立準備委員会(座 長:茅 誠 司元東大学長)で 審議 中で

あるが,そ の対 象 と して考 え られ る情報等 のあ らま しは次の とお りである。

6.2科 学 技 術 文 献 情 報 の 整 備

環境に関す る科学技 術文献情報 は,最 近公害 問題 が大 き く取 上げ られ るよう

になって著 しく増大 してい る・ 日本科学技術情報 セ ンターは,世 界 各国の逐時

刊行物等か ら抽出 して環境 公害 文献集 を作成 してい るが,そ こで取 り扱 う環境

公害文献 は月平均700件 を越す ように な り,1年 間 に2倍 に も達 してい る。

これは,一 般的 に科学 技術文献 が2倍 の量にな るには8年 間 を要す るといわれ

てい るのに比較 し,異 常 とも思 える増加率で あ る。また,環 境 に関す る科学技

術情報は理 工学,農 学,生 物学,医 学等 極めて広い範 囲 に分 散 している。

環境情報 システ ムで この よ うに膨大で,広 範 囲に亘 って分 散 してい る環境 関

連の文献 を適確 に把握 し,収 集 加 工 し提供す るには膨大 な人員 と費用 を必要

と し,現 実的 でない。それゆ え,日 本科学技術情報 セ ンター,国 際医学情報 セ

ンター等他の情報 システムの能 力 を有効に利用 し得 るよ うな システムを考 え
,
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環境 情報 システ ムは これ らが カバ ー してい るものについ て クリア リングを中心

とした サー ビス機能 をもたせ る もの とす るのが妥当 であろ う。なお,こ れ らの

機 関で取 り扱 う情報 は,逐 時 刊行物等 に限 られてい るため,国 および地方公共

団体 の実施 した調査 研究 プ ロジェク ト報告等 につい ては,研 究所の情報部門で

収集 加工,蓄 積 お よび検索 を行 な う組識 をもつ必要が ある。

6.3環 境 汚 染 監 視 測 定 デー タ の整 備

地方 公共 団体 は,法 令 に基づ き,大 気,水 質等の汚染監視測定 を行 なってい

るが.こ れ らのデー タを収集整理 し,全 国的 な体系化 をはか ろ うとす るもので

ある。これ らの情報 は,監 視測定点 の拡 充がはか られてい ることと相 まって逐

時増加 してお り,生 チー タは膨 大な ものであ る。地方 公共団体 では これ らの生

データ を種 々に加工 し,環 境 汚染監視,規 制等の業務 に使用 してい るが,そ の

処理方法は,コ ンピュ ータ処理 を している ところもあれば手集計で済 ませ ると

ころもあ り,各 々まちま ちであ る。 したがって,こ れ らの測定 デ ー タを どのよ

うに して収集す るか,収 集 体制 の決定に当たっては,地 方公共団体 の実態 を十

分把握 す るとともに,処 理 の 自動化,高 次化等 今後の動 向を見極 め,地 方公共

団体 の コ ンセ ンサス を得 る必要 がある。また,今 後事業所等 の環 境汚染物 質の

主要発生源 にお ける測定 デ ー タについて も,予 測技術の確 立のためには収 集す

る必要 が生 れ る と思 われ る。

なお,環 境 容量 の解 明,環 境の長 期的予測等環境保全 のための システマティ

ックな研究 が最近 さかんにな り,環 境汚染監視測定 デ ータは,こ れ らの研究に

基礎的資料 と して重要 な役 割 をになってい るが,既 存の測定 デー タは必ず しも

この要請 を満足 させ てい るとはいい難い。測定機器 の信頼性 ,測 定 方法,測 定

点等 に種 々の問題 点が散見 され るところであ る。 そのため,既 存の デー タをい

たず らに収 集す るのでは な く,科 学的 信頼性 にこた え うるものであ るか どうか

の評価が必要 で あ り,進 んでは測定機器,測 定方法,測 定点等 の改善や統一化

をはかって行 く必要 があ る。
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6.4政 府機 関 の環 境 関連 デ ー タの 整 備

政府機関の環境関連デー タ と しては,気 象デー タ,水 象 デー タ,経 済 デー タ,

人 口デー タ等があげ られ,こ れ らの デ ータの収 集にあたっ ては関係省庁の協 力

が必要で ある。 このため,関 係 省庁の システム と相互利用体制 を とるべ く環境'

情報 シス テムを検討 中で あるが,こ れの実現 にあたっては政 府間データ・バンク

システム構 想等 と密接な関係 をもつ もので あ り,こ れ らの動 きを見極 めて行 く

必要 がある。なお,環 境庁 における環境 行政情報 お よび研究所 におけ る研究 成

果について も環境情報 システ ムの対象情報 として重要 なもの とな るのは 当然で

あ る。

6.5環 境情報 システムにお けるオ ンライ ン構想

国立公害研究所の情報 部門は,筑 波研究学園都市に設置 され る予定 となって

い る とい う地理的要 因,情 報収集対象源が前述 の ごとく国お よび 地方公共団体

の他,民 間の情報 システ ムまでも含 む構想で あ り,こ れ らと密接 な情報交換を

行な う必要があ ること等 か ら環境情報 システ ムの オ ンライ ン化 につい ては十分

検討 してみ る余地 があ る。 ナ ンライ ン化 については,技 術的諸問題 や経済性,

オ ンライ ン化 に対す る ニーズ等 を見極 めてい く必要があるが,と りあ えずは環

境 庁の庁舎 内に端末機 を置 く等 の段階的 実現 をは かっ てい くの も一つの方法 で

あろ つ。

6.6情 報部門の組 織

情報部門の組識 としては,研 究所 内に環境情 報部 を設 け る予 定 であ り,そ の

中 に環境情報 セ ンター 的性格の もの として業務室(仮 称:以 下 同 じ),情 報 シ

ステム室,文 献情報室,環 境情報調査室 を予定 してお り,ま た,図 書館 をこれ

に附随 させ る予定 である。 また,コ ンピュータの利用 と管理 を行 な うもの と し

て システム設 計室 お よび電 算機管理室 を予定 してい る。各室 の業 務の概要 は次

の とお りで ある。(図6-1)

一142・ 一

●



① 業 務室:情 報 ク リア リ ン グ等 の提 供 サ ー ビス,レ ビ ューの発 行 な どの業務 を

行 な う。

②情 報 シス テ ム室:環 境 情 報 シス テ ムの設計 お よび維 持 管 理 を行 な う。 ま た,

シソーラ ス をは じめ とす る検策 プ ロ グラ ム等 の ソ フ トウェ アの 開発 を行な う

O

③文献情報室:環 境科学技術 に関す る文献情報 の収集,加 工,蓄 積,検 索 を行

な う。具体的 には,外 部文献情報 シス テム との協 力体制 を整備 し,文 献情報

の流通 をはか る とともに,あ わせ て国お よび地方公共団体 の実施す る調査研

究 プ ロジェ ク ト報告 の収集,加 工,蓄 積,検 索 を行 なう。

④環境情報調査室:環 境数値情報 の収集,加 工,蓄 積,検 索 を行 な う。また,

需要 に応 じて積極的 な調 査活動 を組識 す るな どの活 動 を行な う。

⑤図書館:環 境科学 に関する文献 を整備,維 持管理 を行な う。

⑥ システム設 計室:研 究所 内において必要 な システムの設計 および プログラム

の開発 の実施 な らびに コンサル テー シ 。ンを行 な う。

⑦電算機管 理室:フ ァイル維持管理 な らびに カー ド作成等 コ ンピュー タ ・シス

テ ムの運営 を行 な うほか,コ ンピュータの保守管 理 を行 な う。
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7.法 務 省 に お け る 「情 報 管 理 ネ ッ トワー ク構 想 」

7ユ 概 要

法 務省 にお いて,現 在稼動 してい る主な情報管理 システ ムは ,犯 歴管 理 シス

テ ムお よび 出入国記録管理 システ ムの二 つで ある。

7.1.1犯 歴 管理 システ ム

有罪 の裁判 が確定 した老は,刑 法 その他 の法律 で身分上一定 の不利益 を受 け

るこ とになっ てい る。た とえぼ,刑 法 の規定 によれば,前 に禁鋼 以上 の刑 に処

せ られ,そ の執行 を終 わった 日か ら5年 以内に裁判 を受 け るときは,執 行猶 予

にす るこ とが で きない。また,禁 鋼 以上 の刑 に処せ られ,そ の執行 を終 わ るま

では原則 として官職 につ くことがで きない。 このよ うな有罪の裁判 の内容お よ

び その後 の刑 の執 行状況 を個 人単位 に記録 したもの が犯歴 であ る。

犯歴は,警 察官の捜査 上の資料,検 察官 の起訴,不 起訴,求 刑 お よび執行 に

関す る資料,裁 判官 の量刑,科 刑 の資料,矯 正 ・保護関係事務 の資料 と して,

さ らには,公 民権の停 止,営 業や医師 ・薬剤師の ような資格 の許認可 にあた っ

ての欠格事 由の調査のた めな どの資料 と して多 目的に利用 されてい る。

この 中で,資 格 に関する調査な ど,個 人 の身分証 明に関す る事務 は,市 区町

村 におい て行 な うことになってお り,検 察庁 では 直接 これ らの照会 には応 じて

い ない 。そ こで,裁 判の あった都度,検 察庁 か ら本籍 市区町村長 に対 してその

内容 を通知 し,市 区町村 におい ては,犯 罪 人名簿 を整備 してその証明事務 にあ

たってい る。

犯歴 は,こ れ まで個 人別にカー ド(犯 歴 票)に 記録 して,そ の者 の本籍地 を

管 轄 してい る地方 検察庁 に保管 され ていた。昭和46年 度 において,東 京地方

検察庁に保管 されていた犯歴票約40万 件につ いて,そ の 内容 を磁気 テー プに

収 録 し,昭 和47年7月 か ら,こ れ についての照会回答,追 記更新等 の処理 を
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コンピ ュータによって行なってい る。東京 以外 の庁 については,今 後5年 間 に

順 次 コン ピュータ処理 に移行す る計画 で,移 行 を終 えた庁 とはオ ンライ ン処理

を行 な う予定 である。

犯歴 の管理 には コンピュータ ・システ ムを導 入 したのは,犯 歴票 の保管数 が

年年増 加の 一途 をた どり,全 国で千数 百万件 に及ぶ膨大な量 になって きた こと,

また,近 時 人の生活圏 ・行動範囲 の拡大に伴い,犯 罪 が広域化 し,こ のた め,

犯罪発生地 ・犯人現在地 の警察 ・検 察庁 と犯歴保管庁 との間 の前科 照会 の事務

が増大 した こ と,さ らに,本 籍 を移動 す る者が増 加 し,検 察 庁間における犯歴

票 の保管替 えがひんぱ んに行 なわれ るため,前 科照会 ・回答の事務が複雑化 し,

回答の遅延 な どを生ず るよ うにな って きた こ とな どか ら,犯 歴票 の全 国的 な集

中管理 を実現 し,事 務量 の増加に対 処す る とともに,犯 歴票 保管場所 の拡大 ・

要員の増加 を防 止 し,同 時 に犯歴 事務処理の迅速 化 ・確実化 をはか るこ とをね

らい と した ものである。 さらに,オ ンライ ン化 によって,各 検察庁では中央に

集中管理 された全 デ ータを直接利 用で きるよ うにな るので,照 会書,回 答書の

発 送等 の手間がはぶかれ,デ ー タの追記,更 新 の処理 についても,本 籍地の地

方 検察庁 を介す ることな く,原 因発 生庁 で直接 処理ができ るよ うになる。 また,

本籍移動 に伴 な う保管換 の事務 も解 消 し,大 幅 に事務が簡素化 され る。 そ して,

警察 な どの関係機関が前科 の照会 をす る ときも,も よ りの検察庁 に照会すれば

速 やかに回答が得 られ ることにな る。

7.1.2'出 入国記録管理システム

出 入国管 理事務は,す べての人の 出入国お よび 外国人の在留の公正な管 理を

行 な うこ とを 目的 と してい るが,こ の事務 に伴 う記録の処理 を コンピュー タに

よって行 なっ てい る。

主 な システ ムは,外 国人出入国記録処理 システム と日本 人出帰国記録 処理 シ

ステ ムであ る。

外国人が出入国す る際 には,空 港 また は海港の 入国審査官に出入国記録 を提

出 し,旅 券に出入国の証 印 を受 け ることになってい る・ また,在 留期 間の更新
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や 一度 出国 して再び入国す る再 入国な どについては,そ の都度許可 を受 けなけ

ればな らない。 これ らの記録 を処理す ることに よって,現 にわが 国に在 留す る

者,不 法 に残留 している者 の実態 を把握 し,ま た,前 記の更新 ・許 可事務 の資

料 を獲 得 し,さ らに,こ れ らに関す る統計 を作成す ることが,外 国人出入国記

録処理 システ ムの 目的 で ある。

日本人出帰国記録処理 システムは,出 国または帰国の際,外 国人 と同様 に入

国審査官 に提 出す る出帰国記録 を処理 し,出 帰国事実 を把 握 し,ま た,そ の統

計 を作成す ることが 目的であ る。

これ らの システムの デ ータを利用 す る部外の官署には,裁 判所,警 察,税 務

署,地 方公共団体,在 日外 国公館等 があ る。なお,日 本人出帰国記録 処理 シス

テ ムにおいては,出 帰国記録 か ら得 られない関連 データを,外 務 省の旅券発給

情報 か ら磁気 テー プで提供 を受 け,こ れ との結合に よって,統 計等 必要な資料

を作成 してい る。一方 外務 省に対 しては,旅 券 の使 用状況について の情 報 を磁

気 テー プで提供 してい る。

7.2ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム に つ いて

ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムにつ い て は,前 記 した よ うに,現 在 犯 歴 管 理 シス テ

ムにつ い て 計 画 を進 め て い る ので,以 下 主 と して この 犯歴 管 理 シス テ ムに 関 し

て述 べ るこ と とす る 。

7・2ユ 犯 歴 オ ン ラ イ ン ・システ ム の 仕 様

犯歴 管理 シス テ ムに お いて は,各 地 方 検察 庁 に マー ク ・カー ド・ リー ダ,ラ

イ ン ・プ リン タ,キ ーボ ー ド・プ リン タの 三 種 の端 末 機器 を設 置 す る こ と と し

て い るが,マ ー ク ・カー ド読 取機 は 照 会 チ ー タの 入 力 に,ラ イ ン ・プ リンタは

該 当 デ ー タの 出 力 に,キ ー ボ ー ド ・プ リンタは 不該 当者 リス トの 出 力 お よび メ

ッセー ジ交換 用 に そ れぞ れ 使 用す る もの で あ る。 中央 処理 装置 側 の マ ス タ ・フ

ァ イル は,集 団 デ ィス クを使 用 す る。 回線 は2,400B/S秒 ま た は1,200

B/S秒 の 半二 重 回線 を用 い,オ ン ライ ン ・ リアル タイ ム処理 をす る こ とに な
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ってい る。端末機 を設置す る地方 検察庁の数は,北 海道が札幌,函 館,旭 川,

釧路 の4庁,そ の他 は各都府県庁所在地 に1庁 つ つで,合 計50庁 であ る。昭

和48年 度 中に東京地方検察庁お よび大阪地方検察庁 にそれぞれ端末機が設置

され,オ ンライ ン処理 が開始 され る予定 であ る。

7.2.2ネ ッ トワー ク化に おけ る問題点

犯歴 デ ータの内容は,基 本的人権 に関す るものであ り,そ の取扱 いは きわめ

て慎重で なければな らない。そのた め,外 部 と直接 デ ー タを交換 する ようなネ

ッ トワー クを組 む ことにはかな り問題があ る。 しか し,個 人 を特定す るために

は指紋 を照合 した り,戸 籍 に在籍 してい るか どうか を確認す る必要があ る。 こ

の在籍確認 は市 区町村 を煩わ さなければな らない。 また,前 記 したよ うに身分

証 明や選挙人名簿整備等のため に必要 な犯罪 人名簿 を整備す るため,検 察庁 で

は裁判の あった都度本籍 市区町村長 に対 してその 内容 を通知 してい るが,こ の

よ うに二 重 に ファイルを保有 してい ることも,市 区町村間 との ネ ッ トワー クに

よっ て解決 で きる問題 で あるが,数 の多い市区町村 と単 一の システ ムでネ ッ ト

ワークをかか えるこ とは至難な こ とであ り,政 府省 庁汎用 の市区町村 とのネ ッ

トワー クとい うよ うな ものが整備 され るこ とが望 ま しい。 また,犯 罪 捜査な ど

で利用度が高 く緊急性 もかな り高い警察官 署 とは,将 来相互の ネ ッ トワー クに

接点 をもたせ ることも必要で あろ う。

7.2.3犯 歴オ ンライン開発スケ ジ ュール

昭和47年6月,実 際 に端末機 を設置 してオ ンライ ン実験 システ ムを公開 し

た。以後 この システ ムを基礎 として回線 の 占有度等に関 してシ ミュ レー シ ョン

を行 ない,基 本的 な システム構成 を固め,昭 和48年 度 中の完成 を 目標 に現在

関連 ソフ トウェアを開発 中であ る。

犯歴 は現在保管 して い るデ ー タをコ ンピュー タ処理 に移行 しなければな らな

いが,そ のデー タ量 は千数百 万件 にお よぶ膨 大 なもので,5か 年 計画で順 次移

行す ること として いる。 そ して,前 記 した よ うに,こ の移行 を終 えた庁ご とに

オ ンライ ン処理 を実施す ることと してい る。
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,

7・2・4ネ ッ トワーク ・システ ムの構 想

犯歴管理 システ ムは,将 来,矯 正,保 護の 各機関で得 られ る犯罪者の資質等

に関す る情報 を結 合す ることを考 えてお り,こ うして内容 を充実 させ るこ とに

よって各機 関が必要 とす る情報 を適切 に提供 す ることを可能 にす ると ともに,

蓄積 データの分析 によって犯罪動向 を探究 し,刑 事政策策定 に資 す る資料 が得

られ るデー タ ・バ ンクの完成 を 目ざ してい る。

出入国管理 システムにおいて も,窓 口事務の迅速化,登 録,審 査事務の合理

化等 を企 図 したオ ンライ ン計画 を検討 してい る。なお,国 際民間航空 条約 機構

(ICAO)に おいて,窓 口事務 合理化 のため,磁 気記録 方式 を採 用 した各国

統 一旅券 の検討 を して いるので,こ れ らの動 きに も注 目してい る。

このほ か,商 業法人,不 動産等 の登 記な どについて,自 動謄 本発 行,会 社登

記番号問 い合わせな どの実験 も行 ない,シ ステ ム開発の検討が なされてい るが,

い まだ具体的な構 想が固 まるまでには至 っていない。
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8.文 部 省 に お け る 「教 育 情 報 セ ンタ構 想 」

8.1概 要

文部省 では,昭 和43年1月 に コ ンピュー タが導入 された とい う事情 もあっ

て,現 在 の ところ全国的なネ ッ トワー ク ・システ ムはない とい える。各種調査

ない し統 計業務 や人事記録 ・給与計算な どの管理業務,さ らに分析 予測業務 は,

いずれ も一括処理 の形態 をとっ てい る。 しか しなが ら,情 報化 の進 展 に伴い,

何 らかのネ ッ トワー クを組 む必要 が生 じ,そ の構 想が具体 化 しつつ あるので,

以下,紹 介す る。

文部省関係で,ナ ショナルな システ ムとして 目下 とりあげ られてい る事業は

三つ ある。教育 システム研究 の推進,教 育行政情報処理体 系化 の調査研究 と,

学制 百年記念事業 としての教育資料館(仮 称)つ ま り教育情報 セ ンターに関す

るもの であ る。 こ こで は,現 段階 で ビジ 。ソが明 らかな教育情報 セ ンターの構

想 について紹介す る。

一言でい えば
,内 外 の教育資料 ・情報 を収集 ・提供す るな どの機能 を もつ施

設 とい うことにな るが,そ の設 立の趣 旨は,次 の よ うな ものであ る。

過去一世 紀にわたるわが国の近 代的 な学校教育 は,国 の発 展お よび国民の資

質の 向上 に対 し,き わめて重要 な役割を果 して きてお り,今 日教育制 度 とその

普及の程度は,先 進国 の中で も高 い地位 を占めるに至ってい る。

しか しなが ら,最 近 の科学 技術 のめ ざま しい進 歩,マ ス メデ ィアの発達,さ

らに国際交流の進 展等 に よって,急 激 に変化す る社会に適応す るた めに,国 民

が必要 とす る知識 ・技術 は著 しく増大 し,高 度化 し,か つ多様化 してお り,今

日の学校教育 な らび に社会教育は,こ れ に応 えるため,量 的な拡充整備 ととも

に,そ の質的 向上 とい う課 題 の解決 を迫 られてい る。

一方
,そ れ らの担 い手で あるわが国の教員および研究者等教育 関係者は,そ
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れそれの立 場 において,自 ら創意 と工夫 を こらして教育 ・研究 を進 めているが,

その貴重 な実践 事例や研究成果 は,、組識的 ・計画的 な流通 を欠いてい るため,

相互に,か つ効果 的 に活用 されていないのが現状で あ る。

この状況 を解決 し,教 育 の理論的,実 践的な研究 を総合的,体 系的 に推進 す

るとともに,明 治 ・大正 ・昭和にわたる教育遺産 を将来 に生かすために,内 外

の教育資料 ・情 報 を網羅 的に収集 ・加工 ・蓄積 し,こ れ を積 極的 に教育関係者

は じめ一般国民 に提供す る中枢セ ンターを設立す る。

以上は,調 査研究会の報告文か らの抜粋 であ るが,潜 在的な需要 を含めて ニ

ーズが描かれてお り,利 用対象の範 囲 もはっき りしてい る。 しか し,本 セ ンタ

ーが活動 を開始 した暁 には,教 育関係 者以外や海外 の人 々が利用す るこ ともあ

ろ うし,実 現 した時点 で しかわか らない ともい える。 ともか く,ネ ッ トワー ク

による効果は,測 ることのできない くらい大 きい と考 えてい る。

調査研究会 では,セ ンターの機能,資 料 ・情 報の範 囲 と ともに,ネ ッ トワーー

ク整備の こ とが,盛 ん に論 じられた。

まず,考 え られ る事業 として,次 の7つ をあげ てい る。

① 古今 ・内外の教育資料 ・情報 を収集 ・管理す る。

②教育資料 ・情 報 につ いて,目 録,策 引,抄 録 お よび利 用案内 を作成 し,定 期

的 に刊行す る。

③教育資料 ・情 報 を展示 ・閲 覧に供す る。

④教育資料 ・情報 の所 在 ・内容等について,利 用者の要求 に応 じて検策 し,必

要な場 合 これ を整理 ・加工 の うえ提 供す る.。

⑤教育資料 ・情報 の収集 ・管理の方法等 につ いて調 査 ・研究す る・

⑥国 内における類似 した事業 を行 な う機関の育 成 を図 る とともに協 力体制 を整

備す る。

⑦ その他

ここでい う教育資 料 ・情報 とは,主 として,教 育 実践事例,研 究団体 の報告

圭 大学 ・研究所 等の研究成果,教 育 関係 の学 会誌,教 育 雑誌,教 育新聞,政
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府 刊 行 物,教 育 関係 図書 お よび 教 材 ・教 具等 に関 す る もの をさす こ とにな っ て

い る。

ま た,事 業 の運営,情 報 の処 理 に あた っ て は,コ ンピゴ タの機能 を活 用 して

合 理 的,効 率的 にす す め る こ とが提 案 され てい るの は 当然 と して,さ らに行政

機 関,大 学,研 究所,関 係 団 体,専 門 図書 館 お よび海 外 の関 係 機 関(例 えば 米

国 のERIC(EducationalResourcesInformationCenter)と 密 接

な 連携 を保 つ こ と を提 言 して い る。

■

8.2ネ ッ トワー ク ・システ ムの仕様

現在の ところ,以 上の よ うな基本構 想の域 を出てお らず,昭 和48年 度に,

設置 の場所 ・形態,組 識 ・機構 お よび規模,関 係機 関 とのネ ッ トワー ク形成,

情報処理 システム,収 集すべ き資 料 ・情報 の一覧,施 設 ・設備 につ いて詳細な

検討 を行な うとともに,海 外 の主な教育情報関係機関 におけ る情報 の流通形態

・運営状況等 を調査 した り情報 交換す ることを予定 してい る。 したがっ て,ハ

ードウェア,ソ フ トウェアな どネ ッ トワー ク ・シス テムの仕様については,ま

っ た く未定であ るが,ど のよ うな情報や収集 ・提供 を,わ れわれが考 えつつあ

るか を図8-1お よび 図8-2に よって解説 しよ う。ただ し,今 後の状況に よ

ってかな り変わ る部分 が出て くるか も しれない ことをお断 りしてお く。

ネ ッ トワー クを考 える場合 に,利 用者 と情報源 ・あ るいは提供 と収 集の経路

を どうす るか とい うこ とが最大の課題で あろ う。そのためには,必 要な情報の

需要 と供給 につ いて適確に把握 することが 前提 とな る。一般国民 は別 と して,

教員や 研究 者は,情 報 を提供す るとともに利用 する とい う体制 が望 ま しい と思

うが,と もか く教育 情報の主 な流通経路 と して図8-1を 描 いてみた。

教育 の研究 ・実践情 報が主体 とな る ところか ら,全 国 レベルの教育研究団体

や 大学 ・研究 機関等 は,中 央 セ ンターと直接結 びつ くこととなろ うが,さ らに

行政機関であ る文部省や海 外の教 育情報機関 との連携 も考 え られ る。 ま尭,県

レベルの教育 研究所や市町村 レベルの学校等 とは,い くつかのサ ブセ ンター を
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図8-1教 育情報の主な流通経路
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通 じて,情 報 が流 通 す る こ と とな ろ う。

こ うい った シ ステ ムの 中 で,ど ん な 教育 情 報 が,ど の よ うに処 理 され るか な

ど を示 した の が,図8-2で あ る。教 育 情 報 セ ン ターの イ メー ジが,お よそ お

分 りいた だ け た と思 うが,若 干補 足す る と,ま ず,情 報 提 供 に は,大 き く分 け

て 二つ の タ イ プが あ る とい うこ とで あ る。 一 つ は,広 く一 般 利 用 者 に対 して,

収 集 した資 料 ・情 報 を編 集 し刊 行 す る とい っ た レギ ュ ラー な サ ー ビスで,冊 子

の形 で行 なわ れ る もの で あ る。 も う一 つ は,特 定 の メ ソパ ー が個 別 に キ メの 細

かい サ ー ビ スを必 要 とす る時 期 に即 座 に受 け る とい うもの で,ハ ー ドコ ピーや

マ イ ク ロフ ィ ッ シュ,場 合 に よっ て は磁 気 テー プ とい う形 に よ る も の で ある 。

さ らに,デ ィス プ レイ 装置 に よっ て 展示 す る こ ともあ ろ う し,ま た図書 館 との

接 点 とい う問 題 は残 るが,閲 覧 ない し レフ ァ レンス ・サ ー ビス の機 能 も必要 だ

ろ う。 そ して,い ず れ を無料 と し,い ず れ を有 料 とす るか は,そ の情 報 の質 や

量 な どに よ っ て決 め られ る こ と とな ろ う。

ア メ リカのERICの 例 をみ る と,ク リア リングハ ウス が約20設 け られ て

い るが,日 本 では,ど の よ うな 形 に な るか,今 後 の検 討課 題 で あ る。

83ネ ッ トワー ク化 における問題点

教育研究 所や教育学会等 においても,あ る程度 の情報流通 活動 を行 なってい

るが,そ れ らは,き わ めて弱体 の ようである。た とえば,あ る研究所の策 引誌

を調 べてみ る と,年2～4回 程度の発 行で,研 究発表要 旨な どは含 まれてお ら

ず,体 系的 な収録 はな されてい ない。また,内 容 の要約 された抄録 は,ほ とん

ど皆無で あ り,件 名別の整理 もマチマ チである。教育 内容 ・方法,幼 児 ・初等

・中等 ・高等教育 や社会教育 あた りの大分類は共 通 してい るが ,行 政や研究 の

項 では,か な り異 なった角度で とりあげ られ てい る し,さ らに教育 工学ない し

教育 システ ムといった新 しい項 目をどこの分類 に組 み入れ るか,は っき りして

いない。

したがっ て,既 存 システ ムと競合す るようなことはな く,む しろ現存の シス
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テ ムを適切 に活用 しなが ら,進 め られる こととなろ う。その際,さ まざまな問

題が派生す るかも しれ ないが,関 係者の理解 と協 力 を得て,所 期の 目標 を達成

したい と考 えてい る。

先に掲げた報 告文 には,将 来計画が,次 のよ うに述べ られてい る。

昭和48年 度

昭和49年 度

昭和50年 度

昭和51年 度

以降

この スケジュールを指針 と して進 めてい く予定 であるが,

ターの設置 に重点 がお かれよ うし,

いが,郵 送方式 を主体 に電話や訪 問に よることが現実的で あろ う。また,

トワー クとしてのサ ブ ・セ ンターや クリア リング・ハウスを,

て事業 を次第に拡大 して い くかは,

的に特別 の委員会で も検討 されてい くに違 いない。

なお,教 育 システ ム研 究の推進 とい うのは,コ ンピュー タに代 表 さ れ る情

報処理的手法 の飛躍的 な発達 にかんがみ,教 育の分野におけ る体系的研究 を推

進 しようとす るもので,教 授学習 ・学校経営 ・生涯教 育 ・教 育計画 の4シ ステ

ムを領域 として考 えてい るが,今 は,一 部 につ いて,各 地 の実情 を視察 した り,

各界の動 向を検討 して い る段階 であ る。や がてCAI～CMIや 教育 産業 との

かかわ りも出 てく るだ ろ う。

教育行政 情報処理 体系化の調査 研究 とい うのは,ま だ始 まったばか りである

が,教 育行政の各分野各段階 において必要 とされ る諸情 報 を組識的 に収集 し,

管理 し有効 に活用 す るた めの システ ムに関す るもので,い わば教育のデ ー タ・

バ ンクをめざ してい る。47年 度 は国立大学 を中心 に情報 の流 れ を分析 検討 し

たが,都 道府 県 ・市 町村等の地 方公共団体 にその範囲 を拡大 し,AIs的 なも

の を確立す ることを予定 してい る・

設立準備

建設 開始 および事業準備

事業開始,コ ン ピュータ導 入

事業 拡大,都 道府県 ・大学 ・研究 所等 とのネッ トワー

ク整備お よびオ ンライ ン化検討

当面は,中 枢 セ ン

データ伝送 も将来は考慮 され るかも しれな

ネ ッ

どの よ うに組識 し

今後 の審議 にか かってお り,専 門的 ・技術
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9.厚 生 省 に お け る 「統 計 情 報 シ ス テ ム ・ネ ッ トワー ク試 案 」

9。1情 報 処 理 の シス テ ム 化

9.1ユ 現 状

厚 生 省 に お い て は,大 臣官 房 統 計 調査 部,社 会 保 検 庁,国 立 ガン セ ン タ ーな

どが コ ン ピ ュ ー タを保 有 し,情 報 処理 の高 度 化 を はか って きた。

統 計 調 査 部 で は,人 口動 態 統 計(出 生 ・死 亡 ・婚 姻 ・離 婚 ・死 産 の悉 皆 調査

)を は じめ,世 帯 を対 象 とす る各 種 の 標本 調 査,医 療 施設 や ヘ ルス ・マ ンパ ワ

ー に関 す る調査 な どの集 計 ・解 析 業務 や標 本 設 計
,標 本誤 差 の計 算,生 命表 の

作 成 な どに 加 え て,最 近 で は,各 種 の 国家 試 験 の採 点 な ど に も コン ピ ュー タ を

利 用 して い る。

社 会 保 険 庁 で は,厚 生 年 金保 険 な ど年 金 関 係 業 務 の コ ン ピュー タ化 が,オ ン

ライ ン ・ リア ル タイ ム を 目ざ して 推 進 されつ つ あ り,が ん セ ンター で は,医 療

調 査 面 での 活 用 がは か られ て い る。

◆

9.L2厚 生 行 政 情 報 処 理 シス テ ム研 究 会 の 発 足 とそ の 活動

省 内 に お い て も,行 政 情 報 処 理 の高 度化 に つ い て,組 織 的 な 活動 が 必 要 で あ

る とい う認識 が高 ま り,昭 和46年3月 局 長 会 議 の議 を経 て,厚 生 行 政 情報 処

理 シス テ ム研 究 会 が 発 足 した 。 昭和46年 度 に お い て は,ま ず第1に 行政 情 報

の うち どの よ うな もの が コ ン ピュー タ化 さ るべ きで あ るの か検 討 に 焦点 を あて

第2に,厚 生 行政 情 報 シス テ ムの 全 体像 の検 討 を行 ない,そ して第3に 緊 急 度

の高 い もの,実 施 可能 性 の強 い も の を選 択 し,実 施 の具 体的 細 目を検 討 した。

(1)厚生 行政 情報 シス テ ムの 全体 像

これ ま で に検 討 さ れ た 結果 を,大 きな考 え か た と して ま とめて み れ ば 次 の

とお りで ある。 す な わ ち,厚 生 行政 情 報 シス テ ム は,厚 生 行政 に必 要 な各 種
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情 報 を コ ン ピ ュー タ組 織 を利 用 して迅 速 に収集,処 理 を行 な い,即 時 的 に行

政 担 当者 に提 供 す る こ と,地 方 行 政 あ るい は 国民 に必 要 な情 報 の フ ィー ド ・

バ ンク を行 な うこ とが 基 本 と して考 え られ るべ きで あ る。 これ に基 づい た 厚

生 行 政 情報 シス テ ムの全 体 像 は 次 の よ うな もので ある必 要 が あろ う。

具 体 的 に は,厚 生 行 政 情 報 シス テ ムの全 体 像 は・ 医 療・ 公衆 衛 生・ 福 祉の

各 行政 情 報 システ ム を,た て型 シス テ ム と して,こ れ をサ ボ 丁 トす る地域 行

政 情報 シス テ ム お よび統 計 情 報 シス テ ムが 横型 シス テ ム と して 設 定 され る

べ きで あ る。(図9-1)

地 域 行 政 情 報 シ ステ ム

公 医 福
衆 療 祉
衛 行 行
生 政 政
情 情 情
報 報 報
シ シ シ

ス ス ・ ス

テ テ テ
ム ム ・ ム

統 計 情 報 シ ス テ ム

図9-1シ ステムの全体像

これ らの全体 像 をふ まえ て,,縦 型 の行政 情 報 シス テ ムの 機 能 を例 示 的 に掲

げ る な らば次 の とお りとな ろ う。

医療 情 報 システ ムー 医薬 品 の 情 報検 索 ・医 療 従事 者 の 資格 免 許 の管 理,医

療 需 要 の予測 と供 給 体制 の 情 報 管理,血 液 情 報 の 管理 な ど。

公 衆 衛 生 行政 情報 シ ス テ ムー 伝 染病 の防 疫 情報 の管理,ワ クチ ンの 需要 と

供 給 の情報 管 理,集 団 検 診 事 業 の 管理,食 品添 加 物 の 情 報 管 理 な ど。

福 祉行 政 情 報 シス テ ム ー 心 身障 害 者(児)等,い わ ゆ るノ・ン デ イキ ヤ ソ プ

を もつ者 の登 録 管理,社 会 福 祉関 係施 設 の需 要 と供 給 情 報 の 管理 な ど。

これ らの シス テ ムは 目下,つ ぎに述 べ る下 位 の システ ムの ひ とつ ひ とつ,

た とえ ば 医療 品 の 検 索 シス テ ム や,医 療 施設 の検 索 シス テ ム を整 備 しつつ ・
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トー タル ・シス テ ムの完 成 を 目 ざ しつ つ あ る。

(2)行 政 情 報 シス テ ム確 立 へ の ア プ ローチ

上 記 の よ うな 行政 情報 シス テ ムの全 体 像 をふ まえ,47年 度 中 にわ れ わ れ

が 検 討 を加 え,実 現 の緒 につ い た もの は,医 療 情報 システ ム,医 薬 品 フ ァ イ

ル の作 成,医 療 施 設 基 本 フ ァ イル の整 備 な どが そ の 主 な る もので あ る。

① 医 療 情 報 シス テ ム

47年 度,研 究 会 は,医 療 情 報 シス テ ム の検 討 に全 力 を傾 注 した。47年

8月,「 情 報 化 社 会 にお け る明 日の健 康 を求 め て」 の 副題 の も とに,そ の構

想 を明 らか に し,構 想 の 具 体化 をは か り,47年10月 に は厚 生 省 医 務局 に

医療 システム開発 調査室 が設 け られ る にい た っ た。 そ して48年 度 予 算 にお い

て は1億1千 万 円が 内示 され,医 療 情報 シス テ ム確 立 へ の歩 みが 大 き くふ み

だ され て い る。 そ の詳 細 は次 章 「医療 情 報 シ ス テ ム構 想 」参 照 。

② 医 薬 品 フ ァイル の作 成

医 薬 品 の承 認 内容 に つい て コ ン ピ ュー タ ・フ ァ イル を作成 し,そ の情報 検

索 を行 な う こと よ り,薬 品 承 認 審 査 業務 の迅 速 化,医 薬 品安 全 対 策 の強 化 等

を はか る こ とを 目的 に,・ ,一.

・日本 薬 局 方 外 医薬 品 に つ いて は ,原 則 と して42年10月1日 か ら47

年6月30日 まで に製造(輸 入 販 売)承 認 され た 医薬 品

・日本 薬 局 方医薬 品 につ い て は,原 則 と して第8改 正 日本 薬 局 方 収 載 品 目

で あ って,4・7年6月30日 現 在製 造(輸 入 販 売)許 可 を うけ てい る も

の

を対 象 と して い る。

フ ァイ ル事項 は,日 本 薬 局 方 外 医 薬 品 は,12項 目,日 本薬 局 方 医薬 品 は

3項 目で あ るが,そ の メ ンテ ナ ン ス は も と よ り,ソ フ トウェ ア の開 発高 度 化

に つ いて も十 分 配慮 を加 え つつ あ る。

③ 医 療 施 設 基 本 フ ァイル の 整備

医 療 施 設 に 関す る情 報 の 高度 利 用 の要 請 に こたえ るべ く,医 療 施 設 につ い
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て 整理 番 号 を付 し,個 々の施 設 ご とに各 種 の情 報 を コ ン ピュー タ組織 の記 録

シス テ ム と して 整備 す る こ と を 目的 と し ,そ の 対 象 は,全 国の病 院,診 療 所

,歯 科 診療 所 の 全 部 と して い る。

これ らの施 設 に つ い て,新 設,廃 止 の補 正 を加味 し,ア ップ ・ トゥ ーデ ー

トの 記 録 を整備 す る こ とは も と よ り,従 来別 の 統計 調 査 体 系 と して と られ て

きた,病 院 の患 者 動 向 に 関す る 「病 院報 告」 との リン ケ ー ジ もは か られ て お

り,多 面 的 な活 用 が 各 方 面 か ら期 待 され て い る。

(3)研 究 会 の今 後 の活 動

研 究 会 は,こ れ ま で に 月1回 程度 の 外部 講 師 に よる講 習会 を開 き,コ ン ピ

ュー タ利 用 に関 す る知識 の浸 透 をはか って き た。 今後 も こ う した地 道 な活 動

は継 続 され るで あろ う。 そ して,こ れ まで に,検 討課 題 と して と りあげ られ

た30件 に もお よぶ情 報 処 理 高度 化 の 課 題 につ い て,ワ ー キ ン グ ・グ ル ー プ

な どを形 成 しつ つ,実 現 へ の 努 力 を積 み 重 ね て ゆ く予 定 で あ る。

9。2統 計情 報 の シス テ ム化 の一 試 案

9・2・1シ ス テ ム化 案一 ネ ッ トワー ク の 形 成 一

こ こに記 述 す る統 計 情 報 シス テ ム もま た,厚 生 行 政 情 報 シス テ ムの 下 位 シス

テ ムで あ り,か つ 前 記 三 つ の 縦 型 シス テ ム をサ ポー トす る もの で あ る。 しか し

こ こ で と くに こ とわ って お きた い の は,以 下 に掲 げ る試 案 は,あ くま で も統 計

情 報 シス テ ムの 整 備,開 発 に 関す る直 接 の 担 当部 局 な どの 方針 と して 機 関 決 定

され た も の では な く,筆 者 自身 の構 想 と して提 示 す るに と どま る もの で あ る。

現在 の統 計 調査 部 の デ ー タの大 半 は人 口動 態 統 計 の デ ー タに よって 占め られ

て い る。 そ の 意 味 で人 口動 態調 査 の効 率 化 は 直接 統 計 調 査 部業 務 の効 率化 を も

た らす。 よって ・ これ か ら先 は この人 口動 態 統 計 を中心 と して検 討 を加 え て み

た い。 人 口動 態 統 計 は,総 理府 統 計 局 で 行 な わ れ る国勢 調査(静 態統 計)と 同,

様 に非 常 に規 模 の大 きな 調 査 で あ る。 国勢 調査 で は10月1日 の 人 口つ ま り静

止 した人 口集 団 を観 察 の 対 象 に してい るが,人 口動 態 調査 で は,出 生,死 亡,
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婚 姻,離 婚 な ど1時 点 で は と らえ よ うの ない事 象 を年 間 とか,月 間な ど時 間¢)

幅 に よってつ か まえ るの で あ る。 この 調 査 の デ ー タは年 間 約400万 件 に も達

して お り,デ ー タの 処 理 プ ロセ ス は現状 では 図9-2の よ うに な って い る。

'市 町 村,
14
81

　一ー ー一 一'「r

保健所 都道府県
、
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届 出

書 類1
1

OMR㌶
拓 ・・シー・

とりまとめ
審 査

|
1

1

とりまとめ

審 査 〔 一⑦
1

8ψ
1」

任
」

1
計算機

▲

利用

●

6

図9-2人 目動態調査処理プロセス(現 状)

これ まで の統 計 情 報 シス テ ム で は調 査 の報 告書 を主 体 に して情 報 が 利 用 され

て きた。 しか し,こ の よ うな シ ス テ ムで は,

① 報 告書 の作 成 まで に長 い 時 間 が か か る。

② デ ー タの精 度 の確 保 が むず か しい。

③ 報 告書 に記 録 で き る ア ウ トプ ッ ト量 に は 限 りが あ り,情 報 を十分 利用 す る

こ とが で きな い。

④ 時 系列 分 折 ・多変 量 解 析 を行 ない に くい。

な ど,現 在 の 多様化 され,か つ 流 動 的 な社 会 の要 請 に,十 分 に こた え る こ とは

で きな い。 そ こで,図9-3の よ うに,デ ー タ ・フ ァイル を 中心 と した ネ ッ ト

ワ ー ク ・システ ムの形 成 を考 え た 。
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図9-3人 口動態調査ネットワークシステム案

この よ うな シス テ ム を完 成 す る こ とに よる メ リ ッ トをみ る と,

① デ ー タ発生 点 に おけ るオ ン ライ ン ・デ ー タ ・イ ン ブ トに よ り,エ ラー ・デ

ー タの 水 際排 除 を行 な うこ とが で き
,デ ー タの精 度 を確 保 す る こ とが で き

る。

② 標 準 化 さ れ た デ ー タ ・フ ァイ ル を もつ こ とに よ って,多 くの 人達 が 簡単 に

そ れ を利 用す る こ とが で きる。

③作 業 行 程数 の減 少 に よって デ ー タ提供 の ス ピー ドを あげ る こ とが で き る。

④ ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラム を増 す こ とに よって 非 常 に 幅 の広 い デ ー タ

処 理 が 可 能 とな る。

等,現 在 の シス テ ムが もつ欠 点 を あ る程度 克服 す る こ とが で きそ うで あ る。そ

して この シス テ ムに は 入 口動態 調 査 だけ で な く,患 者 調査,国 民健 康 調 査 等値

の 多 くの 調査 もデ ー タ収 集 過程 を除 き同様 の型 で含 む こ とが 可 能 で ある。

9.2.2ネ ッ トワー ク 仕 様

(1)ハ ー ドウエ ア

統 計 調 査 部 に設 置 さ れ た コ ン ピ ュ ータ を核 に,地 方 端 末 で あ る キ ーボ ー ド
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`

・プ リン タを これ と結 合 す る。 核 に な るコ ン ピ ュー タは,バ ッチ処理,リ モ

ー ト ・パ ッチ処 理 ,オ ン ラ イ ン処理 を能 率 よ く行 な い,か つ大 きな補 助 記憶

を もつ必 要 が あ る こ とは 全 体 的 な構 想 か ら して,当 然 の こ ととな る。

(2)サ ー ビス の 内 容

調 査 デ ー タ,ま た は,こ れ を処 理 した もの は も ち ろん,処 理 そ の もの(検

定 とか,時 系列 分析 の計 算)も そ の対 象 にす べ きで あろ う。

㈲ 情 報 サ ー ビス の 方 法

デ ー タ を統計 調査 部 内 で処理 して サ ー ビス す る ほ か に,汎 用言 語 で書 か れ

た処 理 手続 き を オ ン ライ ン,ま たは,オ フ ライ ンに よって 受 け付 け,サ ー ビ

ス す る こ と も当 然 考 え る。

(4)提 供 媒 体

当面 は,報 告 書,結 果 表,磁 気 テ ー プ に た よ らざ る をえ ない で あ ろ うが,

順次,イ ン ライ ン,オ ン ライ ン に よる提 供 に切 りか え て ゆ くべ きで あろ う。

(5)レ フ ァレ ンス ・サ ー ビス

当然 各 方 面 で 利 用 さ れ るべ く,完 備 す る必 要が あ ろ う。 これ に関 して も,

コ ン ピ ュー タに よる提 供 体 制 を将来 に むけ て 研究 しなけ れ ば な らな い 。

9.2.3ネ ッ トワー ク化 の 問 題 点

現 在,コ ン ピュ ー タ及 び そ の周辺 機 器 の価 格 は年 々低下 す る傾 向 に あ るが,

ま だ ま だ高価 で あ る。 これ らの高価 な機 器 を どれ だ け 利 用 す る こ とが で き るか

とい うこ とが第1の 問 題 点 とな る。 地 方端末 とな る キ ー ボ ー ド・プ リン タに

つ い て は,デ ー タ量 の少 ない 市 町村 で は統 合 利 用 す る と して もそ の数 は多 く,

そ の経 費 は大 き い。 これ を さ け るため には,省 内 の 他 の シス テ ム と,端 末機 器

を共 用 す る必 要 が あ る。 省 内 だけ でな く,他 省 庁 と も共 同 で 利 用 す る よ うな 方

向 に進 め て ゆ くこ とが,技 術 的 に は可 能 で ある と して も,今 後 の検 討,調 整 が

現 実 の 問題 と して大 き く横 た わ っ てい る。 も う一 つ の大 きな 問題 は,統 計 調査

に よるデ ー タ個 々 の秘 密 は,統 計 法 に よって 堅 く保 護 され て はい るが,一 方 コ

ン ピュ ー タ利 用 体 制 の 側 か らみ れ ば,こ の統 計 法 が 大 きな障 害 にな っ て いて,
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コン ピ ュー タの 有 効 な利 用 が しに くい事情 が み られ る
。 この 法律 は,コ ン ピュ

ー タ普 及以 前 にで きた もの で あ り
,現 在 の情 報 化社 会 に はそ ぐわ な くな って い

る こ と もい なめ な い。 個 々 の デ ー タの秘 密 は十 分 に保 護 し,か つ現 在 の社会 に

即応 した情 報 提供 が 可 能 な もの に改 正 さ れ る要 請が 強 ま りつ つ あ る と考 え られ

る。

経 費の 点 に つ いて は,通 信 回線 の使 用 料 が まず 問 題 とな ろ う。 これ につ い て

は,ま さ に全 省庁 に また が る もの で あ り,全 省 庁 的 な視 野 の も とに ,安 価 で,

か つ,高 精 度 な もの を作 りあげ る努 力 をつ み重 ねて ゆ く必要 が あ る。

人 口動 態 調査 の デ ー タ を オ ン ラ イン ・イ ンプ ッ トす る こと につ い て は,死 亡

原 因 の コー ド化 の大 問題 が よ こた わ って い る。 この コ ー ド化 を コ ン ピ ュータ に

よって大 部 分 の もの につ い て,自 動的 に 行 な わ なけ れ ば この構 想 そ の もの も成

立 しえ ない 。 これ に 関 して は,質 問一 回 答 の く りか え しの機 能 を活 用 す る こ と

に よ って,目 的 を達 成 した い と考 え て い るが,シ ス テ ム完 成 に は検 討 すべ き最

も大 きな課 題 で ある こ とに は ちが い な い。 死因 コ ー ドの 自動 化 は,国 際的 な 死

因 コ ー ドの改 正 の際 の 事 務 量 軽 減 に も直接 につ な が る問題 で あ り,早 期 に この

ような質 問 一 回答 の く りか え しに よる シス テ ムの 完成 をはか る必 要 が あ る。

9.2.4ネ ッ トワー ク 開 発 ス ケ ジ ュー ル

この ネ ッ トワーク構 想 は,現 在 まだ,統 計 調 査 部 の機 関決 定 と して正 式 に 開

発 が決 定 され た もの で は な い 。 従 って,そ の 開発 ス ケ ジ ュール も公的 な形 で存

在 して い る もの で は な い が,こ の シス テ ム は汎 用 化 され た デ ー タ ・フ ァ イル を

中 心 に構 成 され る はず の もの で あ る性格 か ら して,ま ず,こ の デ ー タ ・フ ァ イ

ル に 関す る ものか ら開 発 を行 な って い く必 要 が あ る。

デ ー タの フ ァイ リン グ とそ の検 索 システ ムは,現 在 の 当部 の作 業 お よび,行

政 担 当 部 局 の デ ー タ処 理 作 業 の ス ピー ドア ップお よび処 理 の 高 度 化 に直接 的 に

貢 献 す る もの で ある。 デ ー タの フ ァイ リン グお よび検 索 シス テ ム を完 成 させ,

これ を省 内 オ ン ラ イ ン ・シス テ ム に発 展 さ せ,そ の うえ で,県 お よび 保健 所 段

階 へ とネ ッ トを拡 大 して い く とい うこ とが 現実 的 に最 も適 合 した進 め か た とな
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ろ う。

9.2,5ネ ッ トワー ク の推 進 体 制

現 在,厚 生 省 全 体 の情 報 ネ ッ トワー ク を組織 上 担 当 す る部 局 が存 在 してい る

わけ で は ない が,事 実 上 活 動 して い る もの と して は,行 政 情 報 ネ ッ トワー ク ・

シス テ ム研 究 プ ロ ジ ェク ト ・チ こ ム,厚 生 行政 情報 シス テ ム研 究 会 ,ハ ー ド検

討 委 員 会 な どが あ り,個 々 の シス テ ム,お よび 基 本 方 針 につ い て検 討 が 加 え ら

れ,あ る程度 の方 向が だ され てい る。 統 計 情 報 シス テ ム につ いて も,早 急 に こ

れ を検 討 し,開 発 組 織 を作 り,シ ス テ ムの完 成 を急 ぐべ きで あ ろ う。

付,統 計 デ ー タの フ ァイ リ ング と検 索 シス テ ム

この シス テ ム は,デ ー タ ・ハ ン ドリング の標 準化 を行 な うこ とに よって,で

きる だけ 多 くの人 達 に デ ー タ を提 供 す る と と もに,各 種 の汎 用 プ ログ ラ ムの有

効 利 用 を はか ろ う とす る もの で あ る。 フ ァイル の 種 類 は,

o個 票 フ ァイ ル

O結 果 表 フ ァイル

O時 系 列 フ ァイル

と,そ れ らを あつ か うプ ログ ラム ・フ ァ イル で構 成 され る。 プ ロ グ ラム ・フ ァ

イル を除 き他 の フ ァイ ル は すべ て,デ ー タ部 分 とデ ー タ記述 部 分 か ら構 成 さ れ

る。 デ ー タ記 述 に は,デ ー タに関 す るい ろ い う な情 報 が,デ ー タ記 述 言語 に よ

って保 存 さ れ て お り,こ れ が,各 種 の プ ログ ラム との仲介 を行 な う。 この シス

テ ムの概 略 を示 した もの が 図9-4で あ る。
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10.厚 生 省 に お け る 「医 療 情 報 シ ス テ ム 構 想 」

lO.1概 要

医療 に対す る国民の ニーズは,著 しい社会情勢の変動 を反映 して複雑多様化

し,全 体 として極め て増大 して きてい る。 こうした国民の医療 の需要 に こた え,

医療 がその使命 を果 してゆ くた めに は,研 究 開発 の推進,人 材 の養成確保な ど

に努め るこ とはもちろん のこ と,限 られた医療資源 を最大 限有効 に活用 してゆ

くこ とが肝要であ る。その場 合,医 学 のみな らず関連諸科学の成果 を十分 に活

用す ることが不可欠 であ ると考 え られる。 なかで も有効 な手段 は,近 年発 達の

著 しい コ ンピュー タを中軸 とす る情報処理技術の応用である・

この よ うに一方 において医療需要が増大 し,他 方 において情報 処理技術の医

療へ の応用 の可 能性が大 きい とき,医 療 分野の人材,施 設 が有機的 に機能 し,

効果的 に国民医療 の確保が図 られ るよ うその組識化 をナシ ョナル ・プ ロジェク

トと して推進 す ることが必要で ある と考 える。 こうした医療資源 の組識化 を図

るに当たっては,常 に全体 と しての医療 システ ムを考慮す る必要が あ ることは

もちろんであ るが,現 実的 には医療 の各分野に焦点 を当てて情報処理技術 を応

用 してい くこ とにな るこ と と思 われ る。 したがって情報処理技 術 を応用 した医

療情報 システ ムの開発,実 用 化が当面の課題 である。

医療情報 システ ムが医療 関係者 の補助機能 として有効 に働 き,真 に国民の健

康 と福祉の増進に寄 与す るためには,医 療 を担 当す る関係 者が 中心 となって組

識 的 にその開発,実 用化 にア プローチす るこ とが必要 であ る。 この事業 を推進

す るためには多方 面の頭脳 と多額の資金 と長期の年 月を要す るので,そ のため

の専 門機関 と して医療情報 セ ンターの設 置 を考 えた。

先づ,中 央 医療情報 セ ンターを設 置 し,医 療情報 システ ムお よび これに関連

す る機器 の研究開発 を推進 す ることと し,研 究開発 の進展 に対応 して地域医療
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9

の確立 を図 るため,当 該地 域に必要 な医療情報 についてデー タ ・バ ンク的機能

をもった地域 医療 情報 セ ンターを当面,各 部道府 県 レベルで設置 してい くこと

を構 想 してい る。(図10-1参 照)

開発すべ き医療情報 システ ムは,多 岐にわた ってい るが,当 面問題 とされ,

しか も比 較的解決 されやす い ところか ら手 をつ ける ことが現 実的 なや り方であ

ろ う。現在,三 つ の主要 なテー マにつ いて検討 が進 め られてい る。

地域 医療,へ き地医療,救 急医療,健 康管理等 の医療サ ー ビスは,こ れ らを

合わせ て,一 定の地域 内で各種の機能 を有機的 に連携 して問題 の解決 をはか る

必要 がある。 その場合 に地域医療 情報 システ ムの開発 が有効 な手段 となる。

へ き地医療 についてい えば,医 師の少 ない地域 の医療水準 を高め るために,

例 えば心電 図,心 音 図,脳 波 あるいは レン トゲン写真像 を遠隔 の専門的機 関に

伝送 し,医 師間で情 報 を交換 し,医 療の確保 と質 の向上に寄与す ることが期待

で きる。

救急医療 とい うと,一 般 に交通 事故等 の災害 を想定 する ことが多いが ,そ れ

らをも含めて,休 日 ・夜 間 な どの突発 の医療需要 に対応す る医療 の システム化

を考 える・例 えば救急 医療 で輸送途 中での患 者の生体情報 を病 院 に伝送 し,受

け入れ体制 を ととのえ るシステム,あ るいは時間外診療の必 要が起 きた場 合,

電話で容易に診療 機関 を知 ることが可能 な情報 システ ムの開発 であ る。

健康管 理 システ ムにつ いては,健 康時か ら総 合的 な健康診断 を定期的 に行 な

い。疾病 の早期発見 あ るいは罹患時 の医療 の参考 デー タと して活用す るためデ

ー タを フ
ァイル してお き,必 要に応 じて情報 を提供 しようとす るものであ る。

これ らの各種1のサブ・システムを有効 に組み合 わせて地 域 に応用 して いこ うとす

るもので ある。

ホス ピタル ・オ ー トメ ーシ ョン病院は,診 療部 門が中心 となっ て活動 してい

る組識 であるが,そ の周辺 の部門は看護,事 務,病 床管理 ,給 食 部門等多様 で

あ り,ま た,そ の人的構 成 も専門分化 した職種が集 まってお り,極 め て複雑 な

人的,物 的機能 の複 合体 であ る。

'
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診療部門の分化,検 査の 高度化,関 連 サービス部 門の専門化 な どによ り今後

更 に複雑化の方 向をた どるこ ととなろ う。

医療 情報 システ ムを中心 とした病院機能 のシステ ム化は,い まや世界的な趨

勢 であ り,実 用化が各所 に展開 されてい る。

病院 の自動化 にあっては,地 域 医療 システ ム全体の中で特定 の病院の位置づ

け,病 院,診 療所の機能の連携 につい てモデル設計 を行 なし・,こ の関連 におい

てモデル設計 を行 ない,こ の関連 におい て,院 内 システ ムの開発 を図 る必要が

ある。

医学用語 シ ソー ラ入 医療情報 システムを推進 してい く上で,基 礎的 な課題

として,医 学用語 シソー ラスの開発 があ る。

用語の問題は,一 つ の概 念 を客観的 に伝 え,あ るいは相互の情報 を交換す る

上で基本 となるものであ る。 とくに コンピュータ ・システムによっ て行 な う場

合は重要 な問題 である。

10.2ネ ッ トワー ク ・システムの概 要

将 来の構想 として,地 域医療情 報 セ ンターの コンビュ ー・タは,保 健所,病 院,

血液 セ ンター,支 払基金 等に設 置 された端 末機 に通信 回路 を通 じて結ばれ る。

さ らに各都道府県の地域医療 情報 セ ンタ「間,お よび中央医療 情報 セ ンター と

も通信回線 によ り結ば れ るこ とになろ う。

中央医療 情報 セ ンターの コ ンピュー タ ・システ ムは,国 レベ ルで処理 した方

が有効 な情報に関与す るこ とにな ろ う。

情報 の提供は,診 療報酬請 求業務 のよ うな事務処理業務 を除 いては リアルタ

イ ムによる処理が望 ま しい。特 に救急医療時 におけ る各種情報は,リ アルタイ

ムで処理す ることが必要 である。

lO.3ネ ッ トワー ク化 における問題点

ネ ッ ト ワーク化 を計画す る場合,問 題点 として,技 術面,制 度面 経費面等,
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数 多 くあるが,先 ず直 面す るこ とは経費の問題 であろ う。全国的 な ネ ッ トワー

クを実施す る場合,設 備投資 のみ では な く,年 々の運営費 の支出額 も大 きなも

の になる。特に映像の伝送 を考 えた場合はそれは巨額 になるであろ う。

この解決策 の一つ と して考 えられ ることは,通 信 回線の共同利 用 であろ う。

共 同利用 に当た っては,そ れ を画 一的な方法で行 な うのでは な く,回 線の種類

(幹線的 あるい は支線 的)に よって,最 適 な利用形態 を考 えるべ きで ある。共

同利用に当たって も,伝 送情報量 の問 題,優 先順位 の問題等 であろ うが,回 線

の効率 的利用 として検討す べ きこ とであろ う。

全 国に散在 す る コンピュータ,あ るいは端末機 を通信回線 によ り結びネ ッ ト

ワー クを形成 す るためには,異 種機器 間 の整合 のためのハー ドウェアな りソフ

トウェアの開 発の必要性が起 きて くるが,こ れ らは比較的 容易な問題 であろ う。

ネ ッ トワー ク ・システ ムが整備 されれば,情 報 の伝達は容易 に なるが,そ の

反面,情 報 の洩 れが問題 になって くる。特に扱 う情報 の内容が,個 人の健康状

況,家 庭状況等 の個人 の秘密 に関す る事項 の場 合は,プ ライバ シーの確保のた

めに万全 の対策 を講 じなければな らない。 このた めには システ ムに冗長性 を持

たせ,使 いやす さを犠牲 に しても,秘 密の保持 をは か る必要 があろ う。

10.4開 発 スケ ジ ュール

医療情報 システ ム開発計画は表10-1の 通 りで ある(47年12月 時点に

おけ る計画)。 全国ネ ットワー ク・システムは,中 央医療情報セ ンター設置 とと

もに,順 次進 め られてゆ くことになろ う。

10.5そ の他

医療 情報 のシステム化は極 めて重要 な問題で あるので,厚 生 省医務局に医療

システム開発調査室 を設置 し推進 してい るが,さ らに専門的 な立場 か ら検討す

るため,学 識経験者 よ りな る丁医療情報 システ ム検討会」 をも うけ検討 を進 め

ている。本 検討会では,基 本問題,地 域医療,ホ ス ピタル ・オー トメー シ ・ン,

シ ソーラスの四つの専門委員会 をも うけ,そ れぞ れの分野 か らの検討 が進 め ら

れてい る。
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表10-1医 療 情 報 システ ム研 究 開発5カ 年 計画

一

48年 度 49 .年 度 50年 度 51年 度 52年 度

1医 学用語シソーラスの開発

2地 域 医療情報 システムの開発

c

(実 用化 システム)

ω へ き地医療 シス テム(遠 隔地診断)

② 救急医療 システム

(3)疾 病登録 システム

㈲ 総合健康診断 システム

3ホ ス ピタル ・オー トメーシ ョン ・システ ムの開発

4社 会保 険修療報酬請求 システムの開発

5医 師研修用患者モデル ・システムの開発

∈,
基本設計

『基本撃評1
一

崎

傷` 病 名'

診 療
鋼

行 為 鋼
隔

医 薬 品

釧

橘,
日英語 自動翻訳 舌1独端 綱 諸

ア ル 実 験(離 島 型,山 村 型)
一

モ デ ル 実 験

橘

'
(広域型)

施

モ

《,
基 本設計

基本 設引

く ■

基本設計

榛
モ デ ル

心 疾 患

旨

一

実 験

1血L"
'

∋
内 分泌 疾 患

鴫属耐 孜患モ獅 遜

'一

'

肝 疾 患夢

脇 息モ獅函

'

老 人

ご

ぷ 幼児モデ喫 施' 予 幼 児モデル実施'
K

'

頃

成 人 病 対 象 者'
e夕

基本設計
基礎調査

'

モ デ ル設 計

(サ フ:シス テム)
サ ブ㌔シ ス テ 〉ム 実 施

鴫
モ デ ル

(ト ・一夕ル ・システム)

モ

設 計x
」
一'

トータル ・システ ム実
(…,

基 本 設 計 庵,
パ ッチ処 理 設 計

オ ン ラ イ
'

ン処理設計

ぐ…,

基 本 設 計 モ
モ デ ル

一

設 計

注)そ の他 の シス テ ム と しては環 境保 健 シス テ ム,人 工 腎臓 管理 シス テ ム,

血 液需 給 情 報 シス テ ムな どが あ る。
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11・ 社 会 保 険 庁 に お け る 「情 報 ネ ッ トワ ー ク構 想 」

11.1社 会保険情報 量の増 大 と情報 ネ ッ トワー ク ・システム の需要

11ユ ユ 情報 処理需要の激増の背景

現代は,情 報 革命の時 代 といわれてい る。情報 の革命は,古 くは言葉 の発 見,

文字の発 明あるいは印刷技術 の発 明な どを契機 として行なわれて きた。 そ して,

最近 では とくに1950年 を境 として コンピュー タの急速 な発達 と通信技術 の

進歩は,情 報 の大量処理の迅速化 と正確性 を可能 に してきた。そのために情 報

処理価値の増 大 をきた してい る。

一方では
,情 報の需要 と供給 とが飛躍的 に増 加 してい る。それは情報 お よび

情報処理 に対す る社会的 ニーズが激増 した ことを意味 してい る。社会構造が複

雑 化,高 度化 して くる と情報の付加価値が増加 し,情 報の果す役割が 多 くなっ

て くる。

は じめに,物 質 とエネルギーを基調 とす る工業化社会において情 報の付加 価

値 が認識 され,組 識体 を中心 とす る情報 処理が 中心 とな り,こ れに伴 い行政 の

統計資料作成 な どの情報処理 が行 なわ れて きた。

この よ うな組識社会 におけ る情報 処理 の パ ターンは60年 代 までで,70年

に入 る と市町村 あるいは地域住民 を対象 とす る地域社会の情 報処理 の ウエイ ト

が高 まって きた。す なわ ち,企 業 あ るいは行政体の情報処理 か ら住民 あるいは

個人の情報 処理へ と変化 が生 じて きてい る。

この よ うに,社 会全般 にわ たっ て情報化 の現象がお きている。企業 の情報化 ,

商 品の情報化,地 域社会の情 報化,住 民 の情 報化 ・‥ ・・などがあ る。いわゆ る

情報化社会の到来 である。 この うちで,企 業,地 域社会 あるいは住民 の情報化

を横割的 に連 結す るものの一部 に社会保険情報 が存在す る。

情報化の全 般の傾 向 と情 勢 を知 りつつ,社 会保険 情報の システムを考慮す る
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こ とは,情 報化社会にお ける社会保険 庁の使命で あ り,情 報の処理 ・交換 ・共

同利用の効率 化 をはか らなければな らない。情報の非効率化 は,情 報処理 の無

駄 な投資 を伴 い,国 家的 にも,福 祉行政 にも大 きな損失 であろ う。

なお,社 会保険庁では,昭 和31年(1957年)にPCS,昭 和37年(1

962年)に コンピュー タを導 入 し,情 報す なわ ちデータ処理のための システ

ムを構 成 してきた。 しか し,そ れは単な る機械化であって社会保険情 報のネ ッ

トワー クとい う観 念の ものでは ない。

参考 のために,現 在 の コンピュー タ ・システ ムをかかげ る。

HITAC85・ ・3{;籔 芸

84001131KB

FACOM230-45S1393KB

ここで ネ ッ トワー ク・システムを考 慮す るま えに,社 会保険業務 の情報処理

の複 雑化 ・多様化の要因 を探 ってみ よ う・要因 を外部要因 と内部要因 とに分け

てみ る。

(1)外 部 要因

① 情 報化社会 におけ る ニー ズの激 増

② 外部情報 との情報 の交換 ・共同利用 の需 要

③ 他業 務 との総合 ネ ッ トワー ク需 要 、

④ 脱省庁化 の情報需 要

⑤ 一省 庁だ けの システ ム効率 の是非

⑥ 福 祉社会 の ニーズ

(2)内 部要因

① 情報量の激増

② マニアル処理量 の増 加

③ 情 報処理技術 の進 歩(ハ ード,ソ フ トお よびア プ リケ… シ ・ソ)

④ ソフ トウェア経費 の発生
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⑤ 窓 口業 務 の複 雑 化

11.1.2ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム の 必 要性

情 報 の複 雑 化 ・多様化 に伴 い,情 報 の伝 達 ・処理 ・交換 ・分類 ・記録 ・検索

な どの効率 が問 題 に なっ て く る。 この うち,情 報 の処 理 ・分 類 な どは コ ン ピュ

ー タ 自身 の能 力 に 負 う とこ ろが 多 い が
,情 報 の伝 達 ・変換 ・記録 ・検策 な どの

効 率 は,コ ンピ ュー タの 入 出力 お よ び その 周辺 に関 す る こ と,す な わ ち ネ ッ ト

ワー ク ・シ ステ ム の問題 で,そ の速 度 と正確 性 が 要求 されて い る。

同 じ コ ン ピュー タ を利 用 す る場 合 で も伝 達 変 換 な どの入 出 力 の方 法 ・媒 体 な

どが 異 な るだけ で ネ ッ ト ワー ク ・システ ムの効率 は 大 き く影 響 され て く る。

社 会保 険 庁 の 情報 処 理 業 務 に お い て は,伝 達 の た め の シス テ ム と して,=オ ン

ライ ンあ るい は リアル タイ ムな どの 直接 入 出力 方式,QCR帳 票 の タ ー ンア ラ

ウ ン ドの 利用 な どの 入 出 力 方 法 の 一部 改 善 を行 な っ て い るが,こ れ らに従 来 の

間 接 入 出 力方式,た と えば キ ー タ ッチ(パ ンチ カ ー ド 紙 テー プあ る い は カセ

ッ トテ ー プ)入 力 方式 あ る い は プ リ ンタ出 力方式 な どを総合 して ネ ッ トワー ク・

シス テ ム と考 えて い る 。す なわ ち,入 出 力 チ ー タの 伝 達 ・変換 ・記 録 ・検 索な

ど をよ り合理 的 に か つ効 果 的 に運 営 す るた めの シス テ ム をい う。 したが っ て,

ネ ッ トワー ク ・シス テ ム と して は 最 良 とされ て い るオ ンライ ンあ る い は リア ル

タイ ムの 方 式 が必 ず しも情 報 処理 シ ステ ム全体 の効 率 を向 上 す る とは か ぎ らな

いの で,ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの構 成 は,全 シス テ ム を把握 した う えで考慮

す る こ とに なっ て い る。

11.2社 会保険情報処理 システム

11.2.1対 象システ ムと情報 の流れ

社会保険 庁の情報処理 システ ムの対 象業務 と しては,

政府管掌健康保険被保険者

船員保険被保険者

厚生年金保険被保険者

1,315,万 人

25.8万 人

2,155万 人
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生

年

金

保

険

新規加入,喪 失

被
保
険
有
証

保

険

料

被保険考証

保険料告知

保 険

医療機関

社 会保 険事 務 所

医療費請求(レ セ プ ト

医療費支払い

現 金給付資金交付金

ネ1会 保 険 診 療

報 酬 支 払 基 金

新規 加入,喪 失

社 会 保 険

基金使用

実績報告書

(年金受給権者)

新規加入,喪 失

被 保 険 者 証

保 険 料 告 知
社 会 保 険 事 務 所

死亡届,変 更届,現 況届等

(月 変,算 定,変 更)

年金裁定請求書

社 会 保 険 庁

図11-1社 会保 険 シス テ ムの 情報 と保 険料 ・給 付 金 の 流れ(1)
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料
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新規加入,喪 失

社 会 保 険 事務 所

》
(納 付記録)

社 会 保 険庁k 年 金
証 書

年金裁定請求書'
、.

保 険 料'

現 況 届

年 金 支 払

ムの情報と保険料 ・給付金の流れ(2)



国民 年 金被 保 険 者2,341万 人

に関 す る もの で あ る。これ らの システムにおけ る情報の流れの概略 を図11-1に 示 す

11・2・2政 府 管 掌 健 康 保険 ・厚 生 年 金保 険 の各 サ ブ ・シス テ ムへ の 分割

前 記 シス テ ムの うち,健 康 保 険 ・厚 生 年 金 保 険 の情 報 処 理 シ ステ ムは,対 象

が 同一 で,情 報 源 も同 じで あ るので,健 保 ・厚 年 シス テ ム と して 同一 レベ ルに

考 える。 この シス テ ムは,適 用,徴 収 お よ び給 付 が3本 の 柱 とな っ てい る。 こ

れ らの性 格 を 明確 にす るた め に,さ らに 単 機能 的 なサ ブ ・シス テ ムに分 け る。

適 用 シス テ ム

徴 収 シ ステ ム

給 付 システ ム

資 格 得 喪 シ ス テ ム

L
算 定 シ ス テ ム

記録管理 シス テム

調 定 シ ス テ ム

[
収 納 シ ス テ ム

健 康 保 険 現 物

[

給 付 シ ス テ ム

健 康 保 険 現 金

給 付 シ ス テ ム

厚 生 年 金 保 険

給 付 シ ス テ ム

適用対象資格老の把握

標準報酬月額の適正把握

適用事業所,被 保険者の情報記録
管理

適正なる保険料の告知

保険料の遅滞ない徴収

現物給付の適正化

現金給付の決定及び支払

適格な年金の裁定及び支払

各 サ ブ ・シス テ ムは 処理 機 能 の 中心 とな る フ ァイル を有 して い る。 また 各 サ

ブ ・シス テ ムは他 の サ ブ ・シス テ ム と相 互 関 連 を もつ た め,常 に情 報 の 交換 ・

転 送 が行 なわ れて い る。 各 サ ブ ・シス テ ム と フ ァイル お よび デ ー タの 関 係 を表

11-1に 示 す 。
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表11-1健 康保 険 ・厚 生年 金保 険情 報 処 理 シス テ ム のサ ブ ・シス テ ム

名 称 機 能 中心 とな る フ ァイル イ ン プ ッ ト ・デ ー タ ア ウ トプ ッ ト ・デ ー タ

資格得喪システム

各事業所より届出られた各

種届書の受付け審査を行な

う。

厚年NO,払 出簿

事業所名簿(策 引簿)

事業所原票副票

新規適用届,資 格取得届,

資格喪失届,月 額変更届

等

決裁済原義

健康保険被保険者証

厚生年金保険被保険者証

算 定 シ ス テ ム
各事業所より届出られた算定

基礎届を受付け審査を行なう。

月額算定基礎届 算定基礎人員調査表

決裁済原義

記録 管理 システ ム

各種届書をもとに事業所,

被保険者の状態をタイムリー

に正確に把握する。

事業所原票,同 副票

被保険者原票

資格得喪システムの決裁

原義,算 定システムの決

裁済原義,資 格照会

増減計算書

資格照会の回答

厚年記録の本庁への進達

調 定 シ ス テ ム
`

記録管理システムより事業所,

被保険者情報を得て保険料算出

を行ない事業主に告知する。

債権管理簿(調 定原簿) 増減計算書 納入告知書

納付書

収 納 シ ス テ ム
保険料の遅滞ない払込みを

管理する。

債権管理簿,徴 収簿 領収済通知書 督 促状,日 計表

健康保険現金給

付 シ ス テ ム

被保険者からの請求書にも

とづき現金給付の処理を行

なう。

被保険者原票(給 付記録票) 傷病手当金,埋 葬料,分

娩費出産手当金,育 児手

当金等の請求書

給付決定通知書

健康 保険現物給

付 シ ス テ ム

レセ プ トに もとづ き適 正 な
、

資格審査を行な う。

被保険者原票 レ セ プ ト 返納金納付書

厚生年金保険給

付 シ ス テ ム

受給権者の裁定請求に もと

づき審査 し対象者に年金の

支給を行な う。

厚生年金保険被保険者資格

記録,受 給権者マスター

老令年金,障 害年金等の

裁定請求書

老令年金証書障害年金証書

等支払い通知書案内書



11.2.3情 報 処 理 シス テ ム とネ ッ トワー ク の構 成

健 保 ・厚年 の 情 報処 理 シス テ ムは,情 報 の流 れ と各 サ ブ ・シス テ ムの ファイ

ル と の関 連 を効率 的 に連 結 す る もの で あ る 。 こ の場 合,情 報 の 流 れ に相 当 す る

所 が ネ ッ トワー ク ・シス テ ムで あ る。 い ま,健 保 ・厚 生 の情 報 処理 シ ステ ムの

構 成 とネ ッ トワー ク ・シス テ ムの構 成 を図1172,11-3に 示 す。

UL3社 会 保 険 情報 ネ ッ トワー ク ・システ ム

11.3.1全 国ネ ッ トワー ク図

社 会 保険 庁 と各社 会 保 険 事 務 所 の ネ ッ トワー ク図 の構 想 を図11-4に,ネ ッ

トワー クに必 要 な端 末 機 器 の構 成 を 図11-5に 示す 。

ま た,情 報 の種 類 と使 用 端 末 機 器 との 関係 を表11-2に,ま た端 末 機 器 の

使 い 方 を図11-6に 示 す 。

厚 生侮 事業所名簿 事 業 所

払出簿(索 引簿 原票副

債権 管理簿

(調定原簿'

健康保険 健康保険

現金給付 現物給付

厚生年金保険

給 付

陣

轡

㊥

⑳

険
証

保
格

被

資

険保

「タス

険

マ

保

者

金

■

図11-2健 康保 険,厚 生 年 金保 険 の 情 報処 理 シス テ ムの構 成 と主 フ ァイ ル
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事業所 事 所 一_事 業所

社 会保 険

事 務 所

…

〆
㊥
ー

図11-3健 康 保 険,厚 生 年 金{呆険 ρ情 報 ネ ッ トワーク
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変 復 調 器

1,200B/S

タ ー ミ ナ ル

コ ン トロー ラ

図11--5

オフライン

さん孔タイプライタ

オフ ライン

さ硫 タイZライタ

オフライン

さん孔タイプライタ

社会保険事務所における端末機器構成図

系氏テー プ リー ダ

受 信 専 用
プ リン タ

マ ー ク リ ー ダ

プ リ ン タ

カセ ッ トテ ープ

タ イプ ラ イタ

カセ ッ トテ ープ

タ イプ ラ イタ
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表11-2情 報 の種類 と使 用端 末器 との関 係

情 報 の 種 類 使 用 端 末 器

イ

新 適

全 喪,取 消,訂 正

キ ーボ ー ド ・プ リン タ

紙 テー プさん 孔 → 紙 テ ー プ リー ダ

適 ン
新 規 取 得 キ ー ボ ー ドプ リ ン タ

取 得 紙 テー プさん 孔 → 紙 テー プ リーダ

プ
喪 失,月 変 紙 テ ー プさ ん 孔 → 〃

用 取 消,訂 正 紙 テ ー プさん 孔 → 〃

ツ 算 定 カ ー ドパ ンチ → 直接 入 力

個 人NO照 会 キ ーボ ー ド ・プ リ ン タ

関 ト 資 格 照 会 〃

内 容 照 会 〃

ア エ ラ ー リ ス ト キ ー ボ ー ド ・プ リ ン タ

係
ウ

ト

ブ

ツ

健 保 証

厚 年 証 }専 用プ…
ト 照 会 回 答 キ ー ボ ー ド ・プ リン タ

イ 入 金1(清 適) マ ーク リ ー ダ ・プ リ ン タ

チ 入金2(特 異入金) キ ー ボ ー ド ・プ リ ン タ

τ
債権取消,証 正 〃

収 納 照 会 〃

否〉

《

照 会 回 答 キ ー ボ ー ド ・プ リ ン タ

・未 収 リス ト

・基 本 人 員 内 訳

バ ッ チ 照 会 キ ー ボ ー ド ・プ リ ン タ

そ の 他 ・健保 レセ プ ト審査

・入 金状 況 リス ト
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ンフ'ットミ

内
未納照

K即

・㍉ チ処理

接 と
照会

(キ ーボー ド ・プ リンタ

会

キ ーインフ'ッ ト

(キ ーボー ド ・プ リンタ)

その他

の照会

(即時

(キ ーボー ド・プ リンタ)

各 種ア ウ トプ ット

基 本 人員 内訳 書

(キ ーボー ド・プ リンタ)

.-!… 麗 到
1

書 の
訂正 を

る

届書を

戻す

⑨

'

図11-6各 事 務 所 れ おけ る 端末機 器 の使 い 方
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1L4社 会保険情報の ネ ッ トワー クの将来

70年 代 は情報化の時代,ま たは社会福祉 の時代であ る。工業化 を中心 とす

る高度経済成長に伴って,公 害 の発 生 あるいは福祉事業 のお くれが ようや く表

面化 しつつあ り,そ れ らに対す る情報化 の需要が増 してい る。また,一 方では

個人情報 を中心 とす る地域 社会の情 報の需要 もふ えてい る。 この両面 か らの社

会保険の情報 の需要 も高 まっ てい る。この ような情勢 において,社 会保険情報

の処理の特色は,

① 量が多い

② 複雑であ る

の2点 に しぼ られ る。 したがって,社 会保険情報 ネ ッ トワー クは,そ め効率 を

あげ るため に全国的 な システ ムにな るが,将 来 の問題 と してネ ッ トワー ク相互

間 の互換性,総 合化 を考 えな くてはな らないので あろ う。

社会保険情報 を含めた総合的 な情報 の流 れ とネ ッ トワー クは図11-7の よ

うになる。

図11-7で も分 るよ うに,現 在でも個人に関す る情報お よび事業所に関す

る情 報が各端末 にア クセスされてい る。す なわ ち,ネ ッ トワー ク相互間に情報

の重複 がみ られ る。 この重複 度は,将 来 線 の よ うに情報 のア クセスが増

す につれます ます多 くな るだろ う。 これが,情 報 の複雑化 を促進す る原因にな

って くる。

このよ うに,将 来のネ ッ トワー クの情報 は,ま す ます複雑化,多 様化お よび

大量化す るので,社 会保険情報 と他 の情報 との区別は情報源 が同 じ個人あるい

は事業所である限 りな くなる。 したがって,将 来のネ ッ トワー クは,図11-8

の ように情報の交換 ・共 同利用 を主体 とす る総 合的な ネ ッ トワー クになろ う。

この図11-8は,情 報 ネ ッ トワークの将来 の姿で あ り,政 府 の諸情報が統

計情報 とともに重要 なNISの 根幹 をなす ときの基本 システ ムにもっ とも近 い。
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12.農 林 省 に お け る 「情 報 処 理 ネ ッ トワ ー ク構 想 」

1211全 体 構 想

(1)農 林 行 政 に係 る情 報 処 理 ネ ッ トワー クの 将 来構 想 を考 える場 合,ま ず 農 林

省 に お け る情 報処 理 の現 状 と問 題 点 を整 理 してお く必要 が あろ う。

ま ず,処 理業 務 お よび その 運営 組 織 の 主 要な も の をみ て い る と,次 の よ う

にな る。

① 統 計 調査 集 計

主 要 な農 林 統 計 調 査 の集 計 は,中 央 に設置 され てい る大型 コ ン ピ ュ ー タ

に よって行 な わ れ て い る。 衆 知 の よ うに,農 林 統 計 調査 組 織 は,本 省 の統

計 情 報 部 の下 に地 方 農 政 局(統 計情 報 部)各 部 道 府 県 の統 計 情 報 事 務 所

(北 海道 で は4),そ の 傘下 に数 力町 村 ご とに1統 計情 報 出張 所 か らな る

ネ ッ トワ ーク か らな って い る。 出 張 所 職 員 に よっ て集 め られ た原 始 デ ー タ

は,調 査 票 に記 載 され た ま ま で,事 務 所 にお け る審 査 を経 て,中 央 に集 め

られ,カ ー ドにせ ん 孔 され,共 同 利 用 コ ン ピュー タに よっ て処 理 さ れ る。

デ ー タ入 力量 は,カ ー ド換 算 で1,000万 枚 に達 し,こ の処 理 の た め に コ

ン ピュ ー タをHITAC-8500ベ ース で 年 間2,000時 間使 用 して い る。

この うち,デ ー タ ・チ ェ ックの た め の 処理 時 間 は,4～5割 りに達 して

い る。 エ ラー補 正 は,中 央 の職 員 の 担 当 す る と ころ で あ るが,事 柄 の性 格

上,地 方 の担 当者 に問 合 せ て明 らか にな る グ ース が多 い。 少 な くと もデ ー

タ ・チ ェ ック ま で の仕 事 は,本 来 地 方 で 完結 す べ き性 格 の もの で あ る。 こ

の た め来 年 度 よ り,最 も規 模 の 大 きい 集 計 シス テ ム とな って い る農 家 経 済

調査 結 果 につ い ては,デ ー タ ・チ ェ ック ま で の作 業 を各事 務 所 で外 注 に よ

っ て処 理 し,磁 気 テ ー プ に収 録 さ れ た 結果 を中央 に郵 送 し,そ れ 以 後 の作

業 を中央 の コンピュー タで処 理 す る方法 に 変更 す る予 定 で あ る。
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② 農 業基 盤 整 備 事 業 シス テ ム化

これ に関 す る推 進構 想 は,3つ の 部 分 に 分 け られ る。 まず 第1に,同 事

業 実 施 に必 要 な 諸情 報一 農 業 用 水 利 権 に関 す るデ ー タ,事 業 地 区 に 関す る

気 象,水 文,営 農 等 の デ ー タ,お よび コニ事 施 行 に 関す る技 術 デ ー タ を集 収

す る 「施 行情 報 シス テ ム 」が あげ られ る。 次 に,同 事 業 の 最 適化 を 目的 と

す る水 利 用 水 計 画,圃 場 整 備 計 画,農 道配 置 計 画,集 落 整 備 計 画 を導 きだ

す プ ログ ラムの 開 発 お よび 整 備 をは か る 「計 画 シス テ ム」,最 後 に工事 の

設 計 や 積 算,施 行 の コ ン ピュ ー タ化 をは か る 「工事 設 計施 行 シ ス テ ム」 が

考 え られ て い る。

関 す るデ ー タ,事 業 地 区 に関 す る気 象,水 文,営 農 等 の デ ー タ,お よび工

事 施 行 に関 す る技 術 デ ー タを集 収 す る 「施 行情 報 シス テ ム 」が あげ られ る。

次 に,同 事 業 の 最 適化 を 目的 とす る水 利 用 水 計 画,国 場 整 備 計 画,農 道 配

置 計 画,集 落 整 備 計 画 を導 きだす プ ログ ラムの 開 発 お よび整 備 をは か る

「計 画 シス テ ム 」,最 後 に工 事 の設 計 や積 算,施 行 の コ ン ピュー タ化 をは

か る 「工 事 設 計 施 行 シス テ ム 」が,考 え られ て い る。

この よ うな農 業 基 盤 整 備事 業 シス テ ムを推 進 す る組 織 は,い うま で もな

く本 省構 造 改 善 局(計 画 部,建 設 部等)一 地 方 農 政 局(計 画 部,建 設 部 等。

た だ し北海 道 は,北 海 道 開 発 庁 直 轄)一 事 業 所(全 国 で約100近 くある)

に よって行 な わ れ て い るが,情 報 処理 を実 際 に行 な うレベ ルは事 業 所 が大

部 分 で あ る。 この た め,農 業 基 盤 整 備 事業 に関 す る情 報 処 理 は,地 元 で コ

ン ピ ュー タ とさ しで完 結 す る こ とが必 要 とな り,民 間機 の時 間 借 りに よっ

て,こ れ を解 決 して い こ うと して い る。 本 省 の 担 当 部 局 は,シ ス テ ムの標

準 化 に必 要 な要 領 を作 成 し,ま た,汎 用 も し くは標 準 プ ログ ラ ムの開 発 を

進 め て お り,こ れ らの実 行 は 本 省 設置 の共 同利 用 コン ピ ュー タに よって 行

な っ て い る。
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③ 試験 研 究 デ ー タ解 折

農 林省 に は約30の 試 験 研 究機 関 が全 国 に散 在 して い るが,こ れ らの試

験 研 究機 関 にお け るデ ー タ解 折 を コ ン ピ ュー タに よ り共 同 して 推進 す る た

め に,農 林 研 究 計 算 セ ン ター(電 子計 算機 共 同利 用協 議 会 一指導 員 会)を

組 織 して,試 験 研 究 の た めの コ ン ピュー タ利 用 に関 す る基 本方 針 を検 討す

る とと もに,毎 日の コ ン ピュ ー タ処 理 を,本 省 設 置 の コ ン ピュ ー タを利 用

して行 な って い る。 コ ン ピュ ー タの利 用者 は,地 方在 住 の研 究 者 で あ り,

これ らの 研 究者 は,自 分 の研 究 に必 要 なデ ー タ解 折 の た め に,プ ログ ラ ム

を作 成 し,デ ー タ(シ ー ト)と と もに中央 の農 林研 究 計 算 セ ン ター に送付

し,当 セ ン タ ーで は,こ れ らの プ ログ ラムお よび デ ー タのせ ん 孔 を外 注 し,

省 内 の共 同利 用 コ ン ピュ ー タで処 理 を行 な い,最 後 に結 果 を研 究 者 に郵送

して い る。 この よ うな流 れ を数 回 く り返 して,1つ の解 折 が終 了 す るの が

通 常 で あ り,こ こにk・け る大 きな問 題 は,1回 の流 れ に必 要 な ター ン ・ア

ラ ウン ド ・タイ ムが 長 い こ とで あ る。

④ 食糧 管理事務

食糧庁 に於け る事務 機械化 システ ムは,線 型計画 に よる米の産地 消費地

間輸送計画,食 糧 お よび農 産物 の在庫管理(受 払実績,売 却実 績,買 入実

績の数量お よび金額),な らびに(都 道府県食糧事務 所 におけ る)売 却運

送 の精算書や荷渡 指図書 の作成 を中心 として実施 され ている。

■

⑤ 国有林野事業

林野庁 においては,経 営近代化 を進めるために,国 有林野事業 に関す る

経営情報 システ ムを確立す る こととし,こ れ に必要 な個別業務 のシステ ム

設計 に関する開発研究 を,現 在推進中である。 具体的 には,立 木販売価格

お よび製 品販売予定価 格 の計算 システ ムの開発 がいままで行 なわれて きた

が,今 後 の重要な課題 は,造 林計画か ら伐採計画 に至 る過程 を総 合的に と
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らえ,長 期 計 画 立 案 に役 立 つ,国 有 林 野 に関す る基 礎 的台 帳 フ ァイル を作

成 す る こ とで あ る。

⑥ 生 鮮食 糧 品 流 通 情 報 サ ー ビス

この こ とにつ い て は,12.2に 論 じて あ るの で 参 照 さ れ た い。

(2)こ れ ま でに 述べ た業 務 を コン ピ ュータ処 理 す る ため に,農 林 省 で は,コ ン

ピュー タ共 同利 用体 制 を中核 と して,農 林 行政 情 報 処 理 シス テ ム を整 備 推進

中 で あ る。 コン ピュ ー タの導 入設 置 も この考 え方 に従 っ て行 な わ れ て お り,

この 面 か らみ た情報 処 理 網 は 次 の よ うに整理 さ れ る。

共 同 利 用 コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム

生鮮食料品流通情報 サー ビス ・システ ム

食糧管理特別会計情報処理 システ ム

国有林野特別会計情報処理 システ ム

(野 林研究計算 セ ンター)

従来,省 内 にお け る コ ン ピ ュー タ導 入 は,各 部 局 庁 ご とに独 立 して 行 なわ れ

そ の利 用 も これ ら部 局 庁 の範 囲 を越 え る こ とは な か っ た。 この よ うな 個 別導 入

方式 は,種 々の問 題 点 た とえば 互換 性 の ない 多数 の 小型 コ ン ピ ュー タ導入 の可

能性,単 独導 入 を行 な い得 な い部 局 庁 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 か ら の排 除 等 を含

ん でお り,将 来 と も この よ うな状 態 が続 くとす れ ば,ま す ます 大 型 化 ・高性 能

化 して い くコ ン ピ ュ ー タの利 用 効 率 を低 め るば か りで な く,来 るべ き情 報化 社

会 に対応 す る農 林 行 政 に係 る情 報 処 理 体制 を確 立 す る うえ で,大 きな支 障 にな

るで あ ろ う との考 え方 に 従 っ て,昭 和45年 度 に共 同利 用 コ ン ピ ュー タ を,当 時

の統 計 調 査 部(現 在 の 統 計情 報 部)に 導入 した。 当 コン ピュ ー タで処 理 して い

る業 務 は,統 計 集 計 計 算,試 験 研 究 デ ー タ解 析,農 業 基 盤 整 備事 業 汎 用 プ ログ

ラ ムの開 発,給 与 計 算 事 務,水 産 物 漁 獲,生 物 統 計 分 析 を 中心 と しな が ら,他

に計量経 済 分析,費 用 効 果 分析,農 業 共 済料 率 計 算 等 が あげ られ る。 当 コ ン ビ
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[

ユ一 夕の 稼 動 は,オ ペ レ ー シ ョン ・ク ロ ーズ に よっ て お り,イ ン プ ッ ト量 は,

カー ド換 算 で年 間1,500万 枚,ア ウ トプ ッ ト量 は,連 続 用 紙換 算 で年 間200

万 枚 に達 して お り,延 処 理 時 間 は,年 間4,000時 間以 上 に達 して い る。

生鮮 食 糧 品流 通 情 報 サ ー ビス,食 糧 管 理特 別会 計 事 務,国 有林 野 特 別 会 計事

務 は,そ れぞ れ が独 自の組 織 の下 に,完 結 した業 務 の流 れ を有 し,こ の ため に

大 規模 な シス テ ム を必 要 と して い るの で,こ れ らの事 務 も し くはサ ー ビス の た

めに サ ブ ・セ ン タ ー を設 置 す る必 要 が あ る と思 われ る。

さて,さ きにみ た よ うに,コ ン ピュ ー タ共 同利 用 体 制参 加 部 局 庁 で,現 在 コ

ン ピュー タ処理 を適 用 して い る もの ,お よび 計 画 して い る ものの 大 部 分 は,本

来 地 方 で担 当 す べ き もの で あ り,そ れ ぞ れ の業 務 を担 当 して い る もの が 直接 コ

ン ピ ュー タ を利 用 す る こ とが で き れ ば 理 想 的 で あ る
。 これ を実 現 す るた め の

コン ピュ ー タ配 置 の考 え 方 と して
,オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク(中 央 に大 型 コ

ン ピュ ー タ,地 方 に端 末 機 を設 置 して ,両 者 を通 信 回線 を介 して結 合 す る体 系)

お よび オ フ ライ ン ・'ネッ トワーク(中 央 お よび地 方 に ,互 換 性 の あ る コ ン ピュ

ー タを配 置 す る体 系)の2通 りが あ る
。 両者 の優 劣 を きめ るのは か な り困難 な

こ とで あ るが,少 な く と も費用 の面 か らみ る限 り ,後 者 は,通 信 回 線 の借 料 が

非 常 に 割高 につ くの で,前 者 よ り劣 って い る とい わ ざ るを得 ない
。 ま た,処 理

業務 の性 格 か らい っ て,即 時 性 あ るいは 絶 えず 更 新 を うけ る共 通 フ ァ イルの 使

用 を必 要 と しな い の で,オ ン ラ イ ンを必 要 とす る基 本 的 理 由はほ とん どない

高 々 リモ ー ト ・パ ッチ 処理 で十 分 で あ り,同 一 内 容 を有 す る フ ァイル を各 コン

ピ ュー タ 」シス テ ムに 内蔵 す れ ば 十分 で あ ろ う
。

オ フ ラ イン ・ネ ッ トワー ク の場合 ,地 方 セ ン ター を 設置 す る場 所 は,農 林 省

の地 方 組 織 お よび 適 用 業 務 量 の 現状 か らみ て ,地 方 農 政 局 とい うこ とに な る と

思 われ るが,こ の場 合,い くつ か の問題 が生 じて くる。 第1に,地 方 セ ン タ ー

の利 用者 が,地 方 農 政 局 勤 務 者 で あ る場 合 は 問題 な い が ,管 下 の事務 所 や事 業

所 職員 の場 合,中 央 の セ ン ター よ り地 方 セ ン タ ーの方 が ,業 務 を円滑 に処 理 す

るた め には るか に便 利 で あ るか ど うか,検 討 を要 す る と ころで あ る
。 第2に,
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地 方 セ ン タ ーを運 営 す る組 織 を設 け る こ とで あ り,第3に 地 方農 政 局 に属 さ な

い 試験 研 究 機 関 等 が,地 方 セ ン ター に参 加 す る道 を とざ さな い ル ール を設け る

こ とで あ ろ う。

この よ うな コ ン ピ ュー タ地 方 置 配置 ネ ッ トワー クが完 成 した と き ,中 央 セ ン

ター は経 常 的定 型 業務 の処 理 か ら原 則 と して解 放 さ れ る もの と思 わ れ る(地 方

処 理 業務 の全 国 的 観 点 か らみ た仕 上 げ は,依 然 と して 中央 で完 結 す べ く残 さ れ

"る が)当 セ ンタ ーの主 要 な役 割 りは,そ れ ぞ れ の業 務 に関 す る標 準 シス テ ムの

開 発,大 型 計 算 の実 行 を担 う こ とば か りで な く,農 林 行政 の計 画 立 案 や行 政 管

理 の た め に必 要 な シス テ ム を担 う こ とで あ り,こ の た め の具 体 的 方 策 は ,デ ー

タ ・バ ンク の完 備 で あ り,省 内 イ ン ラ イ ン ・シス テ ム の設 立 で あ ろ う。

12・2生 鮮食料品流通情 報サー ビス ・ネ ッ トワーク

12.2.1現 行ネ ッ トワ ー ク の概 要

1967年6月,農 林 省 は 生 鮮 食 料 品 の値 上 りを契 機 と して,野 菜 ・果 実 ・食

肉 ・食 鳥 ・け い 卵 の適 量 な物 流 と適 正 な価 格 の誘 導 をね らい とす る流 通情 報 の

提 供事 業 を実 施 す る こ とに し,主 な生 産 地 の生 産 や 出荷 に関 す る産地 情 報 と主

な卸 売市 場 の 入荷 や価 格 に関 す る市 況 情 報 の収 集 分 配 に用 い る全 国 ネ ッ トワー

クの建 設 に着 手 した。

ネ ッ トワーク は,農 林 省 統 計 情 報 部 を セ ン ター と し,地 方農 政 局,同 統 計 情

報 事 務 所 お よび11大 都 市 の13大 青果 物 卸 売市 場 農 林 省 駐在 室 を結 ぶ テ レ タイ

プ(専 用 電 信)網 と事務 所,同 管 内 出張 所 お よび 市 場 駐在 室 を 結 ぶ テ レ ック ス

(加 入 電 信)網 とか ら構 成 され る。

テ レ タイ プ網 は,セ ン タ ー と中継 局 を結 ぶ 中継 回 線 が13,中 継 局 と端 末 を結

ぶ 端末 回線58,計71回 線 延 べ 約12,000'Kmに お よぶ(図12-1参 照)テ レッ

クス網 は,総 数344台 か ら成 り,テ レタ イ プ回線 とは事 務 所 で 連 け い す る。
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主 な通 信 関係 機 器 の種類 お よび そ の配 置 状 況 は 表12-1に 示す とk・りで あ

る。 端末 装 置 は,テ レ ック スA3型 を改 造 した 宅 内装 置 ,せ ん 孔 タイ プ ライ タ

は端 末 装 置 の予 備 を兼 ね るた め 同機 種 を採 用 して い る。

コ ン ピ ュー タは ,主 記 憶 容 量1,600語 の 中央 処 理 装置 と紙 テ ー プ入 出 力装

置 各1台,記 憶 容量1万 語 の磁 気 ドラム2台,ラ イ ン プ リンタ1台 の 周辺 装 置

か ら構 成 され るNEAC1240小 型 コ ン ピ ュ ー タで あ る。 な お,回 送 装 置 は ,1

度 の 発 信 で受 信 を希 望 す る複数 の端 末あて一せい に通報 を可 能 とす る機 能 を もつ
。

表12-1主 要機器 の種類別 配置 一覧表

㌻
タ

1

中 ※

継

局

事 ※

務

所

出

張

所

市

場

計

端 末 装 置 14 11 45 一 13 83

せ ん 孔 タ イ プ ライ タ 3 6 43 一 13 65

交 換 装 置 1 7 一 一 一 8

回 送 装 置 1 7 一 一 一 8

電 源 装 置 1 6 一 一 一 7

テ レ ッ ク ス 1 11 73 223 36 344

コ ン ピ ュ ー タ 1 一 一 一 一 1

(注)※ 印には地方農政局を含む

`

専 用 電 信 の回 線規 格 は.第 一 規 格(50B/S)交 換 は,、キ ー ボ ー ド選 択

に よる即 時 回 線 交換 方式,通 信 方 法 は 複流 二 重 通 信,符 号 は テ レックス ・コー ド,

回 送 は セ ン タ ー,中 継 局 お よび 端 末 か ら実 施 可 能。

た だ し,セ ン ター は全 国,そ の 他 は 中継 局 管 内 に限定 され る。 な お。 本 ネ ッ

トワ ーク の最 大 の時 徴 は セ ン タ ーお よび 中継 局 か らの 同送 受 信 中 に 当該 端 末 か

らセ ン タ ーあ て上 り通 信 を可 能 とす る こ とで あ る。
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12.2.2現 行ネ ットワー クの問題点

目下,情 報伝達客体数約4万,年 間伝達印刷部数320万 に達 し,そ の約90%

は利用者 の結成す る協議会 に よって配布 され る。 また,マ ス コ ミに よる報道は

新 聞109紙,ラ ジオ16局,テ レビ10局 を数え,生 鮮食糧 品の地域間価格差 を

縮 少 し,地 方都市市場への入荷安定 に寄.与している。 しか し,利 用者 サイ ドか

らは,つ ぎの様 な問題が あ り強 く改善 を要請されてい る。

① 網構成が専用電信 と加入電信 に分離 されているため,事 務所 まで回送され

た情報が 出張所にテ レックスで送信 され る際,出 張間に時 間差 が生ず る。

② セ ンターか らの回送は,逐 次送信方式のため,事 務所 での不要 な情報 の同

送 中は待 ち時間 とな り,必 要 とす る情報の受信完了時間が遅延す る。

③ 通信速度が遅 いため現在以 上 に情報 を増加 させ ることが困難 である。

④ 中継局間の通 信は中継 回線 を専有す るので,収 集 された情報 を広範囲 に提

供す ることが制限され る。

⑤ 回送区分能力が40種 に過 ぎないため 要 求す る情報が除外 された り,不 必

要な情報 まで追加受信す るケースが発生す る。

⑥ 情報処理装置の記憶媒体 が,紙 テ ープに限定 され るためデ ータの保 存が困

難 で加工,分 析が制限 され る。

⑦ 通信,特 に中継通信職員 の増員 が困難 になっている。

12.2.3新 ネ ッ トワー クの基本構想

新 ネ ットワークの設計 は,前 記2の 問題解決を基本 に,・将来 の ネ ッ トワーク

の拡張 に対 応可能 なる よう推進すべ きもの と考える。

① 迅速性:情 報 の発生時点か ら情報 の利用者 に伝達されるまでの時間 をで き

るだけ短縮す る。 で きれば利用者が容易 に直接電信で受信 で きる ようにす る。

② 情報量 の増大:現 行情 報の内容充実,新 規情報 の提供,緊 急 を要す る行政

情報,統 計情報 など通信対 象情報 の増大 に対応可能 とす る。

③ 情報選択性の向上:収 集 された全情報か ら利用者 の希望 に より取捨 選択権

を飛躍的 に向上 させ る。'
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④ システ ムの拡 張 性:将 来 の通 信 端末 等 の増 加 が容 易 に行 なえ る よ う潜在 能

力 を保 持 させ る。

⑤ シス テ ム運 営 の 融 通 性:予 定 され る情 報 の種 類 や 品 目の追 加 変 更 な どは 日

常 運 営 の範 囲 で容 易 に行 なえ る よ うにす る。

⑥ シス テ ム運 営 の 省 力化:人 の 介在 を極 力 な く し省 力 化 を行 な う。

⑦ シス テ ムの信 頼 性:シ ス テ ム ・ダ ウ ンを極 力 防 止 す る と共 に ダ ウン時 の対

策 に万 全 を とる。

⑧ シス テ ム の経 済 性:可 能 な限 り経 済 的 な シス テ ム とす る と共 に,一 般 利 用

者 の情 報 入 手 コス トの節 約 をは か る。

以 上 の 方 針 に も とつ い た ネ ッ トワ ー クの構 想 は 図12-6に 示 す よ うに

な る。 す な わ ち,回 線 規 格 は シス テ ムの経 済 性 を考 慮 し1,200bit/秒 と50

bit/秒 の2種 類 と し,端 末装 置 はテ レ ックーまた は テ レ ック ス型 宅 内装 置 とす

る。 た だ し,通 信 の 多 い 農 政 局 お よび 事 務 所 の 端 末 回 線 は3～2回 線 とす る。

本 シス テ ムは 、通 信 機 能,処 理 機 能 か らみ る と,メ ッセ ー ジ通 信 方 式 で あ る

が,通 信 過 程 に お い て 一つ の メ ッセ ー ジ内容 が 取 捨 選 択 され 多数 の端 末 に分 配

され る点 に特 徴 が あ る。 す な わ ち

① 収集 処 理 分 配 形 式:オ ン ライ ンに よ リセ ン ター に収 集 した情 報 を処 理 し,

定 刻 に中継 局 か ら各 端 末 に オ ン ライ ン分配 す る。(例 → 品 目別 市況)

② 収 集 分配 形 式:セ ン タ ーに収 集 した 情報 を 直 ちに ま た は定 刻 に各 端 末 に分

配 す る(例 →市場 別 市 況)

③ 収 集 形 式:オ ン ライ ン に よ り情 報 を セ ン タ ーの ジ ャ ー ナル ・テ ー プに収 集

す る(例 → 統 計 情 報)

④ 分配 形 式:セ ン タ ーに収 集 され た情 報 を後 日オ ン ライ ン関 連 パ ッチ処 理 を

行 い,あ らた め て オ ン ラ イ ンに よ り分配 す る(例 → 産 地 情 報)

⑤ 一 斉 通信:特 定 の 端 末 か らオ ン ライ ンに よ り複 数 の 端 末へ 同一 情 報 を一斉

に分 配 す る(例 一 行 政情 報)
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⑥1対1通 信:1つ の端 末 か らオ ン ライ ン に よ り1つ の端 末 へ 情 報 を送 信 す

る(例 一 事 務 連 絡)

この 結果,全 国 主 要 約100個 所 の卸 売市 場 に発 生 す る毎 日の市 場 別 また は 品

目別 市 況情 報 は どこか ら要 請 さ れ て も人手 を介 さず にそ の 日の うちに送 信 可 能

とな る。 ま た,産 地 情 報 は セン タ ーでの オ フ ラ イ ンに よるパ ッチ処 理 が完 了 次

第市 況 情 報 同 様 に希 望 され る品 目の希 望 され る主 産県 の情 報 を 自動 的 に送 信 す

る こ とが可 能 とな る。

s
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13。 通 商 産 業 省 に お け る 「行 政 情 報 ネ ッ トワ ー ク構 想 」

13ユ 概 要

13.1.1総 論

通 産 省 に おけ る情報 シス テ ム の ネ ッ トワー クの理 解 の た め に,あ らか じめ,

シス テ ム発 展 プ ロ セス の レ ビ ュー をす る必 要 が あ る。

通 産 省 の行 政情 報 シス テ ムは,表13-1の 年 表 の とk・り昭 和35年 にそ の 歴

史の 幕 を あけ た の で あ るが,以 来 約13年 を3つ の節 にわけ る こ とが で きる。す

なわ ち昭 和35～40年 頃 の創 設 期 と40～45年 頃 の展 開 期45年 以 降 の発展期

で あ る。

創 設期 に は,民 間 にお け る合理 化 へ の 努 力 が次 第 に効果 を あ らわ して来 た こ と

に対 応 す る通 産 省 の事務 体 制 の 近代 化 の た め に,大 量反 復 定 型 的 な事 務 作 業 の機

械 化 に着 手 し,新 規 適 用事 務 の 開発 に重 点 が おか れ た。 これ が 展 開 期 に至 って 拡

大 さ れ,ハ ー ドウ ェア も順 次大 型 化 し,シ ス テ ム と して定 着 して 来 た。

この 間 に,コ ン ピュ ー タ ・セ ン ター完 成 とい う建 物 の上 での 物 理 的 問題 が 解 決

して,以 後 オ ン ライ ン化 へ の発 展 期 を迎 え たの で ある。

この よ うな事 務作 業 の機 械 化 がす す む一 方,官 房 では,34～3i5年 頃 に お こ っ

た 貿 易 自由化 問 題,経 済 成 長 に伴 う産 業 構 造 問題 等 政 策 的課 題 を 背景 に して,行

政機 能 を十 分 発揮 す る ため,一 般 行 政 に関 す る情 報 処 理 を コ ン ピュ ー タ ・シス テ

ムで 行 なお うとす る企 図 の も、どに,デ ー タ ・セ ン ター を設置,情 報 の蓄 積 と加工

解 析 技 術 の 開発 に着 手 した。 そ の 結果,省 内 に おけ る事務 作 業 機 械 化 シス テ ム と

の ネ ッ トワー ク に よる副 産 物情 報 お よび 処理 技 術 の 蓄 積 と流 通 に つ い て は ,展 開

期 頃 か ら機 能 す る よ うに な った。

ま た,省 外 に対 して は,情 報 の 相互 交換 を軸 とす る交換 ネ ッ トワー ク につ い て

磁気 テ ー プ ・ベ ース で 開拓 を続 け て,省 内 にお け るTSSサ ー ビス に のせ る一 方
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他 者(外 務)と のTS機 能 に よる情 報 の相 互 利 用 シス テ ムの 開発 をす す めて お

り,こ の面 で もオ ン ラ イ ン化 の 幕 あけ を迎 え る に至 っ た。(48年10月 開始予定)

この よ うに,通 産 省 の行 政 情報 システ ムは,そ の 誕生 の ときか ら,事 務 作業

の近 代 化 と併 せ て,内 外 の情 報 を処 理 して 政 策 判 断 を支 援 す る とい う,行 政M

ISの 性 格 を有 して い た こ とは注 目に値 す る こ とで あ った が,そ こには,産 業

構 造 審 議 会 答 申 の最 も重 要 な要 素 で あ っ たNISの 成 立 の 思 想 を うけ て,と も

に発 展 し よ うとす る パ ー トナ ー(ネ ッ トワー ク先)の 絶 え ざ る努 力 の 成果 も大

きな もの で あ っ た こ とを特 記 す る必 要 が あ る。

通 産 省VCk・ け る行 政 情 報 シス テ ムの構 造 を 図示 す る と図13-1の よ うに な

る。

省 外 ネ 。 トワ ー ク先

1・・-1蹄 バ ー・
ゾ ー タ ・パ ノ ク ・ン ス ラ ム ← 一一一一ーー一♪ 省 外 情 報 交 換 ネ ットワーク ・システム

(磁 気 テ ーーブ ・磁 気 デ

ス ク ・ベ ー ス笥)
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省 内サ ー ビス 省内 サ ー ビス 省内 サ ーービス

(管 理 業 務 支 援)(政 策 判断 支 援)(定 型 的 個 有 事務 処理)

(1)○ 内 の数 字 は,シ ス テム形 成 の順 序 を示 す。

② セ ン ター ・イ ンプ ッ ト ・シス テ ム は政 策情 報 シス テ ム に必要 な情 報 で,機 械

処 理 システ ム に の ってい ない もの を,セ ン タ ーで 直接 収集 評価 を し,イ ン プ

。 トす る機能 。

図13-1内 部 ・外 部 ネ 、 トワ 一一ク 機 能 か らみ た シ ス テ ム の 構 造
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13.1.2省 内デ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

(事 務 作業 機 械 化 副産 物 デ ー タの蓄 積)

現 在 の内 部管 理 事 務 処 理 の対 象 業務 は,予 算 上11種 類,個 有 事 務 処 理 の対

象業 務 は,予 算 上117種 類,計128種 類 に な っ てい る。(表13-2を 参 照 の

こ と),

これ らの業 務 か ら生 み 出 さ れ た デ ー タは,保 存 デ ー タ と して整 理 済 み の もの

が磁 気 テ ー プ ・ベ ース で 約2,000本,デ ー タの トランザ ク シ ョン等 が行 われ
　

て,月 毎 に書 きか え や追 加 が行 われ,整 理 な い しは,デ ー タ作 成 の 途 上 に あ る

もの が,磁 気 テ ー プ ・ベ ース で約4,000本 にな っ て い る。

次 に,対 象業 務 の主 な もの を あげ て み る。

内部 管理 事 務 の主 な もの は,行 政 調査 資料 整 備,法 令 検 索 シス テ ム,人 事 事

務,地 方 通産 局 情 報 処理,特 許 事務 管 理 等 が 主 な もの で,情 報 サ ー ビス ・ネ ッ

トワーク に の って い る もの は,法 令検 索 と地 方 局情 報 処 理 のみ で あ り ,情 報 を

生 み 出 す 力 の あ る もの は,地 方 局 情 報 シス テ ム(TSS)な らび に特 許 事 務 管

理 シス テ ム(48年10月 か らオ ン ライ ン化)で あ る。

個有 事 務 の処 理 の対 象 は,次 の とお りで あ り,殆 ん ど全 部 が 副 産 物 デ ー タ を

政 策情 報 シス テ ムに提供 す る ポテ ン シ ャル を持 って お り,必 要 に応 じて ,こ れ

が利 用 さ れ る。

(1)調 査 統 計 部 関係:事 業 所 リス トの体 系 的整 備,工 業 統計 調査 の 審 査 集 計 ,

生産 ・流 通等 の動 態 統 計 の 処理,諸 指数 作 成 等2次 加工 な どを 主 に25種 類
。

(2)通 商 局 関係:輸 入 イ ン ボ イス,貿 易 業 態,特 恵 関税,国 連 貿 易統 計 等 の処

理 な ど11種 類 。

(3)貿 易振 興 局 関係:輸 出 イ ン ボ イス,プ ラン ト輸 出動 向調 査 等 の処 理 な ど5

種類。

(4)重 工業局 関係:情 報 処理実態調査 な ど3種 類。

(5)鉱 山 局 関係:鉱 業 権 出願 処 理 シ ス テ ム(地 方 通 産局 端 末 か らのTSS)な

ど2種 類。

(6)繊 維 雑 貨 局 関係:自 動 警 告 システ ム。
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(7)企 業 局 関係:設 備 投 資調 査,工 業 立地 行 政 高 度 化,割 賦 販 売,価 格 指数 等

の処 理 な ど7種 類。

(8)公 害 保 安 局 関係:公 害 防止 施 設 調査 等 の処 理 な ど2種 類 。

(9)公 益 事 業 局 関係:電 気 ・ガス統 計 調査 等 の処 理 な ど2種 類。

⑩ 特 許 庁 関係:特 許 情 報 検 策 シス テ ム。

ω 中小 企 業 庁 関係:工 業 ・商 業 統 計 の再 編 処 理 な ど9種 類 。

⑫ 工 業 技 術 院 関係:標 準 部事 務 機 械 化(地 方 通 産 局 か らのTSSに よるJI

S表 示 許 可 工 場 管理 シス テ ムに対 応)等 の処 理 な ど3種 類 。

⑬ そ の他 定 型 業務:輸 出 保 険特 別 会 計(オ ン ライ ン),機 械 保 険特 別 会 計,

通 産研 修 所(TSS)な ど4種 類。

⑭ 非定 型 業 務 関 係(ロ ー カル ・バ ッチ処理 で外 部 の コ ン ピ ュー タ に よる委託

処理 分):公 害 関 係 の 調 査 ・分析,日 本 産業 の計 量 分析,エ ネ ル ギ ー消費 調

査,流 通 関 係 の調 査 ・分 析,エ コ ロ ジー分析 ・調 査 等 の処 理 な ど39種 類。

13ユ.3省 外デ ー タ ・ネ ッ トワー ク

(デ ー タの 収集 ・交換 ・蓄 積)

外部 とのデ ー ダ ・ネ ッ トワ ーク形 式 をそ の順 序 に従 って あげ る と,創 設 期 に

は,産 業 経 済領 域 の統 計 デ ー タを時 系 列(月 別10年 分以 上)で,約10,000系

列,マ ニ アル で処 理 し,シ ス テ ム に イ ン プ ッ トす る こ とか らは じめ られ(41年

頃略 々完 成,現 在 メ ンテ イナ ンス に移 行,サ ー ビス 開 始),つ い で国 連 貿 易統

計 を ア ジア経 済研 究 所統 計 部 との磁 気 テ ー プ ・ベ ース に よる ネ ッ トワー ク形 式

に よ り,国 別 品 目別,約80カ 国 分 につ い て利用 が可 能 に な り,の ち にOECD

貿易 統 計,LDC統 計 等 が これ に追 加 され た。 ま た ほ ぼ 併 行 して 日本 貿 易振 興

会海 外 情報 資 料 セ ン タ ー との 磁気 テ ー プ ・ベ ース に よる ネ ッ トワ ーク化 に よ り

海外 市 場情 報(英 文)約20万 件 の利 用 が可 能 に な っ て い る。

この よ うに 創 設期 か ら展 開期 にお い て は,現 実 に利 用 頻 度 が 高 く,か つ フ ィ

ー ジ ビ リテ ィの あ る もの か ら着 手 す る とい う形 で ,小 範 囲 で は あっ て も,密 度

の高 い デ ー タ ・パ ンク機 能 とネ ッ トワ ー ク機 能 を,核 と して 確 立 した と ころ に
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●

特 長 が あ る とい え よ う。

す な わ ち,事 務 作 業 処理 の 副 産 物 デ ー タな らび に,そ れ を補 完 す る外 部 デ ー

タを 自 らの手 で シス テ ム化 す る と同 時 に,ア ジア経 済研 究 所,日 本 貿 易振 興 会

な ど通 産 省 関係 特 殊 法 人 等 との 間 に,担 当領 域 を事 前 に定 め,予 算 の調 整 を行

な い,技 術 的 な イ ン ター フ ェース につ い て は,相 互 協 力関 係 を確 立 して,ネ ッ

トワ ーク化 を推 進 した の で あ る。 この ため3者 の共 同研 究 会 が 臨 時 に設 け られ

デ ー タの ロジ カル ・レコー ド方 法,シ ソー ラス の研 究,ソ フ トウェ ア の開 発 テ

ス ト等 々 に夫 々の ス タ ッフや機 械 が 自由 に相 互提 供 され るな ど,技 術 交 流 の 面

で の ネ ッ トワー ク機 能 の成 果は大 き く,研 究会が そ の 目的 を果 して 解 散 した今 日

の発 展期 にお い て も3者 の イ ン ター フ ェース は 保 た れ て い る。

昭和45年 以 降 の 発展 期 に い た り,大 蔵 省(通 関統計),日 本銀行(生 産 領 域 ・

諸 指数 と物 価 指 数 との 交換),長 期信用銀行(2,000社 財務 諸 表),興 業 銀 行

(設 備,金 融統計),鉄 鋼連盟(鉄 鋼 関 係,内 ・外情報),鋼 材 クラブ(鉄 鋼 流 通 ・

消 費 関係 内 ・外情報),日 経 データ開 発 セ ン タ ー(株 価 ・商 品関 係 内 ・外 情 報)

等 との間 に,主 と して磁 気 テ ー プ ・ベ ース で の デ ー タ交換 ネ ッ トワ ー クが 開 始

され てい る。 この うち,オ ン ライ ン化 の 必要 性 の あ る もの は 日経 デ ー タ開 発 セ

ン タ ーか らの情 報 提 供 の み で(48年 度 中実 現 見込 み)他 は オ ン ラ イ ン化 の 必要

は 差 し当 た りな い の で,磁 気 テ ー プ ・ベ ース で定 着 す る こ とに な ろ う。

今後 の拡 大 の予定 と して は,中 小 企 業 振 興 事業 団,金 属 鉱 探 促 進 事 業 団,生

産性 本 部 、特 許情 報 セ ンタ ー,プ ラン ト協 会 等 の公 益法 人,石 油 連 盟 ,石 油 化

学 工 業 協 会,日 本 化 学 繊 維 協 会,日 本 自動 車工 業 会,紙 パ連 合会 等 々の 産 業 界

団体 や,金 融機 関等 が あ る。 行 政機 関 で は,総 理 府,経 済 企画 庁,国 土 統 合 開

発,外 務,農 林,労 働,厚 生,運 輸,建 設,科 技 の各 省 庁 が あ る。 これ らの 中

央 省 庁 につ い て は,「 電子 計 算 機 利 用 に関 す る技 術研 究会 」(工 技 院)の 研 究

成果 に従 っ て,例 え ば 統計 に つ い て は総 理 府 統 計局 が 中心 とな って す す め て い

る 「統 計 デ ー タ ・バ ンク研 究 会 」で得 られ た各 省 の コンセ ンサ ス を基 本 とす る

方 法 等 が採 用 され る こ とに な る で あ ろ うが,い つ れ に して も,そ れ は 画 一 的 で
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は な く,必 要 に応 じて活 用 パ タ ー ンが 明確 で,実 効 の あ る ものか ら と りあげ ら

れ るで あろ う。 オ ン ライ ンが 必要 な ものは,極 めて 少 な い(殆 ん どな い に近 い)

か 行政 管 理 庁 ・郵 政 省 で推 進 を企図 してい る 「行 政情 報 通 信 網 」の利 用 は検 討

され る こ とに な ろ う。

省外 との ネ ッ トワー ク に よっ て現 在 整備 され てい るデ ー タ,な らび に ネ ッ ト

ワ ーク に よ り必 要 デ ー タ を シス テ ム と して そ の 都 度得 る こ とが で き る もの の う

ち主 な もの を かSげ る と次 の とお りで あ る。

〇 一般 経 済 統 計:約11,000系 列(1系 列 は 月別10年 分 を単位)が 磁気 テ

ー プ ・ベ ース ,こ の うち利 用 頻度 の極 めて 高 い 約900系 列 は デ ィス ク ・ベ

ース でTSSサ ー ビス
。

○ 情 報 要 約:内 外 産 業 経 済 に 関 す る記 事 で和 文(漢 字2,400字 を含 む)処 理

約10,000件 。

○ 技 術 情 報:機 械 産 業 に関 連 す る海 外 情 報(和 文)約5,000件 。

○ 産業 別情 報:鉄 鋼 産 業 に関 連 す る内外 情 報(和 文 ・英 文)約50,000件 。

○ 貿 易 統 計:相 手 国 別 商 品 別 月別 輸 出入80カ 国6カ 年 分。

○ 海 外 市 場 に おけ る商 品情 報:海 外 市場 にお け る商 品 を主 体 に した情 報(英

文)800,000件 。

○ 企 業 経 営 統 計:主 要2,000社 財務 統 計。

○ 卸 売 物 価 指 数:1,065系 列。

○ そ の 他:株 価 ・商 品取 引情 報 等。

13ユ.4政 策 情 報 シス テ ム の構 築

(政 策 領 域 毎 の 専 門的 な情 報 シス テ ムの ネ ッ トワ ーク)

通 産 省 の行 政 情 報 シス テ ムの発 展 期 には,政 策情 報 シス テ ムの 構 築 を 開始 し

た こ とに最 も大 きな特 長 を見 出す こ とが で きる。 展 開期 の建 物 の一 期 分完 成 に

伴 うハ ー ドウ ェ ア の 大 型 化 等 に よ り,事 務 作 業 の 機 械 化 の一 巡 にほ ぼ 見通 し

が 立 ち,そ れ が 次第 に オ ン ライ ン化 の方 向 で高 能 率 化 す る に至 り,コ ン ピュー

タ ・シス,テ ムの 有機 的 運 用(運 営 連 絡会 議)や,デ ー タ の交換 ・蓄 積 の 成果 の
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上 に事務 近 代 化 か ら行 政 高 度 化 に重 点 移 行(行 政 高 度 化 運 営 委 員会)を 可 能 に

した。

通 産 省 の政 策 情報 シス テ ムは,以 上 の よ うな コ ン ピ ュー タ ・パ ワー と,そ れ

を有機 的 に運 用 す る ソ フ トウ ェア技 術 力 とデ ータの 交換 ・蓄 積 機 能 を背 景 と し

た 行政 情報 シス テ ムの ゴー ル で もあ る とい え よ う。

政 策 情報 シス テ ムは,3つ の柱 か ら成 り立 って い る。 す な わ ち1つ は,政 策

項 目別 の 約30個 の高 密度 なサ ブ ・システ ム群 を作 る。1つ は,民 間産 業 経 済 界

で,進 展 して い る産 業 の 情 報 化 を支 援 し,こ れ を産 業 別 情報 のサ ブ ・システムと

す る。1つ は,情 報 活 用 の た めの高 度 な加 工 ・解 析 サ ー ビス の た め の シ ミ ュレ

ー シ ョン機 能 の 開 発装 備 で あ る
。

す な わ ち,政 策項 目別サ ブ'シ ステムを縦 の 糸 とす れ ば,産 業部 門別 サブ ・シス

テ ムは横 の 糸 で あ り,シ ミュ レ ー シ ョン機 能 は,ど の よ うな注 文 の織 物 で も作

りあげ る こ とが で き る よ うな技 術 とで もた とえ る こ とが で き る。

しか しなが ら,政 策 情 報 シス テ ムは,い わ ゆ る統 一 シス テ ムで もなけ れ ば,

総 合 システ ムで もな い。

政 策 項 目別 の1つ1っ のサ ブ ・システムで も産業 部 門 別 の夫 々のサ ブ ・システム

で も,各 々の政 策 問題 を 背景 に した独 立 の視 点 か ら,オ プテ ィマ イ ゼ ー シ ョン

を追 求 す る シス テ ムで あ る。 政 策 情報 シス テ ムは,こ れ らの ロー カル ・オ プテ

イマ イ ゼ ー シ ョン を追 求 しつ つ,相 互補 完 の た めの 情報 流 通 と利 用 技 術 の 開 発

支援 を行 なっ て,ト ー タル ・オ プテ ィマ イゼ ー シ ョン を求 め よ う とす る一大 ネ

ッ トワー ク ・シス テ ムそ の もの で あ る。 情 報 化 社会 にお け る知 的 創 造 の源 泉 は

プ レゼ ン トリ ック(多 中心 主 義 的)な シス テ ムに よ らざ るを得 な い とい わ れ る

が,NISの 基 本 思 想 に も,電 子計算機利用技術研究会報告 にもこのよ うな考 え 方

は,共 通 して流 れ て お り,政 策情 報 シス テ ムの構 想 は,こ の よ うな性 質 の シス

テ ムへ の具体 的 な ア プ ローチ とい うこ とが で きる。

具 体 的 な,サ ブ ・シス テ ムの リス トは表13-3に 掲 げ た とお りで あ る。

現 在,政 策 項 目別 サ ブ ・シス テ ムでは,企 業 情報 シス テ ムが完 成 し,海 外経

一209一



済協 力 システ ム貿易 情 報 シス テ ム地 域 開 発情 報 システ ムの 開 発 が す す め られ て

い る。

産業 部 門 別 サ ブ ・シス テ ムは,鉄 鋼 業 関係 につ い て既 に鉄 鋼 連盟 か らSIS

(SteeユInfOrmationSystem)が 発 表 され て い る6

シ ミュ レー シ ョン ・シ ス テ ム では,通 産 省 モ デ ルが発 表 さ れ て ,TSSサ ー

ビス にの っ て い るほ か,業 種 別 景 気 指標 モデ ル ,マ ネー フ ロー ・モ デル,公 害

関係 分析 計 算(大 気拡 散 分 析 モ デ ル 等)が,一 部TSSサ ー ビス の テス トにか

け られ て い る。

政 策項 目別 サ ブ ・シス テ ムの具 体 例 は発 表 さ れ た こ とが な い の でそ の理 解 の

た め,経 済 協 力情 報 シス テ ム を例 と して あげ て お く。

〔例 〕

「経 済協 力 情 報 シス テ ム」 に っ い て

わが 国 の海 外 経 済 協 力 は最 近 まで は,た か だか 数 百 億 円の ベ ース で あっ

た が,近 い将 来 国 民 総 生 産 の1%を 目途 に急 増 す る もの と思 わ れ,そ の 内

容 も非 常 に多 様 化 す る必 然 性 が あ る。 一方 国 内 で は,多 くの機 関 が海 外経

済 協 力 に参 画 して い るが,こ れ ら関係 機 関 の情 報 の 体 系 的利 用 体 制 が 欠如

してい るた め有 機 的 な措 置 を と りに く くして い るの が 現 状 で あ る。

この よ うな事 態 に対 処 す る ため,外 務 省 と共 同 プ ロ ジ ェク トと して経 済

協 力情 報 シス テ ム を開 発 す る必 要 が生 じた。

対 象 とす る情 報 は,援 助 の実 行 に関す る領域 の もの と,援 助 の事 前 の調

査 計画 等 に関 す る領 域 の もの とに大 別 され る。

前者 は 「協 定 等 」 「協 定 等 に基 づ く計 画 」 「計 画 に基 づ くプ ロ ジ ェク ト

の実行 に関 す る トラン ザ ク シ ョン 」の一 連 の情 報 を体 系 的 に処 理 す る事 務

管 理 的 な もの で あ り,後 者 は,発 展 途 上 国 にお け る政 策 目標 に従 った 「調

査 」 「調 査 に従 った 諸 計 画 」 「これ らの計 画 の フ ィ ー ジ ビ リテ ィ調 査 」

「開 発 プ ロジ ェ ク ト化 」に至 る事 前情 報 を処理 し,途 上国 に対 す る最 適援
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助 計 画 や先 進 国 間 の最 適協 調 条 件 等 を支 援 す る もの で あ る。

これ らの情 報 は,外 務 省 が80%を カバ ー し,通 産 省 が17～9%を カバ

ー して い る とみ られ る の で ,主 と して外 務 省か ら提供 さ れ る情 報 を 中心 に

して 通 産 省 か らの情 報 を これ に加 え,政 策 情 報 シス テ ムに イ ンプ ッ トし,

夫 々がTS端 末 か ら利 用 す る とい う形 に な る よ うな方 向 で シス テ ム開発 が

進 め られ て い る。

事 前情 報 は,わ が 国 の 海外 調 査 お よび 国 連 開 発機 構(UNDP)の カ ン

トリーペ ーパ ー,OECDのDACの 情 報 等 が 含 ま れ,実 行 情報 は,「協 定,

交換 公 文,声 明,決 議 文,評 議 々事 録,メ モ ラ ンダ ム等 」 と これ らの協 定

等 に基 づ く個 々の プ ロ ジ ェ ク トにつ い ぞ の 「援助 形 態,対 象国,援 助 目的,

対 象 分 野 等 」 と更 に これ ら個 々の プ ロジ ェ ク トの実 行 に関す る トラン ザ ク

シ ョン情 報(効 果 測定 調 査 の経 過,専 門 家 派遣,機 械 供 与等 の実 行 状 況,

円借 款 プ ロ ジ ェ ク トの契 約,認 証 等)が 含 ま れ る。

情 報 の入 手 経路 は,

実 行 領 域 の ものは,

「外務 省 → 海 外 技 術協 力事 業 団 の情 報 シス テ ムでル ーチ ン業 務 処 理,

そ の結 果 を →通 産 省政 策 情 報 シス テ ム に蓄 積,

事 前領 域 の ものは,

「外務 省 →通 産 省 政 策情 報 シス テ ム とい う形 の ネ ッ トを構 成 し,出 力

経 路 は,

外 務 省 内

鍵 省政策情報システムく
通 産省 内

の ネ ッ トを構 成 す る。 将 来 は,大 蔵 省,経 済 企 画 庁等 の関 係 部 局 に も端 末

が配 され る よ うな ネ ッ ト拡 大 が 行 われ よ う。

この よ うな経 済協 力情 報 シス テ ムは,政 策 情 報 シス テ ムの 中 では,他 の サブ ・

シス テ ム と リン クさ れ る。 例 えば,援 助 プ ロ ジ ェ ク トの ある実 行 項 目が ダ イ レ
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ク トに リ トリーバ ル され て 「企 業 情 報 シス テ ム 」に リン クされ た り,ま た 援助

プ ロ ジ ェ ク ト全 体 の 中か ら,共 通 の技 術 要 素 が セ マ ンテ ィ ックに リ ト リーバ ル

さ れ 「技 術 情 報 シス テ ム 」に リン クされ る な ど,他 の サ ブ ・シス テ ム との ネ ッ

トワ ー ク関係 を成 立 させ て利 用 され る方 法 も併 せ て と りあげ られ て い る。

13.2ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム の仕 様

13.2ユ ハ ー ドウ エア

磁 気 テ ー プ ・ベ ー ス の交換,蓄 積 が 中心 に な っ て い るが,テ ー プ規格 は,

1/2イ ンチ 幅 の もの で あれ ば,7ト ラ ック,9ト ラ ックいつ れ で も,ネ ッ ト

ワー ク先 の 希望 に合 わせ て,送 受可 能 で あ り,符 号 変 換 は,IBMコ ー ドをベ

ンチ ・マ ー クに して い る。 レー ベ ル に記載 さ れ る内容 は,そ の都 度 テ ー プ に関

す る ドキ ュ メン トと して,テ ー プ と一 諾 に送 受 す る方法 が と られ るが,こ の ド

キ ュ メン トには,使 用言 語 デ ー タ フ ォー マ ッ ト等 すべ てが 明 示 され る こ とに な

っ て い る の で,テ ー プ交換 上 の フ ィ ジ カル な問 題 は な い。 磁気 デ ィス クに よる

交 換 は行 な われ て い な い。

オ ン ライ ン ・バ ッチ の ネ ッ トワ ー ク(主 機 はN400フ ル セ ッ ト)は,定 型 事

務 作 業 処 理 に採 用 さ れ て い るが,主 な仕 様 を あげ る と次 の とお りで あ る。

市 外 専 用 回線,混 合 使 用,全2重 方 式 符 号 伝 送,1,200B/S,東 京 一大 阪

間1回 線,使 用 端 末 は 東京 がCRTデ ィス プ レイ,マ ー クシ ー ト ・リー ダ ー,

プ リン タ計10台,大 阪 が ター ミナル ・コ ン トロ ール用 ミニ コ ン1台 のほ か

CRTデ ィス プ レイ,マ ー ク シー ト ・リー ダ ー,プ リン タ等 計6台 で あ る。

モ デ ムは,市 外 専 用 回 線用2台(1,200B/S以 下,符 号 歪15%以 下 電

源 電 圧AC(90-110V)50～60Hz,消 費電 力30VA)を 使 用,こ の 他 に

本 省 内用1台 を置 い て い る。 東京 一 大 阪 間1回 線 のデ ー タ通 信 量実 績 は,月

間2,500万 ～50,000万 ビ ッ トで あ る。

TSSの ネ ッ トワー ク(主 機 は,N500フ ル セ ッ ト)の 回線 関 係 は,概 ね オ

ン ライ ン ・バ ッチ の場 合 と同 じで あ るが,端 末 が,分 散 し,多 極 化 して い る の
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が特 長 とな る。

回線 は,札 幌,仙 台,広 島(48年10月 か ら大 阪,名 古屋,高 松 に追 加 予定)

が,そ れぞ れ200B/S1回 線,東 村 山 が50B/S4回 線,溜 池 が50B/S

2回 線1,200B/S2回 線 とな っ てお・り,デ ー タ ・ス コー プ(1,200B/S)

7台,デ ー タ ・ス テ ー シ ョン(200B/S)3台,タ イバ ー(200B/S

50B/S)18台,計28台 に な って い る。

端 末 か らの ア プ ロ ーチ は,午 前10時 一12時 午 后2時 一5時 に ピ ー クに な

り,1台 当 た りの 月間 平均 使 用 時 間 は20時 間 弱 とな って い る。

13.2.2ソ フ トウ ェア

磁気 テ ー プ ・ベ ース の コ ー ド変 換 プ ログ ラム等 は,コ ンバ ー ト ・テ ー ブ ルが

作 成 さ れ て問題 は 少 な い。 一 方 のデ ー タ ・コ ー ドが,一 方の ハ ー ド上 の フ ァン

ク シ ョン ・コ ー ドに該 当す る例 外 ケ ース は 時 に 見 られ るが ,デ ー タ交 換 が技 術

的 に困 難 にな る要 因 とは考 え て い ない。

オ ン ライ ン関係 は,デ ー タの 入 出力,編 集 プ ログ ラム等 をは じめ 夫 々の ジ ョ

ブ ・プ ログ ラムは一 応 揃 って い るが,TS端 末 ユ ー ザ ーが開発 使 用 して い る独

自の ジ ョブ ・プ ログ ラムの 共 用 体 制 の確 立 に つ いて は 今後 の 問題 に なっ て い る。

メー カーか らオ フ ァー され た シス テ ム ・プ ログ ラムの うち,フ ァ イル ・マ ネ

ー ジ メ ン ト関係 は極 めて 貧 弱 で あ る
。

13.2.3提 供 サー ビス

省 内 サ ー ビス が主 目的 の シス テ ムで あ るの で,外 部 へ のサ ー ビス は,不 特 定

対 象 には 行 わ な い。 ネ ッ トワー ク先 との 相 互 の 必要 か らの デ ー タ交 換 の 趣 旨 に

限 られ るの で,技 術 流 通 を も含 めて,等 価 交換 の原 則 を とって い る。

具体 的 な情 報 内 容 お よび ネ ッ トワー ク先 は13.1概 要13.1.1～13.1.3を

参 照)
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13.3ネ ッ トワー ク化 の 問題 点

13.3.1ネ ッ トワー ク の 性 質

独 立 完 結 的 な事 務 作 業 処理 シス テ ムでは,ツ リー構 造 の情 報 流 通 が,ス ケー

ル メ リ ッ トもあ り能 率 的 で あ るが,政 策 情報 シス テ ムに おけ る情 報 流 通 で は,

背景 問 題 に既 応 した 意 味 で 高 密度 の シス テ ムで なけ れ ば有 用 で な く,ま た デ ー

タ ・メン テ ナ ンス の 上 では,デ ータ発 生個 所 か ら近 い程,生 きたデ ー タの提 供

が保 証 され る事情 等 か らオ ール オ ー バ ー な巨 大 な シス テ ムは考 え られ な い。 こ

の意 味 で,多 中心 主 義 的 な性質 を もつ ネ ッ トワ ー ク機 能 の果 す 役 割 りは,極 め

て重 要 で あ る。 しか しなが らオ ン ライ ン化 さ れ た場 合 は,バ ッチ業 務 と異 な り

ス ケール メ リ ッ トは な く,逆 に オ ーバ ーヘ ッ ド増 大 の おそ れ す ら出 て くる。 こ

れ につ い て は,今 後 の課 題 で あ る。

13.3.2ロ ジカ ル な 側 面

ロ ジ カル な側 面 で の 問題 点 と して,4点 を提起 して お きた い。

第1は,フ ァイ ル ・コ ン トロ ール につ い て の 考 え方 で あ る。.現 在 は 、バ ッチ

処 理 に よる場 合 とTS処 理 に よる場 合 をわけているのが通常 であ るが,多 中心 主

義 の オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク機 能 には な じま な い。 この よ うな操作 上 の問 題

だけ では な く,コ ボ ル言語 処 理 の フ ァイル とフ ォ ー トラ ン言 語 処理 の フ ァ イル

間 の コン パ テ ィ ビ リテ ィ に欠け る と ころが あ る。 前 者 は,事 務 計 算 体 系 の フ ァ

イル で あ り,統 計 作 成 な どの業 務 は これ に属 して い る。 後 者 は,科 学 計算 体 系

の フ ァイ ル で あ り,情 報 の 高度 利 用 な どの 業 務 は これ に属 して い る。 そ もそ も

記述 統 計 的 な大 標 本 主 義 と,推 測 統 計 的 な精 密 標 本 主義 を情 報 処 理 の 分 野 で も

わ け て考 え る必 要 は な く,集 計 を行 な い平 均 を と りなが ら,同 じデ ー タ に,推

定 ・検 定 の ア プ ロー チ を行 な うな どの処 理 は 現 実 に行 われ て い るの で あ るか ら

フ ァ イル ・コ ン トロー ル につ い て は,従 来 の ア ー キ テ クチ ャ ーを根 本 か ら見 直

す 必要 が あ るの で は な いか と思 わ れ る。

第2 .は,マ ル テ ィプ ル ・デ ー タ ・リン ケー ジの問 題 で あ る。 従 来 プ ログ ラム

とデ ー タは1対1の 対 応 を なす と考 え られ,マ ル チ ・ジ ョブ にな っ て も,ブ ロ
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グ ラ ム群 とデ ー タ群 の コ ン トロー ル機 能 が加 わっ て くる形 に な っ て い る。

当面 は,こ の形 で大 きな 問題 は起 らな い と思 わ れ るが,大 容 量 の フ ァイル ・

オ リエ ンテ ィ ッ ドな マ ル チ ・プ ロセ ッサ ー タイ プの コ ン ピ ュ ー タが 出現 した 場

合,プ ログ ラム も,デ ー タ も要 素 別 に分解 し,プ ログ ラム ・エ レ メ ン トとデ ー

タ ・エ レメ ン トの対 応 を考 え る こ とが 出来 る よ うに なれ ば,非 常 に性 能 の高 い

ネ ッ トワー ク機 能 を期 待 す る こ とが可 能 に な る。 この よ うな 問題 と現 実 の フ ァ

イノレ・マ ネ ジ メ ン ト ・シス テ ムの 開発 方 向 との関 係 につ い て組 織 的 な研 究 が 行

わ れ て いな い。

第3は,デ ー タ ・ア セ ス メ ン トの問 題 で ある。 従 来 の価 値 観 に よ るデ ー タ で

今 後 の政 策情 報 は満 た さ れ な い の で,新 しい価 値 観 で新 ら しい イ ン ジ ィケ ー タ

が 必要 とされ て くる。 これ は 民 間企 業 にお け る経 営 判 断 の た め の情 報 の場 合 で

も同様 で あ る。 例 え ば,発 電 所 の立 地 を考 え る場 合,従 来 の よ うな経 済 的補 償

の考 え 方 だけ で は な く,住 民感 情 や 地 域 環境 お よび給 電 責 任 とい う公 益 事 業 等

に関 す る情 報 処 理 が 行 わ れ た結 果 の判 断 が必 要 にな っ て くるが,こ の よ うな場

合 統 計 調査 上 の 「数 量 化 」の テ クニ ッ クのみ に主 た る責 任 を負 わせ る問 題 で は

な く,情 報 処 理 技 術 領 域 で の新 た な るデ ー タギ ャザ リン グ機 能 が,検 討 され る

必 要 が あ リネ ッ トワ ー クに 関 す る ロ ジ カル な側 面 で の 端 末 の 意味 を積 極 的 に考

え なお す 必要 が ある。

第4は,デ ー タ ・エ コ、ロ ジ ー の考 え 方 の導 入 で あ る。TSSに よる計 算 パ

ワー のサ ー ビス とデ ー タ ・ネ ッ トワー クに よる デ ー タ ・サ ー ビス能 力 の飛 躍的

な増 大 の 結果,例 え ば計 量 経 済 モ デ ル分析 等 に おい て は,無 暗 に方程 式 の数 が

増 え体 系 が 複雑 化 して ゆ く傾 向 が あ るが,モ デ ル に内 包 さ れ る意 味 に耐 え得 る

性 質 の よ くわ か っ た デ ー タ を用 い よ うとす るデ ー タ解 析 の 努 力 が 失 わ れ て,直

接 モ デ ル にア プ ロ ーチ す る ため,パ ラ メー タが無 意 味 とな リモ デ ル体 系 が空 洞

化 してい ない か とい う疑 で あ る。 す な わ ち,デ ー タ解 析 の 面 では シス テ ムを使

い切 って いな い に もか か わ らず,計 量 経 済 モ デ ル は コンピ ュー タに頼 りす ぎて

い る こ とに問題 が あ るの では ない か とい うこ とで あ る。 ネ ッ トワー ク ・シス テ
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ムの 今後 の活 用 上 の 問 題 と して 「デ ータか ら学 ぶ 」 こ とを促 進 す るた め
,ネ ッ

トワ ー ク ・シス テ ムの 中 にデ ー タ ・エ コ ロ ジ ーを容 易 にす る機 能 を考 慮 す る必

要 が あ る もの と思 わ れ る。

13.3.3フ ィジ カ ルな 側 面

フ ィ ジ カル な面 の 問題 は,通 信 系 しか あげ る こ とは 出来 ない が ,回 線 網 につ

い て は,公 衆通 信 網 の 中 に許 容接 続 範 囲 を設定 した専 用 網 を作 る こ とが で きれ

ば よい と考 え て い る。

ま た,行 政 管 理 庁,郵 政 省共 同 で企 図 して い る 「行政 情 報 通信 網 」が 各 省 庁

共 同専 用網 と して 現 在 の公 衆 網 よ りも,良 質,廉 価 で あれ ば,そ れ も利 用対 象

に な る もの と思 われ る。

専 用

グ ル ーブ

サ ブ網

専 用

ク)レーフサ フ網

専 用

クソレーフサ ブ'

図13--2専 用網の許容接続範囲

交 換 網 で は,電 話 とデ ジ タル通 信 の混 合使 用 の切 りか え 機 能 が 便利 に なれ ば

ほ とん ど問題 は な く,デ ジ タル交 換 機 導入 に よる コス トの 変 化 が 結果 的 に どの

よ うな影 響 を与 え る こ とに な る のか につ い て の情報 を早 い 時 期 に.与え られ る よ

うに希 望 してい る。

多 彩 な端 末 の採 用 が ネ ッ トワー ク にお い て は必 然 で あ るの で,蓄 積 交 換 に よ

る メ リ ッ トを,速 度交換,コ ー ド交換 に集 中 し,端 末機 の 制 限 を極 力 な くす こ と

を希 望 してい る。

13.3.4体 系化 ・標 準 化

体 系 化,標 準 化 の問 題 は,情 報 シス テ ムの ネ ッ トワー クの領 域 で は,相 互 の
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イ ン タ ー フ ェ ース の技 術 基 準 が あれ ば十 分 で あ り,通 信系 で は,技 術 基 準 を明

確 に して型 式 認 可 の 方式 を全 面 的 に とる方 法 に なれ ば,ネ ッ トワー ク化 は 飛 躍

的 に進展 す るで あろ う。

問題 は,プ ロ グ ラ ム ・ラン ゲ ー ジの標 準 化 の方 に あ る。

更 に大 きな 問題 は,情 報 シス テ ムの領 域 外 の 部 分 例 えば,国 際 的 なデ ー タ比

較 を行 な う場 合 の定 義 範 囲 の 不一 致,単 位 換 算 等 の ス ケール 等 々の 面 に 多 く存

在 す る が,こ れ は ネ ッ トワ ー ク上 の問 題 とい う よ り も 「デ ー タ開 発 」の領 域 の

問題 で あ ろ う。

13.4組 み 入 れ られ るシ ス テ ム(既 存)

考 え られ る シス テ ム領 域 伶 後)

通 産省 の行 政 情 報 シス テ ムは,本 来 の 目的 が 省 内 サ ー ビス ・シス テ ムで あ リ

ネ ッ トワー ク も この 目的 に 沿 っ た範 囲 に止 ま る こ とに な ろ う。

次 に と りあげ られ なけ れ ば な らない こ とは,こ の よ うな情 報 が 国民 全 体 に活

用 され るた め の 仕組 み が 如何 に あ るべ きか に つ い て で あ る。

も と よ り,通 産 省 の行 政 情 報 シス テ ムは,外 部 に対 して オ ー プ ンな考 え 方 で

あ るの で,種 々の領 域 にお け る民 間 の知 識 産 業 振 興 を通 じて,国 全 体 の 情 報 化

進展 の一 翼 を に な うこ とは 当 然 の責 務 で あ る こ とは 論 をま た な い。

13.5開 発 ス ケ ジ ュー ル

シス テ ム の ゴ ー ルは 設定 さ れ た の で,予 算 査 定 次第 で完 成 時期 は異 な る こ と

に な るが,一 応 通 産 省 庁舎 第3期 工 事 完成 時(コ ン ピ ュー タ ・セ ン ター が最 終

展 開 に必要 な物 理 的条 件)と 目され る昭和52年 頃,ま た は そ の1年 後 頃 に シ

ス テ ム完 成 の 目算 を た てて い る。

13.6推 進体制

○ 企画 ・検 討機関(適 宜)
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行政高度化運営連絡会議

(官 房参事官主 宰,関 係課長 で構成)

○ 調 整 ・推 進 機 関(毎 週)

情 報 連 絡 会議

(官 房 参事 官 主 宰,情 報 関係 行 政 主 管課 長 で構 成)

○ 運 用機 関

コ ン ピ ュー タ ・セ ン タ ー運 営 連 絡会 議(毎 週)

(官 房 情 報管 理 課 長 主 宰 コ ン ピ ュー タ ・セ ン ター関 係 課 長 で

構 成)

運 営 連 絡 会 議幹 事 会(毎 週)

(官 房 情 報 管理 課 総 括 班 長 主 宰 コン ピュ ー タ ・セ ン ター 関係

課,電 子 計 算機 専 門職 お よび 班 長 で構 成)
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○ コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン タ ー 関 係 機 構

↑日 雇 ↑吉報管ナ里課 総

省

計

開

デ

班

班

班

班

班タ

括

理

画

発

電 子 計 算 機
専 門 職

政策情 報 システム開発室

企 画 調 整 班

技 術 班

専 門 官

専 門 官 補 ・佐

調 査統計部

貿易願 局 一 輪出保険課 τ

重 『[業 局

特許庁総務部

ク

⌒ 官工 蒼 き:
'専 門 職

事 務 シ ス テ ム 班

電 子 計 算 機

専 門 職

機械保険課

'

雀∵ ∴ 丁

丁
工業 技 術 院 総 務 課
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表13-1通 産 省行 政 情 報 システ ム形 成 の年表

35

36

〃

37

37

39

40

42

〃

2

3

3

3

」4

4

4

4

年7月

6

〃

5

7

9

11

7

〃

0

6

6

7

1

4412

4510

46 1

官 房調 査 課 にデ ー タ ・セ ン タ ー設 置

調査 統 計 部 にMARK-Aを 導入

特 許 庁 に審査 機 械 化 研 究 室 設 置

デ ー タ ・セ ン タ ーに情 報 検 索機(1号 機)を 導 入

省 内事 務機 械 化 検 討委 員 会 発 足

特 許 庁 にHITAC-3010を 導入

調 査 統 計部 にNEAC-2200(200)を 導 入

同 上(400)を 導 入

特 許 庁 にHITAO-4010を 導 入

(3010リ プ レー ス)

貿 易振 興局 にNEAC-2200(200)を 導入

コ ン ピュー タ ・セ ン ター(通 産 省新 館)完 成

デ ー タ ・セ ン ター に情 報 検 索機(2号 機)導 入

コ ン ピュー タ ・セ ン ター運 営 連 絡会 議 発 足

(有 機 的 運 用 を開 始)

行政 高度 化 運 営 委 員 会 発 足,事 務 機 械 化 検 討委 員会 を発

展 的解 消(事 務 処 理 近 代 化 か ら行 政 高 度 化 に重 点移 行 方

針)

ア ー タ ・セ ン ター にNEAU-2200(200)を 導 入

大 臣官 房 に情 報 管理 課 を設置(デ ー タ ・セ ン ター お よび

製 表 課 の統 合)

NEAC-2200(200)1台 を500に レベ ルア ップ

端 末11台 で,一 般 行政 情 報 の タ イム シ ェア リング処 理

開始
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47年2月

47

47

48

49

5

10

NEAC-2200(200)1台(貿 振 用)を400に レベ ル

ア ップ。 端 末12台 で,輸 出保 険業 務 の オ ン ライ ン・バ ッチ

処 理 を開 始

大 臣官 房 に政 策 情 報 シス テ ム開 発 室 を設 置

TSS用 端 末28台 オン ライン ・バ ッチ用 端 末16台 に増 加

10(予 定)NEAC-2200(200)1台 を500に レ ベ ル ア ッ プ

同4001台(貿 振 用)を500に レ ベ ル ア ッ プ 。 端 末 は

TSS用38台(他 省 サ ー ビ ス 用 を 含 む)オ ン ラ イ ン ・バ ッ

チ 用20台 に 増 加

3HITAO-4010をHITAC-8700機 に リ プ レ ー ス,

端 末10台 で 特 許 情 報 お よ び 事 務 処 理 を 開 始

●

`
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表13-2通 産 省行 政 情報 シス テ ム対 象業務 リス ト

(1)大 臣官房関係

① 日本産業 の計量分析(TSS)

② 産業景気動向調査

③ 行政調査 資料整備

④ 情報処理作業(一 部TSS)

⑤ 行政情報 システ ムの開発(TSS)

⑥ 高速 プロ ッター用デ ータ作成

⑦TSSア プ リケーシ 。ンの開発提供

⑧ 人事事務 の能率化等

⑨ 法令検 索 システム(TSS－ 開発 中)

⑩ 地方情報処理体制の整備(TSS)

(2)調 査統計部関係

① 事業所 リス トの体素的整備

② 石油製品需給統計

③ 紙流通統計

④ 機械器具流通統計

⑤ 鉄鋼需給統計

⑥ 非鉄金属需給統計

⑦ 繊維流通統計

⑧ 指数改 訂作業

⑨ 生産動 態統計 デー タ ・ファイル

⑩ 指数作成強化

⑪ 生産予測指数

⑫ 地域間産業連関表
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⑬ 産業連 関表延長 モデ ル

⑭ 主要産業短期予測モデ ノレ作成

⑮ 生 コンク リー ト流通統計

⑯ 商業動態統計

⑰ 流通 フ ロー表作成

⑱ セル フ ・サー ビス統計表

⑲ 商業 統計(沖 縄分)

⑳ 商業 動態標本設計

⑳ 割賦販 売実態調査

⑫ 工業 統計

⑫ 工業統計 分布相関編

⑳ 電子計算機運 用(統 計 システム)

⑳ 生産動態統計

⑳ サ ー ビス業実態調査

⑳ サ ー ビス業 四半期調査

(3)通 商局関係

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

輸入 承認統計

輸入 インボイス統計

物価安定 のための輸入政策

通商 白書作成

貿易業態統計作成

国連貿易統計

世界貿易 マ トリックス予測

環太平 洋経 済圏調査

輸入構造 調査

特恵 関係貿 易統計作成

平均 関税率算定書作成
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(4)貿 易振 興局関係

① 輸 出インボイス統計

② 貿易外取引承認 自動処理

③ プラン ト輸 出動向等調査

④ 代理店手数料調査

⑤ 輸出 クレーム統計

(5)重 工業局関係

① 情報処理技術者試験の分析

② 情報処理実態調査

③ 情報産業実態調査

(6)鉱 山石炭局関係

① 石油販売実態 調査

② 鉱業権 出願処理 システ ム(TSS)

(7)繊 維雑貨局関係

① 自動警 告 システ ムの開発

(8)企 業局関係

① レバ ー ・フ ロー分析

② 設備投 資調査

③ 外資系企業動 向調査

④ 割賦販売法 の施行

⑤ わが国企業 の海外活動調査

⑥ 価格指数 の作成 等

⑦ 工業立地行政 の高度 化

(9)公 害保安局関係

① 公害防止施設調査

② 公害防止管理者試験

⑩ 公益事業局関係
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① 電気 ・ガス調査統計

② 電 力需要想定

伽)特 許庁関係

① 新事業処理 システムの開発(オ ンライ ン ・バ ッチ)

② 機 械検 索 システムの開発(TSS)

⑫ 中小企業 庁関係

① 工業統計調査 加工分析

② 中小企業生産等 指数作成

③ 商業動 態統計再編

④ 中小商業販売指数等 作成

⑥ 工業実態基本調査

⑥ 中小企業動態分析

⑦ 商業実 態基本調査(標 本設計)

⑧ 年次報告書作成

⑨ 中小企業規模別分布相関'

⑬ 工業技術幽 係

① 試験所特許管理

② 民間研究実態調査

③ 標準 部事務機械化

④JIS標 示許可工場管理(TSS－ 開発 中)

⑭ 通商産業研修所関係

① 研 修(TSS)

⑮ 工業品検査所関係

① 輸出検査実績統計

⑯ 特 許庁関係

① 特許 出願事務処理(ロ ーカル ・バ ッチ)

⑰ 機械保険関係
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① 機械賦払保 険業務

⑱ 輸出保 険関係(特 別会計)

① 輸 出保 険業務(オ ンライン ・バ ッチ)

⑲ 外部電算機 の利用 に よる処理(独 立完結型 の ローカル ・バ ッチ)

① わが国 エネノレギー消費の実態調査

② 原油価格 上昇の産業構造 に与 える影響調査

③ ウラン資源確保長期 計画策定 に関す る調査

④A.T.R.の 実用化 に関す る検 討

⑤ 中期 エネノレギー,ロ ー リング ・プ ランの策定

⑥ 日本産業の計量 分析

⑦ 公害予測 システ ムの開発(大 気)

⑧ 公害予測 システ ムの開発(海)

⑨ 下請企業調査

⑩ 中小企業統計調査

⑪ 特定問題基本調査

⑫ 住機能 向上製 品対策

⑬ 企業 の集 用化 に関す る調査

⑭ 産業経済研究

⑮ 産業 の知識集約化 に対応 した問題分析

⑯ 事故 報告 制度

⑰ 流通情報 ネ ッ トワークの形成調査

⑱ 流通汎用情報 システ ムの調査研究

⑲ 流通情報 シ ミュレーシ ョン ・モデルの開発

⑳ 都市内物流改善対策調査

⑳ 無人店舗チ ェーン ・システ ムの開発

⑫ パ レ ット技術 の開発調査

⑳ クレーム情報化対策
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⑳ 大規模 工業基地開発 に伴 う送電系統 の検討

◎ 公害防止技術実態調査

⑳ 工業立地適正化調査

⑳ 公害 防止活動 に関す る分析

⑳ 中小企業公害問題実態調査

⑳ 商業近代化地域別計画手法 開発

⑳ 診断指導 システ ムの開発

⑪ 小規模企業動 向調査

⑫ 中小企業設備投資動向調査

働 熱供給事業推進調査

⑳ 大規模排水拡散 調査

⑮ 化学 品輸 出基本統計作成

⑯ 繊維雑貨輸出基本統計作成

⑰ シス テム ・アナ リシスのケース ・ス タディ

⑧ エコ ロジーの研究

⑲ エコロジー分析調査
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表13-3 通 産 省政 策情 報 シス テ ムの将 来 構 成

(サ ブ ・シス テ ム ・リス ト)

(1)行 政 項 目別情 報 サ ブ ・シス テ ム

貿 易情 報 シス テ ム

国 際経 済情 報 シス テ ム

o海 外 一般 情 報 シス テ ム

o経 済 協 力情報 シス テ ム

O海 外 投 資 シス テ ム

o海 外 企 業 活動 情 報 シ ス テ ム

外 資政 策 情 報 シス テ ム

技 術 情 報 シ ス テ ム

海 洋 開発 情 報 シス テ ム

企 業 情 報 シス テ ム

公 害,保 安 対 策情 報 シス テ ム

消費 行 政 情報 シス テ ム

物 価 行 政情 報 シス テ ム

サ ー ビス 産業 情 報 シス テ ム

労 働 行 政 情報 シス テ ム

住 宅 産業 情 報 システ ム

エ ネル ギ ー政 策 情 報 シス テ ム

oエ ネル ギ ー供 給 計 画 策定 情 報 シス テ ム

o電 力,ガ ス,石 油,石 炭等 情 報 シス テ ム等

資源政策情報 システ ム
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産業立地行政情報 システ ム

流通行政情報 システ ム

海運行政情報 システ ム

中小企業政策情報 システ ム

o近 促法情報 システ ム

o設 備近代化 資金情報 システ ム

o組 織行政情報 システム

o下 請振興情報 システム

投資調整情報 システ ム

産業税制情報 システ ム

(2)産 業 部 門 別情 報 シス テ ム

鉄鋼,機 械,エ レ ク トロニ クス,化 学 繊維,雑 貨,

鉱業,金 属 等 々産 業 部 門別 行 政情 報 システ ム

(3)通 産 省 モ デ ル,シ ュ ミ レー シ ョン ・シス テ ム

通 産 省 マ クロ計 量 モ デ ル ・シス テ ム

o産 業 別計 量 モ デ ル ・シス テ ム(試 作 済:鉄 鋼 ,自 動 車,

石 油化 学,紙 パ ル プ,板 ガ ラス,石 油精 製,工 作 機 械,

繊 維)

o業 種 別 景 気 指 標 モ デ ル

Oマ 不 一 フ ロー ・モ ァ ル

産 業 エ コ ノ ミ ック ・シス テ ム

世 界 経 済計 量 モ デ ル ・シス テ ム
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14.気 象 庁 に お け る 「気 象 情 報 ネ ッ トワ ー ク構 想 」

14.1概 要

気 象 庁 に お い て,現 在,稼 動 し,ま た は計 画 中 の 情 報 ネ ッ トワ ー ク ・システ

ムが,直 ちにNIS構 想 の一 環 とな るべ き もの で あ るか ど うか,現 実 の 問題 と

して 把 握 しきれ な い が,こ こに気 象 庁 の 現状 を述 べ て参 考 に供 す る。

まず,現 在,稼 動 して い る もの と して は,気 象 資 料 自動 編 集 中継 装 置

(AutomatedDataEdi.tingandSwitchingSystem:ADESS)が あ

る。

この シス テ ムの 目的 とす る ところは,情 報 化 社 会 の 中で,よ り役 立 つ気 象情

報 を社会 に提 供 す るた め主 と して国 内,国 外 の気 象 機 関 に生 の 観測 値 お よび解

析 結果 を伝 達 す る こ とで あ る。

この シス テ ム導 入 に よっ て,従 来,多 くの人 手 を要 して いた 各 種 の 気 象 通信,

放 送 が,少 な い人 員 に よって,よ り正 確 に,よ り迅 速 に伝 え る こ とが 可 能 とな

り,各 機 関 にお け る作業 も能 率 化す る こ とが で きた。

計 画 中の もの と して は,地 域 気 象観 測 網 デ ー タ通 信 シス テ ムが あ る。 これ は

ま だ未 確 定 の 事 項 もあ るが,目 的 とす る と ころは,前 記 のADESSが,主 と し

て全 地 球 的 な規 模 で の デ ー タを と りあつ か うもの で あ るの に対 して,こ の方 は

国 内 の よ り詳 細 な規 模 の気 象 デ ー タを集信 し,必 要 な編 集,処 理 を行 な って

そ れぞ れ必 要 とす る機 関(国 内 の気 象 機 関,報 導 機 関,防 災機 関 な ど)へ 配 信

で き る よ うにす る こ とに あ る。

この シス テ ム が実 現 す れ ば,現 在,集 中豪雨 な どの異 常 気 象 時 に,相 互 に 多

忙 な とき,電 話 で観 測値 を交換 して い る手 間 が はぶ け る し,次 第 に困難 の度 を

加 え て来 た細 か い網 目の 観 測 点 の維 持 が 自動 観 測 通 報 に よって 解 決 され る と考

え て い る
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さ らには,気 象 資料 中枢 機 能 も考 え に入 れ,上 記2シ ステ ムの 計 画 や改 善 を

気 象資 料提 供 シス テ ム と して,総 合 的 な検 討 を行 な って い る。

14.2ネ ッ トワー ク ・シス テム の仕 様

14.2.1ADESS

ADESSは,中 央 処 理 機 構 をTOSBAC5400/150,TOSBAC-DN

340各2台 と して,24時 間 連 続 運 用 を行 な う リア ル タ イ ム処理 を 中心 と し

外 国 の主 な ところ とは2,400bit/s,国 内 の 中枢 とは200bit/sの 専 用

通 信 線 で結 ば れ,毎 時 間 な い し,12時 間 ご との定 時 の 情 報 お よび 随 時 の臨 時

情 報 を入 力 と し,ま た,定 時 お よび 臨 時 の 出 力 をそ れ ぞ れ 定 め られ た 相手 に提

供 す る業 務 を休 み な く行 な って い る。

そ の概 要 は,図14-1の とk・りで あ るが,こ こに 「予 報 解 析 用 電 子計 算 機

シス テ ム 」 とあ る のは,こ の シス テ ム とは 別 に,HITAC8800/8700を 中

心 とす る数 値 予 報 の た めの シス テ ム で あ り,ADESSと は オ ン ライ ンで結 ばれ

ADESSか らの入 力 を,各 種 の数 値 予報 の 大気 モデ ル に よって計 算 し,そ の

結 果 を再 びADESSを 通 じて 出 力 させ る とい うもの で あ る。

ま た外 国 の気 象 機 関 と結 ば れ て い る のは,気 象業 務 にお け る国 際 協 力 の 必要

性 か ら,世 界気 象 機 関 で推 進 して い る世 界 気 象 監視(WorldWeatherWatch:

WWW)計 画 の 中 で,大 きな柱 と して世 界 気 象通 信 計 画 が あ り,ADESSは

そ の一 環 をなす もので あ るか らで あ る。

す な わ ち,世 界 気 象 通 信 網 の 中 の世 界気 象 主 幹線 は,ワ シ ン トン← ブ ラ ック

ネル(英 国)ひ パ リ⇔ オ ッフ ェ ンバ ッハ(ド イ ツ連 邦 共 和 国)⇔ プ ラハ⇔ モ ス

ク ワ⇔ ニ ュデ リー ⇔メル ボ ル ン⇔ 東京 ⇔ ワ シン トン とな っ て い るの で,東 京

に あるADESSは,両 隣 の ワ シ ン トン と メル ボ ル ン とは,2,400bit/sの

高速 回線 で結ん で,全 世 界 の気 象 デ ー タを入 手 す る と ともに,自 ら集 め たデ ー

タ を この主 幹線 に入 れ る役 割 を もっ て い る。 自 ら集 め るデ ー タは,世 界気 象 機

関 の い う第2地 域 一 主 と して ア ジア の域 内各 国 の デ ー タで あ り,ま た,こ れ
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図14-1気 象 デ ー タ 処 理 の 流 れ

らの国 に対 して は,主 幹 線 か ら得 た デ ー タの うち,必 要 な もの を編 集 し,ま た

「予報 解 析 用 コ ン ピュー タ ・シス テ 勾の計 算 結 果 もあ わせ て配 布 して い る
。

な ま㍉ 時 間的 な条 件 の一 例 を示せ ば,域 内 各 国 のデ ー タは,観 測 時 刻後45

分 まで に収 集 す る こ とに な っ てい る。

国 内 的 な もの と して は,当 然 の こ とで あ るが,各 気 象官署 や,一 部 の 部 外機

関 の観 測値 を,観 測 した 直後 に集 信 し,前 記 の外 国 の観 測値 の 中か ら必 要 な も

の を選 別 して 前 記 の 「予 報 解 析 用電 子 計 算機 シス テ ム 」に入 れ て,国 際 的 な と

りきめ に よる もの のほ か,国 内的 な利 用 に適 す る よ う処理,加 工 して貰 って

そ の結 果 を再 びADESSに 入 れ て,国 内 の気 象機 関 をは じめ,前 出 の各 機 関 に .

配 布 して い る。

と くに,台 風 接 近 時 に は,臨 時観 測 な ど もあ り,入 力 も増 加 す る し,編 集 ・

処 理 の 種類 も多 く して,台 風 接 近地 域 に対 して,=豊 富 な判 断 材 料 を供 給 して い

る。

また,気 象 庁 は,津 波 に つ いて の業 務 も行 な って い るので,こ れ に つ いて は
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定 め られ た津 波電 報 は いつ で も非 常 処 理 電 報 と して,ADESSが 処 理 を して,

30秒 以 内 に,津 波 予 報 中 枢 に出 力 す る こ とに して い る。

な お,'ADESSの 運 用 はす べ て,気 象 庁 で行 な って お り,気 象 機 関以 外 の配

信 先 は,ほ とん どが,国 の機 関 で あ る ので,現 在 ま では 費 用 を徴 す る こ とは な

か っ た。 た だ し,今 後 につ い て は,「 概 要 」の ところ で述べ た よ うに,気 象資

料 の提 供 につ い て の トー タル ・シ ス テ ム と して検 討中 で あ る。

14.2.2地 域 気 象観 測 網 デ ー ダ通 信 シス テ ム

現 在 の構 想 は,東 京 に集配 信 セ ン ター を設 け,こ こには コ ン ピ ュ ー タを 中心

と した即 時 処 理機 能 を もた せ,全 国 の観 測 点 の デ ー タを毎 正 時 に集 信 し,こ れ

を必 要 とす る ところ に,毎 時 で も3時 間 毎 にで も,正 確 に利 用 しや す い形 に編

集 して,正 時 か ら20分 以 内 に配 信 す る こ と と して い る。さ らに異 常 気 象 時 で,

よ り詳 しいデ ー タが 必要 な と きは,正 時 と正 時 の 間 で も,随 時,任 意 の観 測 点

を セ ン タ ーを通 じて呼 び 出 し,デ ー タを入 手 す る こ とが で きる よ うに した い と

考 え て い る。

観 測 点 につ い ての 大 よそ の 見 当 は,雨 に つ い ては 約1,500ヵ 所,、 この うちに

は,気 温,風 向,風 速,日 照 の要 素 も自動 観 測 通 報 す る ところ もあ る。

通 信 線 につ い て は,観 測 点 か らセ ン タ ーの入 力側 は,電 々公 社 の デ ー タ通 信

を利 用 して行 な)○,セ ン タ ーか ら気 象機 関 へ の 配信 は,専 用線 を設 定 して行 な

う予 定 で,電 々公 社 に対 して は,集 配 信 セ ン タ ーを含 む全 体 の シス テ ム設 計 を

依 頼 して い る。

また,観 測 点 にtev>て は,各 気 象 要 素 は,10分 ご とに観 測 さ れ,通 信 回線 で

伝 送 す る の に適 した符 号 に変 換 され る まで の処 理 は常 に行 なわ れ て い る。 これ

が,異 常 気 象 な ど,と くに リ クエス トされ た ときの デ ー タ とな る と と もに,カ

セ ッ ト磁 気 テ ー プに記 録 され,後 で バ ッチ処 理 して,調 査 ・統計 に用 い られ る

よ うにす る こ と も考 え られ て い る。

以 上 の よ うな シス テ ムで あ るの で,こ の運 用形 態 につ い て は,ま だ決 ま って

い な い が,当 面 は,も っ と も緊急 性 の ある雨 の 観測 網 につ い て だ け で も,昭 和
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49年 度 の半 ばか ら,気 象 庁 に おい て 運 用 で きる よ うにす べ く計 画 を進 め て い

る 。

14.3ネ ッ トワー ク化 に お け る問 題 点

す で に述 べ た こ とか らわか る よ うに,既 存 の シス テ ム,現 在 計 画 中 の シス テ

ム,さ らに は将 来 の 構 想 との整 合性 につ いて,な お い くつ か の 問 題 が あ る。

しか し,地 域 気 象 観 測網 デ ー タ通 信 システ ムは,集 中豪 雨 な どの異 常気 象 現

象 の 監視 に は,緊 急 に整備 しなけ れ ば な らない の で,上 記 の整 合 性 を考 慮 しつ

つ,こ れ 自体 の計画 を推 し進 め て い る。

この よ うに,最 大 の 問題 は,会 社 の情 報化 の進 展 に対応 して,要 請 に応 え よ

う とす る情 報 ネ ッ トワ ー ク を考 え る と き,社 会 環境 が,構 造 変 化 に よる災 害 ポ

テ ン シ ャル の増 大 とか,大 気 汚 染 な どの公害 の増 加,交 通 量 の増 大 と高速 化 な

ど,情 報 の需要 の予 測 が むつ か しい こ とが挙 げ られ る。 この こ とは,気 象業 務

の よ うに,生 活 や社 会 活 動 に密 着 した サ ー ビス業 務 で あれ ば,と くに強 く感 じ

られ る ことで あるか も知 れ ない。

一 方 ,気 象業 務 は,気 象技 術 をは じめ と し,電 子工 業,通 信 工 学 そ の他 の科

学 技 術 の 進歩 に よっ て,そ の発 展 が 約 束 され てい る。 これ らの将 来 に つ い て の

見 通 し も,困 難 な ことが 多 い。 最 近 これ につ いて の 予測 手 段 と して 多 くの手 法

が 開 発 さ れ,ま た 実 際 に も実 施 さ れ て い るの で,わ れ われ も,そ の手 法 を用 い

て 予 測 を行 な って い る。

気 象情 報 ネ ッ トワ ー クに つ い て の取 組 み にお い て も,こ の よ うな社 会 的 な需

要 予 測 を主 と して 自 らの側 か らの技 術 予 測 とに よっ て,で きる だけ 全 体 の姿 を

構 想 しなが ら計 画 して い る が,わ れ わ れの利 用 で き る範 囲 内に シ ス テ ム ・エ ン

ジ ニ アが 少 な い こ とも問 題 点 の 一 つ とい え よ う。

14.4ネ ッ トワー ク ・シス テ ム 開発 計 画

ADESSは,す で に 昭和44年 か ら実 運 用 に入 っ て い るの で,運 用途 上 で,
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何 回 か改 善 を行 な い,近 くは,昭 和49年3月 か ら,現 用 の 中央 処 理 装置 の増 強

(中 央 処 理 コン ピュ ー タを従 来 の32Kw×2台 を65Kw×2台 に,通 信 制 御

用 コ ン ピ ュー タを32Kw×2台 を32Kw×4台 にす る)を 行 な うな ど,必 要

な改 善 を加 え る こ とに な って い る。

地 域 気 象 観 測 網 デ ー タ通信 シス テ ムは,前 述 の とお り,現 在,研 究 開 発 中 で

あ り,一 部 の機 器(主 と して 自動 観 測 通報 装 置)は,実 用化 試 験 を行 な って い

る。 実運 用 は,昭 和49年 半 ば を 目標 に最 少 限 の機 能 をまつ ス ター トさせ,逐 次

拡 充 して ゆ く予 定 で あ る。

さ らに,気 象情 報 の提 供 につ い て の構 想 は,現 在検 討中 で あ る。

14.5ネ ッ トワー ク ・シス テ ム の推 進 体 制

現 在,気 象 庁 には,前 出 の予 報 解 析 用 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ステ ム を含 む コ ン ピ

ュー タにつ い て,「 電 子計 算 機 高 度 利 用委 員 会 」 を庁 内 に設 置 して い るが.そ

の中 の専 門部 会 の1つ と して 「デ ー タ通信 部 会 」 を設 け て,気 象情 報 ネ ッ トワ

ー ク につ い て の技 術 的検 討 を行 な っ てい る。

なお,外 部 との協 力体 制 は,地 域気 象観 測 網 デ ー タ通 信 シス テ ムに つ い て,

寛 々公 社 と協 議 を行 な っ てい るが,特 別 な組 織 等 は ない し,そ の他 につ い て も

関係 機 関 との協 議 は随 時行 な って い る し,他 機 関 の主 催 す る委 員 会 に委 員 と し

て入 って い る場 合 もあ るが,気 象 庁 や外 部 の方 々 を含 めて 設 置 した組 織 は な い。
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15.労 働 省 に お け る 「労 働 情 報 ネ ッ トワ ー ク構 想 」

15ユ 概 要 ・

15.1.1労 働市 場 セ ン ター ・ネ ッ トワー クの 形 成

労 働 省 職 業安 定 局 で は,失 業 保 険 の法 律 改 正 に ともな う,業 務 処 理 方 式 の変

更 に対 処 す るた め,昭 和39年 に労 働 市 場 セ ン タ ー を設 立 し,コ ン ピ ュー タを

導入 した。 また,こ れ と併行 して,全 国480所 あ ま りの公 共 職 業 安 定 所間 の職

業 紹 介 に関 す る情 報 連 絡 を迅 速 に行 な う必要 か ら,通 信 ネ ッ トワ ー ク を形 成 す

る こ とが計 画 され 昭 和40年 よ り3ケ 年 計 画 に よっ て,全 国的 な デ ー タ通 信 網

を完 成 した。(図15-1)

この ネ ッ トワー クの 中心 に は コ ン ピ ュー タ を設 置 し,当 時 と して は 画期 的 な

オ ン ライ ン ・メ ッセ ー ジ交 換 シス テ ム を作 っ た。 した が っ て労 働 市 場 セ ン ター
り

の シス テ ムは,当 初 か ら コ ン ピ ュ ー タ を中心 と した メ ッセ ー ジ交換 網 と,業 務

処 理 の コ ン ピュ ー タ との2つ の シス テ ムか ら構成 され る こ と とな った。

各 公共 職業 安 定 所 に は,さ ん 孔 タ イ プ ライ タ とデ ー タ伝 送 装 置 を設 置 し,す

べ ての デ ー タは,さ ん 孔 タ イ プ ライ タで紙 テ ー プに記 録 し,そ の紙 テ ー プ をデ

ー タ伝 送 装 置 にか け て セ ン タ ー に伝送 す る方 式 が採 用 され た。(図15-2)

セ ン ター に収 集 さ れ るデ ー タは,交 換 用 コン ピュ ー タの 磁気 テ ー プ に記 録 さ

れ,業 務 処 理 用 コ ン ピュ ー タ でバ ッチ 処理 され,結 果 は 磁気 テ ープ の形 で交換

用 コ ン ピ ョ一 夕に渡 され,端 末 に配 信 され る とい うや り方 で あ る。 ま た,端 末

同 志 の連 絡 通 信,同 報 通 信 等 は,交 換 機 が宛 先,種 別 を判 定 して,し か るべ き

端 末 に 直 ちに送 信 す る よ うに な っ てい る。

この よ うに,デ ー タを さん 孔 タ イプ ライ タで紙 テ ー プに 記 録 した後 に送 信 す

る とい う方 式 では,失 業 保 険 関係 の業 務 は ともか く,職 業 紹 介 の よ うに即 時 性

'
を要 求 さ れ る業 務 で は なか な か実 効 が あが らな か った。 そ こで ネ ッ トワ ー ク も

一237一



一応 完 成 し ,か つ業 務 処理 用 の コ ン ピ ュー タ も大 型 のUNIVAC1108に 切換

え られ た の を契 機 に,職 業 紹 介 関係 業 務 の即 時 処理 化 が計 画 さ れ,昭 和44年

か ら実 施 さ れ る こ と となっ た。 これ は,従 来 の さ ん 孔 タ イ プ ラ イ タ と伝 送 装 置

の ほか に,端 末 にマ ー ク ・シ ー ト ・リーダ ー とプ リン タを設 置 し,求 人 や求 職

関係 の情 報 を端 末 の 窓 口で マ ー ク ・シ ー トに鉛 筆 で マ ー ク し,こ れ を装 置 に投

入 す るこ とに よっ て,直 ち に回 答 が プ リン トされ る とい う仕 組 み で あ る。 これ

に よって,求 職 者 が 窓 口 に くる と,そ の場 で適 切 な求 人 を紹 介 す る こ とが で き

る よ うに な り求 人,求 職 照 合 の効 率 が高 め られ る。

即 時 処 理 方 式 を実 施 す るた め には,即 時 処 理 用 の端 末 装 置 を設置 す るほ か,

セ ン ター にお い て は 交 換 用 の コ ン ピュ ー タ と業 務 処 理 用 の コ ン ピ ュー タ とを接

続 しなけ れ ば な らな い。 この ため,両 者 を42KBの 通 信 回線 で接 続 す ることに

なっ た。 こ う して,端 末 の マ ー ク ・リーダ ーか ら投 入 され た 情 報 は,交 換 機 を

通 り業 務 処 理 用 の コ ン ピ ュー タに直 ち に送 られ,磁 気 ドラム に蓄 積 され て い る

情報 の検 索 が行 なえ る よ うに な る。'(図15-3)

即 時処 理 方法 は,昭 和44年 に阪神 地 区 で 開始 さ れ て 以来,年 々拡 大 され て,

現 在 で は関 東,中 部,近 畿,中 国,北 九 州 の大 労 働 市 場 地 域 に お いて 実 施 され

てい る。 この間 に交 換 用 コ ン ピ ュー タ もさ らに大 型 のFACOM230-60に 切

換 え られ機 能 が 強 化 さ れ た。 即 時 処 理 方 式 の実 施 と併 行 して,公 共 職 業 安 定 所

に おけ る情 報 提 供 の機 能 を強 化 す る た め,テ レホ ン ・サ ー ビス やVTRな どが

設置 され て い たが,昭 和46年 よ りCRTデ ィス プ レイ装 置 を利 用 して,会 話 型

式 で各種 の情 報 を提 供 す る こ とが計 画 され た。 この た め大 規 模 の公 共 職 業 安 定

所 にCRTデ ィス プ レイ装 置 をお き,業 務 処理 用 の コ ン ピュ ー タの 磁気 ドラム

に各 種 の 賃金 関係 情 報 を蓄 積 して,ま ず 賃 金 に関 す る情 報 の 提 供 が始 め られ た。

この デ ィス プ レ イ装 置 は,現 在 約15台 で,毎 年5台 程 度,主 要 な安 定 所 に設

置 され て い る。 提 供 され る情報 の 内 容 も遂 次充 実 され て い る。(図13-4)

労働 市 場 セ ン タ ーの シ ス テ ムは,上 述 の ように年 々整 備 拡 充 され て い るが,

昭和46年 か らは,失 業 保 険 と労 災保 険 の保 険 料 徴 収 の 一 元 化 に と もな っ て 全
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国46ケ 所 の労 働 基 準局 に もさん 孔 タ イ プ ラ イ タ,デ ー タ伝 送 装 置 が 設 備 され,

保 険 料 徴 収 に関 す るデ ー タを セ ン ター で収 集 し,労 災 保険 業 務 室 の コ ン ピ ュー

タで処 理 す る こ と とな っ た。

15.1.2労 働 情 報 ネ ッ トヴー クめ 構 想

昭和46年 頃 よ り,労 働 大 臣官 房 統 計調 査 部 を 中心 として,従 来 か ら統 計 調

査 部 で集 計 して い た労 働 関係 情 報 を整 備 拡 充 す る と と もに,新 らた な情 報 を開

発 し,基 本的,総 合的 な労働政策 をは じめ各種政策 を検 討す るために必要 な情

報,地 方 機 関 にお け る行 政 サ ー ビス の 向上 に必 要 な情 報,あ るい は労 使 お よび

国 民一 般 か らの需 要 に応 え て ゆ くた め の各 種 の情 報 な どを積極 的 に提 供 して行

こ うとい う方 針 が 立 て られ た。

この た め に,統 計 調 査 部 に あ った コ ン ピ ュー タ を従 来 のOUK9300よ り9400

に拡 大 し,各 種 の情 報 検 索 の機能 を持 たせ る と と もに,マ イ ク ロ フ ィル ム化 を

は か り,デ ー タ ・バ ン ク と しての機 能 を拡 充 す る こ と と して い る。 ま た 省 内 の

必要 な部 局 には デ ィス プ レイ装置 を配 置 し,自 由 に必 要 な情 報 の検 索 が で きる

よ うにす る と と もに,労 働 市 場 セ ン ター の交 換 用 コ ン ピュ ー タ と も通 信 回線 で

接 続 し,労 働 市場 セ ン ター の ネ ッ トワー クを利 用 して 地方 庁 に も情 報 の提 供 が

行 なえ る よ うな 計 画 が 立 て られ た。

この 計画Kも とつ い て,統 計 調査 部 は,労 働 情報 部 と改 称 され,昭 和48年

度 か ら実施 さ れ る こ と とな った。 この結果,労 働 市 場 セ ン ター の ネ ッ トワー ク

は,従 来 オペ レー シ ョナ ル な情 報 の提 供 のみ で あ った もの が,プ ラン ニ ン グ情

報 の提 供 も可 能 とな り,名 実 ともに労 働 情報 デ ー タ ・パ ン クの形 態 を と との え

て きた の で あ る。 図15-5は 労 働 情報 部VCk・ け る シス テ ムの構 成 図 で あ る。

15ユ.3労 働 市 場 セ ンタ ー ・ネ ッ トワー クの 発 足

労 働 市場 セ ン タ ー の ネ ッ トワ ー クは,前 述 の よ うに年 々拡 充 強化 さ れ,各 種

の新 装置 の導 入 も盛 ん で あ るが この端 末 とな る公 共 職 業安 定 所 は,全 国481所

(ほ か に出張 所138,分 室77)の13,823人 の職 員 で運 営 さ れ て い る。 そ の

主 な業 務 は,職 業 紹 介,職 業 指導,失 業 保 険 の 適 用給 付,雇 用情 報,雇 用管 理
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指 導,各 種 給 付金 の給 付,民 営 事 業 の監 督,調 査 統 計,雇 用 促 進 事 業 団業 務 へ

の 援助 等 で あ る。 これ らの業 務 は,新 施 策 の展 開,行 政 需 要 の 増 大 等 に よ り,

新 し く増 加 す るほ か,き め の こまか い 処 理 が要 請 され る。 そ の た め業務 の量 的

拡 大,質 的 多様 化 は顕 著 で あ り,今 後 も この傾 向 は強 まっ て くる。 しか し,業

務 量 増 に応 ず る職 員 の 増 加 は 容 易 では な く,一 方 では 定 員 削 減 が 進 行 して い く

の で,所 要 職員 の不 足 は さ らに深 刻 化 して い る。 この よ うな 情 勢 に対 処 して,

これ まで業 務 簡 素 化,省 力 化対 策 を強 く進 めて きたが,こ れ には お の ず か ら限

界 が あ り,こ の た め,せ っか くの機 械 シス テ ム も所 期 の 効果 が 上 って い な い の

が現 状 で あ る。

この問題 の解 決 策 と して は,従 来 か ら対 人面 接 業 務 以 外 の 単 純 事務,定 型 的

事 務 の徹 底 的合 理 化,機 械 化 が 考 え られ て い た が,コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムの

性 能 等 の 限 界 か ら実 現 は 時 期 借 早 とされ て い た。 しか し,そ の 窮 状 は ます ます

ひ ど くなっ て きた の で,47年 度 にお い て,新 らしい機械 化 構 想 が 打 出さ れ た。

この構 想 は,公 共 職 業 安 定 所 の 窓 口に おけ る失 業 保 険 の適 用,給 付 業 務 を機 械

化 し,即 時 処理 を行 な うこ とに よって,窓 口の台 帳,帳 票 を一 切 な くそ う とす

る もの で あ る。

この ため には,セ ン ター に超 大 型 の コ ン ピ ュー タ を設 置 す る と と もに4,000

万人 に のぼ る失 業 保 険 被 保 険 者 の記 録 の即 時検 索 が で きる よ うに100憶 バ イ ト

に のぼ る ランダ ム処 理 記 憶 装 置 が必 要 で あ る。 さ らに端 末 で あ る公 共 職 業 安 定

所 の 窓 口 には,各 種 の 窓 口装 置 をお き,こ れ らを ミニ ・コ ン ピ ュ ー タで制 御 し

オ ン ライ ンで セ ン ター と接 続 しな け れ ば な らない。 この よ うな シス テ ムは,老

大 な経 費 が か か る と と もに,機 種 の選 定,仕 様 の 作成,プ ログ ラ ム作 成 な どに

多 大 の 日時 を必要 とす る の で,昭 和48年 度 よ り,5年 計 画 で完 成 す る こ と と し

た。

幸 い に,昭 和48年 度 の 予算 が 認 め られ た の で,こ の シス テ ムの テ ス トと し

て,東 京都 下 の全安 定 所 に お い て,給 付 シス テ ムを試行 す る こ と となっ た。

昭 和50年 に セ ン ターが 移転 す る の を契 期 に,新 セ ン ター に新 らた に コ ン ビ ュ
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一 夕 を設 置 し ,昭 和53年 ま で に全 国 シス テ ム を完 成 す る予 定 で あ る。

従 来 の職 業 紹 介 関 係 シス テ ムは,昭 和53年 よ り遂 次新 シス テ ムに 吸 収 して

い くこ とに な って い る。 こ うして,昭 和53年 か らは名実 と もに労 働 情 報 の総

合 デ ー タ ・バ ン ク とな る計 画 で あ る。(図15-6)

、

15.2シ ス テ ム の仕 様

新 構 想 に も とつ くシス テ ムの仕 様 の概 略 以 下 に説 明 す る。

新 シ ス テ ムは,で き る限 り標 準 化 仕 様 を採 用 す る こ とに して い る。 す な わ ち

伝 送 コ ー ドは,JIS7単 位 情 報 交 換 用 符 号 を使 用 し,伝 送 制御 手 順 な ど も,

で き る限 り最 新 の標 準 仕 様 に あ わせ る考 え で あ る。

また,端 末 の ミニ ・コ ン ピ ュー タ(伝 送 制御 装 置)と 各 種 の入 出 力機 器 との

イ ン タ ー フ ェ ース な ど も,標 準 仕 様 が 使 え る もの な ら利 用 す る こ とに よって,

将 来 他 社 の優 れ た入 出 力機 器 で も接続 で き る よ うに したい。 そ の ほ か,将 来 シ

ス テ ムの拡 大 や 他 シス テ ム との交 流 に際 して 問題 が 起 こ らな い よ うに計 画 され

て い る。

中央 の コン ピ ュー タは,マ ル チ ・プ ロセ ッサ方 式 か デ ュプ レ ックス方 式 と し

主 要 な装 置 は二 重 化 す るか,あ るい は 予備 の装 置 をお くこ とに よって,障 害 に

よる シス テ ム ・ダ ウン を最 小 限 にす る よ う心 が け て い る。 しか し,フ ァイル 装

置 は,総 容 量100億 バ イ トに ものぼ り,数 も多 い た め,二 重 化 は 困難 な の で

MTBFを 向 上 させ る と とも に,多 くの チ ャネル に 分散 させ,P・ つ ソフ トウ ェ

ア に よって 障 害 の す み や か な排 除,復 旧 をは か っ て い る。 また ア プ リケー シ ョ

ン ・ソフ トウ ェア は,内 容 の検 討,将 来 の 変更 訂 正 を容 易 にす るた めCOBOL

等 の 高 級言 語 で書 け る こ とを要 求 して い る。 一 方,デ ー タ ・ベ ース管 理 の プ ロ

グ ラムは,汎 用性 の あ る こ とが望 ま しい が,効 率 が 低 下 す るの で,専 用 の もの

が 使 わ れ るで あろ う。 通 信 回線 処理 の プ ログ ラムは,オ ペ レ ーテ ィ ング ・シス

テ ムか ら独 立 して,容 易 に変 更,拡 大 が で きる よ うに要求 して い る。

前 に も述 べ た よ うに,総 合 的 な労 働 情 報 デ ー タ ・バ ン ク とな る た め には,省
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内各 局 の コン ピュ ー タ との接 続 も可 能 で なけ れ ば な らな い し,行 政 情 報 ネ ッ ト

ワー ク との 接続 な ど も必 要 とな ろ う。 この よ うな コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク

の計 画 も,昭 和50年 以 降 にtoい て実 現 で き る よ うに計 画 され て い る
。

15.3ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム の 問題

前 述 の よ うに,新 シス テ ムは,極 力 標 準 化 仕 様 を採 用す る こ とに して い るが

旧 シス テ ム は,オ ン ラ イ ン化 の初 期 に形 成 され た の で,標 準 化 も進ん で お らず

伝 送 符 号,手 順 な ど も労働 省独 自の もの を使 用 せ ざ る を得 なか った。 この た め

機 器 経 費 の増 大 や,プ ログ ラ ミン グ の負 担 増,互 換 性 の な い こ とな ど,多 くの

問題 が 内蔵 され て い る。

新 シス テ ム は,昭 和50年 に完 成 す る と,逐 次 この 旧 シス テ ムを吸 収 しなけ

れ ば な らな い が,こ の仕 様 の 相違 を どの よ うに 克服 す るか が大 きな課 題 とな っ

てい る。 旧 シス テ ムに使 用 して い る各 種 の端 末 装 置 は,さ ん 孔 タイ プ ライ タ を

除 いて,大 部 分新 シス テ ム で も使 用 しな け れ ば な らな いが,こ の時 点 で新 方 式

に改 造 す る こ とは経 費的 に も容 易 で は な い。 また,新 システ ムの コ ン ピ ュー タ

が新 旧両 方 式 を まか な うこ と も,ソ フ トウ ェア に対 す る重 圧 か ら望 ま し くな く

この点 につ い て は 現在 検 討 中 で あ る。

新 システ ム では,中 央 セ ン ター にお いて 巨大 な フ ァイル です べ て処 理 す る

中 央 集 中方 式 が計 画 され て い るが,フ ァイ ル され る被 保 険者 記 録 の地 域 的 な移

動 率 を考 慮 す る と,幾 つ か の ブ ロ ック別 に地 方 分 散 方 式 を とっ た方 が 運 用 面 で

も,技 術 的 な面 で も,よ り安 全 で あろ う と思 わ れ る が,こ の よ うな コ ン ピ ュー

タ ・ネ ッ トワ ー ク を作 るに は,経 費 の 増 大 ば か りで な く,ブ ロ ック また は地 方

に お いて の 設 置場 所 の 問題 や要 員 の問 題 か ら,分 散 方式 の実 現 は 非 常 に 困難 で

あ る。 した が って技 術 的面 で 問題 が あ る に も かか らず 中央集 中方 式 が採 用 さ れ

た。
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◎構 成

デ ー タ通 信回線 は 電 々 公 社の もの を 借 用 して お リ、

東 京周辺 を のぞ き 、 全 国 の道 府 県庁 に は・集配 信装 置

が 置か れ 、 端 末か らのデ ー タ を集 約 す る。 さ らに 全

国6ヵ 所にtli継 装置 が 置 かれ 、これ を 集 約 して セ ンタ

ー に 伝送 して い る.、

◎ 伝 送 速 度

端 末か らの 回線 は50ビ ッ ト/秒(通 常 の 電 信 の 速 さ)、

200ピ ット/秒 、1,200ピ ット/秒 の3種 類 が あ リ、中継

局 とセ ンタ ー の 間は1,200ピ ッ ト/秒 で 結 ん で い る。

◎ 回線 の規 模

端 末数528

回 線 数'873・

回 線総 延 長57,700km

∵ 閲(上世王求'周 半)

・-1{平 均 の 集配 信 電 文数42 ,700通 、

◎ リア ルタ イム専 用 回 線

.リ アル タイ ム 処理 用端 末機で あ るMRP端 末.装置 とデ

rス プレイ 装 置 に')い て は 、即 時性 が 要 求 され るの で 、

回線集 約 には 待 時 間の 生'ずる 集 配 信 装 置は 使 用せ ず

別 に 専用 回線 を 設 置 して い る 。

壷

図15-1労 働 市 場 セ ン タ ー の ネ ッ ト ワー ク

<凡 例 レ

Oセ ンター

● 中継局

● 都道府県

公共職業安定所

_1200ヒ ツド秒回線

一50ピ ット!秒回線

●
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16.建 設 省 に お け る 「国 土 情 報 セ ン タ ー構 想 」

建 設 省 は,さ きに 「国 土情 報 セ ン ター 」構 想 を発 表 したが,こ こで は,そ の

概 要 を記す る。

16.1構 想 の背 景

我 国 の経 済 は,昭 和30年 以 降 急 速 に成 長 してい るが,反 面,人 口の都 市 集

中,公 害 の 多発 な ど,高 度成 長 に と もな うひず み が 大 き くなっ て い る。 この た

め,立 ち遅 れ て い る社 会 資本 の充 実,再 開発 等 に よる過密 の幣 害 の 除 去,民 間

活動 と秩 序 ある地 域 の発 展 との調 和 の確 立,環 境 保 護 の た めの 規 制 の 実 施 等 が

必 要 で あ り,中 央 官 庁,地 方 公共 団体 等 にお い て,各 種 の全 国 的 あ るい は 地 域

的 な計 画 や事 業 の実 施,規 制 措 置,監 視 体制 の確 立 等 が 盛 ん に 行 な わ れ て い る。

とこ ろで,こ れ らの活 動 には,当 然各 種 の調 査,計 画 が必 要 で あ るが,こ れ

を公 共 投 資 の 分野 に限 って み て も,政 府 固定 資本 形 成 の2.1%が 調 査,計 画 に

要 す る経 費 で あ る と仮 定 す れ ば,昭 和48年 度 で約2,500億 円 に.更 に政 府 固

定 資 本 形成 が実 質15.5%,名 目18.0%の 割 合 で伸 び る もの とす れ ば,昭 和

57年 度 の調 査,計 画 に要 す る経 費 は,約1兆7百 億 円 にのぼ る もの と推 定 さ

れ る。 この ほ か,民 間 企 業 の調査,計 画 に要 す る経 費 を考 慮 す れ ば,国 土 に関

す る調 査,計 画 が いか に大 量 に行 な わ れ て い るか理 解 す る こ とが で き よ う。

16.2構 想 の趣 旨

前 述 の調 査,計 画 に は,当 然 の こ とな が ら国 土 に 関す るデ ー タが必 要 で あ る

の で,各 機 関 が,必 要 に応 じて,デ ー タ を収 集 して い る。 しか し,国 に お い て

す ら,各 機 関 の デ ー タ収 集 は,相 互 に調 整 が 十 分行 な われ て い る わけ で は な く

重 複 して同 趣 旨の 調査 を幾 つか の機 関 が 行 な った り,若 干 の 目的 の相 違 の た め

一249一



他 機 関 が 行 な っ た調 査 を活 用 で きず,改 め て調 査 を行 な って い るケ ース も多 い。

ま た,各 種 計 画 に あ た って は,他 の機 関 が一 次 的 に調査 して得 て い る デ ー タ

に よって 立 案 す る ケ ー スが 多 い が,こ の調 査 機 関 が きわめ て 多 方面 に わ た って

い るた め,デ ー タ収 集 に非 常 に時 間 がか か り,ま た,せ っか く収 集 して も,必

要 なデ ー タにつ いて 欠 落 が あっ た り,精 度 が 不 十 分 で あ るた め,推 定 資 料 で間

に合 わせ なけ れ ば な らな い ケ ース も多い。

都 市 計 画 に関 す る基 礎 調査(都 市 計 画 法 第6条)で は,地 価 の分 布 の状 況 等

13項 目(都 市 計 画 法 施 行規 則第5条)に わ た っ て調 査 す る こ と と定 め られて

い るが,こ の 資料 は,市 町村,県,国 の 出先 等 か ら得 られ る もので あ り,一 つ

の 公共 団 体 で み て も,そ れ ぞ れ担 当部 が異 な るの で,数10ヵ 所 の 関係 部 局 か

ら資料 を収 集 しなけ れ ば な らない こ ととな る。

この よ うに,資 料 源 が非 常 に多 方 面 にわ た っ て い るた め,各 種 計 画 の策 定 の

主 要 な部 分 は,デ ー タ集 め に追 われ る こ と とな るの で あ る。

一 方 ,一 次 的情 報 を収 集 して い る機 関 につ い て は,各 種 行 政 機 関,民 間 か ら

の 内容 の類 似 した問 合せ に対 す る回 答 業 務 が多 く,か な りの労 力 を要 して い る

実 状 で あ る。

また,資 料 を収 集 し,計 画 を作 成 す る側 につ い て み る と,計 画 作 成 後 そ の資

料 を整 理 し,保 管 してお け ば,そ の 資料 は 次 の機 会 や 他 の計画 に も十 分 活 用 で

き るに もか か わ らず,保 管場 所 が な い とか,仕 事 に忙 殺 され て い る とか の理 由

で,そ の ま ま廃棄 され,あ るい は 整理 さ れ な い ま ま倉庫 等 に格 納 され,従 っ て

せ っか く苦労 して収 集 した 資 料 が1回 限 り しか利 用 さ れ て い ない ケ ース が 多 い

の で あ る。

国 土 関係 の情 報 の 需要 は,今 後 ます ます 増 大 す るが,こ の情 報 につ い て は

デ ー タ提 供 側 とデ ー タ利 用側 とが共 に多 数 の者 か ら成 って お り,デ ー タ利 用 者

が 必要 を生 ず る たび に個別 に デ ー タ提 供 側 に ア プ ロー チす るの で は そ の相 互 関

係 が 非 常 に複 雑 とな り,社 会 的,経 済 的 に無 駄 が 多 く,ひ いて は,社 会 の全 般

的 活 動 に も影響 を与 え る こ と にな りか ね な い の で あ る。
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「国 土情 報 セ ン ター 」構 想 は,こ の デ ー タ利 用 側 と提供 側 の 中 間 に,国 土 関 ・

係 情 報 を集 中す る機 関 を設 け る こ とに よっ て,こ の 相 互 の無 駄 をな くす と同 時

に,収 集 した デ ー タ を活 用す る方策 を開 発す る こ と等 に よっ て社 会 や 経 済 の 活

動 に 資 し よ う とす るの が ね らい で あ る。

16.3構 想 の 内容

16.3ユ 国 土 情 報セ ン ター 設 置 の 目的

構 想 の趣 旨は,上 述 の とお りで あ るが,こ の セ ン ターの 設置 の主 た る 目的 を

掲 げ る と,お お む ね,次 の とお りで あ る。

① 国土 に関 す る大 量 の情 報 を収 集,整 理,保 管 し,こ れ を需 要 に応 じて 迅 速

か つ正 確 に利 用者 に提 供 す る こ と。

② デ ー タ処 理 の専 門家 が,収 集 した情 報 を高度 に加 工 し,各 方 面 の需 要 に応

ず る こ と。

③ 収 集,整 理 され て い る各 種 デ ー タを駆 使 して各 種 計画 の作 成 に協 力す る こ

と。

④ 住 宅,土 地,土 地 の便 利 度 とい っ た地 域 に属 す る情 報 の提 供 を行 な。うこ と。

⑤ た とえば,公 共 事 業 の完 成 後 の状 況 を コン ピュー タで シ ミュ レー トしな が

ら示 す サ ー ビス を行 な う こ とに よ り,公 共 事業 主 体 と地 域 住 民 間 の情 報 交 換

を 円滑 に させ,地 域 住 民 の意 思 と,よ り広 い地 域 あ るい は他 地 域 のた め に行

な われ る公 共 事 業 との間 の調 和 をは か る こ とに役 立 っ な ど,国 土 情報 の 高度

の利 用 方策 を開 発 し,社 会,経 済 の進展 に資 す る こ と。

16.3.2最 新 の技 術 の 活 用

この セ ン ターが 各 種 のサ ー ビス を行 な うた め には,当 然 の こ とな が ら,各 種

の最 新 の技 術 を活 用 して い く必 要 が あ る。

そ の 第一 は,コ ン ピ ュー タの高 度 の活 用技 術 で あ る。 大 量 の デ ー タを正 確 か

つ 迅 速 に,ま た隔 地 間 の情 報 の伝 送 を扱 う以 上,コ ン ピ ュ ー タの処 理 技術 を高

度 に活 用す る こ とは,当 然 必 要 で あ るが,国 土情 報 は,地 図 と一 体 とな る こ と

に よっ てそ の価 値 が 著 し く高 ま る もの が 多 い ので,数 値 情 報 を 自動 的 に地 図化
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す る(た とえば,地 価 の デ ー タを読 み とって地 図上 に等 地 価 線 を記入 して い く

な ど)こ とな どが で きれ ば 非 常 に便 利 で あ る。 この よ うな技 術 も次第 に開 発 さ

れは じめ て い る ので,更 に研 究 を重 ね て,こ の セ ン タ ーの実 用 に供 したい と考

え て い る。

第 二 に,衛 星 や 航 空機 等 を利 用 した地 表 の状況 の探 査 技 術 お よび衛 星 写 真

空 中写 真 の正 確 か つ 自動 的 な読 み と り技 術 で あ る。

地 理 的情 報,自 然 環 境 情 報 等 につ い て は,全 国 で 一 々実 査 す るの で はそ の手

間 がた いへ ん で あ る。 デ ー タ更 新 につ い てみ て も,実 査 で は 更 新 に相 当 の時 間

を要 し,最 新 のデ ー タで判 断 す る こ とが 困難 にな りか ね ない ので あ る。

そ こで,衛 星 か ら得 られ る写 真,空 中写 真等 を 自動 的 に読 み とる こ とが で き

れ ば,マ ク ロ的 なデ ー タに つ いて は 迅 速 な処 理 が 可 能 とな り,ま た,細 部 につ

い て必 要 な ものは 重 点 的 に実 査 を行 なえ ば よい こ と とな る。

現 在,NASAが 昨 年7月 打 ち上 げ た 資源 衛 星ERTSが 地 表 の状況 を送 信

して きて お り,こ の解 読 の研 究 が進 め られ て い るが,ERTSか らの写 真 で は

少 な く と も地 表 上 で長 さ50メ ー トル程 度 の もの は十 分識 別 で き るの で,解 読

の技 術 が す す めば,後 述 の1キ ロ メー トノレ・メ ッシ ュに必 要 なデ ー タは 自動 的

に読 み と りイ ン プ ッ トす る こ とが可 能 となろ う。 将 来 に お い て は,探 査技 術,

解読 技 術 の 進展 に よ り,か な り小 さ な物 体 まで識 別 可 能 とな る と期 待 され て い

る。

現状 では,わ が 国 の解 読 技 術 は,蓄 積 が 全 くな い とい っ て よい状 況 で あ るが

今 後 急 ピ ッチ で技 術 開発 が 進 め られ る見通 しで あ るの で,数 年 後 に は,こ のセ

ン タ ーで実 用 に供 す る こ とが 可 能 で あ る と期 待 され て い る。

なお,ERTSは,大 体 一 週 間 程 度 で 日本 全 土 を走 査 し うる ので,雲 量 等 の状

況 に も よるが,1カ.月 に1度 程 度 は 全国 の地 表 の状 況 を把 握 し うる もの と思 わ

れ,従 って,地 表 の マ ク ロ的 変化 は,ほ とん ど常 時 わか る こ と とな ろ う。

ERTSか らのデ ー タに よっ て,地 表 の 開発 状 況,市 街 地 の発 展 状 況,公 害

の発 生 状 況,森 林 等 の活 力 の 状況,海 浜 の 侵 蝕状 況,海 流 の状 況,地 す べ り等
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の地 表 面 の変 化 の状 況 等 が わ か るの で,開 発 許 可,開 発状 況 の チ ェ ッ ク,取 締

り,災 害 の事 前 対 策,公 害 対 策,都 市 対 策,海 岸 ・海 洋管 理 等 広 く国 土行 政 に

役 立 て る こ とが 可 能 で あ る。

更 に,外 国 の衛 星 写 真 を入 手,解 読 す る こ とに よ り,外 国 の農 産物 の作 柄 状

況 等 の把 握,東 南 ア ジア地 区 の 地 図 の作 成 等 を行 な うこ とが で き,我 国 の経 済

政 策,海 外 の開 発 に対 す る協 力 に役 立 て る こ と も可 能 とな ろ う。

従 っ て,こ の セ ン ターで は,衛 星写 真,空 中写 真 等 を十分 活 用 して国 土情 報

を提 供 す る体 制 を作 りたい と考 え て い る。

第 三 には,デ ー タの取 り扱 い 方 式 に関 す る技 術 の 開 発 で あ る。

デ ー タ利 用 の立 場 か らみ る と,各 種 デ ー タは,で き る だけ 取 り扱 い易 い 単 位

に集 め られ て い る こ とが 必 要 で あ る。 現 在 の デ ー タの単位 は,市 町 村,県 とい

っ た レベ ル の もの が 多 く,市 町 村 よ り細 か な単 位 で 必 要 なデ ー タ とか,河 川,道

路,鉄 道 の よ うに線 的 な施 設 等 に沿 っ た デ ー タを得 る こ とは 困難 で あ る。

この よ うな点 か ら,客 観 的 に区 域 の状 況 を比 較 し,ま た集 計 す る手 段 と して

で きる だけ 等 質 の地 域 に土 地 を区 分 して デ ー タを集 積 す る手 法 が必 要 で あ り,

この一 つ の方 法 と して,現 在,い わ ゆ る メ ッシ ュ法 が 使 わ れ て い る。

メ ッ シ ュ法 は,土 地 を面 積,形 状 の点 か らみ て 等 質 な もの に分 け る手 法 で,

標 準 メ ッシ ュ とさ れ て い る のは,経 緯度 を基 準 と して 一 辺 が皓 々1キ ロ メー ト

ル の正 方 形(面 積 で皓 々1平 方 キ ロ)に 全 国 を分 割 す る もの で ある。 この メ ッ

シ ュは,更 に分 割 して一 辺 が 皓 々500メ ー トル の メ ッシュ,皓 々100メ ー ト

ル の メ ッシ ュ等 と して扱 う こ と も可能 で あ る。

しか し,各 種 計 画 等 には,同 じメ ッシ ュで も完 全 に等 積 の もの(標 準 メッシュ

は,経 緯度 を基 準 とす る た め,完 全 な等 積 に は な らな い)を 利 用 した方 が 便 利

な もの もあ り,ま た,具 体 の都 市 計画 で は,都 市 を面 積 形状 で は な く,機 能 面

か らの等 質 さで 分 割 した 方 が 利 用 しやす い もの が多 く,い わ ゆ る街 区 単 位 にデ

ー タ を扱
った 方 が便 利 で あ る。 この 方式 は,「 小 地 域 情 報 シス テ ム 」 と呼 ば れ

統 計 局 を中 心 に,建 設 省 等 で 研 究,開 発 中 で あ る。 更 に,将 来,一 筆 の土地 あ
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るい は一 棟 の建 物 につ い て は,小 地 域 情 報 と結 び つ け る方式 を開 発 す べ く,現

在 研 究 をす す め て い る。

また,デ ー タの特 性,利 用 者 側 の 需要 に よっ て,デ ー タを集 積 す る方式 も異

な るの で,各 種 の方 式 を十 分組 み 合 わせ て 適 切 な デ ー タの 蓄 積 を行 な うこ とが

必要 で あ る が,こ の 方 面 の研 究 も進 め られ て い る現 状 で ある。

な お,国 土情 報 が十 分活 用 され る た め に は,国,公 共 団体 で行 な われ て い る

各種 調査 につ い て,相 査 区 の単 位,調 査 内容,時 期,コ ー ド等 に つ き,調 整,

統 一が とれ てい る こ とが必 要 で あ り,こ の方 面 の対 策 を早 急 に は か るべ きで あ

る。

16.3.3ネ ッ トワー ク

次 に,「 国土 情 報 セ ン タ ー 」の ネ ッ トワ ー クで あるが,現 在 の構 想 で は,東

京 に本 部 を置 き,コ ン ピ ュー タ処 理 技 術,デ ー タの 自動読 み取 り技 術 等 の技 術

開発,デ ー タ処 理 の統 一 化,下 部 機 構 の総 括 等 の機 能 を行 な わせ る こ と と し,

ブ ロ ック単 位(全 国 を9ブ ロ ッ クに分 割 す る)に ブ ロ ック ・セ ン ター,各 部 道

府 県 に ロー カル ・セ ン ター を置 くこ と とす る。 各 セ ン ター で は,情 報 の収 集,

加 工,提 供 を行 な うわ け で あ る が,各 ロ ー カル ・セ ン タ ー と本 部 は,ブ ロ ック・

セ ン タ ーを経 由 して通 信 ネ ッ トワ ー クで結 ぶ 構 想 で あ る。

これ に よ り,全 国 各 地 で 中央 と同 質 の 国 土 関係 情 報 を迅速 に入 手 す る こ とが

可 能 とな り,地 方 公 共 団 体 の 活 用 は も と よ り,地 方 の大学,研 究 機 関,シ ン ク・

タ ン ク等 の 利 用 が期 待 で き,地 方 の知 識 産 業 の振 興 に も役 立 う もの で あ る。

な お,全 国 ネ ッ トワー クは,設 立 と同時 に完備 す る こ とは 実 際 上不 可 能 で あ

るの で,設 立後5カ 年 位 で整 備 した い考 え で あ る。

16.3.4当 面 の 業務

次 に,こ の セ ン タ ーの 当面 の 具 体 的業 務 で あ るが,現 在 の デ ー タ整備 の状 況

等 か らみ て,全 国 を標 準 の2キ ロメ ッシ ュ に区切 り,地 形,地 質,土 地 利 用状

況,気 温,植 生 等 約50項 目の 自然情 報 を,ま た,市 街地 に つ い て は,一 辺500

メー トル の メ ッシ ュに区 切 り,土 地 利 用 状 況 等 約20項 目の情 報 を,国 土 地 理
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院 の協 力 を得 て,入 力 し,提 供 した い 考 え で ある。 これ と ともに,総 理 府 統 計

局 で は,す で に,国 勢調 査 等 のデ ー タの メ ッシ ュ化 を進 め てい る の で,統 計 局

の協 力 を得 て これ ら,地 理 的,自 然 的 情 報 と,社 会 的情 報 を一 体 と して,メ ッ

シ ュ情 報 と して広 く提 供 してい き た い と考 え て い る。

このほ か,メ ッシ ュ化 され て い な い 国 土 関係 の情 報 につ い て も,中 央 官 庁,

地 方 公 共 団 体,民 間 の協 力 を得 て,広 く収集 し,利 用 目的 に応 ず る よ う加工 す

る等 して 提 供 して い きたい と考 え て い る。

また,体 制 が整 備 され る に従 っ て,小 地 域 情 報 システ ム を活 用 した デ ー タ提

供 をは じめ,各 種 サ ー ビス を順 次 実施 して い く考 え で ある。

以 上,全 国 ネ ッ ト ・ワ ー クにか らむ とい うこ とで,非 常 に大 まか では あ るが

「国 土情 報 セ ン ター の構 想 を説 明 した。 しか し,ま だ構 想 の段 階 で あ る の で,

今 後 とも各 方面 の御 協 力 を得 て,真 に国 土 の発 展 に役 立つ セ ン ター とな る よ う

研 究 の うえ,一 日 も早 く設 立 した い と考 え て い る。
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